
令和４年度
しあわせ信州創造プラン2.0
（⻑野県総合５か年計画）

政策評価報告書（案）

令和４年（2022年）８月
⻑野県

資料１





Ⅰ． しあわせ信州創造プラン2.0（⻑野県総合５か年計画）政策評価制度の概要 1

Ⅱ． 政策評価結果の概要 3

Ⅲ． 重点目標を単位とした評価結果 25

① 付加価値を⾼め、経済成⻑を実現〈労働生産性〉 26

② 県⺠の豊かさ全国トップレベルを維持〈県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得〉 29

③ ⼈口の社会増を実現〈社会増減〉 32

④ インバウンド需要を取り込み観光消費額を増加〈観光消費額〉 36

⑤ 2025年に県⺠希望出生率1.84を実現〈合計特殊出生率〉 39

⑥ 様々な⼈の労働参加を全国トップに〈就業率〉 43

⑦ 健康⻑寿⽇本⼀を維持〈健康寿命〉 47

⑧ 再生可能エネルギー100%地域をめざし⾃給率を上昇〈再生可能エネルギー⾃給率〉 51

Ⅳ． 重点政策を単位とした評価結果 55

Ⅴ． 関連目標の進捗状況 97

Ⅵ． フォローアップ指標の進捗状況 103

Ⅶ． 地域計画の政策評価 107

Ⅷ． 地⽅創生関連交付⾦事業の実施結果 145

Ⅸ． まち・ひと・しごと創生寄附（企業版ふるさと納税）活用事業の実施結果 157

Ⅹ． 事業点検の概要 159

目次





１ 趣 旨
(1) しあわせ信州創造プラン2.0の着実な推進

プラン2.0（計画期間︓2018年度〜2022年度（平成30年度〜令和４年度））を着実に
推進するため、ＰＤＣＡサイクルの⼀環として政策の進捗状況についての評価を⾏い、課
題を明確化し、次年度以降の政策形成・事業構築に繋げていきます。

(2) 説明責任の履⾏
政策の進捗状況を、全国における本県の⽴ち位置及び経年変化とともに数値で⽰し、現

在の取組の成果について県⺠の皆様と共有します。地域重点政策の進捗状況の評価につい
ても、それぞれの地域で共有します。

また、県の基本的な活動である事業についても、事業の目指すべき成果目標と達成状況
を明確にした上で、両者の差異の原因を分析するとともに、今後の事業の⽅向性について
必要性、効率性、有効性などの観点から⾃⼰点検を実施し、県⺠の皆様と共有します。

(3) 学ぶ県組織への転換
職員⼀⼈ひとりが「データ」「因果関係」「成果」を重視した政策評価を通じて、政策

⽴案⼒の強化を図ります。

２ 対 象
プラン２.0に基づく施策及び事業

３ 特 徴
(1) 重点目標を単位とした評価

政策の総合的達成度を把握するとともに、部局の枠をこえた視点で政策の進捗状況につ
いて分析・検証を⾏い、成果や改善点を明らかにするため、８つの「重点目標」を単位と
して評価を実施しました。

(2) 重点政策を単位とした評価
施策の進捗度を関連目標等によって把握し、取組の成果や課題を明らかにするため、６

つの「政策推進の基本⽅針」と、それを構成する32の「重点政策」を単位として評価を実
施しました。

(3) 施策と事業の評価を⼀体的に⾏う仕組み
事業の点検は「事業点検制度」として評価を⾏い、施策の評価と⼀体的に運用しました。
なお、事業点検制度においては、予算から点検まで共通の「事業改善シート」を活用し、

予算編成時にあらかじめ明らかにした「成果指標」の目標達成状況を中⼼に点検を⾏いま
した。

(4) 外部の視点の確保
政策の進捗状況や社会・経済情勢の変化等を踏まえた今後の取組の⽅向性や将来に向け

た事業の改善等について、有識者や県⺠の意⾒を把握して今後の取組に活かします。

４ 報告等
評価の結果概要を⻑野県基本計画の議決等に関する条例に基づき県議会へ報告するとと

もに、県⺠に公表します。

Ⅰ．しあわせ信州創造プラン２.０（⻑野県総合５か年計画）政策評価制度の概要
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【参考】しあわせ信州創造プラン２.０（⻑野県総合５か年計画）の概要

282
28 810

基本目標 確かな暮らしが営まれる美しい信州
〜学びと⾃治の⼒で拓く新時代〜

政策推進の
基本方針

学びの
県づくり

産業の
生産性が

高い
県づくり

人を
ひきつける

快適な
県づくり

いのちを
守り育む
県づくり

誰にでも
居場所と

出番がある
県づくり

⾃治の⼒
みなぎる
県づくり

重点政策 …
生きる⼒と
創造性を

育む教育の
推進

地域ととも
に取り組む

楽しい
学校づくり

高等教育の
振興による
知の拠点
づくり

生涯を
通じて
学べる

環境の整備

施策展開 …
未来を

切り拓く
確かな

学⼒の育成

豊かな心と
健やかな

身体の育成

すべての
子どもの

学びの保障

地

域

計

画

１ 計画の構成

２ 重点目標

クリエイティブな社会をつくる 〜産業や地域のイノベーションを促進する〜

※県⺠経済計算の遡及改定に伴い、プラン策定時から数値を変更しました。

安心で希望あふれる社会をつくる 〜県⺠の思いに寄り添う〜

2

1.0

4
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重点目標 評 価 （上段:現況、下段:今後の取組） 推移

①労働生産性

(最新値2019年度)

・製造業を中⼼に、⽶中貿易摩擦や令和元年東⽇本
台風の影響を受けたことにより県内総生産が減少
したため３年ぶりに低下。

・DXの推進等による付加価値向上や生産性向上の
取組強化が必要。

②県⺠⼀人当たり

家計可処分
所得

(最新値2019年度)

・製造業を中⼼に、⽶中貿易摩擦等の影響により、
県内総生産及び県⺠雇用者報酬が減少したため、
７年ぶりに減少。

・県内総生産の増加、産業の担い手の育成・確保に
向けた取組強化が必要。

③社会増減

(最新値2021年)

・コロナ禍による地⽅回帰の流れを背景に転⼊が増
加し、国内移動の社会減は目標以上に改善。国外
移動を含めた全体も、４年ぶりに減少幅が縮⼩。

・10代後半、20代前半の社会減が課題であり、男
性よりも⼥性の減が⼤きい。若者をひきつけ、定
着を図っていくなど取組の⼀層強化が必要。

④観光消費額

(最新値2021年)

・2018年、2019年は目標を上回ったが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、前年に続き減少。

・旅⾏需要回復のため、⻑期滞在型観光の推進、リ
ピーターの獲得、インバウンド需要の取り込みな
ど、戦略的な取組が必要。

⑤合計特殊
出生率

(最新値2021年)

・20代の出生率低下に伴い前年より低下したものの、
全国順位は前年の19位から16位に上昇。

・若者の出会いや結婚の希望の実現、⼦育ての安⼼
の確保に向けた取組の⼀層強化が必要。

⑥就業率

(最新値2021年)

・プラン2.0の計画期間を通じ目標を上回って推移。
全国順位は６位で、全国トップレベルを維持して
おり、概ね順調。

・若者のUターン就職や、⼦育て期⼥性の就労促進、
障がい者の法定雇用率達成企業の増加に向けた取
組が必要。

⑦健康寿命

(最新値2020年)

・⼥性は全国１位を維持(３県同率)。男性は前年の
１位から２位となったが全国トップレベルを維持。

・健康寿命は延びているものの、延び幅は全国平均
を下回っており、健康づくりの推進、介護予防、
⾼齢者の社会参加の促進等の取組強化が必要。

⑧再生可能
エネルギー
⾃給率

(最新値2019年度)

・再生可能エネルギー導⼊量の増加と、最終エネル
ギー消費量の減少により、⾃給率は着実に上昇。

・太陽光発電は目標を上回り伸⻑している⼀⽅、⼩
⽔⼒発電や太陽熱利用などの伸びはわずかであり、
普及拡⼤に向け取組強化が必要。

Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標の総括表）
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標① 労働生産性）

付加価値を高め、経済成⻑を実現

【最新値の状況】
・2017年度以降上昇していたが、2019年度は県内総生産の減少に伴い３年ぶりに低下(対前年度⽐

△3.1％)。
⇒県内総生産の増加に向け、DX(デジタルトランスフォーメーション)の推進等による付加価値向上

や生産性向上の取組強化が必要

【要因分析】
製造業
・県内総生産の約３割を占める製造業が全体を牽引してきたが、2019年度は⽶中貿易摩擦による中

国経済の減速に伴う受注・生産の減少等の影響により県内総生産が減少。製造業の労働生産性は
３年ぶりに低下(対前年度⽐△5.0％)。

サービス産業
・県内総生産の約５割を占める第３次産業(サービス産業)は、令和元年東⽇本台風や新型コロナウイ

ルス感染症による宿泊・飲食サービス業への影響などにより労働生産性が低下(同△2.７％)。
全国との比較
・全国平均を100としたときの本県の労働生産性は92.6(対前年度△1.8ポイント)で、差が拡⼤。

《労働生産性》

県内総生産／就業者数

年度 基準値
(2014)

最新値
(2019)

目標値
(2020)

実績値 7,282千円／⼈
(7,314千円／⼈) 7,438千円／人 8,065千円／⼈

(8,065千円／⼈)
※二段書き上段は、労働生産性算出の基礎となる県民経済計算の遡及改定後の値により算出した値、下段（ ）はプラン策定時の値
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出典：県⺠経済計算年報(企画振興部)

(年度)

労働生産性の推移(産業別)
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標② 県⺠⼀人当たり家計可処分所得）

県⺠の豊かさ全国トップレベルを維持

《県⺠⼀人当たり
家計可処分所得》

家計可処分所得／総⼈口

年度 基準値
(2014)

最新値
(2019)

目標値
(2020)

実績値 2,428千円
(2,409千円) 2,534千円 2,810千円

(2,785千円)

※二段書き上段は、家計可処分所得の基礎となる県民経済計算の遡及改定後の値により算出した値、下段（）はプラン策定時の値
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⼀⼈当たり家計可処分所得の推移(全国比)

(年度)

【最新値の状況】
・2013年度以降増加していたが、2019年度は県⺠雇用者報酬の減少に伴い、７年ぶりに減少

(対前年度⽐△0.7％)。
⇒県内総生産の増加や、産業の担い手の育成・確保に向け、取組強化が必要

【要因分析】
県⺠雇⽤者報酬の減少
・⽶中貿易摩擦に起因する中国経済の減速の影響などによる受注・生産の減少や、新型コロナウイル

ス感染症の影響などにより、製造業を中⼼に県内総生産(名目)が減少(対前年度⽐△2.0％)し、県
⺠雇用者報酬も減少(同△1.1％)。

全国との比較
・本県の県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得は全国平均を上回って推移しているものの、全国を100とし

たときの本県は104.2と、前年度より低下(対前年度△2.6ポイント)し、全国との差は縮⼩。
・これは、全国に⽐べ産業構成⽐が⾼い製造業の雇用者報酬減少(対前年度⽐△2.7％)が影響。

51,233 

51,798 

52,265 

52,653 

52,883 

52,232 

211.0
209.9

209.1
208.2

207.3
206.1

200

205

210

215

220

51,000

51,500

52,000

52,500

53,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019

(万人)(億円)

(年度)

家計可処分所得と県⼈口の推移

家計可処分所得(左目盛) 県人口(右目盛)
出典：県⺠経済計算年報(企画振興部)
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標③ 社会増減）

人口の社会増を実現

369

△ 1,004
△ 1,168

66

696

351 839

55

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

△ 5,000

△ 3,000

△ 1,000

1,000

3,000

5,000

0〜14 15〜19 20〜24 25〜29 30〜39 40〜49 50〜74 75〜

(人)(人) 国内移動 男性(2021年)[社会増＋204⼈]

転出数【△表示】(左目盛) 転⼊数(左目盛)
社会増減数(右目盛)

出典：毎月人口異動調査(企画振興部)

343

△ 1,084
△ 1,798

104
618

304

619

113

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

△ 5,000

△ 3,000

△ 1,000

1,000

3,000

5,000

0〜14 15〜19 20〜24 25〜29 30〜39 40〜49 50〜74 75〜

(人)
(人)

(歳)

国内移動 女性(2021年)[社会減△781⼈]

転⼊数(左目盛) 転出数【△表示】(左目盛)
社会増減数(右目盛)

出典：毎月人口異動調査(企画振興部)

《社会増減》

⻑野県への転⼊と
⻑野県からの転出の差

年 基準値
(2017)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 ▲739⼈ ▲1,760人 社会増

△ 3,147 △ 2,733 △ 3,243

△ 4,531

△ 2,156
△ 577

1,579
1,994 2,287 2,443

△ 284 △ 1,183

△ 1,568
△ 739

△ 956

△ 2,088 △ 2,440
△ 1,760

△ 5,000

△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(人)

(年)

社会増減の推移

国内移動 国外移動 社会増減 出典：毎月人口異動調査(企画振興部)

(基準値)

社会増
(目標値)

【最新値の状況】
・2018年以降、年々社会減は拡⼤していたが、４年ぶりに減少幅が縮⼩(2020年:△2,440⼈

→2021年:△1,760⼈)。
⇒人口の社会増実現に向け、取組の⼀層の強化が必要

【要因分析】
国内移動・国外移動
・国内移動は、コロナ禍による地⽅回帰の流れを背景に社会減が縮⼩(2020年:△2,156⼈→2021

年:△577⼈)。国内移動が社会減に転じた2001年以降では、東⽇本⼤震災による避難者を多数受
け⼊れた2011年を除き、最⼩の社会減。

・国内移動が社会減の状況にある37道府県のうち、本県は最も減少数が少ない県(１位)となり、前年
の順位(39道府県中11位)から上昇。

・国外移動は、⼊国制限等の影響から社会減が拡⼤(2020年:△284⼈→2021年:△1,183⼈)。
年代・男⼥別(国内移動)
・男⼥とも30〜50代とその⼦どもの世代(0〜14歳)で、社会増の幅が拡⼤。
・男性は、2011年以来10年ぶりの社会増(＋204⼈)となった⼀⽅、⼥性は社会減（△781⼈）。
・男⼥とも10代後半及び20代前半の社会減が課題。若者をひきつけ、定着を図る取組が必要。
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【最新値の状況】
・2018年、2019年は目標値を上回って推移したが、新型コロナウイルス感染症の影響により2020

年に目標値を下回り、2021年は２年連続で減少（対前年⽐△27.3％）。
⇒旅⾏需要回復のため、戦略的な取組が必要

【要因分析】
⽇本人旅⾏者
・ 「県外からの宿泊観光客」の観光消費額の減少（対前年△1,413億円）等により観光消費額は

5,154億円（同△1,648億円）。
・国のGoToトラベルのような全国単位の需要喚起策が実施されなかったことにより、県外観光客の

⼊込や消費単価が減少。
・旅⾏需要回復のため、⻑期滞在型観光の推進やリピーター獲得につながる取組が必要。

外国人旅⾏者
・新型コロナウイルス感染症の⽔際対策により、観光目的での⼊国ができなかったため、観光消費額

は０（同△285億円）。
・コロナ後の旅⾏先として⽇本は⼈気が⾼く、今後の需要が⾒込まれることから戦略的な取組が必要。

Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標④ 観光消費額）

インバウンド需要を取り込み観光消費額を増加

主な属性別の消費額・構成要素の増減

《観光消費額》

県内で旅⾏者が⽀出
した宿泊費、交通費、
飲食費等の総計

年 基準値
(2016)

最新値
（2021）

目標値
(2022)

実績値 7,320億円 5,154億円 8,100億円

244 279 565 562 285 0 

7,075 6,814 

7,581 8,207 

6,802 

5,154 

7,320 

7,093 

8,146 
8,769 

7,087 

5,154 

8,100 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(億円)

(年)

観光消費額の推移

外国人 日本人 出典：⻑野県観光⼊込客統計(観光部)

(目標値）(基準値）

1,667 1,670 1,680 
1,648 

1,072 
1,078 

100.0 100.2 100.8 
98.8 

64.3 64.7 

0

30

60

90

120

500

1,000

1,500

2,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

(2016=100)(万人泊)

(年)

日本⼈延べ宿泊者数の推移

日本人延べ宿泊者数(左目盛)
2016年を100とした場合の値(⻑野県)(右目盛)
2016年を100とした場合の値(全国)(右目盛)

出典：宿泊旅行統計調査(観光庁)

全国
7位

8位 8位
9位

9位 10位

114 129 153 158 

53 
6 

100.0 

113.6 

134.5 
139.0 

46.4 

5.6 

0

60

120

180

0

60

120

180

2016 2017 2018 2019 2020 2021

(2016=100)(万人泊)

(年)

外国⼈延べ宿泊者数の推移

外国人延べ宿泊者数(左目盛)
2016年を100とした場合の値(⻑野県)(右目盛)
2016年を100とした場合の値(全国)(右目盛)

出典：宿泊旅行統計調査(観光庁)

全国12位 13位 13位12位
12位10位

観光・日帰り 933観光・日帰り 933

出典：⻑野県観光⼊込客統計(観光部)

日本⼈
5,154億円

(△1,648億円)

外国⼈
０億円

(△285億円)

(  )は対前年の増減数、矢印は前年と比較した増減傾向

観光・宿泊 504
(＋79)

来訪者数
(万人)

消費単価
(円)

観光・日帰り 1,040
(+60)

観光・宿泊 1,947
(△1,413)

(△339)

ビジネス・宿泊 505
(△49)

消費額
(億円)

149 33,909

1,063 9,786

489 39,790

788 11,841

209 24,131

観光消費額 5,154億円

県
内

観光・宿泊 504
(＋11) (＋2,998)

(＋382) (△4,602)

(△41) (△23,561)

(＋58) (△5,574)

(△2) (△2,116)

県
外

(△1,933億円)
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71.0

74.2

82.0

79.0 79.6
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71.766.4

68.8

77.2 75.9

79.4

80.5

73.0

65
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85
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有配偶出生率(15〜49歳女性)の推移

⻑野県 全国

※有配偶出生率は、出生数の日本人女性有配偶者数(15〜49歳)に対する比率
出典：国勢調査(総務省)、人口動態統計(厚生労働省)

Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標⑤ 合計特殊出生率）

2025年に県⺠希望出生率1.84を実現
《合計特殊出生率》

15〜49歳の⼥性の年齢ごと
の出生率を合計した数値
(１⼈の⼥性が⼀生に産む
⼦どもの数の平均に相当)

年 基準値
(2016)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 1.59 1.44 1.76

15,171 14,525 14,184 13,553 12,864 12,512 

1.59 

1.56 1.57 1.57 

1.46 1.44 

1.76 

1.44 1.43 1.42 
1.36 

1.33 1.30 

10,000

12,000

14,000

16,000

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(人)

(年)

合計特殊出生率と出生数の推移

⻑野県の出生数(右目盛) 合計特殊出生率(⻑野県)(左目盛)
合計特殊出生率(全国)(左目盛) 出典：人口動態調査(厚生労働省)

(基準値) (目標値)

10位12位16位12位

4.53 

7.80 
11.79 

15.51 

19.30 

23.31 

26.63 

5.57 

8.99 12.57 

15.96 

20.14 

24.77 

28.25 

3.70 4.00 4.57 5.92 

8.21 

11.50 
14.28 

4.33 5.10 5.82 
7.25 

10.61 

14.89 

17.81 

0
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(%)

（年)

50歳時未婚率の推移

⻑野県男性 全国男性
⻑野県女性 全国女性

2015、2020年は配偶関係不詳補完結果に基づく
出典：人口統計資料集(国立社会保障・人口問題研究所)

0.651
0.630

0.638
0.631

0.567
0.546

0.867 0.856 0.855
0.867

0.816
0.827

0.4
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合計特殊出生率の
⺟の年齢別内訳

20代(県)
30代(県)
20代(国)
30代(国)

16位19位

(年)

【最新値の状況】
・全国的に低下傾向の中、本県は横ばいで推移していたが２年連続で低下。(対前年△0.02ポイント)
⇒若者の出会いや結婚の希望の実現、子育ての安心の確保に向けて、取組の⼀層の強化が必要

【要因分析】
合計特殊出生率(⺟の年齢別)
・2021年においては、20代の出生率低下(対前年△0.021ポイント)が全体の出生率低下に影響。
未婚率
・50歳時未婚率(2020年)は、男性26.63％、⼥性14.28％と、2015年に⽐べ男性が3.32ポイント、

⼥性が2.78ポイント上昇しており、未婚化が進⾏。
有配偶出生率
・本県は2005年から2015年にかけて横ばいで推移していたが、2020年は71.7に低下。
意識の変化
・内閣府が20〜49歳の男⼥を対象に実施した｢少⼦化社会に関する国際意識調査｣(2020年度)におい

て、前回調査時(2015年度)よりも｢⼦どもを持つことは⾃然なことである｣と考える⼈が減少。
｢経済的な負担が増える｣｢身体的・精神的な負担が重くなる｣と考える⼈が増加。
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標⑥ 就業率）

様々な人の労働参加を全国トップに

【最新値の状況】
・2021年は前年より0.6ポイント低下したものの目標値を上回った。全国順位は６位。
⇒目標に向けて、概ね順調。

【要因分析】
若者
・県内出身学生のUターン就職率は38.4％(2021年３月卒)と、目標値(45％)を下回っており更なる

取組が必要。また、⼥性のUターン就職率は、男性よりも低い傾向で推移。
⼥性
・⼦育て期⼥性のうち25〜34歳の有業率は、2012年から2017年の間に7.5ポイント上昇(70.7％

→78.2％)した⼀⽅、他の年代と⽐較すると有業率は低い傾向にあり、更なる取組が必要。
高齢者
・70歳以上まで働ける制度のある企業割合は41.3％(2021年)で、全国(36.6％)を上回り推移。
・常用労働者数(65歳以上)は⼀貫して増加(2016年:14,591⼈→2021年:25,143⼈)。
障がい者
・法定雇用率適用企業の雇用障がい者数は⼀貫して増加(2016年:5,804⼈→2021年:7,264⼈)。
・法定雇用率達成企業の割合は56.8％(2021年)と、全国(47.0％)を上回るも更なる取組が必要。

《就業率》

就業者数／
15歳以上⼈口

年 基準値
(2016)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 61.0％
(60.7%) 62.4% 61.5％

※基準値の上段は、遡及改定後の値により算出した値、下段（）はプラン策定時の値

5,804 6,075 6,589 6,769 7,068 7,264 

60.2 60.9
56.5 58.1 58.8 56.8

48.8 50
45.9
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(％)
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⺠間企業の雇⽤障がい者数、
法定雇⽤率達成企業割合の推移

雇⽤障がい者数(左目盛)

企業割合(⻑野県)(右目盛)

企業割合(全国)(右目盛)

出典：⺠間企業における｢障害者雇⽤状況｣の集計結果(⻑野労働局)
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64.7
65.4 65.4
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(%)
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就業率の推移(全国1位の県・⻑野県)

⻑野県 全国１位

出典：労働力調査(総務省)

(基準値)

(目標値)

(全国4位)
(4位)

(6位)
(7位) (5位)(4位)

（全国１位）2016年：岐阜県、2017〜2021年：東京都

出典：県産業労働部

企業割合は、2020年までは31人以上規模、2021年は21人以上規模企業の状況
出典：高年齢者の雇⽤状況(⻑野労働局）

高年齢の常⽤労働者数(65歳以上)、
70歳以上まで働ける制度のある企業割合の推移
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標⑦ 健康寿命）

健康⻑寿⽇本⼀を維持

【最新値の状況】
・⼥性は全国１位を維持(３県同率)。男性は全国トップレベルを維持したものの、前年の１位から２位

となった。
⇒健康寿命の延伸に向け、取組強化が必要

【要因分析】
要介護認定率
・要介護認定者数は増加しているが、介護保険第⼀号被保険者(65歳以上)に占める要⽀援・要介護者の

割合である｢調整済み要介護認定率｣は、2013年に⽐べ2.3ポイント低下(2013年:16.1％→2020
年:13.8％)。全国順位は３位となり、上位で推移。

特定健康診査受診率
・2013年から8.9ポイント上昇(2013年:51.3％→2019年:60.2％)。全国順位は2013年と同じく８位。
健康寿命の延び幅と不健康期間
・健康寿命は、2013年に⽐べ男性は約1.3年(2013年:79.80→2020年:81.1)、⼥性は約0.9年(2013

年:84.32→2020年:85.2)延伸したが、男⼥ともに全国平均の延び幅を下回る状況。
・平均寿命と健康寿命の差である｢不健康期間｣は、2013年に⽐べ男性は縮⼩、⼥性は拡⼤。
・健康寿命の延伸に向け、信州ACEプロジェクトによる健康づくりや介護予防等の取組強化が必要。

《健康寿命》
⽇常生活動作が⾃⽴して
いる(介護保険の要介護
度１以下)期間の平均

年 基準値
(2013※)

最新値
(2020※) 目標値

実績値
男性 79.80 １位 81.1 ２位

全国１位
⼥性 84.32 １位 85.2 １位

※出典 2013年：厚生労働省科学研究班調査、2020年：国民健康保険中央会調査
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出典：地域包括ケア｢見える化｣システム(厚生労働省)
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Ⅱ．政策評価結果の概要（重点目標⑧ 再生可能エネルギー⾃給率）

再生可能エネルギー100％地域をめざし⾃給率を上昇
《再生可能エネルギー⾃給率》

県内で生み出したと推計される
再生可能エネルギー量(導⼊量)／
県内で使うエネルギー量(消費量)

年度 基準値
(2015)

最新値
(2019)

目標値
(2020)

実績値 8.2％
(8.0％) 10.5％ 12.9％

【最新値の状況】
・年々着実に増加しており、2019年度の実績は10.5％(対前年度＋0.8ポイント)。
⇒再生可能エネルギー⾃給率の向上を図るため、取組強化が必要

【要因分析】
再生可能エネルギー導⼊量
・2019年度の導⼊量は17,299TJであり、2010年度の約1.5倍に増加。
・主⼒の太陽光発電やバイオマス・地熱発電等は目標を上回り順調に伸⻑する⼀⽅、⼩⽔⼒発電や、太

陽熱など熱利用の伸びはわずかであり、今後の普及拡⼤に向け更なる取組が必要。
最終エネルギー消費量
・2019年度の消費量(暫定値)は165,406TJ(2010年度⽐△15.0％)であり、目標(170,000TJ)を上回

る削減状況。
温室効果ガス総排出量
・産業部門は目標を上回り削減が進んでいる⼀⽅、家庭部門などにおいては、更なる削減に向けた取組

が必要。
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太陽光発電
小水力発電
ﾊﾞｲｵﾏｽ・地熱発電等
太陽熱利⽤
ﾊﾞｲｵﾏｽ・地中熱利⽤等
既存水力

(目標)

出典：再生可能エネルギー導⼊等状況調査(環境部)
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0
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(年度)

温室効果ガス総排出量の推移

(目標)

※2019年度の数値は暫定値

13,300
14,78315,290

16,960
CO2以外
廃棄物等

運輸

家庭

業務

産業

14,820 (14,384)14,913

出典：都道府県別エネルギー消費統計(資源エネルギー庁)を元に作成

11,205 14,570 15,254 16,042 16,722 17,299 
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再生可能エネルギー導⼊量(右目盛) 最終エネルギー消費量(右目盛) 再生可能エネルギー自給率(左目盛)
出典：都道府県別エネルギー消費統計(資源エネルギー庁)を元に作成

(基準)

(目標)
(%)

※2019年度の最終エネルギー消費量は暫定値

※基準値の上段は遡及改定後の値。下段の（）はプラン策定時の値
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１ 学びの県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針１）

【主な取組と取組実績】
1-1 生きる⼒と創造性を育む教育の推進
• 全ての⼩中学生が⾃分らしく

学ぶための｢信州型ユニバー
サルデザイン｣の考え⽅に基
づく学びの改革実践校の取組
を県下の学校へ広く発信

学びの改革実践校数
R2:25校
R3:39校

• ⾃然保育を通じて⾃ら学び成
⻑しようとする⼒を育む｢信
州やまほいく(信州型⾃然保
育)｣を普及

認定園数
H29末:152園
R3  末:241園

• 悩みを抱える⼦どもがいつで
も相談できるよう、スクール
カウンセラー及びスクール
ソーシャルワーカーを配置す
るとともに、相談窓口を開設

体制及び相談実績[R3]
24時間相談電話:762
件、LINE相談:68⽇間
で749件、スクールカ
ウンセラー:105⼈、
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ:35⼈

1-2 地域とともに取り組む楽しい学校づくり
• 地域に根差した探究的な学び

｢信州学｣により、社会⼈とし
て実社会における様々な課題
に向き合い新たな社会の創造
に貢献できる⼈材の育成を推
進

実施実績
R3:すべての県⽴⾼校
で実施
※コロナ禍ではあったが、オ

ンラインでの講演会や、訪
問可能な範囲でフィールド
ワーク・実習等を実施

• 教員の業務をサポートするス
クール・サポート・スタッフ
を市町村⽴⼩中学校に配置し、
教員の業務負担を軽減

配置校数
H29:0校
R3  :303校

1-3 高等教育の振興による知の拠点づくり

• ⻑野県⽴⼤学を開学(H30)、
⼤学院設置 (R4)

• 私⽴⼤学の学部新設・開学⽀
援
清泉⼥学院⼤学看護学部
(H31)
⻑野保健医療⼤学看護学部
(H31)
佐久⼤学⼈間福祉学部(R3)
松本看護⼤学(R3)

新規設置大学・学部等
の定員
県⽴⼤学︓240⼈
清泉⼥学院⼤学看護学
部:76⼈
⻑野保健医療⼤学看護
学部:80⼈
佐久⼤学⼈間福祉学
部:70⼈
松本看護⼤学:70⼈

• ⻑野県⽴⼤学ソーシャル・イ
ノベーション創出センターに
より、県内企業や起業予定者
等に対する新たなビジネス展
開の相談を⽀援

支援実績
R3:425件

1-4 生涯を通じて学べる環境の整備

• 新たな社会的価値を創造する
ためのモデル空間として｢信
州・学び創造ラボ｣を県⽴⻑
野図書館に開設(H31)
ラボの活用や多様なコミュニ
ティ創出を企図したワーク
ショップ等を開催

ワークショップ開催数
R3:41回

【成果】

学びの改革の推進
⼦どもたちが主体的に学び、仲間と共に解を導き出す学びへの転換を
図る｢信州型ユニバーサルデザイン｣による授業改革などにより、｢授
業がよく分かる｣と答えた児童生徒の割合が増加

高等教育機関の魅⼒向上 ⻑野県⽴⼤学の開学や私⽴⼤学の学部新設・開学⽀援により、県内⼤
学の収容⼒や県内⾼校生の県内４年制⼤学への進学率が上昇

教員の負担軽減 教員の業務をサポートするスクールサポートスタッフの配置や部活動
指導員の任用等により、教員⼀⼈当たりの時間外勤務時間は減少

学⼒の向上
上述の授業改革等に取り組んでいるものの、全国学⼒・学習状況調査
(⽂部科学省)における⼩６算数及び中３数学の全国上位４分の１、下
位４分の１に含まれる児童・生徒の割合は、目標値に対して低い⽔準

キャリア教育の充実 全国学⼒・学習状況調査(⽂部科学省)における｢将来の夢や目標を
持っている｣と答えた児童生徒の割合は低下傾向

生涯を通じた
学びの継続

県⽴⻑野図書館に｢信州・学び創造ラボ｣を開設するなど、図書館の新
たな活用策を推進しているものの、新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、県内公共図書館の調査相談件数は急低下

【課題】
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【主な指標】
関連目標1-5

｢授業がよく分かる｣と答えた児童生徒の割合
関連目標1-11

県内大学の収容⼒

目標値を超える水準で推移 全国順位は低いものの、
目標値を超えて順調に増加

県内高校生の県内４年制大学への進学率 教員⼀人当たりの時間外勤務時間
(小中学校、12月単月)

上昇傾向 年々改善傾向

関連目標1-1,1-3 全国学⼒・学習状況調査で
上位4分の1に含まれる割合

関連目標1-2,1-4 全国学⼒・学習状況調査で
下位4分の1に含まれる割合

基準値から改善せず、
目標値に対して低い水準

中３数学は直近で改善したが、
小６算数も含め目標値に対して低い水準

関連目標1-6 ｢将来の夢や目標を持っている｣
と答えた児童生徒の割合

関連目標1-14
県内公共図書館調査相談件数

基準値から改善せず、
目標値に対して低い水準

目標値を超えて推移していたが、
新型コロナウイルス感染症の影響で急減
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２ 産業の生産性が高い県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針２）

【主な取組と取組実績】
2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• ｢AI・IoT等先端技術利活用⽀

援拠点｣を設置(H31)し、専
門家(2名)により、AI・IoTの
導⼊相談を実施

相談等実績
R1〜R3:
相談件数 1,635件
セミナー等講演 39回

• 創業⽀援拠点｢信州スタート
アップステーション｣(R2:松
本市、R3:⻑野市)を開設し、
専門コーディネーターによる
創業相談やセミナーを開催

相談件数
R2〜R3:935件
創業セミナー開催回数、
参加者数
R2〜R3:46回、
601⼈

2-2 地域内経済循環の促進
• 酒類の地理的表⽰｢GI｣(R3〜)、

｢⻑野県原産地呼称管理制度｣、
｢おいしい信州ふーど｣などに
より、県産品をブランド化

GI⻑野の認定品数
R3:230点
原産地呼称管理制度
認定品数
H30〜R3:776点
信州の伝統野菜選定数
H30〜R3:81種類

2-3 海外との未来志向の連携
• 県中⼩企業振興センターに食

のグローバル展開推進員を配
置し、県内企業に対する海外
⾒本市への出展⽀援等により、
食品関連事業者の海外販路の
開拓を⽀援

海外バイヤー商談会
参加者数
R3:42者

• 県内生産者等の海外への販路
拡⼤に向け、⻑野県農産物等
輸出事業者協議会による現地
での⻑野セールの開催

⻑野セール開催数
R3:8回

• 県産農産物の特徴や産地紹介
のための外国語版デジタル
リーフレットや輸出ガイド
ブックを活用した輸出セミ
ナーの開催

輸出セミナー開催数
R3:4回

2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進
• トヨタ式カイゼン手法の導⼊

により、⼤規模農業法⼈等の
経営改善を⽀援

支援数
R2:7経営体
R3:35経営体

• 県産材製品コーディネーター
を配置し、信州カラマツなど
の都市部での商談機会を創出

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動実績
R3:配置3⼈
支援回数
R2:43件 R3:121件

2-5 地域に根差した産業の振興
• 展⽰・販売会の開催、出展⽀

援により、伝統的工芸品の販
路開拓を⽀援

出展産地数
R3:延べ40産地

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ｢職場いきいきｱﾄﾞﾊﾞﾝｽｶﾝﾊﾟ

ﾆｰ｣認証制度や職場環境改善
アドバイザーにより、企業へ
の多様な働き⽅導⼊を促進

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ認証企業数
R3末:198社
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ訪問企業数
R3:2,121社

【成果】

中小企業等への技術支援
工業技術総合センター等で県内企業への技術⽀援等に積極的に取り組
んだことにより、実用化等の成果事例件数が目標値を超える⽔準で推
移

農産物、加工食品等の
輸出促進

海外への販路開拓⽀援や、デジタルリーフレット作成等による輸出拡
⼤⽀援に取り組んだことなどにより、農産物等の輸出額、加工食品の
輸出額が増加

働き方改革の推進 ｢職場いきいきアドバンスカンパニー｣認証制度を通した多様な働き⽅
制度導⼊の促進などにより、⼀般労働者の総実労働時間は低下

新たな価値を創造する
産業の育成

医療機器産業、航空機産業等の成⻑期待分野の産業育成やAI・IoTを
活用した生産性向上等の⽀援に取り組んでいるものの、製造業の従業
者⼀⼈当たり付加価値額は目標値に対して低い⽔準

労働生産性の向上
｢AI・IoT等先端技術利活用⽀援拠点｣による県内企業のAI・IoTの導
⼊⽀援や、ICTを活用した農林業のスマート化⽀援等の取組も進んで
いるものの、第３次産業の労働生産性や林業就業者⼀⼈当たりの⽊材
生産額をはじめとする労働生産性の指標は⾼まっていない

創業しやすい
環境づくり

創業⽀援拠点｢信州スタートアップステーション｣を開設し創業相談等
に取り組んでいるものの、開業率は目標値に対して低い⽔準

【課題】
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【主な指標】
関連目標2-11 工業技術総合センター等の

支援による実⽤化等の成果事例件数
関連目標2-12

農産物等の輸出額

目標値を超える水準で推移 目標値に向けて増加

関連目標2-13
加工食品の輸出額

関連目標2-17
⼀般労働者の総実労働時間

目標値に向けて増加 目標値以上の水準で推移

関連目標2-1
製造業の従業者⼀人当たり付加価値額

関連目標2-5
林業就業者⼀人当たりの⽊材生産額

基準値から改善せず、
目標値に対して低い水準 増加傾向から⼀転して減少

関連目標2-7
第3次産業の労働生産性(実質)

関連目標2-8
開業率

緩やかな増加傾向だったが再び減少し、
目標値に対して低い水準

基準値から大きく増加せず、
目標値に対して低い水準
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３ 人をひきつける快適な県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針３）

【主な取組と取組実績】
3-1 信州と関わりを持つ｢つながり人口｣の拡大
• ⻑野県で｢暮らす・働く・つ

ながる｣情報サイト｢SuuHaa｣
(スーハー)、二地域居住サイ
ト｢ニブンノナガノ｣により、
移住、テレワーク、副業など
に関する情報を発信

アクセス数[R3]
SuuHaa:159,963回
ﾆﾌﾞﾝﾉﾅｶﾞﾉ:9,213回

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
• ｢通年型⼭岳⾼原リゾート｣形

成に向けたHAKUBAVALLEY
への重点⽀援や⻑期滞在型観
光の実現と信州ファン(リ
ピーター)獲得のための観光
地域づくりの⽀援を実施

HAKUBAVALLEY支
援件数
R3:17件(八景の選
定・PR等)
DMO意⾒交換会
R3:1回、DMO等18団
体参加

3-3 心豊かな暮らしを実現する文化芸術の振興
• 善光寺周辺の美しい景色と調

和した｢ランドスケープ・
ミュージアム｣として⻑野県
⽴美術館がリニューアルオー
プン(R3.4)

来館者数
R3:延べ約78万⼈

3-4 2027年国⺠体育大会・全国障害者スポーツ 大会に向けたスポーツ振興

• 県⽴武道館(R2.3開館)で北信
越国体・ｲﾝﾀｰﾊｲなどを開催

利⽤者数
R3:66,888⼈

3-5 市街地の活性化と快適な生活空間の創造
• ｢公・⺠・学｣が連携する信州

地域デザインセンターにより、
市町村のまちづくりを⽀援

市町村と協働のまちづ
くり実施件数
R3:16件

3-6 中⼭間地域での暮らしの価値の再発⾒
• 持続可能な地域づくりに向け

た住⺠主体の活動の芽を、地
域住⺠の⽅々と共につくって
いく⽅法を学ぶ｢まちむら寄
り添いファシリテーター｣の
養成講座を開講

新規修了生
R3:21⼈
多分野のコーディネー
ター交流会参加者数
R3:23⼈

3-7 先端技術の積極的な活⽤・導⼊
• 県内公共交通機関における

キャッシュレス決済を推進す
るため、⾼速・特急バス路線
を運航する事業者が⾏う機器
導⼊等に係る費用を⽀援

支援件数
R3:60台(4事業者)

8,728千円

3-8 生活を支える地域交通の確保
• 地域公共交通の持続的発展の

ため、全県レベルの法定協議
会を⽴ち上げ、広域的な公共
交通ネットワークの再構築に
向けた取組を開始

開催回数
R3:協議会2回

地域部会8回

3-9 本州中央部広域交流圏の形成

• 地元地区、航空会社等の空港
関係者の協⼒、理解を得なが
ら、利便性向上のため、神⼾
便の複便化とともに、空港の
運用時間の2時間延⻑を実施
（R3.8〜）

神⼾便運航便数、
利⽤者数
R2:514便、

14,063⼈
R3:1,099便、

38,877⼈

【成果】

地方回帰の流れを
捉えた移住促進

移住・二地域居住などに関する情報発信の取組などに加え、コロナ禍
における地⽅回帰の流れが追い風となり、社会増減(国内移動)が急回
復し、移住者数も目標値を達成

市町村との協働による
まちづくり

信州地域デザインセンター(UDC信州)による取組などにより、コンパ
クトシティ形成に取り組む市町村数が目標値を超えて増加

信州まつもと空港の
利⽤促進

2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響で急減したが、神⼾便
の複便化や空港の運用時間延⻑の実施などにより、2021年度は回復

【課題】

Afterコロナを⾒据えた
観光振興

⻑期滞在型観光やリピーターの獲得に向けた観光地域づくり⽀援など
に取り組んでいるものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、
延べ宿泊者数は２年連続で前年を下回っている

文化芸術・スポーツ
との⽇常的なふれあい

拠点となる県⽴美術館や県⽴武道館における取組を進めているものの、
新型コロナウイルス感染症の影響により、県⺠⽂化会館ホール利用率
は低下

持続可能な地域公共交通
システムの構築

法定協議会を⽴ち上げ広域的な公共交通ネットワークの再構築に向け
た取組を開始しているが、⼈口減少の本格化に加え、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、公共交通機関利用者数が⼤幅に減少
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【主な指標】
関連目標3-1

社会増減(国内移動)
関連目標3-2

移住者数

社会減の幅が拡大していた
状況から急激に改善

順調に増加し続け
初めて目標値を超過

関連目標3-8
コンパクトシティ形成に取り組む市町村数

関連目標3-7
信州まつもと空港利⽤者数

目標値を超えて順調に増加 新型コロナウイルス感染症の影響で
急減した前年度から回復

関連目標3-3
延べ宿泊者数

関連目標3-4
外国人延べ宿泊者数

新型コロナウイルス感染症の影響により
２年連続で低い水準

新型コロナウイルス感染症対策による
⼊国制限で急激に減少

関連目標3-10
県⽴文化会館ホール利⽤率

関連目標3-6
公共交通機関利⽤者数

新型コロナウイルス感染症の影響により
２年連続で低い水準

目標値を超えて推移していたが、
新型コロナウイルス感染症の影響で急減
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４ いのちを守り育む県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針４）

【主な取組と取組実績】
4-1 県土の強靭化
• 防災意識の⾼い社会の実現を

目指し、災害にそなえ防災を
学び、適時適切な⾏動を⽀援
する｢信州防災アプリ｣を構築

ダウンロード数
R3:15,219ダウンロー
ド

• 氾濫危険河川を解消(河道掘
削、堤防強化、樹⽊伐採等) 

実施河川数
H30〜R3:282河川

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援
• リモートワーク等からの運動

不⾜解消のため、企業等への
運動専門職派遣や事業所対抗
の参加型ウォーキングを実施
し、密にならない運動の実践
を促進

運動専門職派遣回数
R3:7回
参加型ウォーキング
参加者数
R3:209事業所、
5,238⼈

4-3 医療・介護提供体制の充実
• 経験ある看護師(プラチナ

ナース)等への研修や就職
あっせんにより再就職を促進

再就業者数
H30〜R3:1,048⼈

• 育児と就業を両⽴できる環境
を整備するため、病院内保育
所の設置を⽀援

補助件数
R3:37施設

• ｢地域包括ケア体制｣の構築に
向け、市町村の取組を⽀援し、
全市町村で地域包括ケア会議
を設置するとともに、職員の
派遣など伴走型⽀援を実施

支援数
H30〜R3:7町村

4-4 生命・生活リスクの軽減

• ⾃殺のリスクに気づき専門家
の⽀援につなげる｢ゲート
キーパー｣を育成する研修を
開催

受講者数
R3:12,073⼈

• ｢⾃転⾞の安全で快適な利用
に関する条例｣に基づき、⾃
転⾞損害賠償保険等の加⼊や
ヘルメット着用を推進

⾃転⾞損害賠償保険
加⼊率
R3.3時点:57.8%

• 県⺠が⾃主的かつ合理的に⾏
動できる｢⾃⽴した消費者｣に
なることを目指し、特設web
サイトによる広報や出前講座
等を実施

出前講座等受講者数
R3:10,006⼈

4-5 地球環境への貢献

• 住宅における太陽光利用を促
進するため、｢信州屋根ソー
ラーポテンシャルマップ｣の
運用のほか、補助⾦の交付や
共同購⼊事業を実施

補助⾦交付
R3:蓄電池のみ 338件

太陽光＋蓄電池 49件
グループパワーチョイ
ス(共同購⼊)件数
R3:159件

• 海洋プラスチックごみ問題に
対して、①意識して｢選択｣、
②少しずつ｢転換｣、③分別し
て｢回収｣を呼びかける｢信州
プラスチックスマート運動｣
を推進

協⼒事業者数
R3末:87事業者611店
舗
テレビCMの放映
R3:96回

【成果】

治水安全度の向上 氾濫被害発生のおそれの⾼い河川を重点的に改修したことにより、市
街地を流下する河川の浸⽔想定家屋数は年々減少

医療従事者の確保
地域医療を担う医師や看護師の養成・確保の取組などにより、医療施
設従事医師数は目標値を達成し、就業看護職員数(ともに⼈口10万⼈
当たり)は目標値を超えて順調に増加

交通安全対策 ｢⾃転⾞の安全で快適な利用に関する条例｣に基づく取組や、通学路要
対策箇所の整備等により、交通事故死傷者数が減少

循環型社会の形成促進 食品ロス削減やプラスチックごみ問題等への取組などにより、1⼈1⽇
当たりごみ排出量が減少

⾃殺リスクの軽減 ｢ゲートキーパー｣の育成や｢SOSの出し⽅に関する教育｣等に取り組ん
でいるものの、⾃殺死亡率(⼈口10万⼈当たり)は依然として⾼⽔準

脱炭素社会の構築
｢信州屋根ソーラーポテンシャルマップ｣による太陽光発電の普及促進
等に取り組んでおり、再生可能エネルギーは増加しているものの目標
値に対しては低い⽔準であり、県内の温室効果ガス総排出量も減少し
ているものの目標には到達していない

【課題】
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【主な指標】

市街地を流下する河川の浸水想定家屋数 関連目標4-3
医療施設従事医師数(人口10万人当たり)

年々減少 順調に増加し、目標値を達成

関連目標4-4
就業看護職員数(人口10万人当たり)

関連目標4-6
交通事故死傷者数

目標値を超えて順調に増加 3年連続で目標値を下回る水準で推移

関連目標4-14
1人1⽇当たりごみ排出量

関連目標4-2
⾃殺死亡率(人口10万人当たり)

目標値に向けて年々減少 前年度から減少したものの、
目標値より高水準

県内の再生可能エネルギー導⼊量 関連目標4-13
県内の温室効果ガス総排出量

年々増加しているものの、
目標値は未達成

年々減少しているものの、
目標値は未達成
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針５）

【主な取組と取組実績】
5-1 多様性を尊重する共生社会づくり
• 共生社会を実現するため、障

がいへの理解促進と手助けや
配慮を実践する｢信州あいサ
ポート運動｣を推進

あいサポーター研修実
施回数、受講者数
H30〜R3:277回、
15,768⼈

• ⼈材育成や職場環境等の取組
が⼀定以上の⽔準にある福祉
事業者を認証する｢信州ふく
にん｣制度により⼈材の定着
を促進

認定数
R3末:89事業所

• 生活困窮からの⽴ち直りを⽀
援するため、県生活就労⽀援
センター｢まいさぽ｣の相談体
制を強化

相談員数
R2:16⼈
R3:25⼈

5-2 ⼥性が輝く社会づくり
• 男⼥共に生きづらさを抱える

ことのない環境づくりのため、
男⼥共同参画センターにおい
て、ワーク・ライフ・バラン
スに関する講座等の学びの場
を提供

講座・セミナー開催数
R3:24回

• 父親の育児参加を促進するた
め、｢ながのパパ手帳｣をリ
ニューアル

発⾏部数
R3:12,900部

5-3 人生二毛作社会の実現
• 各圏域に配置したシニア活動

推進コーディネーターの⽀援
により、シニアの社会参加や
就業を促進

シニア活動推進コー
ディネーター配置数
R3:11⼈(10圏域＋統
括)

5-4 若者のライフデザインの希望実現
• ｢ながの結婚マッチングシス

テム｣について、スマート
フォンからのアクセス対応や
AIの活用により機能を⾼度化
し、市町村等の公的結婚相談
所に対し活用研修を実施

登録者数
R3末時点:899⼈
研修開催回数・参加団
体数
R3:3回、44団体

• 職場環境改善アドバイザーの
企業訪問により多様な働き⽅
制度の導⼊を⽀援

企業訪問数
R3:2,121社
多様な働き方制度導⼊
企業数
R3:43社

• 市町村が⾏う乳幼児等に対す
る医療費⾃⼰負担分への助成
に要する経費に対し、補助⾦
を交付

助成実績
R3:補助⾦額984,811
千円、対象乳幼児等
246,069⼈

5-5 子ども・若者が夢を持てる社会づくり
• ｢信州こどもカフェ｣により、

家庭機能を補完する⼀場所多
役の⼦どもの居場所を整備

こどもカフェ数
H29末:14か所
R3末 :159か所

• 養育⾥親の新規開拓から養育
⽀援までを⼀貫して⽀援する
乳児院に包括的⾥親⽀援業務
を委託

委託乳児院数
R2:1か所
R3:2か所

【成果】

障がい者や高齢者の
社会参加

障がい者への理解促進、シニアの社会参加促進への取組などにより、
法定雇用率適用企業で雇用される障がい者数、70歳以上まで働ける企
業の割合は増加

子育てしやすい
職場環境づくり

職場環境改善アドバイザーによる企業への多様な働き⽅制度導⼊や育
児休業取得促進の働きかけなどにより、男性の育児休業取得率は増加

困難を抱える
子どもへの支援

｢信州こどもカフェ｣により家庭機能を補完する⼦どもの居場所整備を
推進。また、乳児院への包括的⾥親⽀援業務委託などにより、⾥親等
委託率は年々上昇

【課題】
男⼥共同参画社会の推進 ⺠間企業の課⻑相当職以上に占める⼥性の割合は低い⽔準で推移

結婚の希望の実現
市町村と協働して結婚⽀援に取り組んでいるものの、新型コロナウイ
ルス感染症によるイベント中止等の影響もあり、県と市町村等の結婚
⽀援事業による婚姻件数は２年連続で低い⽔準

出産・子育ての
負担軽減

働きやすい職場づくりへの⽀援や⼦育てにおける経済的・⼼理的負担
の軽減等に取り組んでいるものの、理想の⼦ども数を持てない理由と
して育児の経済的・⼼理的負担等を挙げた⼈の割合は基準値から改善
せず
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【主な指標】
関連目標5-8

法定雇⽤率適⽤企業で雇⽤される障がい者数
関連目標5-10

70歳以上まで働ける企業の割合

目標値に向けて順調に増加 目標値を超えて順調に増加

関連目標5-3
男性の育児休業取得率

関連目標5-12
⾥親等委託率

増加傾向 目標値に向けて順調に増加

関連目標5-6 ⺠間企業の
課⻑相当職以上に占める⼥性の割合

関連目標5-1 県と市町村等の
結婚支援事業による婚姻件数

目標値に対して低い水準 新型コロナウイルス感染症の影響により
２年連続で低い水準

婚姻率(人口千人当たり)
(フォローアップ指標)

関連目標5-4、5-5 理想の子ども数を持てない理由として
｢育児の心理的負担等｣、｢経済的負担｣を挙げた人の割合

これまで横ばいで推移してきたが、
２年連続で大幅に減少 基準値から改善していない
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６ ⾃治の⼒みなぎる県づくり

Ⅱ．政策評価結果の概要（政策推進の基本方針６）

【主な取組と取組実績】
6-1 個性豊かな地域づくりの推進
• ⼩さな拠点や地域運営組織の

形成に取り組む市町村に対し、
情報提供や助言などの⽀援を
実施

取組市町村数
R3:⼩さな拠点29

地域運営組織30

• 地域おこし協⼒隊の受⼊・定
着の促進を図るための研修や、
県協⼒隊員による調査研究、
情報発信を実施

研修参加者数
R3:初任者研修74⼈
スキルアップ研修25⼈

• 県が抱える課題に対し、多様
な主体が参画し、より効果的
な事業構築・課題解決につな
げる共創の仕組みを試⾏

提案件数
R3:4社6件

• 地域の活性化や県⺠サービス
向上のため、企業(団体)とさ
まざまな分野について協⼒体
制を構築する包括連携協定を
締結

包括連携協定締結数
R3末現在:累計43件

• SDGs達成に意欲的な県内企
業等を登録する「⻑野県
SDGs推進企業登録制度」の
運営を通じて、企業の取組の
PRや登録企業間の交流等を促
進

⻑野県SDGs推進企業
登録制度新規登録者数
R3:676者

6-2 信州のブランド⼒向上と発信

• ｢銀座NAGANO｣において、外
部メディアの活用、イベント
開催、広報誌・SNS等による
情報発信により、信州のヒ
ト・コト・モノをトータルに
発信し、コアな信州ファンを
創造

イベント開催数・参加
者数
R3:105件、2,063⼈

• ｢信州魅⼒発信ブログ｣・SNS
での情報発信と共有、県産品
のPR等を通じて情報接触度を
上げ、｢信州ブランド｣の認知
度と価値を向上

ブログ(10地域振興局)
更新数
R3:1,232件
SNSツイート数
R3:2,591件

• ⻑野県の｢食｣の豊かさをシェ
フ等に対して訴求する｢信州
ガストロノミーツアー｣を催
⾏するとともに、ブランディ
ングにも寄与する記録映像を
制作し、オンライン試写会を
実施

ツアー実績[R3]
招請者:3⼈
プロの映画監督による
記録映像制作:1本
オンライン試写会招待
者:24⼈

• 優れた取組事例を発掘し、県
内での横展開と機運の醸成を
図ることを目的として｢信州
SDGsアワード｣を創設(R3.7)

アワード結果
R3:応募数63件、15件
を表彰

【成果】

地域活動の基盤づくり
市町村に対し情報提供や助言などの⽀援を実施したことなどにより、
⼩さな拠点形成数、地域運営組織数が増加
また、地域おこし協⼒隊員の受⼊・定着促進の取組などにより、地域
おこし協⼒隊員の定着率は目標値を超える⽔準で推移

多様な主体との協働
企業・団体等と締結した包括連携協定に基づく取組や、共創スキーム
の試⾏などにより、県と企業・団体等が協働して⾏った事業数は目標
値を超える⽔準で推移

SDGsの県⺠への啓発 SDGs推進企業登録制度の推進や｢信州SDGsアワード｣の創設などによ
り、SDGsの県⺠認知度は年々増加

【課題】

信州ブランド⼒の向上
ブログやSNS等による情報発信を強化しているものの、新型コロナウ
イルス感染症の影響もあり、ブランド発信拠点である銀座NAGANO
の来館者数は２年連続で低い⽔準
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【主な指標】
関連目標6-1

小さな拠点形成数
関連目標6-2

地域運営組織数

目標値を超えて増加 年々増加して目標値を超過

関連目標6-3
地域おこし協⼒隊員の定着率 県⺠のSDGs認知度

目標値を超える水準で推移 年々増加傾向

関連目標6-6
県と企業・団体等が協働して⾏った事業数 銀座NAGANO販売額及び来館者数

新型コロナウイルス感染症の影響により
低下したものの目標を超える水準で推移

新型コロナウイルス感染症の影響により
来館者数は２年連続で低い水準
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Ⅲ. 重点目標を単位とした評価結果
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（目標値の考え）
国の経済成⻑目標を参考として、県の県内総生産の目標を設定。
県内就業者数は将来展望⼈口(政策効果あり)の15歳以上⼈口に就業率の目標値を乗じる。

付加価値を⾼め、
経済成⻑を実現

≪労働生産性≫

（県内総生産／就業者数）

年度 基準値
(2014)

最新値
(2019)

目標値
(2020)

実績値 7,282千円/⼈
(7,314千円/⼈) 7,438千円/⼈ 8,065千円/⼈

(8,065千円/⼈)

※実績値上段は労働生産性算出の基礎となる県民経済計算の遡及改定後の値により算出した値、下段（ ）はプラン策定時の値

【製造業】 単位︓千円/⼈

（重点政策・主な施策）

2014 2019

9,326 10,077

2014 2019

1,457 1,376

2014 2019

7,887 7,865

2014 2019

4,893 4,966

（産業別の状況）
2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• 成⻑産業の創出・集積
• AI・IoT等の活用による生産性の向上
• 起業・スタートアップへの⽀援
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保
• 技術革新進展への対応
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用

2-2 地域内経済循環の促進
• 地消地産の推進
• 信州農畜産物の活用拡⼤
• 信州の⽊⾃給圏の構築
2-3 海外との未来志向の連携
• 海外活⼒の取り込み強化
2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進
• 次代を担う⼈材の確保
• 多様な技術の活用による効率的な経営の促進
• 需要を創出するマーケティングの展開
• 消費者とつながる信州の「食」の推進
• 森林の持続的な管理と多⾯的な利活用
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• AI・IoT等の活用による生産性の向上
2-5 地域に根差した産業の振興
• 暮らしを⽀える建設産業の振興
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• AI・IoT等の活用による生産性の向上
• 起業・スタートアップへの⽀援
2-3 海外との未来志向の連携
• 海外活⼒の取り込み強化
2-5 地域に根差した産業の振興
• 活⼒あるサービス産業の振興
• 時代をつなぐ伝統的工芸品産業の振興
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保
• 技術革新進展への対応
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用
3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
• 観光の担い手としての経営体づくり
• 観光地域としての基盤づくり
• 世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略

【農林水産業】

【建設業】

【サービス産業】

重点目標①「労働生産性」 政策評価
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• 労働生産性は、国の経済成⻑目標を参考にして設定した目標値に向けて概ね順調に推移していまし
たが、2019年度には、65歳以上の⾼齢者や⼥性の就業率の上昇により就業者数が順調に増加した
⼀⽅で、⽶中貿易摩擦や年度末からの新型コロナウイルス感染拡⼤等の影響を受け、県内総生産が
減少(対前年度⽐△2.1％)したことから、労働生産性が低下しています。

• 県内総生産の増加に向けて、今後のDX・GXの推進等による付加価値向上や生産性向上が課題です。

労働生産性
県内総生産（実質）

就業者数

• 本県の労働生産性を全国平均と⽐較すると、全国を100としたとき本県は92.6となっています。近年、
全国平均との差は縮⼩傾向にありましたが、2019年度は県内総生産が減少し、その差が拡⼤しました。

• 主な要因として、総生産に占める構成⽐が全国との⽐較で⾼い(県:28.1％、全国:20.3％)製造業にお
いて、⽶中貿易摩擦等の影響により県内総生産が減少(対前年度⽐△5.4％)したことが挙げられます。

県内総生産（実質）と就業者数の推移
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2014年度比＋5.4%
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出典：県民経済計算年報（企画振興部）
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国民経済計算（内閣府）

労働生産性の推移（全国比）

（年度）

（全国=100）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

7,282 7,548 7,509 7,653 7,674 7,438
2014年度比
＋2.1%

労働生産性
（千円/人）

2019年度

重点目標①「労働生産性」 政策評価
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• 労働生産性を産業別に⾒ると、第２次産業、とりわけ県内総生産の約３割を占める製造業が全体を牽引
しています(基準年に対し＋8.1％)。しかしながら、2019年度には⽶中貿易摩擦による中国経済の減速
などによる受注・生産の減少等の影響により、構成⽐の⾼い情報・通信機器やはん用・生産用・業務用
機械の県内総生産が減少したことなどから、対前年度⽐△5.0％となっています。

• 県内総生産の約５割を占める第３次産業(サービス産業)の労働生産性は、対基準年⽐△0.3％、対前年
度⽐△2.７％と減少しています。2019年度においては、令和元年東⽇本台風や新型コロナウイルス感
染症拡⼤の影響により、宿泊・飲食サービス業が影響を受けたことが主な減少要因です。

• 第１次産業(農林⽔産業)では、対基準年では労働生産性が低下したものの(基準年に対し△5.6％) 2019
年度には県内総生産の増加により対前年度⽐＋3.7％と上昇しました。

出典：県民経済計算年報（企画振興部）

出典：県民経済計算年報（企画振興部）
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重点目標①「労働生産性」 政策評価
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（目標値の考え）
国の経済成⻑目標を参考として県の名目経済成⻑目標を設定し、過去の名目経済成⻑率と家計可処分所
得の相関から目標値を設定

県⺠の豊かさ
全国トップレベルを維持

≪県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得≫

（家計可処分所得/総⼈口）

年度 基準値
(2014)

最新値
(2019)

目標値
(2020)

実績値 2,428千円
(2,409千円) 2,534千円 2,810千円

(2,785千円)

※実績値上段は、家計可処分所得の基礎となる県民経済計算の遡及改定後の値により算出した値、下段（）はプラン策定時の値

① 県内総生産を増やす
（重点政策・主な施策）

② 就業者を増やす

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• 成⻑産業の創出・集積
• 起業・スタートアップへの⽀援
2-2 地域内経済循環の促進
• 地消地産の推進
• 県産品消費の拡⼤
2-3 海外との未来志向の連携
• 海外活⼒の取り込み強化
2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進
• 多様な技術の活用による効率的な経営の促進
2-5 地域に根差した産業の振興
• 暮らしを⽀える建設産業の振興
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保
3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
• 観光地域としての基盤づくり
• 世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• 起業・スタートアップへの⽀援
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保
• 技術革新進展への対応
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用
3-1 信州と関わりを持つ「つながり人口」の拡大
• 移住・交流の新展開
• 多様な働き⽅暮らし⽅の提案・⽀援
5-1 多様性を尊重する共生社会づくり
• 障がい者が暮らしやすい地域づくり
5-2 ⼥性が輝く社会づくり
• ⼥性が輝く社会づくり
5-3 人生二毛作社会の実現
• シニア世代が経験や知識を活かして活躍できる社会づくり
6-1 個性豊かな地域づくりの推進
• ⾃主的な地域づくりの⽀援

就業率と県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得の推移

県内総生産と県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得の推移
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重点目標②「県⺠⼀人当たり家計可処分所得」 政策評価
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• 「県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得」は、目標値に向けて概ね順調に推移していましたが、2019年
度には⽶中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染拡⼤等の影響を受け、名目県内総生産が減少(対前
年度⽐△2.0%)するとともに、景気回復による県内総生産の増加に伴い前年度まで順調に増加し
ていた県⺠雇用者報酬が減少に転じた(対前年度⽐△1.1%)ことから、対前年度⽐△0.7％低下し
ています。

• 「県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得」を「国⺠⼀⼈当たり家計可処分所得」と⽐較すると、その差
は縮⼩傾向にあるものの、全国を100としたとき本県は104.2と全国値を上回っています。
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国民経済計算（内閣府）

一人当たり家計可処分所得の推移（全国比）

（年度）
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重点目標②「県⺠⼀人当たり家計可処分所得」 政策評価
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• ⻑野県の「県⺠⼀⼈当たり家計可処分所得」 が全国値を上回っているのは、全国に⽐べて産業
構成⽐が⾼い製造業において、県内総生産・県内雇用者報酬の伸びが⼤きいためです。(対基準年
⽐＋11.8%)

• しかしながら、2019年度には⽶中貿易摩擦に起因する中国経済の減速の影響などによる受注・生
産の減少や新型コロナウイルスの影響により、製造業を中⼼とした企業業績の悪化に伴い雇用者
報酬が減少したことにより、全国値との差が縮⼩しました。

出典：県民経済計算年報（企画振興部）

出典：県民経済計算年報（企画振興部）

（単位:100万円）

（単位:100万円）

2014 2019
増減率

(2014→19)
寄与度 2014 2019

増減率
(2014→19)

寄与度

農林水産業 135,504 149,160 10.1% 0.2% 67,091 77,070 14.9% 0.2%

製造業 2,110,085 2,371,865 12.4% 3.3% 1,085,488 1,213,165 11.8% 3.0%

建設業 404,498 458,981 13.5% 0.7% 264,688 340,060 28.5% 1.8%

卸売・小売業 824,083 836,202 1.5% 0.2% 492,417 490,672 △0.4% △0.0%

運輸・郵便業 336,560 357,354 6.2% 0.3% 168,831 154,151 △8.7% △0.3%

宿泊・飲食サービス業 256,507 275,158 7.3% 0.2% 171,893 180,764 5.2% 0.2%

情報通信業 231,869 231,665 △0.1% △0.0% 75,934 110,749 45.8% 0.8%

金融・保険業 296,047 287,270 △3.0% △0.1% 121,107 92,693 △23.5% △0.7%

不動産業 894,059 922,821 3.2% 0.4% 32,177 35,365 9.9% 0.1%

保健衛生・社会事業 691,849 798,862 15.5% 1.4% 611,657 650,312 6.3% 0.9%

その他 1,721,855 1,765,001 2.5% 0.5% 1,137,533 1,169,046 2.8% 0.7%

合計 7,902,916 8,454,339 7.0% 7.0% 4,228,816 4,514,047 6.7% 6.7%

産業

県内総生産（名目） 県内雇用者報酬

2018 2019
増減率

(2018→19)
寄与度 2018 2019

増減率
(2018→19)

寄与度

農林水産業 153,411 149,160 △2.8% △0.0% 72,904 77,070 5.7% 0.1%

製造業 2,522,466 2,371,865 △6.0% △1.7% 1,247,106 1,213,165 △2.7% △0.7%

建設業 458,092 458,981 0.2% 0.0% 377,338 340,060 △9.9% △0.8%

卸売・小売業 846,717 836,202 △1.2% △0.1% 457,238 490,672 7.3% 0.7%

運輸・郵便業 350,072 357,354 2.1% 0.1% 173,472 154,151 △11.1% △0.4%

宿泊・飲食サービス業 304,820 275,158 △9.7% △0.3% 173,698 180,764 4.1% 0.2%

情報通信業 232,829 231,665 △0.5% △0.0% 101,310 110,749 9.3% 0.2%

金融・保険業 304,427 287,270 △5.6% △0.2% 112,052 92,693 △17.3% △0.4%

不動産業 911,440 922,821 1.2% 0.1% 36,622 35,365 △3.4% △0.0%

保健衛生・社会事業 758,469 798,862 5.3% 0.5% 652,165 650,312 △0.3% △0.0%

その他 1,780,072 1,765,001 △0.8% △0.2% 1,160,721 1,169,046 0.7% 0.2%

合計 8,622,815 8,454,339 △2.0% △2.0% 4,564,626 4,514,047 △1.1% △1.1%

産業

県内総生産（名目） 県内雇用者報酬

県内総生産と県内雇用者報酬（2014年度比較）

県内総生産と県内雇用者報酬（2018年度比較）

重点目標②「県⺠⼀人当たり家計可処分所得」 政策評価
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5-1 多様性を尊重する共生社会づくり
• ⼈権を尊重する社会づくり

1-4 生涯を通じて学べる環境の整備
4-3 医療・介護提供体制の充実
5-3 人生二毛作社会の実現

③働く世代

②進学・就職世代

①未就学児・小中学生

重点目標③「社会増減」 政策評価

【凡例】破線囲みは2021年度単年の社会増減数 矢印は、2016年から2021年までの改善（↗）・悪化（↘）・変化なし（→）の傾向

0〜14歳 ＋712⼈

国内移動 ▲577⼈

25〜29歳 +170⼈

15〜19歳 ▲2,088⼈

20〜24歳 ▲2,966⼈

30〜39歳 ＋1,314⼈

40〜49歳 ＋655⼈

国外移動 ▲1,183⼈

50〜74歳 ＋1,458⼈

ﾄﾚﾝﾄﾞ2021年

転⼊

転出

＋2,980⼈

▲2,268⼈

転⼊ ＋1,291⼈

転出 ▲3,379⼈

転⼊ ＋6,165⼈

転出 ▲9,131⼈

転⼊ ＋5,623⼈

転出 ▲5,453⼈

転⼊ ＋6,297⼈

転出 ▲4,983⼈

転⼊ ＋3,501⼈

転⼊ ＋4,290⼈

転出 ▲2,832⼈

転出 ▲2,846⼈

転⼊ ＋2,209⼈

転出 ▲3,392⼈

転⼊ ＋31,050⼈

転出 ▲31,627⼈

⼈口の社会増を実現
《社会増減》

⻑野県への転⼊と
⻑野県からの転出の差

年 基準値
(2017)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 ▲739⼈ ▲1,760⼈ 社会増

1-3 高等教育の振興による知の拠点づくり
• 県内⾼等教育機関の魅⼒向上
• 県内⾼等教育機関を核とした地域づくり
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保

1-2 地域とともに取り組む楽しい学校づくり
• 地域と学校が連携した教育の推進
2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
• 起業・スタートアップへの⽀援
3-1 信州と関りを持つ「つながり人口」の拡大
• 移住・交流の新展開
• 多様な働き⽅暮らし⽅の提案・⽀援
3-5 市街地の活性化と快適な生活空間の創造
• 潤いのあるまち・むらづくり
6-1 個性豊かな地域づくり
• ⾃主的な地域づくりの⽀援

1-1 生きる⼒と創造性を育む教育の推進
• 豊かな⼼と健やかな身体の育成
3-1 信州と関りを持つ「つながり人口」の拡大
• 移住・交流の新展開

（重点政策・主な施策）

75歳〜 ＋168⼈
転出 ▲735⼈

転⼊ ＋903⼈

（目標値の考え）
2025年(令和７年)に「国内移動」の転⼊・転出を均衡させることを前提に、プラン2.0の取組成果として
は、「国外移動」を含めた転⼊が転出を上回る状態を目標値とした。

ﾄﾚﾝﾄﾞ2021年
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• 国内移動は、コロナ禍による地⽅回帰の流れを背景に、2020年に引き続き、社会減が⼤幅に改善し
ました(2019年:△4,531⼈→2020年:△2,156⼈→2021年:△577⼈)。また、国内移動が社会増か
ら社会減に転じた2001年以降では、東⽇本⼤震災による避難者を多数受け⼊れた2011年(△447⼈)
を除いて、社会減の幅が最⼩となりました。

• 国外移動は、新型コロナウイルス感染症拡⼤防止のための⼊国制限等の影響により、社会減の幅が拡
⼤しました(2019年:＋2,443⼈→2020年:△284⼈→2021年:△1,183⼈）。

• 全体としては、社会減の幅が改善しました(2020年:△2,440⼈→2021年:△1,760⼈)。
• 国内移動において、「信州回帰プロジェクト」等の取組の成果が⼀定程度現れ始めていることから、

この流れを⼀過性のものとせず、信州の強みを活かした更なる地⽅回帰の促進に取り組んでいくこと
が必要です。

出典：毎月人口異動調査（企画振興部）

出典：毎月人口異動調査（企画振興部）
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△ 776
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△ 1,808 △ 1,568 △ 739 △ 956

△ 2,088
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△ 1,760
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重点目標③「社会増減」 政策評価
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出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

転出・転入・社会増減の状況（2021年）
※左から社会増数が多い順に都道府県を配置

転出数【△表示】 転入数 社会増減数

（左目盛） （左目盛） （右目盛）

• 「国内移動」を都道府県別に⾒ると、本県は社会減の状況にある37道府県のうち、最も減少数が少
ない県となりました(前年:39道府県のうち11位)。また、都道府県全体では11位となりました(前
年:19位)。

【国内移動】長野県と東京圏との転出・転入・社会増減の状況(人) (人)

出典：毎月人口異動調査（企画振興部）

社会増（10）

社会減（37）

• 本県と東京圏(東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県)の移動状況を⾒ると、2011年以降、社会減の幅
が拡⼤していましたが、2020年に引き続き、⼤幅に改善しました。

[社会減] 1位/37道府県 （2020年：11位/39道府県）

[ 全 体 ]11位 （2020年：19位）
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転出数【△表示】 転入数 社会増減数
(年)
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重点目標③「社会増減」 政策評価
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• 2016年と2021年の男⼥別の転出・転⼊・社会増減を⾒ると、男⼥とも30代〜50代及びその⼦ども世
代(0〜14歳)の社会増の幅が拡⼤するとともに、20代後半が社会増に転じました。また、男性は2011
年以来10年ぶりに社会増となりました。

• ⼀⽅、10代後半及び20代前半の社会減が続いていることから、県内⾼等教育機関の魅⼒向上や、県内
外の新卒学生に対する県内企業や信州で働く魅⼒の発信などにより、若者をひきつけ、定着を図って
いくことが必要です。

出典：毎月人口異動調査（企画振興部）

【国内移動】男女別の転出・転入・社会増減の状況
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女性（2021年） [社会増減△781人]

転出 転入 社会増減
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(人) (人)

(歳)
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転出 転入 社会増減
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(歳)

2016年比

10代後半：△252人

20代前半： △9人

2016年比

30代： + 320人

40代：+ 220人

50代：+ 160人

2016年比

0～14歳：+ 161人

20代後半：+ 178人

2016年比

30代：+ 384人

40代：+ 243人

50代：+ 329人

2016年比

20代前半：△86人

2016年比

0～14歳：+ 269人

20代後半：+ 296人

重点目標③「社会増減」 政策評価
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（目標値の考え）
延べ宿泊者数を増やすことにより観光消費額の増加を図るため、外国⼈延べ宿泊者数を毎年増加させ、
目標値を300万⼈とし、⽇本⼈延べ宿泊者数は⾼⽔準の維持を目標値とした。

インバウンド需要を取り込み
観光消費額を増加
《観光消費額》

県内で旅⾏者が⽀出した宿泊費、
交通費、飲食費等の総計
（来訪者数×消費単価）

年 基準値
(2016)

最新値
（2021）

目標値
(2022)

実績値 7,320億円 5,154億円 8,100億円

観光消費額 5,154億円

ﾄﾚﾝﾄﾞ2021年

日本人

5,154億円

外国人

0億円

消費額
（億円）

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
・観光の担い手としての経営体づくり
・観光地域としての基盤づくり

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
・起業・スタートアップへの⽀援

2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進
・森林の持続的な管理と多⾯的な利活用

2-6 郷学郷就の産業人材育成確保
・就業促進と働き⽅改革の推進

3-1 信州と関わりを持つ｢つながり人口｣の拡大
・移住・交流の新展開

3-3 心豊かな暮らしを実現する文化芸術の振興
・⽂化芸術に親しむ基盤づくり
・地域に根付く⽂化芸術の継承・活用

3-7 先端技術の積極的な活⽤・導⼊
3-9 本州中央部広域交流圏の形成
・信州まつもと空港の発展・国際化の実現

4-5 地球環境への貢献
・生物多様性の保全

6-2 信州のブランド⼒向上と発信

来訪者数
（万人）

消費単価
（円）

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり
・世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略

2-3 海外との未来志向の連携
・海外活⼒の取り込み強化
・国際連携の強化

3-9 本州中央部広域交流圏の形成
・信州まつもと空港の発展・国際化の実現

県内・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・宿泊 194 77 25,270

県内・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・日帰り 1 2 5,170

県外・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・日帰り
29 35 8,254

県内・観光・日帰り 1,040 1,063 9,786

県外・観光・宿泊 1,947 489 39,790

県外・観光・日帰り 933 788 11,841

県外・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・宿泊 505 209 24,131

県内・観光・宿泊 504 149 33,909

（水際対策により外国人観光客の
入国ができなかったため、結果なし）

出典：長野県観光入込客統計

(+79) (+11) (+2,998)

(+60)

(+0.3)

(+0.8)

(△1,413)

(△339)

(△49)

(+11)

(+382)

(△3)

(+2)

(△41)

(+58)

(△2)

(+9)

(△4,602)

(+889)

(△307)

(△23,561)

(△5,574)

(△2,116)

(+1,212)

（重点政策・主な施策）

（ ）は対前年増減数。矢印は、前年と比較した増減傾向

重点目標④「観光消費額」 政策評価
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● 観光消費額の推移（年別・属性別）

【観光消費額】

（億円）

※※※
※※165 176 411 295 
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出典：長野県観光入込客統計

※：外国人旅行者分

・2021年の観光消費額は⻑引く新型コロナウイルス感染症の影響を受け、対前年△1,933億円と2年連
続で⼤きく減少しました。(2020年⽐で約27%の減、2019年⽐で約40%の減)

・同じくコロナ禍であった前年との⽐較では、来訪者数に⼤きな差異がない⼀⽅で、消費単価が減少し
ており、このことが観光消費額の減少につながったと考えられます。

・また、外国⼈旅⾏者の観光消費額は、政府の⽔際対策の強化により観光目的での⼊国ができなかった
ため、ゼロとなっています。

● 来訪者数の推移（日本人）
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【概括的な評価】
＜総合評価＞
・⻑野県の延べ宿泊者数は前年⽐△3.6％(全国△4.2％)と微減である⼀⽅で、観光消費額(全体)は前

年⽐約△27％、2019年⽐約△40％と⼤きく落ち込んでいます。観光消費額の構成要素である消費
単価(宿泊・観光)については、県内観光客は前年に⽐べ増加していますが、県外観光客は⼤きく減
少している状況です。

・2021年は、県⺠割等の⽀援により県内旅⾏需要を確保した⼀⽅で国のGoToトラベルのような全国
単位の需要喚起策が実施されず、宿泊を伴う遠⽅からの旅⾏需要を取り込めなかったことにより消
費単価が伸び悩み、観光消費額全体の減少につながったものと考えます。

・また、⻑期滞在が⾒込まれる外国⼈旅⾏者が⽔際対策により⼊国できなかったことも、観光消費額
の減少に⼤きく影響していると考えます。

＜今後の方向性＞
・国内については、新型コロナウイルス感染症の変異などにより新規感染者数が増加する⼀⽅で、ワ

クチン接種の推進等により重症化する⽅の割合は減少しており、旅⾏需要の⾼まりが⾒込まれます。
・国外については、訪⽇外国⼈旅⾏者の意向調査(政策投資銀⾏・⽇本交通公社)におけるコロナ後の

旅⾏先としてアジア・欧⽶とも⽇本が1位であること、世界経済フォーラムによる旅⾏・観光競争
⼒ランキングで⽇本が初の⾸位となったことなど、⽇本への注目が⾼まっています。

・また、2022年６月10⽇から⽔際対策が緩和となり(１⽇２万⼈を上限に)観光目的での⼊国が可能
となっており、今後のインバウンド需要の復活が期待されるところです。

・こうした国内外の旅⾏需要の回復が⾒込まれる状況を踏まえ、2020年9月に策定した「Afterコロ
ナ時代を⾒据えた観光振興⽅針」に沿って、「⻑期滞在型観光の推進」や「信州リピーターの獲
得」のための戦略的な取組を推進する必要があります。

● 延べ宿泊者数（日本人・外国人）

（万人泊）

平均宿泊数は増加

［2016］1.48泊 ⇒ ［2021］2.04泊

平均宿泊数は微減

［2016］1.29泊 ⇒ ［2021］1.27泊

【延べ宿泊者数】

日本人 外国人

● 平均宿泊数（日本人・外国人）

日本人

外国人

全国順位 7位 8位 8位 9位 9位 10位 全国順位 12位 13位 12位 13位 10位 12位

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁）

（年）

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁）
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● 都道府県別延べ宿泊者数（上位10県）

（年）

（万人泊）

順位

（増減率）

1 東京都 3,776 3,824 101.3 18

2 北海道 2,144 1,906 88.9 38

3 大阪府 1,972 1,786 90.6 35

4 神奈川県 1,513 1,481 97.9 28

5 静岡県 1,437 1,426 99.2 22

6 千葉県 1,413 1,408 99.6 20

7 京都府 1,390 1,192 85.8 42

8 沖縄県 1,379 1,147 83.2 47

9 愛知県 1,107 1,134 102.5 14

10 長野県 1,124 1,084 96.4 30

全国 33,165 31 ,777 95 .8

2021年

延べ宿泊者数

（万人）

2020年

延べ宿泊者数

（万人）

対前年比

（％）

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁）

（2016=100）
（2016=100）
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【凡例】
2021年の関連指標
（破線囲みは2020年の関連指標）
矢印は、2015年→2021年の増減傾向
（第３子以降出生割合は2016年→2020年）

2025年に県⺠希望出生率
1.84を実現

《合計特殊出生率》
15〜49歳の⼥性の年齢ごとの出生
率を合計した数値（１⼈の⼥性が⼀
生に産む⼦どもの数の平均に相当）

年 基準値
(2016)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 1.59 1.44 1.76

（重点政策・主な施策）

⑥ 育児費用（保育教育費、医療費）の⽀援

⑤ 保育環境の整備

④ 働き⽅改革、ワークライフバランス

③ 出会い・結婚機会の増加

② ２０歳代の⼈口流出抑制、ＵＩＪターンの促進

① ライフデザイン観の形成、妊娠出産知識の向上

1-3 高等教育の振興による知の拠点づくり
• 県内⾼等教育機関の魅⼒向上
2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保

5-4 若者のライフデザインの希望実現
• 妊娠・出産の安⼼向上
• 魅⼒ある⼦育て環境づくり

5-4 若者のライフデザインの希望実現
• 妊娠・出産の安⼼向上

5-4 若者のライフデザインの希望実現
• 結婚の希望の実現

5-4 若者のライフデザインの希望実現
• 魅⼒ある⼦育て環境づくり

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用
5-2 ⼥性が輝く社会づくり
• ⼥性が輝く社会づくり

婚姻件数 7,348組

有配偶者数（15-49⼥性）179,519⼈

出生数 12,512⼈

未婚者数（15-49⼥性） 152,255⼈

平均初婚年齢(妻) 29.5歳

第３⼦以降出生割合 18.9％

（ 関連指標 ）

合計特殊出生率 1.44

3年ﾄﾚﾝﾄﾞ改善（↗）・悪化（↘）・変化なし（→）2021年

結婚への意欲・
出会いの機会

の減少

経済的・生活基盤
の弱さ

仕事と家庭の両⽴
の困難さ

育児負担の重さ

未婚率
(50歳⼥性）
14.28％(全国7位)

有配偶出生率
(15-49⼥性）
71.7％(全国27位)

（ 少子化の要因 ）

2020年

2020年

5年ﾄﾚﾝﾄﾞ

5年ﾄﾚﾝﾄﾞ

⼥性⼈口（15-49） 347,201⼈

(全国41位）

(全国23位）

（目標値の考え）
2025年(令和７年)の県⺠希望出生率1.84の実現を⾒据え、プラン2.0の取組成果としては、2022年
(令和4年)に合計特殊出生率1.76を目標値とした。

出典：人口動態統計（厚生労働省）

重点目標⑤「合計特殊出生率」 政策評価
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• 2021年は前年から0.02ポイント低下し、1.44となりました。なお、都道府県別の順位は16位(前
年は19位)です。

• 近年は全国的に低下傾向にある中、横ばいで推移してきましたが、２年連続で低下しています。
• 出生数は、2007年以降⼀貫して減少しており、5か年平均で毎年△3.8％の割合で減少しています。
• 50歳時未婚率は上昇傾向、有配偶出生率(15-49歳⼥性)は近年減少しています。

【分析】
• 令和３年に実施した調査によると、新型コロナウイルス感染症の影響で結婚に対しては約24％の

⽅が、出産に対しては、約36％の⽅が後ろ向きになった又はやや後ろ向きになったと答えており、
今後更なる少⼦化が進⾏する懸念があります。

• 出生率1.76(2022年) を実現するためには、出生数を15,000⼈程度に回復することが必要である
ことから、若者の出会いや結婚の希望の実現、⼦どもを産み育てる世代の安⼼と幸せの実現を図る
取組を推進していく必要があります。

有配偶出生率(15-49歳女性)の推移50歳時未婚率の推移

出典：人口統計資料集（国立社会保障・人口問題研究所）
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• 本県の出生率は、30代が0.827 (2021年)と⾼く(全国9位)、20代が0.546(2021年)と低い(同27
位)です。

• 本県の20代の出生率は、全国平均よりは⾼いですが、上位県はさらに⾼い傾向があります。
• 20代の出生率は、年によって増減はありますが、概ね減少傾向です。
• 2021年の合計特殊出生率が1.44であり、対前年△0.02ポイントとなったのは、20代の出生率が減

少した(2020年︓0.567→2021年︓0.546(△0.021ポイント))ことが、主な要因です。
• 本県の20代の出生率が低い要因は、平均初婚年齢の遅さなどで、男性30.9歳(2021年)は全国39位、

⼥性29.5歳(2021年)は全国41位です。
• 1990年代後半から2010年代前半にかけて、平均初婚年齢が男性は28歳台から30歳台に、⼥性は

26歳台から29歳台に上昇(晩婚化)しました。

【分析】
• 晩婚化が進んだ時期は、バブル経済崩壊後のいわゆる「失われた２０年」の期間と⼀致しています。
• 男性の有業率と⼥性の平均初婚年齢は負の相関関係(男性の有業率が低くなると⼥性の平均初婚年

齢が⾼くなる関係)が⾒られます。
• ｢失われた20年｣の間に若年層の雇用が不安定化したことが晩婚化に影響している可能性があります。
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30代:0.827
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20代:0.546
(全国27位)

出典：人口動態統計（厚生労働省）、人口統計資料集（社会保障・人口問題研究所）

対前年
＋0.011

対前年
△0.021

合計特殊出生率の母の年齢別内訳の推移
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※完結出生児数：結婚持続期間（結婚からの経過期間）
15〜19年夫婦の平均出生⼦ども数

⇒15〜19年前の女性の平均初婚年齢と強い関係がある数値

出典：出生動向基本調査（国立社会保障・人口問題研究所） （2015年）

調査年 0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈以上 完結出生数
1992 3.1% 9.3% 56.4% 26.5% 4.8% 2.21⼈
1997 3.7% 9.8% 53.6% 27.9% 5.0% 2.21⼈
2002 3.4% 8.9% 53.2% 30.2% 4.2% 2.23⼈
2005 5.6% 11.7% 56.0% 22.4% 4.3% 2.09⼈
2010 6.4% 15.9% 56.2% 19.4% 2.2% 1.96⼈
2015 6.2% 18.6% 54.1% 17.8% 3.3% 1.94⼈

2015-2002 2.8% 9.7% 0.9% -12.4% -0.9%
-13.3%

• 夫婦の完結出生児数は、2010年に2⼈を切り、将来的にさらに減少が続く可能性が⾼いです。
• 3⼈以上の⼦どもを持つ世帯が約13ポイント減少し、⼦どもがいない世帯が約3ポイント、⼀⼈っ

⼦世帯が約10ポイント増加しました。
• 夫婦の結婚時の年齢が若いほど、出生⼦ども数は多くなります。

〔結婚年齢(⼥性) 20〜24歳︓2.08⼈、25〜29歳︓1.92⼈、30〜34歳︓1.50⼈、35〜39歳︓
1.16⼈〕

【分析】
• 出産に関しては、「二⼈目・三⼈目の壁」が存在しています。
• ⼦どもを持つことについて、「⼦どもを持つことは⾃然なことである」と考える⼈が減り、「経

済的な負担が増える」や「身体的・精神的な負担が重くなる」と考える⼈が増えています。

一人っ子世帯が増加
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（国立社会保障・人口問題研究所） （2010年）
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経済的な負担が増える

自分の自由な時間が制約される

身体的・精神的な負担が重くなる

子どもを持つことは自然なこと
である

子どもがいると生活が楽しく
豊かになる

自分の子孫を残すことができる

子どもを持つことに対する考え方

出典：少子化社会に関する国際意識調査（内閣府）

1980年女性初婚年齢
25.2歳

1985年
25.5歳

1990年
25.9歳 1995年

26.3歳 2000年
27.0歳

(人) (％)

３人以上の子どもを持つ世帯が減少

夫婦の出生子ども数分布の推移
(結婚持続期間15～19年)

完結出生児数※、理想子ども数、予定子ども数の推移

(年度）

(人)

重点目標⑤「合計特殊出生率」 政策評価
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様々な⼈の労働参加を
全国トップに

《就業率》

15歳以上⼈口に占める
就業者数の割合

年 基準値
(2016)

最新値
(2021)

目標値
(2022)

実績値 61.0％
(60.7%) 62.4％ 61.5％

（目標値の考え）
全国１位の就業率を目指し、計画策定時の直近５年間(2012年〜2016年)の全国１位の平均を目標値と
した。

※基準値の上段は、遡及改定後の値により算出した値、下段（）はプラン策定時の値

①若者

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• ⼈口減少時代の産業⼈材の育成・確保
• 技術革新進展への対応

②⼥性

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用
5-2 ⼥性が輝く社会づくり
• ⼥性が輝く社会づくり

2012年 2017年

全年代 51.1％
(全国4位)

52.6％
(全国5位)

25〜34歳 70.7％
(全国32位)

78.2％
(全国23位)

⼥性の有業率

③高齢者

5-3 人生二毛作社会の実現
• シニア世代が経験や知識を活かして活躍できる
社会づくり

2012年 2017年

男性 38.5％
(全国1位）

41.6％
(全国1位)

⼥性 19.7％
(全国1位)

21.6％
(全国1位)

65歳以上の男⼥別有業率

2016年 2021年

Uターン就職率 37.8％ 38.4％

④障がい者

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保
• 働き⽅改革の推進とAI・IoT等の活用
5-1 多様性を尊重する共生社会づくり
• 障がい者が暮らしやすい地域づくり

2016年 2021年

法定雇用率適用企業で
雇用される障がい者数 5,804 7,264

矢印は改善（↗）・悪化（↘）・変化なし（→）の傾向

出典：労働力調査（総務省）

（重点政策・主な施策）

重点目標⑥「就業率」 政策評価
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2021年就業率上位6位都道府県の、過去6年間の就業率の推移

62.4
63.2

64.7
65.4 65.4

66

61
61.6

62.6
63 63 62.4

61.5

59

61

63

65

67

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（％）

（年）

就業率の推移（全国１位の県・長野県）

全国１位

長野県

020,00040,00060,00080,000

0 20,000 40,000 60,000 80,000

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85歳以上

（人）

（人）

人口（男性） 有業者数（男性） 有業者数（女性） 人口（女性）

長野県の年齢５歳階級別人口と有業者数（2017年）

出典：就業構造基本
調査（総務省）

• 就業率は、2019年まで増加し、2021年は前年を0.6ポイント下回ったものの目標値を上回って推移
しています。

• 最近６年間では、1.4ポイント(2016年︓61.0％→2021年︓62.4％)上昇していますが、全国順位は
４位から６位に低下しています。

（全国１位）2016年：岐阜県、2017～2021年：東京都
（４位）

（４位）

（４位）
（７位） （５位）

出典：労働力調査（総務省）

出典：労働力調査（総務省）

（基準） （目標）

（６位）

就業率 順位 就業率 順位 就業率 順位 就業率 順位 就業率 順位 就業率 順位
東京都 62.3% 2 63.2% 1 64.7% 1 65.4% 1 65.4% 1 66.0% 1
岐阜県 62.4% 1 63.2% 2 64.3% 2 64.6% 2 64.8% 2 65.1% 2
愛知県 60.5% 6 60.9% 7 62.5% 5 63.3% 4 63.2% 4 63.5% 3
佐賀県 58.9% 14 61.2% 6 61.8% 9 60.1% 23 62.3% 7 63.1% 4
福井県 62.3% 3 61.7% 3 62.6% 3 63.2% 5 63.3% 3 63.0% 5
⻑野県 61.0% 4 61.6% 4 62.6% 4 63.0% 7 63.0% 5 62.4% 6

2020年 2021年2016年 2017年 2018年 2019年

• 年齢別でみると、65歳以上の有業率は約30％となっています。
• 性別でみると、男性と⽐較して⼥性の有業率は低い傾向にあります。

重点目標⑥「就業率」 政策評価
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出典：産業労働部

• 若者については、県内公⽴⾼校卒業生の県内就職率は91.7％(2022年３月卒)と⾼⽔準を維持してい
ます。⼀⽅で、県内⼤学卒業生の県内就職率は、過去６年間で2.5ポイント低下(2017年３月卒︓
55.9％→2022年３月卒︓53.4％)しているほか、県内出身学生のＵターン就職率は38.4％(2021年
３月卒)と目標値(45％)を⼤きく下回っており、更なる取組が必要です。

出典：就業構造基本調査（総務省）
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県内出身学生のUターン就職率の推移
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100
（％）

（歳）

長野県女性の年代別有業率

2017年

2012年

出典：学校基本調査（文部科学省）、県民文化部
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（月卒）

県内卒業生の県内就職率の推移

県内公立高校卒業生 県内大学卒業生

• ⼦育て期⼥性のうち、25〜34歳の有業率が2012年から2017年の間に7.5ﾎﾟｲﾝﾄ(70.7％→78.2％）
上昇し、関連施策の成果が表れていますが、よりM字型から台形に近づくために更なる取組が必要
です。

25～34歳の女性の有業率
2012年：70.7%（全国32位）
2017年：78.2%（全国23位）

• 過去１年間に離職した⼥性のうち、出産・育児による離職者は2012年から2017年の間に減少した
ものの、介護・看護を理由とする離職者は増加しており、家庭と仕事を両⽴しながら働き続けられ
る職場環境の整備の推進が引き続き必要です。

4.3 4.8

0.1 0.0

7.9
8.3

3.9
2.8

0.1 0.0

6.9

5.0

0

2

4

6

8

10

(%) 出産・育児による過去１年間の離職者

2012年調査 2017年調査

1.7 1.5 0.7 0.3
2.5 2.3

1.8

3.2

1.0

2.4 2.4

3.9

0

2

4

6
(%) 介護・看護による過去１年間の離職者

2012年調査 2017年調査

出典：就業構造基本調査（総務省）
いずれも調査年の過去1年間に前職を離職した者に占める割合

重点目標⑥「就業率」 政策評価
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• 法定雇用率適用企業で雇用される障がい者数は2009年以降⼀貫して増加し、7,264⼈(2021年)に達
しており、障がい者の就労促進策に⼀定の成果が表れていますが、法定雇用率達成企業の割合は
56.8％(2021年)と更なる取組が必要です。

• 外国⼈労働者数は、2014年以降増加し、2020年は新型コロナウイルス感染症等の影響により減少
したものの、2021年は20,714⼈に達して過去最⾼となりました。

民間企業の雇用障がい者数・実雇用率の推移

出典：長野県内の民間企業における「障害者雇用状況」の集計結果（長野労働局）

外国人雇用事業所・外国人労働者の推移

出典：長野県における「外国人雇用状況」の届出状況（長野労働局）

外
国
人
雇
用
事
業
所
数

外
国
人
労
働
者
数

雇
用
障
が
い
者
数

（人）

（人）（所）

• 70歳以上まで働ける制度のある企業割合は全国平均を上回っており、2021年は41.3%に達していま
す。

• また、⾼年齢の常用労働者も⼀貫して増加しており(2016年︓14,591⼈→2021年︓25,143⼈)、就
業促進に⼀定の成果が表れています。

高年齢の常用労働者の推移（65歳以上）

2,920 3,114 3,445 
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出典：高年齢者の雇用状況（長野労働局）

5,804 6,075 
6,589 6,769 7,068 7,264 

2016 2017 2018 2019 2020 2021
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（年）

14,591
17,391

19,513
21,439

23,534
25,143

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

（人）

（年）

年
実雇用率(％) 法定

雇用率

達成企業
割合(％)

⻑野県 全国 ⻑野県 全国
2016 2.02 1.92

2.0%
60.2 48.8

2017 2.06 1.97 60.9 50.0
2018 2.14 2.05

2.2%
56.5 45.9

2019 2.17 2.11 58.1 48.0
2020 2.25 2.15 58.8 48.6
2021 2.29 2.20 2.3% 56.8 47.0

出典：高年齢者の雇用状況（長野労働局）

年

66歳以上働け
る制度のある
企業割合(％)

70歳以上働け
る制度のある
企業割合(％)

⻑野県 全国 ⻑野県 全国
2016 - - 24.4 21.2
2017 - - 25.8 22.6
2018 31.2 27.6 29.5 25.8
2019 34.3 30.8 32.3 28.9
2020 37.8 33.4 36.0 31.5
2021 42.8 38.3 41.3 36.6

※2020年までの数値は31人以上規模企業の状況。
2021年の数値は21人以上規模企業の状況。

重点目標⑥「就業率」 政策評価
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④就業の状況

③社会参加の状況

②健康づくりの状況

①要介護の状況

ﾄﾚﾝﾄﾞ 改善（↗）・悪化（↘）・変化なし（→）の傾向

調整済み認定率(※) 8位→3位

通いの場(※) 4.56倍 参加者 3.84倍

ボランティア⾏動者率
（65歳以上）

65〜74歳 ＋3.1％

75歳〜 +0.7%

健康寿命の推移 1位を維持
男性 ＋約1.3年

⼥性 ＋約0.9年

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援
• 信州ＡＣＥ(エース)プロジェクトの新展開

4-3 医療・介護提供体制の充実
• ニーズに応える医療の提供
• 医療従事者の養成・確保
• ⼼と身体の健康を守る疾病対策の推進
• 地域包括ケア体制の確⽴

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援
• 保健活動の推進
4-3 医療・介護提供体制の充実
• 地域包括ケア体制の確⽴

⾼齢者の有業率
（65歳以上）

+2.6％ 75歳〜 ＋1.2%

（重点政策・主な施策）

≪健康寿命≫

⽇常生活動作が⾃⽴して
いる（介護保険の要介護度

１以下）期間の平均

年 基準値
(2013※)

最新値
(2020※) 目標値

実績値
男性 79.80 1位 81.1 ２位

全国１位
⼥性 84.32 1位 85.2 １位

5-3 人生二毛作社会の実現
• シニア世代が経験や知識を活かして活躍でき
る社会づくり

特定健診受診率

（2013→2020）

（2013→2020）

8位→8位

（2013→2019）

（2011→2016）

（2013→2020）

（2012→2017）

（2010→2015）

野菜摂取量

喫煙率

男性 △52.0ｇ

⼥性 △42.3ｇ

男性 △8.9%

⼥性 +0.2%

（2013→2019）

脳⾎管疾患年齢調整死亡率
（10万対）

男性 △12.9

⼥性 △10.1

食塩摂取量
男性 △0.5ｇ

⼥性 △0.3ｇ

(2016→2019)

（目標値の考え）
「⻑生き」から「健康で⻑生き」の実現を目指し、全国１位の維持を目標とした。

△2.3％

+8.9ﾎﾟｲﾝﾄ

※出典 2013年：厚生労働省科学研究班調査、2020年：国民健康保険中央会調査

5-3 人生二毛作社会の実現
• シニア世代が経験や知識を活かして活躍でき
る社会づくり

※第１号被保険者の男女比及び年齢別人口 構成比を全国平均に調整した場合の認定率

※住民が運営主体となり、体操や趣味活動等を行い、介護予防に資すると市町村が判断する場のこと。

(2016→2019）

男性
⼥性

重点目標⑦「健康寿命」 政策評価
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• 健康寿命は、⼥性は目標である全国１位を維持しています。男性は全国トップレベルを維持してい
るものの、前年から順位を下げ、全国２位となっています。2013年に⽐べ、男性は約1.3年
(2013:79.80→2020年:81.1) 、⼥性は約0.9年(2013年:84.32→2020年:85.2)延びています。

• 健康寿命の延び幅は男⼥ともに2013年から延びているものの、全国平均を下回っています。また、
平均寿命と健康寿命の差である「不健康期間」は2013年から男性は縮⼩しているものの、⼥性は
拡⼤しています。健康寿命をさらに延ばすため、信州ACE(エース)プロジェクトの推進や介護予防、
住⺠に寄り添った活発な地域医療活動、⾼齢者の社会参加の促進など、取組の強化が必要です。

※平均寿命：０歳の平均余命=平均してあと何年生きられるかの期待値

• 健康寿命の関連指標である調整済み要介護認定率は、2013年に⽐べ2.3ポイント低下(2013年
16.1%→2020年:13.8%)し、全国順位は低い⽅から3位となっています(全国 2013年:17.7%
→2020年:17.0%)。

• 新規要介護(要⽀援)認定者の平均年齢は全国平均と⽐べて⾼くなっています。また要介護(要⽀援)
者のうち、85歳以上が占める割合は本県では６割超です。⼀⽅、全国平均では５割超にとどまっ
ており、本県は全国と⽐べ、⾼齢になるまで要介護(要⽀援)者になりにくい傾向と言えます。
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新規要介護（要支援）認定者の平均年齢の推移

出典：地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働省）
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要介護（要支援）者の年齢構成 （2022年3月時点 暫定値）

出典：介護保険事業状況報告月報（厚生労働省）

63.7%

54.5%

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
全国順位 ８位 ３位 ２位 ２位 ２位 ２位 ２位 ３位

出典：長野県簡易生命表（健康福祉部）
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要介護認定者数（県 左軸）

認定率（県 右軸）

認定率（全国 右軸）

（人）

出典：地域包括ケア
「見える化」システム
（厚生労働省）

（％）

男性 2013 2017 2018 2019 2020 女性 2013 2017 2018 2019 2020
平均寿命 81.53 82.24 82.64 82.75 82.65 平均寿命 87.86 88.17 88.41 88.59 88.95
健康寿命 79.80 80.7 81.0 81.1 81.1 健康寿命 84.32 84.7 84.9 84.9 85.2
不健康期間 1.73 1.54 1.64 1.65 1.55 不健康期間 3.54 3.47 3.51 3.69 3.75
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長野県 大分県 佐賀県 全国平均

（年）

健康寿命の推移（女性）

（年）

長野県：１位
（３県同率）

81.3

81.0

長野県：＋1.30年 全国平均：＋1.38年 長野県：＋0.88年 全国平均：＋1.03年

重点目標⑦「健康寿命」 政策評価
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長野県 女性

全国 男性

全国 女性

脳血管疾患の年齢調整死亡率の推移 (人口10万人対)

出典：人口動態統計特殊報告（厚生労働省）
（年）

• ⻑野県の死亡数全体に占める脳⾎管疾患の年齢調整死亡率は下降傾向ですが、全国より⾼い割合
で推移しています。世代別では、60〜69歳の男⼥、働き盛り世代の男性は全国よりも年齢調整死
亡率が⾼く、若い世代からの健康づくり、予防の取組が必要です。
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要介護になった主要因 （男性 2019年度）
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要介護になった主要因 （女性 2019年度）

出典：居宅要支援・要介護認定者等実態調査(健康福祉部)、国民生活基礎調査（厚生労働省）

• 要介護になった主要因は、男性は「脳⾎管疾患(脳卒中)」の割合が最も⾼く、次いで「⾼齢による衰
弱」が⾼くなっています。⼥性は「⾼齢による衰弱」の割合が最も⾼く、次いで「骨折・転倒」が⾼
くなっています。

• 男⼥ともに、全国と⽐べて「⾼齢による衰弱」の割合が⾼いことから、特定の疾病が原因で介護に⾄
るケースが少ないと評価でき、健康づくり等の取組の成果と考えられます。

• 野菜摂取量は男⼥ともに全国１位(2016年時点)ですが、摂取量⾃体は減少傾向です。(男性△52.0g
2016年:352.0g→2019年:300.0g 、⼥性 △42.3g  2016年:335.3g→2019年:293.0g）

• 要介護に⾄る主原因のひとつである脳卒中のリスクを⾼める食塩摂取量は減少しているものの、依
然として摂取量は多い状況です。(男性△0.5g 2016年:11.8g→2019年:11.3g 、⼥性△0.3ｇ
2016年:10.1g→2019年:9.8g）

出典：国民健康・栄養調査（厚生労働省）、県民健康・栄養調査（長野県）

野菜 食塩

男性 女性 男性 女性

2016年 2019年 2016年 2019年 2016年 2019年 2016年 2019年

長野県
352.0g 300.0g 335.3g 293.0g 11.8g 11.3g 10.1g 9.8g

全国１位 － 全国１位 －
全国

ワースト３位
－

全国
ワースト１位

－

全国平均 284.2g － 270.0g － 10.8g － 9.2g －

35-
39歳

40-
44歳

45-
49歳

50-
54歳

55-
59歳

60-
64歳

65-
69歳

⻑
野
県

7.7 10.3 26.0 24.7 36.3 61.8 106.6

全
国 5.0 11.5 19.2 29.1 41.6 61.8 89.5

35-
39歳

40-
44歳

45-
49歳

50-
54歳

55-
59歳

60-
64歳

65-
69歳

⻑
野
県

- 4.1 6.1 7.9 7.9 25.0 43.1

全
国 2.5 5.3 8.7 13.1 16.2 24.3 35.3

【女性】

出典：平成27年都道府県別年齢調整死亡率（人口動態統計特殊報告）（厚生労働省）

脳血管疾患年齢調整死亡率（2015年）

【男性】

重点目標⑦「健康寿命」 政策評価
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• 通いの場の箇所数、参加者数は増加傾向です。(2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響に
より減少。)

• ⾼齢者の有業率は、65歳以上、75歳以上ともに全国１位となっています。
• 以上から、本県では⾼齢者の有業率が⾼く、社会参加する⾼齢者も増加傾向にあるものの、コロ

ナ禍で停滞した社会参加を再開させるための取組が必要です。

32.6%

18.2%

10.5%
7.7% 5.8% 4.1%

19.6%

27.7%

17.3%

10.7% 12.0%

5.8% 3.9%

19.9%

0%
5%

10%
15%
20%
25%
30%
35%

長野県 全国

出典：就業構造基本調査（総務省）

65歳以上の無業者が就業を希望する理由 （2017年）

• 65歳以上の無業者が就業を希望する理由は｢健康を維持したい｣が最も多く、全国平均を上回っ
ており、健康維持に対する意識がうかがえます。

• 喫煙率は、男性は減少傾向である⼀⽅、⼥性は下げ止まり・微増の傾向が⾒られます。
• 要介護とならないための取組のうち、特定健診受診率は、最近６年間で8.9ポイント改善(2013年

51.3％→2019年:60.2％)しています。
• 特定健康診査の受診率は全国と同様に毎年上昇しており、全国順位は上位を維持していますが、

更なる受診率向上に向け、対象者の⾏動変容につながる取組が必要です。

35.1
32.7

26.2

6.5 5.2 6.7

0

10
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40

2013 2016 2019

長野県の喫煙率の推移

男性

女性

出典：県民健康・栄養調査（長野県）

(％)

（年度）

年齢区分/年 2002 2007 2012 2017
65歳以上 全国1位 全国1位 全国1位 全国1位
75歳以上 全国1位 全国2位 全国2位 全国1位

30.7% 29.1%
27.8% 30.4%

18.4% 15.8% 14.5% 15.7%

22.7%
22.4% 21.3% 24.4%

11.3% 11.0% 10.0%
10.4%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

2002 2007 2012 2017
長野県（65歳以上） 長野県（75歳以上）

全国（65歳以上） 全国（75歳以上）

出典：就業構造基本調査（総務省）

長野県における高齢者の有業率 推移

（年）

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
全国順位 ８位 ８位 ７位 ６位 ６位 ７位 8位

（年度）

51.3 
52.5 

54.2 
56.0 

57.5
59.2 60.2

47.6 48.6 50.1 
51.4 

52.9
54.4 55.3

45

50

55

60

65

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（％）

出典：特定健診・特定保健指導の実施状況（厚生労働省）

特定健康診査の受診率 推移

長野県 全国
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出典：介護予防・日常生活支援総合事業報告（厚生労働省）

住民主体の通いの場の展開状況 推移

箇所数 参加者数

(箇所) (人)

(年度)

年度 2013 2017 2018 2019 2020
箇所数 542 1,798 2,219 2,788 2,474

参加者数 9,528 30,352 37,366 47,480 36,557

重点目標⑦「健康寿命」 政策評価
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最新値（2019年度）17,299 TJ 目標値（2020年度） 21,927 TJ

最新値（2019年度）165,406 TJ 目標値（2020年度） 170,000 TJ

（14,384千t-CO2） （13,300千t-CO2）

= 10.5％ = 12.9％

再生可能エネルギー100%地域
をめざし⾃給率を上昇

《再生可能エネルギー⾃給率》
県内で１年間に使うエネルギー量に対する県内で生み
出したと推計される再生可能エネルギー量の割合

年度 基準値
(2015)

最新値
（2019）

目標値
(2020)

実績値 8.2％
（8.0%） 10.5％ 12.9％

※最終エネルギー消費量は部門別の目標値がないため、排出係数を乗じた温室効果ガス総排出量により分析

最終エネ消費量※
(温室効果ガス
総排出量)

再生可能エネ導⼊量

①太陽光発電
2015年 2020年

太陽光発電 3,328TJ 5,861TJ

再生可能エネルギーの導⼊

②小水⼒発電
2015年 2020年

⼩⽔⼒発電 29TJ 119TJ

③バイオマス・地熱発電等
2015年 2020年

バイオマス・地熱発電等 200TJ 871TJ

④熱利⽤
2015年 2020年

熱利用
（太陽熱、バイオマス・
地中熱利用等、燃料）

1,124TJ 1,396TJ

⑤運輸部門
2015年 2019年

運輸部門 3,906千t-CO₂ 3,852千t-CO₂

⑥家庭部門
2015年 2019年

家庭部門 3,191千t-CO₂ 3,300千t-CO₂

⑦業務部門
2015年 2019年

業務部門 3,708千t-CO₂ 2,885千t-CO₂

⑧産業部門
2015年 2019年

産業部門 3,292千t-CO₂ 3,198千t-CO₂

2019年度の数値は暫定値

2019年度の数値は暫定値

2019年度の数値は暫定値

2019年度の数値は暫定値

温室効果ガス総排出量の削減

2-2地域内経済循環の促進
・エネルギー⾃⽴地域の確⽴

4-5地球環境への貢献
・脱炭素社会の構築

2-2地域内経済循環の促進
・エネルギー⾃⽴地域の確⽴

4-5地球環境への貢献
・脱炭素社会の構築

※基準値の上段は遡及改定後の値、下段（）はプラン策定時の値

（重点政策・主な施策）

重点目標⑧「再生可能エネルギー⾃給率」 政策評価
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• 再生可能エネルギー⾃給率は、増やすべき再生可能エネルギー導⼊量が2019年度において2010年度⽐で
約1.5倍に増加、減らすべき最終エネルギー消費量が同じく15％減少することで、着実に上昇しています。

• 2020年度における再生可能エネルギー導⼊量を発電種別ごとに⾒ると、最も⽐率が⾼い太陽光発電は
2010年度⽐で約15.6倍、バイオマス・地熱発電等は約5.2倍に拡⼤し、目標を達成しています。⼀⽅、⼩
⽔⼒発電は僅かな伸びにとどまっています。

• 太陽熱やバイオマス・地中熱利用などは、2010年度⽐で約1.8倍に増加していますが、目標は達成してお
らず、今後の普及拡⼤に向け更なる取組が必要です。

再生可能エネルギー⾃給率の推移

再生可能エネルギー導⼊量の推移

出典：再生可能エネルギー導入等状況調査（環境部）

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
導

入
量

(T
J)

21,927

15,254
14,570

11,61511,374

16,722

13,695

12,568

16,042

11,205

2010 15 1716 18 202011 12 13 14

太陽光発電 375 505 723 1,623 2,545 3,328 3,874 4,568 5,033 5,514 5,861 5,506
小水力発電 0 0 5 14 14 29 31 70 95 113 119 246
バイオマス・地熱発電等 166 166 145 189 200 200 297 313 426 426 871 844
太陽熱利⽤ 388 426 465 465 465 504 504 504 543 543 543 2,248
バイオマス・地中熱利⽤等 388 388 388 388 581 620 659 698 736 814 853 3,190
燃料 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 6
既存水力 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886 9886 9,886 9,886

目標

17,299

19

(年度)

(年度)

※出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2020(目標)

再生可能エネルギー導入量(TJ) 11,205 11,374 11,615 12,568 13,695 14,570 15,254 16,042 16,722 17,299 18,135 21,927

最終エネルギー消費量(TJ)※ 194,581 188,408 183,549 185,759 180,735 178,216 172,043 171,936 171,763 165,406 170,000

再生可能エネルギー自給率（％） 5.8 6.0 6.3 6.8 7.6 8.2 8.9 9.3 9.7 10.5 12.9

20

18,135
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重点目標⑧「再生可能エネルギー⾃給率」 政策評価
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温室効果ガス総排出量の推移

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

部門別にみる最終エネルギー消費量の推移

• 最終エネルギー消費量は、2019年度において、2010年度⽐で15.0％減少しています。
• 部門別にみると、2010年度⽐で運輸部門が8.6％減、家庭部門が9.9％減、業務部門が27.3％減、産業部
門が18.6％減少しています。

• 最終エネルギー消費量を排出係数を乗じた温室効果ガス総排出量でみると、2019年度において、2010年
度⽐で15.2％減少しています。

• 温室効果ガス総排出量を部門別にみると、2019年度において、2010年度⽐で運輸部門が11.0％減、家庭
部門が12.1％減、業務部門が24.5％減、産業部門が15.8％減と、いずれも削減が進んでおり、産業部門で
は目標を達成しています。他の部門は更なる削減に向け、引き続き取組が必要です。

（ただし、最終エネルギー消費量及び温室効果ガス総排出量の2019年度の数字は暫定値）

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

(年度)

(年度)

4.4 4.2 4.0 3.9 3.7 3.8 3.7 3.7 3.6 3.6 

4.0 4.3 3.8 3.7 3.7 4.0 
3.1 2.9 3.0 2.9 

4.2 3.7 
3.7 4.0 4.0 3.5 

3.8 4.1 4.0 3.7 

6.9 
6.8 

6.8 6.9 6.7 6.5 
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重点目標⑧「再生可能エネルギー⾃給率」 政策評価
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(参考)経済成⻑と環境
負荷の相関分離

• 2019（R元)年度の県内総生産は、2010（H22）年度⽐で+10％と増加。
• ⼀⽅、温室効果ガス総排出量や最終エネルギー消費量は、同15％減少し、デカップリングが着実に進ん
でいる。

持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会（経済は成⻑しつつ、温室効果ガス総排出量とエネルギー消費
量の削減が進む経済・社会構造（デカップリング）を有する地域社会）をつくる。

出典：県民経済計算（企画振興部）を元に作成

業種別の温室効果ガス総排出量の推移
※（）内は2019年度値の対2010年度比

出典：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成
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Ⅳ. 重点政策を単位とした評価結果
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政策推進の基本方針 該当する重点政策

１ 学びの県づくり 1-1 生きる⼒と創造性を育む教育の推進 57

1-2 地域とともに取り組む楽しい学校づくり 58

1-3 ⾼等教育の振興による知の拠点づくり 59

1-4 生涯を通じて学べる環境の整備 60

２ 産業の生産性が高い県づくり 2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成 61

2-2 地域内経済循環の促進 63

2-3 海外との未来志向の連携 65

2-4 収益性と創造性の⾼い農林業の推進 66

2-5 地域に根差した産業の振興 68

2-6 郷学郷就の産業⼈材育成・確保 69

３ 人をひきつける快適な県づくり 3-1 信州と関わりを持つ「つながり⼈口」の拡⼤ 70

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり 71

3-3 ⼼豊かな暮らしを実現する⽂化芸術の振興 73

3-4 2027年国⺠体育⼤会・全国障害者スポーツ⼤会に
向けたスポーツ振興 74

3-5 市街地の活性化と快適な生活空間の創造 75

3-6 中⼭間地域での暮らしの価値の再発⾒ 76

3-7 先端技術の積極的な活用・導⼊ 77

3-8 生活を⽀える地域交通の確保 78

3-9 本州中央部広域交流圏の形成 79

４ いのちを守り育む県づくり 4-1 県土の強靱化 80

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの⽀援 81

4-3 医療・介護提供体制の充実 82

4-4 生命・生活リスクの軽減 84

4-5 地球環境への貢献 86

５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり 5-1 多様性を尊重する共生社会づくり 88

5-2 ⼥性が輝く社会づくり 90

5-3 ⼈生二毛作社会の実現 91

5-4 若者のライフデザインの希望実現 92

5-5 ⼦ども・若者が夢を持てる社会づくり 94

６ ⾃治の⼒みなぎる県づくり 6-1 個性豊かな地域づくりの推進 95

6-2 信州のブランド⼒向上と発信 96

6-3 地域振興局を核とした地域課題の解決
⇒Ⅶ．地域計画の政策評価
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１ 学びの県づくり

1-1 生きる⼒と創造性を育む教育の推進

未来を切り拓く確かな学⼒の育成

豊かな心と健やかな身体の育成

• 全ての⼩中学生が⾃分らしく学
ぶための｢信州型ユニバーサルデ
ザイン｣の考え⽅に基づく学びの
改革実践校の取組を県下の学校
へ広く発信

学びの改革実践校数
R2:25校
R3:39校

• 県⽴⾼校において特色あるカリ
キュラムを開発
①グローバルリーダーを目指す｢信州

WWL(World Wide Learning)コン
ソーシアムカリキュラム開発拠点｣

②科学技術⼈材育成を目指｢スーパー・
サイエンス・ハイスクール｣

③多様な学びの創造を図る｢未来の学校｣

指定校数[R3末現在]
①信州WWLコンソーシアムカ

リキュラム開発拠点:1校
(共同実施:1校 連携:15校)

②スーパー・サイエンス・ハイ
スクール:3校

③未来の学校:6校

• ICT教育推進センターを設置
(R3.4)し、ICTを活用した効果
的な授業のあり⽅を研究、提案

教育クラウド使ってみよう出前
講座実施校数[R3]
⼩中学校:延べ159校
⾼等学校:延べ8校

• ⾃然保育を通じて⾃ら学び成⻑
しようとする⼒を育む｢信州やま
ほいく(信州型⾃然保育)｣を普及

認定園数
H29末:152園
R3  末:241園

• 質の⾼い幼児教育を実施するた
め、先進的な取組を⾏っている
幼稚園、保育所及び認定こども
園等でフィールド研修を実施

フィールド研修実践園委託数
R3:5件

• ｢⻑野県版運動プログラム｣によ
り運動好きな⼦どもの育成、体
⼒の向上、体育授業の充実を目
指し、指導者派遣等を実施

実施市町村数
H30:２市村6校
R3  :13市町村35校

主な取組 関連目標等の推移取組実績

すべての子どもの学びの保障
⃝ 児童生徒、保護者への支援体制の整備

⃝ 教育機会均等のための教育費助成

• 発達障がい等がある児童生徒が
必要に応じて適切な指導を受け
られる｢通級指導教室｣等を整備

教室数
H29末:39教室
R3  末:83教室

• 悩みを抱える⼦どもがいつでも
相談できるよう、スクールカウ
ンセラー及びスクールソーシャ
ルワーカーを配置するとともに、
相談窓口を開設

体制及び相談実績[R3]
24時間相談電話:762件
LINE相談:68⽇間で749件
スクールカウンセラー:105⼈
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ:35⼈

• 児童養護施設の⼊所者等に奨学
⾦を給付

給付型奨学⾦受給者数
R3:25⼈

• ⾼校の授業料等に関して就学⽀
援⾦により助成

助成人数
R3:県⽴⾼校36,340⼈

私⽴⾼校11,515⼈
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１ 学びの県づくり

1-2 地域とともに取り組む楽しい学校づくり

地域と学校が連携した教育の推進
⃝ 学校外での授業、地域との交流による多様な学びの提供

教員と児童生徒が向き合うための環境整備

• 地域に根差した探究的な学び｢信
州学｣により、社会⼈として実社
会における様々な課題に向き合
い新たな社会の創造に貢献でき
る⼈材の育成を推進

実施実績
R3:すべての県⽴⾼校で実施
※コロナ禍ではあったが、オンラ

インでの講演会や、訪問可能な
範囲でフィールドワーク・実習
等を実施

• マイスターの熟練の技に触れる
機会を提供するため、熟練技能
者等を中学校等に派遣し、もの
づくり講座を実施

講座・参加者数
H29:87講座 1,610⼈受講
R3 :71講座 1,429⼈受講

• 学校と地域の協働活動を推進す
る｢信州型コミュニティスクー
ル｣促進のため、アドバイザーの
派遣や研修普及事業を実施

実施状況[R3]
公⽴⼩・中学校 100％実施
アドバイザー派遣 19回31⼈
研修実績 16回1,099⼈
動画配信視聴者 231⼈

• ｢信州こどもカフェ｣により、家
庭機能を補完する⼀場所多役の
⼦どもの居場所を整備

こどもカフェ数
H29末:14か所
R3末 :159か所

• 学習⽀援協⼒員の個別訪問によ
り、生活困窮世帯などの⼦ども
の学習・生活⽀援、保護者の生
活・就労⽀援を実施

支援実績
H30:実施町村 ６町村

⽀援⼈数 31⼈
R3  :実施町村 20町村１郡

⽀援⼈数 112⼈

⃝ 学習支援、食事提供、悩み相談等の体制整備

• 教員の業務をサポートするス
クール・サポート・スタッフを
市町村⽴⼩中学校に配置し、教
員の業務負担を軽減

配置校数
H29:0校
R3 :303校

• 悩みを抱える⼦どもたちの⽀援
のためスクールカウンセラー等
の専門スタッフを配置

配置数[R3]
スクールカウンセラー

105⼈、38,961時間
スクールソーシャルワーカー

35⼈、21,060時間
• 部活動指導員の任用や外部⼈材

活用により、専門的な指導を実
施するとともに、教員の業務負
担を軽減

部活動指導員任⽤数[R3]
中学校:96校181⼈
⾼等学校:5校5⼈
高等学校の外部人材活⽤数
H29:70校98⼈
R3  :71校103⼈

• 教員の業務の効率化・軽減を図
るため、全県⽴⾼校に統合型校
務⽀援システムを導⼊

導⼊状況[R3.4本格稼働]
85拠点(県⽴中学校を含む)
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主な取組 関連目標等の推移取組実績
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１ 学びの県づくり

1-3 高等教育の振興による知の拠点づくり

県内高等教育機関の魅⼒向上
⃝ 大学の学部・学科再編・新規設置への支援や魅⼒発信

県内高等教育機関を核とした地域づくり

• ⻑野県⽴⼤学を開学(H30)、
⼤学院設置 (R4)

• 私⽴⼤学の学部新設・開学⽀援
清泉⼥学院⼤学看護学部(H31)
⻑野保健医療⼤学看護学部(H31)
佐久⼤学⼈間福祉学部(R3)
松本看護⼤学(R3)

新規設置大学・学部等の定員
県⽴⼤学︓240⼈
清泉⼥学院⼤学看護学部:76⼈
⻑野保健医療⼤学看護学部

:80⼈
佐久⼤学⼈間福祉学部:70⼈
松本看護⼤学:70⼈

• 県内の⼤学及び短期⼤学で学ぶ
魅⼒を集約したガイドブックを
制作し、県内の⾼校１年生に配
布

配布人数
R3:18,775⼈

⃝ 産学官の連携による人材の育成・定着の推進

• ⻑野県⽴⼤学ソーシャル・イノ
ベーション創出センターにより、
県内企業や起業予定者等に対す
る新たなビジネス展開の相談を
⽀援

支援実績
R3:425件

• ｢⾼等教育コンソーシアム信州｣
により、学生が企業・団体等と
地域課題について対話する｢若者
会議｣の開催を⽀援

若者会議参加学生数
R3:158⼈

• ⾼校生、⼤学生、創業前後の者
のアイデアをコンテスト形式で
発表し、創業機運の醸成を図る
ためのイベント｢信州ベンチャー
コンテスト｣を開催

出場者・来場者[R3]
出場者:15組
来場者:60⼈
WEB視聴者:300⼈

• ⼤学や創業関係の⽀援機関等が
⼀堂に会し、⽀援者側の機運の
醸成を図るとともに情報交換等
を実施する信州創業応援プラッ
トフォーム会議を開催

開催数
H30:4回
R2  :1回
R3  :1回

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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• 県内企業でのインターンシップ
に必要な費用の補助や企業との
マッチングを実施

交通・宿泊費補助利⽤学生数
R3:139⼈
マッチング数
R3:31社、64⼈

• 工科短期⼤学校、技術専門校及
び⺠間教育訓練校との連携によ
り、デジタル分野の⼈材育成を
実施

スキルアップ講座(在職者向
け)受講者数
R3:340⼈
⺠間活⽤委託訓練(求職者向
け)受講者数
R3:660⼈
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(基準)
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１ 学びの県づくり

1-4 生涯を通じて学べる環境の整備

生涯を通じて学べる環境の整備
⃝ デジタルを活⽤した学びの環境整備

⃝ 地域の学びを支える人材の育成や学びの場の提供
• 新たな社会的価値を創造するた

めのモデル空間として｢信州・学
び創造ラボ｣を県⽴⻑野図書館に
開設(H31)。
ラボの活用や多様なコミュニ
ティ創出を企図したワーク
ショップ等を開催

ワークショップ開催数
R3:41回

• 生涯学習推進センターにおいて
地域活動の指導者養成研修を実
施

指導者養成研修実績
R3:29講座、3,487⼈
（オンライン含む）

• ｢公⺠館活動アワード・フォーラ
ム｣において、地域づくり活動に
つながる公⺠館活動の優良事例
を表彰

表彰数
R3:4団体

• ⾼齢者の仲間づくりや生きが
い・居場所づくり、地域の課題
に向き合い活動できる⼈材を育
成するシニア⼤学を運営

卒業者数
H30〜R3:1,845⼈
※R2は事業休止

• 県内の中⼩企業で働く⼥性の
キャリア形成を目的とする研修
に要する経費の⼀部を補助

補助実績
R3:2社

主な取組 関連目標等の推移取組実績

78,724 
84,690 

88,578 
85,011 

63,189 63,686 

82,000 

50,000

70,000

90,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

件

年度

関連目標1-14 県内公共図書館
調査相談件数

(目標)

出典：公共図書館概況(県立⻑野図書館)

(基準)
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3.6
3.2 3.4 3.4

3.0
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3.4
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2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

件

年度

関連目標1-15 市町村公⺠館における
学級・講座数(⼈口千⼈当たり)

(目標)

出典：教育委員会事務局

(基準)

• 信州に関する地域情報資源の
ポータルサイトとして、信州・
知のポータル｢信州ナレッジスク
エア｣を開設(R2)

トップページ年間アクセス数
R3:91,325件

• 信州環境カレッジにWEB講座を
開設し(R2.1)、環境に関する学
びの場を拡⼤

地域講座・学校講座受講者数
R3:12,180件

• ⻑野県版エシカル消費の普及啓
発のため｢⻑野県消費者⼤学 on 
WEB｣を実施

受講者数
R3:565⼈

52.6

70.0 75.3 79.2
71.4
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%

年度

関連目標6-5 他団体等との共催事業を
実施する公⺠館の割合

(目標)
出典：H26は社会教育調査(文部科学省)

H30以降は教育委員会事務局

(基準)
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265,313 
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県立⻑野図書館入館者数

※2018年度以前は目視等、2019年度以降は人数カウンター
により計測

出典：教育委員会事務局

８月末予定
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成

成⻑産業の創出・集積
⃝ 成⻑期待分野への展開支援

AI・IoT等の活⽤による生産性の向上
⃝ AI・IoTの導⼊促進

• ｢信州医療機器事業化開発セン
ター｣(H31〜)により、新たな医
療機器開発等を⽀援

事業化開発(部材開発)
支援件数
R1:58件
R2:61件
R3:69件

• ｢しあわせ信州食品開発セン
ター｣(H27〜)において、機能性
表⽰食品等の新商品の開発から
量産化までを⼀貫⽀援

商品化支援件数
H30〜R3:84件

主な取組 関連目標等の推移取組実績

9位
7位 9位

8位
14位 9位

35 
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関連目標2-9 企業立地件数
(工場・研究所)

(目標)
出典：工場立地動向調査(経済産業省)

(基準)
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関連目標2-3 農業の単位面積当たり
生産性

(目標)
出典：生産農業所得統計(農林水産省)、農政部

(基準)
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18位
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年

関連目標2-2 製造品出荷額等

出典：工業統計調査(経済産業省)
(基準) (目標)

• ｢AI・IoT等先端技術利活用⽀援
拠点｣を設置(H31)し、専門家(2
名)により、AI・IoTの導⼊相談
を実施

相談等実績
R1〜R3:

相談件数 1,635件
セミナー等講演 39回

• HAKUBAVALLEY重点⽀援を通
じて、地域⼀体での免税・
キャッシュレス端末導⼊を⽀援

参加企業
R3:24社(27台)

⃝ ICTを活⽤した農林業・建設業のスマート化の推進
• 農業者にスマート農業機器を貸

し付ける｢お試し導⼊｣を実施
支援実績
R3:62件
(⽔田30件,園芸28件,畜産4件）

• 林業事業体等へICTを活用した
スマート林業技術の導⼊を⽀援

支援実績
R3:22者

• 建設工事において、３次元モデ
ルの導⼊やICT活用工事、航空
レーザを活用した測量等を推進

ICT活⽤工事実施実績
R1:57件
R2:68件
R3:115件

29位
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30位
33位
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関連目標2-1 製造業の従業者
⼀⼈当たり付加価値額

出典：工業統計調査(経済産業省)
(基準) (目標)

477 462 

522 553 

615 

555 

671 

400

500

600

700

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

万円/人

年

関連目標2-5 林業就業者⼀⼈当たりの
木材生産額

(目標)
出典：林務部

(基準)

⃝ 新たな価値を創造する人材・企業の誘致促進

• ｢おためしナガノ｣により、県外
のクリエイティブ⼈材・企業の
おためし移住を⽀援

参加者数
H30〜R3:62組100⼈
(応募数 227組361⼈)

• ｢おためし⽴地 〜チャレンジナ
ガノ〜｣により、地域課題を解決
する県外企業と県内市町村との
マッチングを実施

県内事業所展開企業
R3:５社
(応募数 60社157提案)

118 122 120 123 123 

47 49 49 52 48 
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40
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成⻑期待分野の事業所・企業数の推移

医療機器製造事業所数
医療機器製造販売事業所数
航空機産業に取り組む企業数

出典：産業労働部
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
起業・スタートアップへの支援

• 創業⽀援拠点｢信州スタートアッ
プステーション｣(R2:松本市、
R3:⻑野市)を開設し、専門コー
ディネーターによる創業相談や
セミナーを開催

相談等実績
相談件数 R2〜R3:935件
創業セミナー
開催回数 R2〜R3:46回
参加者数 R2〜R3:601⼈

• 地域課題解決型の創業(ソーシャ
ル・ビジネス)を目指す事業者を
対象に創業経費を⽀援するとと
もに、⽀援員により相談対応な
どの伴走⽀援を実施

創業支援⾦採択件数
R1:11件
R2:19件
R3:26件

• 未来の起業家を育成するため、
⾼校生・⼤学生等がビジネスア
イデア・プランを発表する｢信州
ベンチャーコンテスト｣を開催

コンテスト出場者
R3:15組
コンテスト参加者
R3:Web視聴 300⼈

来場者 60⼈

• 課題を抱える創業者や中⼩企業
等に対して、県事業継承・引継
ぎ⽀援センター(R3〜)のコー
ディネーターにより事業承継を
⽀援

事業引継ぎ相談件数
R3:1,556件

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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6.00 

3.61 3.71 
3.29 3.10 

3.80 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

2016 2017 2018 2019 2020 2021

%

年度

関連目標2-8 開業率

(目標)
出典：雇⽤保険事業年俸(厚生労働省)
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出典：産業労働部

(基準:2014〜2016年度の平均の44)
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-2 地域内経済循環の促進

地消地産の推進

県産品消費の拡大

• ６次産業化による県内農産物の
付加価値向上に向け、専門家に
よる商品⼒向上等を⽀援

支援事業者数
R3:7事業者

• 県産農産物の地域内消費の拡⼤
を図るため、農業・商工・観光
関係者の情報交換等を⾏うシン
ポジウムを開催

開催数及び参加者数
R3:1回、53名

主な取組 関連目標等の推移取組実績

45.7 45.9
46.8
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学校給食における県産食材の利⽤割合

出典：農政部
※2020年度は新型コロナウイルスの影響で調査回数が
減少したため(2回→1回)参考値扱い

• 地域と連携しながら信州の素材
を生かした｢信州感動健康料理｣
を開発・提供していく⼈材を育
成する｢食のアカデミー｣を開催

参加者数
R3:145⼈以上

• NAGANO WINEの付加価値向上
のために、⾼品質ワイン用ブド
ウの生産に向けた生産技術習得
研修を実施

受講者数
生産者向け研修会
R3:6回、240⼈
(省⼒化技術導⼊検討会、初⼼者向
け栽培技術習得セミナーなど)

• 直売所を拠点とした流通の仕組
みづくり等に関する、生産者、
直売所、流通事業者等の情報交
換会を実施

開催実績
R3:1回、93⼈
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関連目標2-4 農業農村総生産額

(目標)
出典：生産農業所得統計(農林水産省)、農政部

(基準)

• ｢⻑野県版エシカル消費｣の周
知・啓発により、県産品の消費
を喚起

⻑野県消費者大学受講者数
H30〜R3:1,669⼈
⻑野県政出前講座受講者数
H30〜R3:716⼈

• 酒類の地理的表⽰｢GI｣(R3〜)、
｢⻑野県原産地呼称管理制度｣、
｢おいしい信州ふーど｣などによ
り、県産品をブランド化

GI⻑野の認定品数
R3:230点
原産地呼称管理制度認定品数
H30〜R3:776点
信州の伝統野菜選定数
H30〜R3:81種類

• ｢信州地酒で乾杯の⽇｣(毎月８
⽇)や、若者を対象とした飲み⽅
講座等を⾏う地酒普及イベント
を開催

イベント開催数
R3:1回

信州農畜産物の活⽤拡大
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出典：農政部
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
信州の⽊⾃給圏の構築

• ⽊材供給・流通の推進のため、
⽊材加工施設等の基盤整備を⽀
援

支援件数
R3:11件

• 県産材の住宅・公共建築への利
用を促進

県産材を使⽤した住宅への
助成⼾数
①環境配慮型住宅助成⾦新築

タイプ H30〜R3:493件
②環境配慮型住宅助成⾦リ

フォームタイプ
H30〜R3:936件

• 地消地産による施設の⽊質化の
取組を県有施設で実施するとと
もに、⺠間オフィスや店舗など
の取組を⽀援

実施・支援実績
県有施設 R3:3件
⺠間施設 R3:7件

• ⼦どもが多く参加するイベント
での⽊工体験など、⽊育活動を
⽀援

支援実績
R3:23件

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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出典：林務部
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59 55 

75 

104 

165 

30

80

130

180

2017 2018 2019 2020 2021

千㎥

年

木質バイオマスエネルギー向け
素材生産量

出典：林務部

エネルギー⾃⽴地域の確⽴

• 建物ごとに太陽光発電・太陽熱
利用のポテンシャルが確認でき
る｢信州屋根ソーラーポテンシャ
ルマップ｣などを活用し、｢屋根
ソーラー｣の普及を促進

WEBサイトアクセス数
R1:11,294回
R2:19,004回
R3:28,308回

• 住宅での太陽光発電の普及促進
のため、既存住宅における太陽
光発電設備等の導⼊を⽀援

補助⾦交付件数
R3:蓄電池のみ 338件

太陽光＋蓄電池 49件

• ⼩⽔⼒発電キャラバン隊等によ
り、地域主導型⾃然エネルギー
の導⼊を⽀援

1村1⾃然エネルギープロジェ
クト数
H29末:250件
R3  末:292件

• 農業用⽔を活用した⼩⽔⼒発電
の導⼊を⽀援

設置施設数
H29末:24施設
R3  末:35施設

• 県の電気事業の⽔⼒発電所の開
発・出⼒増強を実施

新規電源開発箇所
H29末:3か所
R3  末:11か所
既設発電所の出⼒増強箇所
H29末:2か所
R3  末:8か所

2017 2018 2019 2020 2020

太陽光発電 4,568 5,033 5,514 5,861 5,506

小水力発電 70 95 113 119 246

ﾊﾞｲｵﾏｽ・地熱発電等 313 426 426 871 844

熱利⽤ 1,202 1,279 1,357 1,396 5,438

燃料 2 2 2 2 6

既存水力 9,886 9,886 9,886 9,886 9,886

9,000

13,000

17,000

21,000

TJ

出典:再生可能エネルギー導⼊等状況調査(環境部)

再生可能エネルギー導入量
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関連目標4-12 発電設備容量でみる
エネルギー自給率

(目標)

出典：再生可能エネルギー導⼊等状況調査(環境省)

(基準)
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-3 海外との未来志向の連携

海外活⼒の取り込み強化

国際連携の強化

• 販路開拓等に向け、海外駐在員
(上海・シンガポール)により、
有望市場における県内企業の活
動を⽀援

現地情報提供
R3:1,490件
活動支援
R3:13件

• 県中⼩企業振興センターに食の
グローバル展開推進員を配置し、
県内企業に対する海外⾒本市へ
の出展⽀援等により、食品関連
事業者の海外販路の開拓を⽀援

海外バイヤー商談会参加者数
R3:42者

• 県に営業本部を設置し(H31)、
県外・海外販路の開拓・拡⼤や
ブランド発信等を実施

海外商談会実績
R3:13回

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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出典：農政部

(基準)

• 国際展⽰会｢METALEX
MARCH｣(タイ・バンコク、
R4.3.9〜12)にリモート出展

参加企業・商談件数
R3:4社、27件

• ベトナム開催の｢国際版技術提案
型商談会｣への県内企業の出展を
⽀援

参加企業・商談件数
R3:6社、6件

• 国際展⽰会｢TAITRONICS｣(台
湾・台北、R3.12.21〜23)にリ
モート出展

参加企業・商談件数
R3:3社、31件

• 中国・ASEAN 諸国の市場におい
て県内企業との取引を希望する
⽇系企業向けに国際オンライン
商談会を開催

参加企業・商談件数
R3:16社、157件
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関連目標2-13 加工食品の輸出額

(目標)
出典：産業労働部
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輸出に取り組む県産品取扱事業者数※

※⻑野県営業局が把握する事業者数
出典：産業労働部

⃝ 県産品の海外販路開拓支援

⃝ 農産物の輸出拡大と輸出向け産地づくりの推進
• 県内生産者等の海外への販路拡

⼤に向け、⻑野県農産物等輸出
事業者協議会による現地での⻑
野セールの開催

⻑野セール開催数
R3:８回

• 県産農産物の特徴や産地紹介の
ための外国語版デジタルリーフ
レットや輸出ガイドブックを活
用した輸出セミナーの開催

輸出セミナー開催数
R3:４回

• 生鮮及び練りわさびの輸出拡⼤
のため、輸出対象国の規制等に
対応した食品安全マネジメント
システムの取得可能な施設整備
を⽀援

補助実績
R3:1件、補助総額46,341千円

⃝ 中小企業の海外における販路開拓・拡大への支援
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進

次代を担う人材の確保
⃝ 相談会の開催や技術支援による新規就業者の確保・育成

多様な技術の活⽤による効率的な経営の推進
⃝ 経営⼒強化・省⼒化の推進による農業の生産性向上

• オンラインも活用した就農相談
会の開催

相談会参加者数
R3:254⼈

• ⾥親農家での実践研修(1〜2年)
等を開催

⾥親研修生
R3:47⼈

• オンライン等を活用した就林・
就業セミナーを開催

参加者数
R3:148⼈

• 新規就業者を対象とした林業基
本講座の開催や、資格取得等に
係る経費への⽀援を実施

講座開催実績・参加者数
R3:2回、13⼈
資格取得支援実績
伐⽊造材(特別教育)等
R3:6⼈

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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関連目標2-3 農業の単位面積当たり
生産性

(目標)
出典：生産農業所得統計(農林水産省)、農政部

(基準)

• トヨタ式カイゼン手法の導⼊に
より、⼤規模農業法⼈等の経営
改善を⽀援

支援数
R2:7経営体
R3:35経営体

• スマート農業機器の普及のため
｢お試し導⼊｣を実施するととも
に、リモコン式畦畔草刈機の実
演会などを開催

お試し導⼊
R3:62件
機器実演会
R3:15回、379⼈

⃝ 革新的な技術を活かした林業の生産性向上
• ⼀貫管理システム導⼊等、造林

の低コスト化のための実証・検
証を実施

実証箇所・事業体数
R3:1か所、1団体

• 林業先進国フィンランドのバイ
オエコノミー専門家を招き、講
演会を開催

参加者数
R3:300⼈

• フィンランドメーカーのシミュ
レーターを活用した林業⼤学校
の授業での実習や就職説明会等
での操作体験を実施

参加者数
R3:93⼈
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木材生産額

(目標)
出典：生産農業所得統計(農林水産省)、農政部

(基準)

⃝ 高度な知識・技能を有する人材の育成
• 農業関係団体と連携した農業経

営管理能⼒向上セミナーを開催
セミナー開催実績・参加者数
R3:２回、81⼈

• ⾥⼭の整備・利活用を担う地域
リーダーの育成研修会や、技
術・安全講習会を実施

研修・講習会開催・参加者数
R3:32回、543⼈
地域リーダー育成数
R3:18⼈
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８月末予定
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
需要を創出するマーケティングの展開

⃝ 県オリジナル品種等の販売促進
• ぶどう｢クイーンルージュ®｣の

認知度向上に向け、主要市場関
係者へ知事メッセージを配信

トップセールス実施回数
R3:1回

• 関⻄食⾁市場での｢信州プレミア
ム牛⾁｣ＰＲの実施と⼩売店等と
連携したフェアを開催

フェア開催数
R3:1回、45店舗参加

• ⽇本酒、ワインの国際コンクー
ルへの出品費用を⽀援

支援実績
⽇本酒 R3:7件
ワイン R3:4件

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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2019年は新型コロナウイルス感染症の影響により選定なし
出典：産業労働部
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※2020年度は新型コロナウイルスの影響で調査回数が減
少したため(2回→1回)参考値扱い

⃝ 付加価値の高い県産材の利⽤促進
• 県産材製品コーディネーターを

配置し、信州カラマツなどの都
市部での商談機会を創出

コーディネーター活動実績
R3:配置3⼈
支援回数
R2: 43件 R3:121件

消費者とつながる信州の｢食｣の推進
⃝ 農畜産物の安全性・信頼性の確保
• 信州あんしん農産物[牛⾁]生産

農場を認定
認定数
R3:142農場

• GAPの取組推進や国際⽔準GAP
認証取得に向けた研修会を開催

参加者数
R3:11回、延べ223⼈

• 有機農業推進プラットフォーム
会員が中⼼となり⾏う有機給食
の試⾏等の取組を⽀援

支援事業数
R2:11件
R3:16件

⃝ 地消地産・食育の推進
• ⾼校生等と連携し、県オリジナ

ル食材を活用したレシピ開発、
飲食店での提供

取組実績
レシピ開発 R3:11件
飲食店提供 R3:3店 3ﾒﾆｭｰ

• コロナ禍で需要が減少した県産
食材の学校給食での利用拡⼤と、
食育教材の配布、食育の実施

実施校数
R3:538校

森林の持続的な管理と多⾯的な利活⽤
• ⾥⼭整備利用地域の認定や認定

地域の森林を活用した地域活動
の取組を⽀援

支援実績
R3:認定4地域、⽀援66地域

• ｢防災・減災｣の観点から整備が
必要な森林の間伐を推進

間伐⾯積
R3:集計中（８月末）

• 森林セラピー基地の施設整備を
推進するとともに、セラピーガ
イド等の研修会を開催

施設整備及び研修会実績
R3:施設整備6か所

研修会5回
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-5 地域に根差した産業の振興

活⼒あるサービス産業の振興

暮らしを支える建設産業の振興
⃝ 建設産業の生産性向上

• IT⼈材を県内に呼び込む｢おため
しナガノ｣の実施により、仕事と
暮らし⼀体での移住を⽀援

おためしナガノ参加者数
R1:13組、15⼈
R2:12組、22⼈
R3:24組、39⼈

• 専門⼈材を招へいし、県内ICT企
業と利用企業とのマッチングを
⽀援

支援件数
H30〜R3:8件

• コロナ時代の新たな⽇常に対応
した商店街活性化のための仕組
みづくりを⽀援

支援対象市町村
R3:１市町村

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• ⼈材・資機材の効率的な運用等
を図るため、施工時期の平準化
の取組を推進

早期契約制度の活⽤実績
R3:35件
フレックス工期契約制度実績
R3:515件

• 建設現場の生産性向上と、魅⼒
創出のため、公共事業のICT活用
工事を実施

ICT活⽤工事実績
H30:17か所
R1  :57か所
R2 :68か所
R3  :115か所

⃝ 建設産業従事者が意欲を持って働ける環境の整備
• 県発注公共工事等において優れ

た取組を⾏った技術者を表彰す
る⻑野県優良技術者表彰を実施

受賞者
⼀般部門 H30〜R3:264⼈
若手部門 H30〜R3:122⼈

• 若手技術者の育成や経営の安定
化などの建設産業の活性化につ
ながる⼊札・契約制度を構築

総合評価技術委員会審議実績
R3:824件

• 建設産業や公共事業に対する理
解促進のため、現場⾒学会等を
開催

参加者数
H30〜R3:4,315⼈
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時代をつなぐ伝統的工芸品産業の振興
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• 県指定伝統的工芸品を認定 認定数
H29末:18品
R3  末:21品

• 展⽰・販売会の開催、出展⽀援
により、伝統的工芸品の販路開
拓を⽀援

出展産地数
R3:延べ40産地

• インターンシップや、技術伝承
講習会の開催により、後継者の
確保・育成を⽀援

インターンシップ開催数
R3:6事業者(３名新規就業)
講習会開催数
H30〜R3:８産地、142回
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２ 産業の生産性が高い県づくり

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

人口減少時代の産業人材の育成・確保

働き方改革の推進とAI・IoT等の活⽤

主な取組 関連目標等の推移取組実績

⃝ 将来を⾒据えたキャリア教育の推進
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技術革新の進展への対応
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⃝ 県内外の新卒学生に対する県内就職の促進

• 地域と未来をつなぐゼミ講座な
どによる⼦どもたちへのキャリ
ア教育の⽀援

講座開催実績
R3:71講座、1,429⼈

• ⻑野県プロフェッショナル⼈材
戦略拠点により、⼈材ニーズの
発掘と⼈材マッチングを実施

コーディネート件数
H30〜R3:1,508件
人材マッチング成約件数
H30〜R3:431件

⃝ 産業界が必要とする様々な人材の育成・確保

• Uターン就職促進協定校と連携し
たUターンセミナー等の実施

連携校数
H29末:47校
R3  末:59校

• 県内企業のインターンシップや
企業情報等について説明するイ
ベントを開催

参加学生
H30:253⼈ R1  :555⼈
R2  :952⼈ R3 :920⼈

• 県内企業情報、イベント等を掲
載したポータルサイトシューカ
ツNAGANOを運営(H29〜)

メルマガ登録者数
R3末:1,800⼈

• 工科短期⼤学校、技術専門校及
び⺠間教育訓練機関との連携に
より、デジタル分野の⼈材育成
を実施

スキルアップ講座(在職者向
け)受講者数
R2:268⼈ R3:340⼈
⺠間活⽤委託訓練(求職者向
け)受講者数
R2:425⼈ R3:660⼈

• ｢職場いきいきアドバンスカンパ
ニー｣認証制度や職場環境改善ア
ドバイザーにより、企業への多
様な働き⽅導⼊を促進

職場いきいきアドバンスカン
パニー認証企業数
H29末:88社
R3  末:198社
アドバイザー訪問企業数
R3:2,121社

• テレワーク導⼊アドバイザーの
企業訪問により、県内企業のテ
レワーク導⼊を⽀援

訪問企業数
R3:1,031社
導⼊支援企業数
R3:22社

• AI・IoT等先端技術利活用⽀援拠
点(R1〜)に専門家を配置し、中
⼩企業のICT導⼊活用を⽀援

相談件数
R1〜R3:1,635社
セミナー開催
R1〜R3:39回
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３ 人をひきつける快適な県づくり

3-1 信州と関わりを持つ｢つながり人口｣の拡大

移住・交流の新展開
⃝ 移住等希望者に対して仕事と暮らしをセットで提供する

機会づくり

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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関連目標3-2 移住者数

(目標)
出典：企画振興部

(基準)

多様な働き方暮らし方の提案・支援

• 総合的な窓口として｢信州暮らし
案内⼈｣を配置

案内人配置数
R3:6⼈(東京/名古屋/⼤阪/ふ
るさと回帰センター/県庁 合
計)

• ⻑野県で｢暮らす・働く・つなが
る｣情報サイト｢SuuHaa｣(スー
ハー)、二地域居住サイト｢ニブ
ンノナガノ｣により、移住、テレ
ワーク、副業などに関する情報
を発信

アクセス数[R3]
SuuHaa:159,963回
ニブンノナガノ:9,213回

• 県、市町村、県宅建協会との連
携により、HPへ住まいの情報
(農地付き住宅を含む)を提供

累計物件登録件数
R3末:2,917件

⃝ ｢つながり人口｣の創出・拡大を意識した取組の推進
• 中野市と⾠野町で、地域課題等

を関わりしろに、都市部住⺠と
地域とが交流し、共に取組を進
めるプログラムを実施

プログラム参加者数
R3:22⼈
プログラム構築数
R3:4件

• 二地域居住者向けコンパクト住
宅セミナーの開催

参加者数
R3:9⼈(銀座NAGANOで実施)

• 農ある暮らし実践者をゲストに
迎え、参加者に農ある暮らしの
魅⼒を直接伝えるセミナーを開
催(オンラインでは、銀座
NAGANOを主会場に開催)

農ある暮らし体験研修・セミ
ナー受講者数
R3:205⼈

• メディアとタイアップした広告
や専用ホームページの運用、県
内の地域ネットワークの形成等
により、リゾートテレワーク
(ワーケーション)の普及を推進

リゾートテレワーク実施者数
R3:2,649⼈
HPアクセス数
R3:99,947回

• 県外のITを中⼼としたクリエイ
ティブ⼈材・企業が、最⼤6か月
間程度、県内に｢おためし｣で住
んで仕事をする場合に要するオ
フィス利用料や交通費等の経費
を補助

おためしナガノ補助件数
R1:13組15⼈
R2:12組22⼈
R3:24組39⼈

• 企業の⼈材ニーズと移住希望者
のマッチングを⾏うプロフェッ
ショナル⼈材戦略拠点を設置
(H27〜)し、副業・兼業⼈材の
移動費を補助するとともに、県
内企業等が都市圏から専門的な
能⼒や経験を有する⼈材を採用
する際の⼈件費の⼀部を補助

人材のコーディネート件数
R3:287⼈
人材採⽤人件費補助実績
R3:法⼈事業者14件

7,952 
7,510 

8,464 
8,171 

6,346 

7,530 

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

件

年度

フォローアップ指標 移住相談件数

出典：企画振興部

18位 15位
14位

26位

11位

11位
△ 1,000

△ 3,147
△ 2,733

△ 3,243

△ 4,531

△ 2,156

△ 577

△ 5,000
△ 4,000
△ 3,000
△ 2,000
△ 1,000

0
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

人

年

関連目標3-1 社会増減(国内移動)
(目標)

出典：毎月人口異動調査(企画振興部)
住⺠基本台帳人口移動報告(総務省)

(基準)

1
2
3
4
5
6
7

2017 2018 2019 2020 2021

位

年

移住したい都道府県ランキング

⻑野県 静岡県 山梨県
沖縄県 千葉県

※⻑野県は2006年から16年連続で1位
出典：田舎暮らしの本(宝島社)

624,909 622,241 622,925 580,179 

173,853 
198,849 

690,000 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

人

年度

関連目標3-5 都市農村交流⼈口

(目標)
出典：企画振興部

(基準)

-70-



３ 人をひきつける快適な県づくり

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり

観光の担い手としての経営体づくり
⃝ 県DMO(県観光機構)機能強化による観光地域づくり支援

⃝ コロナ禍における観光振興策の推進

主な取組 関連目標等の推移取組実績

観光地域としての基盤づくり

• 県内宿泊施設の安全・安⼼と魅
⼒の向上を図るため、感染対策
やAfterコロナを⾒据えた新たな
需要に対応する施設整備等の取
組を⽀援

補助⾦交付施設数、補助額
R3:1,665施設、約21億円

• 新型コロナウイルス感染症の影
響を受ける県内観光需要を喚起
するため、旅⾏代⾦や冬のアク
ティビティ商品の利用料⾦の割
引等を実施

利⽤件数[R3]
信州割SPECIAL:623,298件
前売割:121,468件
冬のアクティビティ割:
(春)  19,399⼈
(冬)192,280⼈
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出典：宿泊旅行統計調査(観光庁)
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⃝ 観光を担う人材の育成
• おもてなし向上を牽引するリー

ダーを養成するため、｢信州おも
てなし未来塾(第Ⅶ期)｣を開催

｢おもてなしマイスター｣新規
認定数
R3:42⼈

• 信州⼤学と共同で、観光・アク
ティビティ事業者等を対象に、
ユニバーサルツーリズムに係る
専門知識等を有し、包括的な指
導ができる⼈材を育成

人材育成数
R3:19⼈

• 県内観光関連施設の経営層を対
象とし、Afterコロナに向けた信
州観光経営塾を開催

開催実績、人材育成数
R3:全7回、23⼈

• ⻑野県公式観光サイト｢Go 
NAGANO｣について、顧客の関
⼼に合わせたコンテンツの充実
や、ターゲットを定めたWeb広
告の強化を実施

新規掲載コンテンツ数
R3:273件
WEBサイトアクセス数
R3:2,671,768件

• サイクルツーリズムの推進のた
め、⾃転⾞総合サイト｢Japan 
Alps Cycling｣の運営やサイクリ
ングロードのルートを検討

検討実績
R3:ルート上の市町村等ととも
に試走会を実施(延べ11⽇、約
50⼈参加)

• 県内の団体・市町村等で構成す
る信州フィルムコミッション
ネットワークにより、映画・テ
レビ等のロケ誘致活動を展開

ロケ実施件数
R3:193件

⃝ 本県独⾃の観光ブランドの創造

• ｢通年型⼭岳⾼原リゾート｣形成
に向けた、HAKUBAVALLEYへ
の重点⽀援や⻑期滞在型観光と
信州ファン(リピーター)獲得の
ための観光地域づくりの⽀援を
実施

HAKUBAVALLEY支援件数
R3:17件(HAKUBAVALLEY八
景の選定・PR、SDGsビジョン
の普及 等)
県内DMOとの意⾒交換会
R3:1回、DMO等18団体
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成主な取組 関連目標等の推移取組実績

世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略
• ⻑野県公式観光サイト｢Go 

NAGANO｣内にツアー販売ペー
ジを構築

掲載商品数
R3:10商品

• 外国⼈旅⾏者の県内周遊を促進
するため、県内私鉄４社と連携
し、各種特典付きフリーパスを
造成及び販売

提携観光施設※数
R3:113店舗
（※︓フリーパスの提⽰で特典を受け
られる施設）

• アドベンチャーツーリズムガイ
ドの育成及び旅⾏商品造成⽀援
のための研修会を開催

研修会実施回数
R3:5回

うち ガイド育成研修4回
商品造成研修 1回

• デジタルインバウンドプロモー
ションを実施

‣国内外の旅⾏会社向けオンライン
商談会やセミナーを実施

‣海外顧客向けオンラインイベント
や海外で開催された旅⾏博覧会等
でPRを実施

‣海外旅⾏会社と連携しSNS等を活
用した情報発信を実施

デジタルを中心としたインバ
ウンドプロモーション
R3:合計67件

• 外国⼈旅⾏者が安⼼して観光で
きる環境整備のため、19か国語
対応、24時間年中無休の電話通
訳サービス｢NAGANO多言語
コールセンター｣を運営

利⽤件数
R3:506件

• HAKUBAVALLEYへの重点⽀援
を通じて、キャッシュレス決済
やデザインコードに基づいたバ
ス停サイン等を整備

キャッシュレス端末導⼊数
R3:24社に27台端末配布
案内サイン整備数
R3:バス停サイン69か所

スキー場案内サイン916点
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３ 人をひきつける快適な県づくり

3-3 心豊かな暮らしを実現する文化芸術の振興

文化芸術に親しむ基盤づくり
• 善光寺周辺の美しい景色と調和

した｢ランドスケープ・ミュージ
アム｣として⻑野県⽴美術館がリ
ニューアルオープン(R3.4)

来館者数
R3:延べ約78万⼈

• 複数の分野からなる芸術監督団
を｢⻑野県⽂化振興事業団｣に配
置(H28〜R3)し、戦略的な事業
(音楽や演劇の舞台公演、美術展
等)を実施

舞台公演等の総参加者数
H30:6,835⼈
R1  :13,135⼈
R2  :2,567⼈
R3  :6,627⼈

• 若手芸術家の活動⽀援や研修機
会の提供、東京藝術⼤学と連携
した地域での創作活動に向けて
現地視察を実施

若手芸術家活動支援実績
R3:研修機会の提供１件

発表の場の提供２件
東京藝術大学連携実績
R3:１か所視察

• 県⽴⽂化施設における出前コン
サート等のアウトリーチ事業を
実施

鑑賞者数
R3:2,133⼈

• ⽂化芸術情報発信サイト
｢CULTURE.NAGANO｣において、
県内の⽂化芸術情報を⼀元的に
発信

特集記事・動画掲載数
R3:22件

主な取組 関連目標等の推移取組実績

地域に根付く文化芸術の継承・活⽤
• 歴史教育の拠点である県⽴歴史

館による講演会・講座、学校等
との連携やお出かけ歴史館など
を実施

講演会・講座実施回数
R3:56回
お出かけ歴史館実施回数
R3:4回

• 国・県指定の⽂化財の修理・活
用を⽀援

文化財の修理等の補助件数
R3:57件

• 過去４回開催した県内障がい者
による芸術作品の公募展⼊選者
の作品を結集した展⽰会とホー
ムページ上で閲覧可能なWEB展
⽰会を同時開催

来場者数
R3:5,250⼈(会場:⻑野県⽴美
術館、茅野市美術館)
WEB閲覧数
R3:4,305回

• 地域におけるアーティスト・イ
ン・レジデンス※の取組を⽀援
※国内外の芸術家等が⼀定期間、地域に

滞在し、地域との交流を通して創作活
動等を⾏う取組

北アルプス国際芸術祭
R3:参加アーティスト36組、

来場者33,892⼈
⽊曽ペインティングス
R3:参加アーティスト37⼈

来場者数2,573⼈
• 東京2020⼤会における⻑野県⽂

化プログラム｢信州・アート・リ
ングス｣として、⻑野県芸術監督
の⼩林研⼀郎⽒監修・指揮のも
と｢⻑野・スペシャルコンサート
2021｣を開催

来場者数
R3:1,301⼈

1,295 
1,313 

1,333 
1,358 

1,372 
1,399 

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

2016 2017 2018 2019 2020 2021

件

年度

国・県指定等文化財の件数

出典：教育委員会事務局

67.3 71.1
69.1

69.5

33.5

48.8

70.0

0.0

50.0

100.0

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

%

年度

関連目標3-10
県立文化会館ホール利⽤率

(目標)
出典：県⺠文化部

(基準)

70.1 68.2

59.1
64.9

44.8

76.3 72.5

0.0

50.0

100.0

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

%

年度

関連目標3-9 文化芸術活動に
参加した⼈の割合

(目標)
出典：県政モニター調査(企画振興部)

(基準)

-73-



３ 人をひきつける快適な県づくり

3-4 2027年国⺠体育大会・全国障害者スポーツ大会に向けたスポーツ振興

2027年大会に向けた体制整備
⃝ 2027年大会の主⼒となるジュニアアスリート等の発掘・

育成

⃝ オリンピック・パラリンピックを契機とした海外交流

• ｢NAGANOスポーツ☆キラキ
ラっ⼦育成プロジェクト｣により
選手を発掘し競技団体に紹介

認定者数及び紹介人数
R3:認定者82⼈

うち競技団体のもとで新
たに競技を取り組み始め
た⼈数 29⼈／年

• 冬季オリンピアン育成のための
｢SWANプロジェクト｣により冬
季種目ジュニアアスリートを発
掘・育成

全国中学校体育大会⼊賞人数
R3:3⼈

• 全国障害者スポーツ⼤会の出場
選手の発掘・強化のため、各種
⼤会や体験会等を開催

参加者数
R3:3,822⼈

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 東京オリンピック・パラリン
ピック競技⼤会に向けて国際交
流の機運を⾼めるため、中国の
ホストタウンとして、オンライ
ンによる応援イベントを開催

応援イベント内容
R3:8/2開催、93名参加

• ホストタウン・事前キャンプ地
における選手・⾃治体職員等の
PCR検査等の実施及び選手受⼊
時に市町村が⾏う新型コロナウ
イルス感染症対策を⽀援

PCR検査件数
R3:延べ2098件
市町村への補助件数
R3:5件

スポーツによる元気な地域づくり

⃝ 大会後も⾒据えたスポーツ施設の整備・改修

※⼤会の開催年が「2027年」から「2028年」に、名称が「国⺠体育⼤会」から
「国⺠スポーツ⼤会」に変更になりました。ただし本計画策定時の記載に倣い、
⼤会名称等の表記は変更しないこととします。
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出典：教育委員会事務局

(基準)

49.3 48.1

56.3
57.1 57.3 57.3

65.0

40.0

50.0

60.0

70.0

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2022

%

年度

関連目標3-12 運動・スポーツ実施率

(目標)
※2021年度は調査の実施なし
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• 県⽴武道館(R2.3開館)で北信越
国体・インターハイなどを開催

利⽤者数
R3:66,888⼈

• 総合開・閉会式及び陸上競技の
会場となる松本平広域公園陸上
競技場の建替を実施

進捗状況
R3:本競技場の設計を実施
R7:竣工予定

⃝ 誰もが気軽にスポーツに親しめる環境整備
• ｢⻑野県版運動プログラム｣によ

り運動好きな⼦どもの育成、体
⼒の向上、体育授業の充実を目
指し、指導者派遣等を実施

実施市町村数
H30:２市村6校
R3  :13市町村35校

• ｢スポーツによる元気な信州づく
り包括連携協定｣を締結したプロ
スポーツチームなどと、地域の
活性化や県施策の推進に資する
取組を実施

実施数
R3:⻑野県庁の10課において
11事業(プロスポーツチームと
連携した⼈権啓発活動など)

• スポーツを通じて共生社会を目
指す｢パラウェーブNAGANOプ
ロジェクト｣を推進

パラスポーツ大会、イベント
等の参加者数
R3:2,429⼈

23位 23位
22位

23位
28位

52.0 

50.1 
50.4 

51.0 

50.4 

49.4 

49.0

50.0

51.0

52.0

53.0

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
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2020年度は調査なし
出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査（教育委員会事務局）

８月末予定

８月末予定
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３ 人をひきつける快適な県づくり

潤いのあるまち・むらづくり
⃝ 地域の特色を活かしたまちづくりの推進
• ｢公・⺠・学｣が連携する信州地

域デザインセンター(R1〜)によ
り、市町村のまちづくりを⽀援

市町村と協働のまちづくり実
施件数
R3:16件

• コンパクトシティ(集約型の都市
構造)形成に取り組む市町村に対
して⽴地適正化計画策定を⽀援

支援⾃治体
H30〜R3:33市町村

• 信州やふるさとらしさを感じる
風景を展望するビュースポット
｢信州ふるさとの⾒える(丘)｣、
地域にとって重要な景観を眺望
できる｢眺望点｣を指定

信州ふるさとの⾒える(丘)指
定箇所数
R3末:63か所
眺望点指定箇所数
R3末:135か所

主な取組 関連目標等の推移取組実績

官⺠施設の有効活⽤

⃝ まちの魅⼒と賑わい創出の推進
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• ウィズコロナ・アフターコロナ
時代の商店街活性化に向けて、
最適なテナントミックスの実現
に向けた仕組みづくり等の事業
を⾏う⺠間事業者に対して補助
⾦を交付する市町村への助成を
実施

補助対象者
R3:1者

• まちの賑わいを創出するため、
改正道路法による｢歩⾏者利便増
進道路｣制度を利用し、⺠間事業
者がオープンカフェ・露店等を
出店できるよう路線及び区間を
指定

指定箇所数
R3末:14か所(⻑野市、松本市、
上田市、千曲市、軽井沢町)

⃝ 空き家対策及び中古住宅の市場流通の促進
• 市町村の実施する空き家対策に

ついて、情報提供、市町村相互
間の連絡調整を⾏うことにより、
空き家対策推進を⽀援

空き家対策セミナー開催数
R3:２回
市町村への専門家派遣
R3:5⼈

• 既存住宅の売買リスクを減少さ
せ、更なる流通の促進を図るた
め、既存住宅現況検査費用及び
既存住宅売買瑕疵保険料を補助

現況検査等
R3:57件
瑕疵保険加⼊補助
R3:12件

3-5 市街地の活性化と快適な生活空間の創造

• 県有施設の空きスペースなどの
有効活用のため、施設の貸付制
度により歳⼊の確保

⾏政財産貸付実績
R3:177,023千円

• 県有施設屋根の貸付による太陽
光発電パネル設置

貸付実績
R3:9件、6,020千円

• 従来の貸付制度に加えて、使用
されていない部屋等を⼀室単位
で貸付

貸付実績
R3:5件、19,302千円
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⃝ 県有施設、県有財産の有効活⽤
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３ 人をひきつける快適な県づくり

コミュニティを支える人づくり

⃝ 地域おこし協⼒隊の受⼊体制の支援
• 市町村による協⼒隊員募集説明

会を合同で開催
参加者数
R3:59⼈

• 協⼒隊員の活動ステージに応じ
た研修を開催

初任者研修参加者数
R3:74⼈
スキルアップ研修参加者数
R3:25⼈

• 10地域振興局において、協⼒隊
サポートネットワークを運営

サポートネットワーク会議開
催数
R3:13回

• ⻑野県地域おこし協⼒隊員を配
置し、市町村地域おこし協⼒隊
員等への取材調査を通じて、地
域協働の課題や成功事例を収
集・分析し、市町村の取組の参
考となる情報発信を実施

事例取材回数
R3:41回

主な取組 関連目標等の推移取組実績

創造的な暮らしの基盤づくり

⃝ 地域住⺠による農村地域の取組支援
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出典：企画振興部

(基準)

• 地域における特色ある取組や課
題解決のため、集落⽀援活動や
研修会等の開催を⽀援

支援地区数
R3:14地区

• 棚田地域における都市住⺠との
協働や保全活動を⽀援

支援団体数
R3:8団体

3-6 中⼭間地域での暮らしの価値の再発⾒

• ⼩さな拠点や地域運営組織の形
成に取り組む市町村に対し、情
報提供や助言などの⽀援を実施

取組市町村数
R3:⼩さな拠点29

地域運営組織30

• 既存バス路線の現状・課題を診
断するカルテを地域振興局単位
で作成し、地域ごとに公共交通
の最適化に向けた検討を実施

カルテ作成済地域
R3末:10地域(県内全広域圏で
作成済)

• 中⼭間地域の介護サービス提供
体制を確保するため、各地域の
実情に応じた施策に取組む市町
村等に対して補助

補助件数
R3:4保険者
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出典：地域運営組織の形成及び持続的運営に関する調査

(総務省)
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• 持続可能な地域づくりに向けた
住⺠主体の活動の芽を、地域住
⺠の⽅々と共につくっていく⽅
法を学ぶ｢まちむら寄り添いファ
シリテーター｣の養成講座を開講

新規修了生
R3:21⼈
多分野のコーディネーター
交流会参加者数
R3:23⼈

⃝ 地域に寄り添い住⺠の対話や取組を促す人材の育成
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３ 人をひきつける快適な県づくり

先端技術の積極的な活⽤・導⼊
⃝ ｢⻑野県DX戦略｣(R2.7策定)における｢スマートハイラン

ド推進プログラム｣(⾏政、生活分野のDX化)の推進
【暮らし】
• 県内公共交通機関における

キャッシュレス決済を推進する
ため、⾼速・特急バス路線を運
⾏する事業者が⾏う機器導⼊等
に係る費用を⽀援

支援件数
R3:60台(４事業者)、

8,728千円

• ⻑野県観光・交通案内アプリ｢信
州ナビ｣での経路検索を正確に⾏
うため、ダイヤ改正等の情報を
提供するようバス事業者・市町
村に周知

｢信州ナビ｣ダウンロード件数
R3:8,766件

• 障がい者の⽇常生活の利便性向
上とITを活用した就労の促進の
ため、｢障がい者ITサポートセン
ター｣によるテレワーク普及促進
のセミナー等を実施

活動実績
R3:障がい福祉サービス事業所
への訪問講習6回、テレワーク
模擬体験講習会6回、テレワー
クセミナー1回

主な取組 関連目標等の推移取組実績

3-7 先端技術の積極的な活⽤・導⼊
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出典：企画振興部

【教育】
• 全ての県⺠が⾃由に｢本｣にアク

セスできるよう、市町村と協働
した電⼦図書館サービスの提供
に向けた検討を実施

検討状況
R3:⻑野県先端技術活用推進協
議会ワーキンググループ8回

【産業】
• ｢AI・IoT等先端技術利活用⽀援拠

点｣により、県内中⼩企業の先端
技術の利活用を促進

AI・IoTの専門家配置数
R3:2名

• 意欲ある農業者にスマート農業機
器を貸し付ける｢お試し導⼊｣を実
施

支援実績
R3:62件
(⽔田30件,園芸28件,畜産4件）

• スマート林業を実践するため、必
要となるICT機器やシステム等の
導⼊を⽀援

支援事業者数
R3:22者

【⾏政サービス】
• 県・市町村共同でながの電⼦申

請サービスを運用し、⾏政手続
の電⼦化を推進

電子申請利⽤可能手続数
H30:614件
R3:2,678件

• 県と市町村等による｢⻑野県先端
技術活用推進協議会｣を設置
(R2.7)し、共通システム、基盤
の共同調達に向けた検討を実施

検討実績
R3:AI音声⽂字起こし、内部事
務DX、チャットボットについ
て⼀部⾃治体でのR4年度から
の共同利用で合意

• ｢データ利活用推進センター｣を
設置し、県職員のデータ分析技
法等の習得を⽀援

研修会参加者数
R3:95⼈

⃝ ｢⻑野県DX戦略｣(R2.7策定)における｢信州ITバレー構
想｣(産業分野のDX化)の推進
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0 

60 

0
20
40
60
80

100

2020 2021

台

年度

キャッシュレス対応バス車両数

高速・特急バス路線を走行する車両
出典：企画振興部

24,266 

38,083 

66,963 
75,129 

83,895 

0

25,000

50,000

75,000

100,000

2017 2018 2019 2020 2021

件

年度

｢信州ナビ｣ダウンロード延べ件数

出典：企画振興部

0 

30 
40 

70 

90

0
20
40
60
80

100

2018 2019 2020 2021 2022

件

年度

⻑野県庁におけるRPA※適⽤業務数

(目標)
※Robotic Process Automationの略。パソコン上の作業の

自動化を行うこと。
出典：企画振興部

-77-



３ 人をひきつける快適な県づくり

3-8 生活を支える地域交通の確保

⾃家⽤⾞に依存しない地域づくり
⃝ 地域公共交通事業者への支援

⃝ 歩⾏者や⾃転⾞利⽤者が安全・安心に通⾏できる空間の
確保

• 路線の確保・維持のため、乗合
バス事業者が運⾏する地域間幹
線バス路線の運⾏⽋損費を補助

補助件数
R3:7者、29系統、

198,036千円

• 地域間幹線バス路線の基盤強化
を図るため、県がバスを所有し、
事業者に貸与

購⼊台数
R3:3台

• 地域鉄道の安全性向上のため、
地域鉄道事業者が実施する設備
投資等やエレベーター等のバリ
アフリー化を⽀援

設備投資等補助
R3:６件(４者６事業)

補助総額359,802千円
エレベーター等設置補助
R3:1件(1者1事業)

補助総額6,667千円

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 通学中の児童等の事故をなくす
ため、H24年度の緊急合同点検
結果に基づく要対策箇所の安全
対策を実施

対策完了箇所
R3末:521か所(全体546か所)

生活の基盤となる道路網の整備
⃝ 誰もが快適に暮らせる持続可能な地域の基盤となる道路

網整備
• まちの賑わい創出や公共空間の

確保、交通施設機能を含んだ良
好な都市形成に寄与する都市計
画道路網を整備

整備箇所数
R3:国庫補助事業 18か所

県単独事業 8か所

• 橋梁⻑寿命化計画等に基づき、
緊急性の⾼い橋梁等について、
補修設計、修繕及び架替工事を
実施

修繕等実施箇所数
R3:63か所
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⃝ 持続可能で最適な地域公共交通システムの構築
• 地域公共交通の持続的発展のた

め、全県レベルの法定協議会を
⽴ち上げ、広域的な公共交通
ネットワークの再構築に向けた
取組を開始

開催回数
R3:協議会2回、

地域部会8回

• 既存バス路線の現状・課題を診
断するカルテを地域振興局単位
で作成し、地域ごとに公共交通
の最適化に向けた検討を実施

カルテ作成済地域
R3末:10地域(県内全広域圏で
作成済)

• 地域の交通課題の解決に向けた
取組が生活圏を意識した区域で
着実に進むよう、複数の市町村
等で取り組む地域公共交通計画
策定に係る費用を⽀援

補助地域数
R3:2地域
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エレベーター等整備率

平均利⽤者数が3,000人/日以上の県内鉄道駅
出典：企画振興部
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３ 人をひきつける快適な県づくり

3-9 本州中央部広域交流圏の形成

鉄道の整備促進・利便性向上
⃝ リニア中央新幹線や北陸新幹線全線開通に向けた円滑な

整備促進
• 南信州地域振興局にリニア活用

推進担当の副局⻑を配置(上伊那、
⽊曽も兼務)し、関係市町村等と
の連携を強化

• 機関紙｢伊那谷リニアバレー
NEWS〜⻑野県にリニアがやっ
てくる︕〜｣をR3年度に新規発
⾏

関係市町村等との会議開催
回数
R3:伊那谷⾃治会議１回

同幹事会７回
同交通担当課⻑会議３回

発⾏回数
R3:2回(10月、1月)
※四半期ごと発⾏

• リニア中央新幹線の早期全線整
備が図られるよう、沿線９都府
県と連携して関係機関に働きか
けを実施

リニア中央新幹線建設促進期
成同盟会要望活動実施回数
R3:2回

• 北陸新幹線の⼤阪までの早期全
線整備が図られるよう、沿線都
府県等と連携して関係機関に働
きかけを実施

北陸新幹線建設促進同盟会
要望活動実施回数
R3:2回

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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• 地元地区、航空会社等の空港関
係者の協⼒、理解を得ながら、
利便性向上のため、神⼾便の複
便化とともに、空港の運用時間
の2時間延⻑を実施(R3.8〜)

神⼾便運航便数、利⽤者数
R2:514便、14,063⼈
R3:1,099便、38,877⼈

• 路線の維持・拡充のための航空
会社への働きかけや、県内・就
航先における需要確保のため、
路線の広告宣伝や旅⾏会社への
セールス・助成等を実施

セールス回数
R3:7回(22団体)
旅⾏会社への助成実績
R3:87件

• 二次交通の充実を図るため、地
域振興局においてレンタカー利
用者に配布するパスポート(割引
特典付)を配布

配布数
R3:1,852部
(諏訪、⽊曽、松本、北アルプ
ス地域振興局)

信州まつもと空港の発展・国際化の実現

• 従来のICに⽐べて低コストで導
⼊できるスマートICの整備を促
進

整備実施箇所
R3︓筑北

諏訪湖(仮称)
若穂(仮称)

• 幹線道路網の整備
【主な整備箇所】

主要地⽅道伊那生田飯田線 松川
町 宮ケ瀬橋(R3.12.19開通)
主要地⽅道⻑野真田線 ⻑野市 松
代バイパス(R4.3.20開通)

国・県道の完成供⽤箇所数
R3:7か所
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高規格幹線道路・地域高規格道路等の整備
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４ いのちを守り育む県づくり

4-1 県土の強靭化

消防防災体制の充実
⃝ ｢逃げ遅れゼロ｣プロジェクトにより地域防災⼒を向上

⃝ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策、社会全体で大洪水に備える
水防災意識社会の再構築

• 防災意識の⾼い社会の実現を目
指し、災害にそなえ防災を学び、
適時適切な⾏動を⽀援する｢信州
防災アプリ｣を構築

ダウンロード数
R3:15,219ダウンロード

• 市町村⻑等を対象とした市町村
減災トップフォーラムを開催

参加者数
R3:120⼈

(会場36⼈､Web84⼈)
• ⾃主防災組織リーダー研修の実

施
研修開催数
R3:1回(Web)、145⼈参加

• 避難所(TKB※)研修会、快適ト
イレ購⼊補助を実施
※トイレ・キッチン・ベッド

｢快適トイレ｣購⼊費⽤補助
R3:36基

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 氾濫危険河川を解消(河道掘削、
堤防強化、樹⽊伐採等) 

実施河川数
H30〜R3:282河川

• 簡易型監視カメラ・危機管理型
⽔位計を設置、L2浸⽔想定区域
図を作成

実施箇所数
H30〜R3:

カメラ・⽔位計 606箇所
浸⽔想定区域図 229河川

災害に強いインフラ整備
⃝ 住宅、災害時の避難所や防災拠点となる県有施設などの

耐震化
• 住宅の耐震診断及び耐震改修等

への補助を実施
補助実績
R3:耐震診断775件

耐震改修(建替含む)178件
• 第二期県有施設耐震化整備プロ

グラムに基づく取組を実施
災害拠点施設の割増補強
R3:15棟/18棟(83%)
吊り天井の耐震化
R3:51棟/51棟(100%)
中規模施設の耐震化
R3:173棟/173棟(100%)
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住宅の耐震化率
⼦どもたちが利⽤する学校等の耐震化率
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住宅の耐震化率の出典：住宅・土地統計調査(国土交通省)を元に推計(建設部)
学校等の耐震化率の出典：建設部

⃝ 緊急輸送路の強靭化や代替路の確保による地域の防災拠
点などへのアクセス強化

• 市街地の緊急輸送路等の無電柱
化を整備

整備延⻑
H30〜R3:0.44km

⃝ 消防団が活動しやすい環境づくりや団員確保、県⺠の消
防団活動への理解の促進

• 消防団協⼒事業所に対する優遇
措置の実施

協⼒事業所数
R3末:1,163事業所

• 信州消防団員応援ショップ事業
等により、消防団の活動環境を
整備

登録店舗数
R3末:1,412店舗

• 消防団を確保するため広報媒体
を活用したＣＭ放送の実施

YouTube表示回数
R3:509,574回

7,979 
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出典：建設部
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４ いのちを守り育む県づくり

保健活動の推進

⃝ 高齢者の健康寿命を延伸するためのフレイル対策の推進
• 市町村や保健福祉事務所でのフ

レイル予防に関する好事例を横
展開するため、取組事例を県HP
で紹介

紹介事例数
R3:60市町村

6保健福祉事務所

• オーラルフレイル対策を担う⻭
科専門職を養成し、市町村に派
遣することで、予防教室等の開
催を⽀援

専門職養成数
R1〜R3:90⼈

主な取組 関連目標等の推移取組実績

信州ACE(エース)プロジェクトの新展開

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援

• リモートワーク等からの運動不
⾜解消のため、企業等への運動
専門職派遣や事業所対抗の参加
型ウォーキングを実施し、密に
ならない運動の実践を促進

運動専門職派遣回数
R3:7回
参加型ウォーキング参加者数
R3:209事業所 5,238⼈

• 健康寿命延伸のため、KDB(国保
データベース)を活用した医療費
や生活習慣病の分析により健康
課題を｢⾒える化｣し、市町村へ
の情報提供を実施

情報提供実施市町村
R3末:77市町村

• ActionとEat動画をACEチャンネ
ルにアップロードして、健康づ
くりの｢具体的な取組｣を紹介

動画掲載数
R3:30本

• 健康に配慮した食環境を整備す
るため、ACE弁当や３つの星レ
ストランの登録を推進

３つの星レストラン登録数
R3末:716店

• 地域住⺠の健康維持・増進を⽀
援する機能を有する｢健康サポー
ト薬局｣の定着を推進

健康サポート薬局数
R3末:74薬局

• 企業や保険者等と連携して健康
経営セミナーを開催し、健康経
営の取組を⽀援

健康経営優良法人
R3末:464法⼈
セミナー回数
R3:11回、229⼈
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H29は10月時点、その他は年度末時点の割合
出典：介護保険事業状況報告(月報)(厚生労働省)

⃝ 子育て期から若者、働き盛り世代など、各ステージでの
健康づくり

• ⺟⼦保健事業(乳幼児健康診査
等)の適切な実施のため、市町村
保健師等を対象とした技術研修
会を開催

参加者数
H30〜R3:1,428⼈

• 食生活と生活習慣病の関係、減
塩などをテーマにした食に関す
る出前講座を開催

参加者数
H30〜R3:5,504⼈
実施回数
H30〜R3:178回

• 新型コロナや⾃殺関連の⼼の相
談に対応

相談件数[R3末]
新型コロナ 164件
⾃殺関連 620件
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出典：特定健康診査・特定保健指導実施状況(厚生労働省)
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2021年は調査の実施なし
出典：県政モニター調査(企画振興部)
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４ いのちを守り育む県づくり

4-3 医療・介護提供体制の充実

ニーズに応える医療の提供
⃝ 医療機関の役割分担と連携による、必要な医療が身近な

場所で受けられる体制の確保

医療従事者の養成・確保
⃝ 地域での医療を担う医師や看護師の養成・確保

• へき地診療所やへき地医療拠点
病院の運営費や設備等整備費を
⽀援

支援数
R3:運営費17施設

設備費11施設
• 在宅医療の推進のため、研修会

等の開催や訪問看護用⾞両の整
備等を⽀援

支援数
R3:15施設

• 県⽴こども病院を中⼼とした周
産期医療システムの構築により、
⺟体・新生児の転院搬送体制を
確保

搬送受⼊件数
R2:690件

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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• 地域の中核病院から⼩規模医療
機関等への診療⽀援に係る経費
を助成

補助件数
R3:14医療機関

• 医学生への修学資⾦貸与により
意欲ある医学生を⽀援

貸与者数
H30〜R3:98⼈

• 県内での就職を希望する医師へ、
ドクターバンクにより医師の無
料職業紹介を実施

成約件数
H30〜R3:22件

• 経験ある看護師(プラチナナー
ス)等への研修や就職あっせんに
より再就職を促進

再就業者数
H30〜R3:1,048⼈

⃝ 勤務環境改善による医療従事者の定着促進
• 医療機関が⾏う当直医の確保な

どの⼥性医師等の負担軽減等に
係る取組を⽀援

補助件数
R3:3医療機関

• 育児と就業を両⽴できる環境を
整備するため、病院内保育所の
設置を⽀援

補助件数
R3:37施設

⃝ 救急医療・災害医療提供体制の確保
• 救急医療提供体制の確保に向け、

救命救急センターの運営費やド
クターヘリの運航費を⽀援

支援数
R3:運営費4施設

運航費2施設
• ⼦どもの夜間の急病時に相談で

きる⼩児初期救急電話相談(＃
8000)を実施

相談件数
R3:8,568件

• 災害派遣医療チーム(DMAT)の
計画的な養成、登録医療機関の
確保を実施

DMAT養成研修受講者数
H30〜R3:延べ118⼈
DMATチーム数
R3末:60チーム

• 災害派遣精神医療チーム(DPAT)
の計画的な養成、登録医療機関
の確保を実施

実績[R3]
県DPAT研修受講者数:52⼈
先遣隊等研修受講者:９⼈
R3末チーム数:8チーム
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
心と身体の健康を守る疾病対策の推進

• ｢地域包括ケア体制｣の構築に向
け、市町村の取組を⽀援し、全
市町村で地域包括ケア会議を設
置するとともに、職員の派遣な
ど伴走型⽀援を実施

支援数
H30〜R3:7町村

• 特別養護⽼⼈ホームや地域密着
型介護施設等の整備費への補助
を通じて住まい⽅を⽀援

支援数
R3:特養1施設、地域密着型介
護施設128施設

• 24時間在宅ケアの仕組みづくり
を推進するため、事業所へのア
ドバイザー派遣や事業者向けの
セミナーを実施

アドバイザー派遣
R3:4回
セミナー開催
R3:2回

• 中⼭間地域での介護サービス確
保に向け、市町村等が実施する
取組を⽀援

支援数
H30〜R3:10市町村、1広域連
合

• ⾼齢者の在宅での生活・療養を
⽀えるため、市町村の在宅医
療・介護連携の取組を⽀援

支援内容
R3:県内10圏域において、⼊
退院調整ルールを策定、運用

主な取組 関連目標等の推移取組実績

地域包括ケア体制の確⽴

⃝ 精神疾患、認知症、発達障がいに関する治療体制の構築
• 依存症患者が必要な医療を受け

られるよう、拠点となる医療機
関の指定を推進

治療拠点、専門医療機関数
[R3末]
アルコール︓治療1、専門1
薬物:治療1、専門1
ギャンブル等:治療1、専門1

• 依存症相談拠点として精神保健
福祉センターを指定

相談対応件数
H30〜R2:3,370件

• 認知症に対する医療提供体制を
強化するため、認知症疾患医療
センターを圏域ごとに指定

指定済圏域数
R3末:10圏域

• 発達障がいの診療体制の充実の
ため、診療医の育成と、かかり
つけ医の対応⼒向上の研修を実
施

研修修了者数
H30〜R3:285⼈

⃝ 検診受診率向上や治療体制の強化によるがん対策の推進
• がん検診の受診率向上のため、

がん対策推進企業等と連携した
従業員や顧客への啓発を実施

協定締結企業等数
R3末:124締結(R3新規:82締
結)

• 地域で質の⾼いがん治療を提供
するため、全ての二次医療圏に
がん診療連携拠点病院等を整備

がん診療連携拠点病院等数
R3末:10圏域12医療機関

• 効果的ながん対策のため、県内
で発生した全てのがん患者情報
の登録を推進し、がん罹患率や
生存率等がん対策の基礎的デー
タとして活用

登録数
R3:23,857件
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４ いのちを守り育む県づくり

4-4 生命・生活リスクの軽減

生きることを包括的に支える⾃殺対策の強化

交通安全対策の推進

主な取組 関連目標等の推移取組実績
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• ⾼齢者の免許更新時及び臨時の
認知機能検査や⾼齢者講習の実
施により、⾼齢者事故を防止

認知機能検査数
R3:更新時57,794⼈

臨時2,637⼈
• ｢⾃転⾞の安全で快適な利用に関

する条例｣に基づき、⾃転⾞損害
賠償保険等の加⼊やヘルメット
着用を推進

⾃転⾞損害賠償保険加⼊率
R3.3時点:57.8%

• 通学路合同点検による要対策箇
所など、街路や道路環境の整備
を推進

通学路整備箇所数
R3:12か所
街路事業(補助・県単)
R3:29か所

• ⼭のグレーディングの普及によ
る⾃身のレベルにあった登⼭を
促進

活⽤動画視聴者数
R3:1,000⼈

• ⼀般登⼭者や登⼭者と接点の多
い登⼭用品店のスタッフを対象
に右記セミナーを開催し、安全
登⼭を啓発

参加者数[R3]
⼀般登⼭者向けオンラインセ
ミナー:220⼈
⼭岳総合センター講習者に対
するセミナー:20⼈
登⼭用品店向けセミナー:32⼈

• 登⼭道や標識の整備により遭難
を防止

登⼭道要整備箇所の解消数
H30〜R3:391か所

• ⾃殺のリスクに気づき専門家の
⽀援につなげる｢ゲートキー
パー｣を育成する研修を開催

受講者数
R3:12,073⼈

• 経済的問題や家庭・健康等の問
題への相談に対応するため、各
圏域で弁護士、保健師などによ
る｢くらしと健康の相談会｣を開
催

相談者数
H30〜R3:634⼈

• 「⼦どもの⾃殺ゼロ｣を目指し、
ゲートキーパー研修会を実施

ゲートキーパー研修参加者
R3:710⼈

• 中⾼生を対象としたLINE相談窓
口｢ひとりで悩まないで＠⻑野｣
を実施

相談件数
R3:749件

• 中学校での｢SOSの出し⽅に関す
る教育｣を実施

実施数
R3:165校

• 困難を抱える⼦どもを動物との
ふれあいを通じ⽀援するお出か
けハローアニマルを開催

参加者数
R3:376⼈
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
消費生活の安定と向上

• 特殊詐欺対策のため⾼齢者や働
き盛り世代への被害防止の啓発
や、加害者となり得る若年者へ
の消費者教育を実施

参加者数
H30〜R3:4,226⼈

• ボランティア従事者や防犯協会
会員などを対象とした効果的な
活動⽅法や⾃主防犯意識向上の
ための防犯セミナーを開催

参加者数
H30〜R3:998⼈

• 少年の規範意識向上のため、学
校等と連携した非⾏防止活動を
実施

開催数
R3:非⾏防止教室1.007回
(うち情報モラル教育414回)

• ⼦どもの性被害予防のための研
修会を実施

参加者数
R3:10,949⼈

• サイバーテロの未然防止のため、
⺠間企業が参画する「⻑野県サ
イバーテロ対策協議会」を開催

協議会開催数
R3:1回

• 犯罪捜査機器の充実や体制充実
により、検挙⼒を強化

刑法犯検挙率
R3:57.1%

主な取組 関連目標等の推移取組実績

犯罪のない安全な社会づくり

• 食中毒の発生を防ぐため、気温
や湿度等の観測等に基づく食中
毒注意報を発出

発出数
R3:７回

• より⾼度な衛生管理を進めるた
め、食品等事業者に対し、
HACCP※に沿った衛生管理の導
⼊⽀援と普及啓発を実施

※Hazard Analysis and Critical Control Pointの略。
食品事業者⾃らが食中毒菌汚染や異物混⼊等の危
害要因(ハザード)を把握した上で、原材料の⼊荷
から製品の出荷に⾄る全工程の中で、それらの危
害要因を除去又は低減させるために特に重要な工
程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛
生管理の手法。

普及啓発活動実績
[H30〜R3]
監視指導:56,687件
講習会受講者:83,891⼈

• 医薬品の適正使用促進のため販
売事業者等への監視活動を推進

薬事監視実施率
R3:36.5%

• ラジオスポットによる広報や若
い世代(⾼等学校等)への薬物乱
用防止教室を開催

ラジオスポット
R3:30回
教室受講者
R3:22,756⼈

• 県⺠が⾃主的かつ合理的に⾏動
できる｢⾃⽴した消費者｣になる
ことを目指し、特設webサイト
による広報や出前講座等を実施

出前講座等受講者数
R3:10,006⼈

• 広報誌｢くらしまる得情報｣によ
り、特殊詐欺や消費者トラブル
情報の注意喚起情報を発信

発⾏部数
R3:計27万6千部(年４回発⾏)

• 消費生活等に関する知識・情報
を幅広く学ぶ消費者⼤学により、
消費生活サポーターの養成、中
核的⼈材の育成を推進

消費者大学受講者数
H30〜R3:1,669⼈
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４ いのちを守り育む県づくり

4-5 地球環境への貢献

脱炭素社会の構築
主な取組 関連目標等の推移取組実績

⃝ 多様な主体との協働による希少野生動植物保護

• 住宅における太陽光利用を促進
するため、｢信州屋根ソーラーポ
テンシャルマップ｣の運用のほか、
補助⾦の交付や共同購⼊事業を
実施

補助⾦交付
R3:蓄電池のみ 338件

太陽光＋蓄電池 49件
グループパワーチョイス(共同
購⼊)件数
R3:159件

• ⼩⽔⼒発電事業等の初期コスト
の負担軽減のため、収益納付型
補助⾦により事業者を⽀援

補助件数
R3:3件、補助総額47,000千円

• エネルギーを⼀定規模以上使用
する事業者に対し、３か年の計
画書等の提出を義務付け、省エ
ネや再エネに関する助言、現地
確認による指導、取組に応じた
評価・表彰等を実施

計画書等提出事業者数
R3:314者
現地調査等実施件数
R3:23件

• ZEH(ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス)基準の断熱性能と
エネルギー消費量の削減を基本
要件とする｢信州健康エコ住宅｣
(新築)への補助を新設

補助件数
R3:128件
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生物多様性の保全

⃝ 再生可能エネルギー普及拡大と省エネルギー化の促進

⃝ 気候変動への対応
• 持続可能な脱炭素社会づくりに

資する取組を推進するため、｢⻑
野県ゼロカーボン基⾦｣を創設

基⾦の使途
R3:140,241千円
（⼩⽔⼒発電等の推進、ゼロ
カーボン技術事業化促進）
発⾏額
R3:100億円(10年満期⼀括債)

• 気候変動に取り組む施策のため
の資⾦調達としてグリーンボン
ドを発⾏
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• 希少野生動植物保護回復事業計
画の評価検証を通じて、希少種
の保護対策を推進

保護回復事業計画
策定・評価検証数
R3:2件(ﾌﾞｯﾎﾟｳｿｳ、ｱﾂﾓﾘｿｳ)

累計26件
• 登⼭者がライチョウ目撃情報を

投稿できるアプリ｢ライポス｣の
運用開始

｢ライポス｣目撃情報投稿数
R3:338件

• 県⺠がライチョウの生態を学べ
る学習動画を制作

ライチョウ学習動画制作数
R3:8本

• 外来種駆除活動等を地域が主体
となって取り組むことができる
よう、市町村・地域リーダー向
けの研修動画を制作

外来種研修動画制作数
R3:3本
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水・大気環境等の保全

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 地下⽔涵養機能の維持・向上の
ため、計画的な間伐などの森林
整備を推進

⺠有林間伐⾯積
R3:集計中(8月下旬)

• 良好な⽔・⼤気環境を維持する
ため、⽔質・⼤気状況の常時監
視や工場・事業場への⽴⼊検査
を実施

⽴⼊検査[R3] 
工場・事業場(⽔質):658件
工場・事業場(⼤気):1,121件

• 諏訪湖創生ビジョンに基づき、
⽔環境保全を目的としたヒシの
除去や底層溶存酸素量の⽔域類
型指定のための資料作成を実施

ヒシ除去量
H30〜R3:2,364t

• ⽔環境の調査研究拠点となる諏
訪湖環境研究センター(仮称)を
整備し、県内河川湖沼の⽔環境
の保全を推進

実施内容
R3:施設設計を実施

循環型社会の形成
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不法投棄の発見件数

⼀般廃棄物(左軸) 産業廃棄物(右軸)
出典：環境部

生物多様性の保全(つづき)
⃝ ⾃然公園の保全と利⽤推進
• 霧ヶ峰⾃然保護センターの改修、

指定管理者制度の導⼊により、
⾃然とふれあうエコツーリズム
の拠点として整備

霧ヶ峰⾃然保護センター
設計・改修工事
R3:眺望テラス、映像展⽰、

ジオラマ、パネル展⽰

• ⾃然公園を安⼼・安全に利用す
るため、登⼭道やトイレ等をは
じめとする施設を整備

登⼭道の要整備箇所解消数
H30〜R3:391箇所

3,614 3,607 3,677 3,706 3,819 

2,289 2,304 
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県内自然公園利⽤者数

出典：観光地利⽤統計調査(観光部)

• 飲食店や宿泊事業者と協⼒し、
｢食べ残しを減らそう県⺠運動〜
e-プロジェクト〜｣を推進

協⼒店数
R3末:886店舗

①外食時や家庭での食べ残しを減
らす｢残さず食べよう︕30・10
運動｣を実施

②県内⼩売業者と連携し、消費期
限・賞味期限間近の食品から順
番に購⼊することを呼びかける
｢信州発もったいないキャン
ペーン｣を実施

テレビCMの放映
R3:96回

ポスター等の掲示による啓発
協⼒事業者数
R3:30事業者200店舗

• 海洋プラスチックごみ問題に対
して、①意識して｢選択｣、②少
しずつ｢転換｣、③分別して｢回
収｣を呼びかける｢信州プラス
チックスマート運動｣を推進

協⼒事業者数
R3末:87事業者611店舗
テレビCMの放映
R3:96回

• 県下に不法投棄監視連絡員を配
置し、住⺠と連携した広範囲か
つきめ細やかな情報収集により、
不法投棄の早期発⾒、未然防止
を推進

連絡員配置数
R3:100⼈
延べパトロール時間
R3:12,808時間
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出典：⼀般廃棄物処理事業実態調査(環境省)
(基準) (目標)
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

障がい者が暮らしやすい地域づくり

⃝ 福祉・介護を担う人材の育成・確保

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• ⾼齢者や障がい者の生活を⽀援
するため、各種社会福祉施設の
整備を⽀援

支援数[H30〜R3]
特別養護⽼⼈ホーム等15施設、
地域密着型介護⽀援施設等205
施設、障がい福祉施設31施設

• 障がい者等用駐⾞場の県内共通
利用証を交付するとともに、協
⼒施設の登録を⾏う｢信州パーキ
ング・パーミット制度｣の運用に
より、福祉のまちづくりを推進

協⼒区画数
R3末:3,514区画
利⽤証発⾏件数
R3末:累計48,498件

⃝ 社会福祉施設などの基盤整備や福祉のまちづくりの推進

• ⼈材育成や職場環境等の取組が
⼀定以上の⽔準にある福祉事業
者を認証する｢信州ふくにん｣制
度により⼈材の定着を促進

認定数
R3末:89事業所

• 福祉⼈材センターにおける職業
紹介などマッチング⽀援、資格
取得費用を助成

就職者数
R3:196⼈

• 介護現場の負担軽減のため、介
護ロボットやタブレット等のICT
機器の導⼊に係る経費を補助

補助件数
R3:ロボット 6法⼈

ICT 76法⼈

• スポーツを通じて共生社会を目
指す｢パラウェーブNAGANOプ
ロジェクト｣を推進

パラスポーツ大会、イベント
等の参加者数
R3:2,429⼈

• ⺠間教育訓練機関等に委託して
障がい者の多様なニーズに応じ
た職業訓練を実施

受講者数
R3:88⼈

• 企業向けセミナーや、企業担当
者と就職を希望する障がい者の
合同説明会を実施

セミナー参加企業数
R3:80社(104⼈)
合同説明会参加・採⽤企業数
R3:参加100社、採用20社

• 特別⽀援学校への就労コーディ
ネーターの配置等により、生徒
の希望や特性等を踏まえた就労
を⽀援

就労コーディネーター配置数
R3:5⼈

6,075 

6,589 6,769 
7,068 7,264 

7,345 

5,000

6,000

7,000

8,000

2017 2018 2019 2020 2021 2022

人

年

関連目標5-8 法定雇⽤率適⽤企業で
雇⽤される障がい者数

(目標)
出典：⻑野県内の｢障害者雇⽤状況｣の集計結果

(⻑野労働局)

(基準)

福祉を支える体制の充実

⃝ 障がいのある方の社会参加や、障がい特性に応じた職種
への就労の支援

⃝ 障がいへの理解促進と支援のための基盤整備の推進
• 共生社会を実現するため、障が

いへの理解促進と手助けや配慮
を実践する｢信州あいサポート運
動｣を推進

あいサポーター研修実施回数、
受講者数
H30〜R3:277回、15,768⼈

• 障がい者が地域で暮らせる体制
を構築するため、相談や緊急受
⼊等のサービス提供を⾏う地域
生活⽀援拠点を全圏域に整備

整備箇所数
R3末:10圏域12か所
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社会的援護の促進

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 県内プロスポーツ4チームと連携
し、ホームゲームでの啓発活動
や、各チーム⼈権⼤使を起用し
たポスター・TVCMを作成

【連携チーム】
信濃グランセローズ
松本⼭雅フットボールクラブ
AC⻑野パルセイロ
信州ブレイブウォリアーズ

活動実績[R3]
ホームゲームでの啓発活動:

8試合
⼈権スポーツ教室:5回

• 学校における⼈権教育の充実を
図る研修を参集又はオンライン
で開催

開催回数
R3:6回

• 性的マイノリティの⽅々への理
解促進のため、教育関係者、企
業関係者、県職員、⼀般県⺠等
を対象に⽀援者養成研修会を開
催

開催回数
R3:4回、916⼈

• ⻑野美術専門学校と連携して
様々な⼈権課題をテーマにした
ポスターを作成

ポスター作成数
R3:４テーマ、計16枚

• ｢多⽂化共生相談センター｣にお
いて、県内で暮らす外国⼈の生
活相談に15か国語で対応

相談件数
R3:2,196件

• ⽇本語を学ぶ外国⼈県⺠等を⽀
援するため、⽇本語交流員(⽇本
語学習⽀援者)を養成

養成者数
H30〜R3:163⼈

⃝ 生活に困窮する方への包括的な支援体制の構築
• 生活困窮からの⽴ち直りを⽀援

するため、県生活就労⽀援セン
ター｢まいさぽ｣の相談体制を強
化

相談員数
R2:16⼈
R3:25⼈

• 県及び市において就労⽀援員を
配置し、生活保護受給者への就
労⽀援を実施

就労支援員配置数
R3:5⼈

• セーフティネット住宅の登録、
要配慮者の県営住宅の優先⼊居

住宅登録数
R3:8,227⼾
県営住宅の優先⼊居者世帯数
R3:202世帯

人権を尊重する社会づくり
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出典：人権侵犯事件統計(法務省)

⃝ 様々な困難を抱える方への状況に応じた支援の実施
• 認知症や知的障がい等により財産

管理や⽇常生活等に⽀障がある⼈
を⽀えるため、市町村社会福祉協
議会を中核とした権利擁護を担う
受け皿の拡⼤を推進

セミナー等開催数・参加者数
R3:3回、215⼈

法人後⾒受任体制整備社協数
R3:17市町村社協

• ｢りんどうハートながの｣で性暴⼒
被害者⽀援をワンストップで実施

対応回数
R3:557回(24時間365⽇窓口開
設)

• 中国帰国者に対する⽀援相談員の
配置、⽇本語教育や通訳派遣を実
施

相談実績
R3:⽀援員5⼈

相談件数3,615件
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

5-2 ⼥性が輝く社会づくり

⼥性が輝く社会づくり
⃝ 男⼥が共に支え合う社会づくりの推進

主な取組 関連目標等の推移取組実績

⃝ 認証制度等による企業への多様な働き方の導⼊促進

• 男⼥共に生きづらさを抱えるこ
とのない環境づくりのため、男
⼥共同参画センターにおいて、
ワーク・ライフ・バランスに関
する講座等の学びの場を提供

講座・セミナーの開催数
R3:24回

• 男⼥共同参画センターにおいて、
悩みを抱える⼥性や男性の⽀援
のための相談を実施

相談実施回数
R3:⼥性相談1,338件

男性相談139件

• ⼥性就業⽀援員による市町村⼦
育て⽀援センター等での就業相
談からインターンシップ、就職
までワンストップの就業⽀援を
⾏う｢はたらく⼥性応援プロジェ
クト｣を実施

支援員配置数
R3:8⼈
就業相談者数
R3:1,221⼈

• ⼥性活躍推進に向けた職場にお
ける取組を促すため、企業経営
層向けのセミナーを実施

配信動画数
R3:3本

• 県内の中⼩企業で働く⼥性の
キャリア形成を目的とする研修
に要する経費の⼀部を補助

支援件数
R3:2社

• 父親の育児参加を促進するため、
｢ながのパパ手帳｣をリニューア
ル

発⾏部数
R3:12,900部
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• 誰もが活き活きと働くことがで
きる職場環境づくりに先進的に
取り組み、実践する企業を認証
する制度として｢職場いきいきア
ドバンスカンパニー｣認証制度を
⼤幅に改定

認証企業数[R4.3時点]
累計:198社
ワークライフバランスコース:

191社
ダイバーシティコース:27社
ネクストジェネレーション
コース:66社
アドバンスプラス(上記３コー
ス全て認証された企業):23社

• 仕事と⼦育ての両⽴ができる社
会の実現と⼦育てに温かな社会
への気運醸成を図ることを目的
に、⾏政と企業が連携し、ゆる
やかなつながりを持った｢ながの
⼦育て応援企業同盟｣を⽴ち上げ
(R3.11)

参加企業数
R3:157社
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20.0
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%

年

社会全体における男女の地位の平等感
(⻑野県)

全体 男性 女性
出典：男女共同参画に関する県⺠意識調査(県⺠文化部)

性別によって役割を固定する考え⽅への賛否
(2019年)

賛成
35%

反対
60%

わからない、無回答
5%

全国

賛成
21%

反対
68%

わからない、無回答
11%

⻑野県

出典：男女共同参画社会に関する世論調査(内閣府)
男女共同参画に関する県⺠意識調査(県⺠文化部)

８月末予定
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

5-3 人生二毛作社会の実現

人生二毛作社会の実現
⃝ シニア世代が経験や知識を活かして活躍できる社会づくり

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 各圏域に配置したシニア活動推
進コーディネーターの⽀援によ
り、シニアの社会参加や就業を
促進

シニア活動推進コーディネー
ター配置数
R3:11⼈(10圏域＋統括)

• シニア⼤学の運営により、仲間
づくりや生きがいづくり、地域
課題に向き合い活動できる⼈材
育成を促進

卒業者数
H30〜R3:1,845⼈
※R2は事業休止

• ⾼齢者の社会参加促進に関する
意識啓発を図るとともに、⾼齢
者の活躍を求める機関・団体等
との出会いの場を創出するため、
県⺠参加型タウンミーティング
を開催

開催回数、参加者数
R3:8回、649⼈(オンライン参
加含む)

• 市町村や市町村社会福祉協議会
など、地域の関係団体による
ネットワーク会議を開催し、⾼
齢者の社会参加に向けて意⾒・
情報交換を実施

会議開催数
R3:10回、9圏域(オンライン
での開催含む)

13位 14位
13位 16位 13位

25.8
29.5 32.3

36.0
41.3

29.8
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%
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関連目標5-10
70歳以上まで働ける企業の割合

出典：県⺠文化部
(基準) (目標)

58.3 58.6 54.9 58.3
46.9
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80.0
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%

卒業年度

シニア大学卒業後の
ボランティア活動率

※2020年度は新型コロナウイルス感染症により事業を休
止したため数値なし

出典：卒業生調査(健康福祉部)
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シニア活動推進コーディネーターへの
相談件数

出典：健康福祉部

⃝ フレイル予防の重要性に関する普及啓発
• 専門職や関係者がフレイル予防

や介護予防の知識・技術につい
て理解を深めるため、県ホーム
ページにて市町村の取組を紹介

取組紹介市町村数
R2:44市町村
R3:60市町村

65.2
60.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

2016 2019

%

年度

元気高齢者の｢生きがい｣を感じる割合

出典：高齢者生活・介護に関する実態調査等(健康福祉部)
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

5-4 若者のライフデザインの希望実現

結婚の希望の実現
主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 市町村が⼦どもや⼦育て家庭の
様々な課題を早期に把握し、解
決・改善につなげる仕組みであ
る｢⼦ども家庭⽀援ネットワー
ク｣の普及を促進

研修会開催回数
R3:県全体1回

児童相談所単位7回

• 妊娠、出産、育児の不安解消に
向けた助産師による電話相談｢妊
娠〜⼦育てほっとライン信州｣を
実施

相談⽇数
R3:98⽇
相談件数
R3:372件

⃝ 不妊治療等への支援

• ジョブカフェ信州における個別
相談、職業紹介等により就労を
⽀援

利⽤者数
R3:13,014⼈

• 職場環境改善アドバイザーの企
業訪問により多様な働き⽅制度
の導⼊を⽀援

企業訪問数
R3:2,121社
多様な働き方制度導⼊企業数
R3:43社

妊娠・出産の安心向上

⃝ 若い世代の就労支援、正規雇⽤の促進

⃝ 男⼥の出会いの機会拡大
• ｢ながの結婚マッチングシステ

ム｣について、スマートフォンか
らのアクセス対応やAIの活用に
より機能を⾼度化し、市町村等
の公的結婚相談所に対し活用研
修を実施

登録者数
R3末時点︓899⼈
研修開催回数・参加団体数
R3:3回、44団体

• 結婚応援ポータルサイト｢ハピネ
スナビ信州｣により、県内の婚活
イベントや結婚⽀援情報を発信

掲載イベント数
R3:126件
イベント参加者数
R3:1,100⼈

4.4 4.4
4.3

4.4
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3.7
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4.0

4.5
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年

フォローアップ指標
婚姻率(⼈口千⼈当たり)

出典：人口動態統計(厚生労働省)、総務省人口推計(総務省)
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関連目標5-4 理想の子どもを持てない
理由として育児の心理的負担等を

挙げた⼈の割合

(目標)
出典：⻑野県⺠の結婚・出産・⼦育てに関する調査

(県⺠文化部)

(基準)
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市町村
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子ども家庭総合支援拠点及び子育て
世代包括支援センター設置市町村数

⼦ども家庭総合支援拠点設置市町村
⼦育て世代包括支援センター設置市町村

出典：県⺠文化部

⃝ 妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援体制の整備

• 不妊治療の経済的負担を軽減す
るため、治療費が⾼額な特定不
妊治療に対する⽀援を拡充

【拡充内容】
‣ 所得制限の撤廃
‣１回の治療につき30万円まで助成

額を拡充
‣⼦ども１⼈につき最⼤６回まで助

成回数を拡充

助成実績
R3:2,201件、４億8,300万円

• ⼩児・AYA※1世代がん患者等の
妊孕性※2温存治療費助成を実施

※1 Adolescent and Young Adult(思春
期・若年成⼈)の略

※2 男⼥を問わず｢妊娠するための⼒｣を
意味

助成実績
R3:17件、335万円
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出典：産業労働部
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2-1 革新⼒に富んだ産業の創出・育成
魅⼒ある子育て環境づくり

主な取組 関連目標等の推移取組実績

⃝ 子育てにおける経済的負担の軽減
• 市町村が第3⼦以降の保育料を軽

減した場合に、その軽減に係る
経費の⼀部を⽀援

補助市町村数
R3:67市町村

• 市町村が⾏う乳幼児等に対する
医療費⾃⼰負担分への助成に要
する経費に対し、補助⾦を交付

助成実績
R3:補助⾦額984,811千円

対象乳幼児等246,069⼈

⃝ 地域と連携した子育て支援の充実
• ｢信州やまほいく(信州型⾃然保

育)｣認定園の保育環境等向上の
ための助成や研修を実施

助成園数
R3:10園

• 男性の育児休業取得促進など、
従業員が働きやすい職場環境づ
くりの取組を企業トップが宣言
する｢社員の⼦育て応援宣言｣を
普及促進

職場環境改善アドバイザーに
よる企業訪問数
R3:2,121社

• ⼦育て家庭に対し、店舗や体験
施設等が割引優待を提供する｢な
がの⼦育て家庭優待パスポート｣
等の協賛店舗を拡⼤

協賛依頼店舗件数
R3:1,585店舗

• ⽼朽化した中⾼層の県営住宅を
⼦育て世代が住みやすい環境と
なるようリノベーションを実施

リノベーション改修件数
R3:6⼾
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５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

5-5 子ども・若者が夢を持てる社会づくり

困難を抱える子どもへの支援
主な取組 関連目標等の推移取組実績

• 専門的な⾃⽴⽀援の場を運営す
る⺠間団体を助成

補助⾦交付数
R3:6団体

• 生活困窮者の⼀般就労に向け、
生活習慣形成のための生活⾃⽴
⽀援や就職に向けた就労⾃⽴⽀
援等を市事業とも連携し、広域
的に実施

支援実績
R3:５圏域、⽀援実⼈員83⼈

• ⼩中・⾼等学校等における発達
障がい者の⽀援を充実させるた
め、専門性の⾼い教員等を派遣
する発達障がい⽀援⼒アップ出
前研修を実施

研修実施回数、受講者数
R3:55件、2,344⼈

⃝ ニートやひきこもり、不登校などの困難を有する子ども・
若者の支援
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出典：福祉行政報告例(厚生労働省)

(基準)

子ども・若者の健やかな成⻑と⾃⽴に向けた支援

• ｢信州こどもカフェ｣により、家
庭機能を補完する⼀場所多役の
⼦どもの居場所を整備

こどもカフェ数
H29末:14か所
R3末 :159か所

• 県庁、合同庁舎において家庭や
企業の未利用食品を寄付する
フードドライブを開催

フードドライブ開催数、
集まった食品量
R3:44回、28,223kg

• 養育⾥親の新規開拓から養育⽀
援までを⼀貫して⽀援する乳児
院に包括的⾥親⽀援業務を委託

委託乳児院数
R2:1か所
R3:2か所

• ひとり親家庭を経済⾯、就労⾯
で⽀援するため、訓練受講料や
訓練期間中の生活⽀援のための
給付⾦を⽀給

給付⾦支給者数
R3:26⼈

• 生活困窮世帯等の⼦どもに対し
て学習⽀援協⼒員による個別訪
問の学習⽀援を実施するととも
に、すぐに学習に向かえない⼦
どもに対しては必要に応じて生
活⽀援を実施

支援実施町村、支援人数
H30:6町村、31⼈
R3  :20町村１郡、112⼈ 12 
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出典：県⺠文化部
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出典：社会的養護の現況に関する調査(厚生労働省)

(基準)

⃝ ネットトラブルや性被害などの犯罪から子ども・若者を
守る取組の推進

• 子どもの情報モラルの向上や性
被害予防のため、地域住⺠が⾃
主的に開催する研修会に助成

研修会実施回数、受講者数
R3:121回、10,949⼈

• 性被害防止教育の専門家を学校
に派遣する｢性被害防止キャラバ
ン隊｣を実施

派遣回数
H30〜R3:473回
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６ ⾃治の⼒みなぎる県づくり

⾃主的な地域づくりへの支援

⃝ 地域の拠点、基盤づくりの推進
• ⼩さな拠点や地域運営組織の形

成に取り組む市町村に対し、情
報提供や助言などの⽀援を実施

取組市町村数
R3:⼩さな拠点29

地域運営組織30
• 地域おこし協⼒隊の受⼊・定着

の促進を図るための研修や、県
協⼒隊員による調査研究、情報
発信を実施

研修参加者数
R3:初任者研修74⼈

スキルアップ研修25⼈

主な取組 関連目標等の推移取組実績

新時代に適合した県と市町村の関係構築
69.2 63.8
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関連目標6-3
地域おこし協力隊員の定着率

(目標)
出典：企画振興部

(基準)

6-1 個性豊かな地域づくりの推進

• ⽔道事業の広域連携に向けて、
前年度実施した現状分析結果を
基に、経営統合や施設の共同利
用などの広域化シミュレーショ
ンを実施し、効果を算出

経営指標等の現状分析・将来
推計実施実績
R2:80事業者
シミュレーション実施実績
R3:9圏域(⻑野・上田はまとめ
て1圏域として実施)

• ⾏政サービスを効率的・効果的
に提供するため、市町村等に事
務の権限を移譲

移譲事業数
R3末:49法令669事業

• 市町村が広域単位で連携して取
り組む事業に対して、市町村の
広域連携推進事業交付⾦を交付

支援実績
R3:2地域(⽊曽、北アルプス)、

11市町村、
30,979千円を交付
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出典：地域運営組織の形成及び持続的運営に関する調査

(総務省)

(基準)

• 地域振興局⻑がリーダーシップ
を発揮し、他の現地機関と連携
調整を図りながら、地域課題の
解決や地域の活性化等に向けた
取組を実施

地域振興推進費
R3:135事業

• ｢地域発 元気づくり⽀援⾦｣によ
り、公共的団体等が⾃主的、主
体的に取り組むモデル的で発展
性のある事業を⽀援

事業数
R3:405事業
新たな活⽤団体数
H25〜R3(累計):1,941団体

⃝ 地域振興局による地域の特徴を活かした施策の推進
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関連目標6-6 県と企業・団体等と協働
して行った事業数

(目標)
出典：県⺠文化部

(基準)

• 県が抱える課題に対し、多様な
主体が参画し、より効果的な事
業構築・課題解決につなげる共
創の仕組みを試⾏

提案件数
R3:4社6件

• 地域の活性化や県⺠サービス向
上のため、企業(団体)とさまざ
まな分野について協⼒体制を構
築する包括連携協定を締結

包括連携協定締結数
R3末現在:累計43件

• SDGs達成に意欲的な県内企業等
を登録する｢⻑野県SDGs推進企
業登録制度｣の運営を通じて、企
業の取組のPRや登録企業間の交
流等を促進

⻑野県SDGｓ推進企業登録制
度新規登録者数
R3:676者

232 

653 

1,329 

2,000 

0

1,000

2,000

2019 2020 2021 2030

者

年

⻑野県SDGs推進企業登録制度
延べ登録者数

(目標)
出典：産業労働部

多様な主体との連携・協働
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６ ⾃治の⼒みなぎる県づくり

6-2 信州のブランド⼒向上と発信

信州のブランド⼒向上と発信
⃝ 国内外への信州の魅⼒発信と信州ファンの創造

⃝ ｢信州らしさ｣の更なる普及・浸透と信州をサポートする
多様な人材や専門人材があつまる環境づくり

主な取組 関連目標等の推移取組実績

• ⻑野県の優れた学びの取組を知
り、地域や⽴場を超えた繋がり
を作るオンラインイベント
｢Learn by Creation NAGANO｣
を開催

参加者数
R3:1回(２⽇間)、延べ750⼈

• 優れた取組事例を発掘し、県内
での横展開と機運の醸成を図る
ことを目的として｢信州SDGsア
ワード｣を創設(R3.7)

アワード結果
R3:応募数63件、15件を表彰

• ⻑野県ならではの環境・⽂化、
⾃社が保有する独⾃技術等を生
かし新商品開発や既存商品の際
ブランド化を目指す事業者の
マーケティング活動を｢信州ブラ
ンドプロダクト育成⽀援事業｣に
より⽀援

支援実績
R3:全8回、6社

• ｢銀座NAGANO｣において、外部
メディアの活用、イベント開催、
広報誌・SNS等による情報発信
により、信州のヒト・コト・モ
ノをトータルに発信し、コアな
信州ファンを創造

イベント開催数・参加者数
R3:105件、2,063⼈

• ｢信州魅⼒発信ブログ｣・SNSで
の情報発信と共有、県産品のPR
等を通じて情報接触度を上げ、
｢信州ブランド｣の認知度と価値
を向上

ブログ(10地域振興局)更新数
R3:1,232件
SNSツイート数
R3:2,591件

• 信州農畜産物の普及のため、｢お
いしい信州ふーどネット｣のほか、
⼤使・公使等により、ラジオ、
テレビ、新聞等で情報を発信

ホームページ等情報発信回数
R3:112件

• ⻑野県の｢食｣の豊かさをシェフ
等に対して訴求する｢信州ガスト
ロノミーツアー｣を催⾏するとと
もに、ブランディングにも寄与
する記録映像を制作し、オンラ
イン試写会を実施

ツアー実績[R3]
招請者:3⼈
プロの映画監督による記録映
像制作:1本
オンライン試写会招待者:24⼈

63,455 
71,691 

85,929 
93,065 

0

50,000

100,000

2018 2019 2020 2021

人

年度

SNSフォロワー数

出典：産業労働部

886,045 

1,083,254 
1,133,101 

1,048,497 
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900,000

1,100,000

1,300,000
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件
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おいしい信州ふーどネット年間閲覧数

出典：農政部

3.6 7.7
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県⺠のSDGs認知度

出典：環境と暮らし報告書(県環境保全協会、県世論調査協会)
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販売額(左軸) 来館者数(右軸)
出典：産業労働部

-96-



Ⅴ. 関連目標の進捗状況
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凡例︓改善(↗)、悪化(↘)、変化なし(→)、数値未発表(―)、調査なし(斜線)、目標値に到達(太枠)

指標名 年/年度 単位 計画策定時
の現状 目標 最新値と

目標の差

A(％) 24.2
(2017)

↘ 22.0

B(％) 24.2
(2017)

↘ 22.7

A(％) 25.6
(2017)

↘ 26.8

B(％) 24.4
(2017)

↘ 25.3

A(％) 23.2
(2017)

↘ 22.9

B(％) 24.4
(2017)

↘ 23.1

A(％) 25.0
(2017)

↘ 25.4

B(％) 25.1
(2017)

↘ 25.7

「授業がよく分かる」と答えた児童生徒の
割合 年度 ％ 78.3

(2017)
↗ 80.9 ↗ 81.0 ↗ 82.1 ↗ 82.7 80

(2022)
2.7

「将来の夢や目標を持っている」と答えた
児童生徒の割合 年度 ％ 78.8

(2017)
↘ 78.7 ↘ 77.1 ↘ 74.9 ↘ 73.9 83

(2022)
△ 9.1

海外への留学者率（⾼校生） 年度 ％ 0.7
(2015)

↗ 0.96 ↘ 0.33 ↘ 0.01 ↗ 0.03 ― 1.4
(2022)

△ 1.37

新たに不登校となった児童生徒在籍⽐ 年度 ％ 0.59
(2016)

↘ 0.95 ↘ 1.00 ↘ 1.14 ― ― 0.5
(2021)

△ 0.64

地域の⾏事に参加する児童（⼩６）の
割合 年度 ％ 87.8

(2017)
↘ 86.4 ↗ 89.5 ↘ 83.7 ↘ 80.4 90.0

(2022)
△ 9.6

地域の⾏事に参加する生徒（中３）の
割合 年度 ％ 63.2

(2017)
↗ 63.4 ↗ 70.5 ↘ 64.0 ↘ 59.7 64.0

(2022)
△ 4.3

％ 17
(2017)

↗ 18.6 ↗ 19.4 → 19.4 ↗ 20.7 ↗ 21.1

順位 45
(2017)

→ 45 ↗ 44 ↘ 45 → 45 ―

県内私⽴⼤学の定員充⾜率 年度 ％ 102.7
(2017)

↗ 102.9 ↗ 103.8 ↗ 103.9 ↗ 104.7 ↘ 99.4 100
(2023)

△ 0.6

県内⼤学と県内企業・自治体との共同
研究・連携事業数 年度 件 304

(2014〜16平均)
↗ 334 ↗ 403 ↘ 310 ↗ 345 ― 500

(2022)
△ 155

県内公共図書館調査相談件数 年度 件 78,724
(2016)

↗ 88,578 ↘ 85,011 ↘ 63,189 ↗ 63,686 ― 82,000
(2022)

△ 18,314

市町村公⺠館における学級・講座数
（人口千人当たり）

※この指標は、当初設定した数値に誤りが発⾒され
たため⾒直しを⾏いました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 件/千人
3.2

[4.3]
(2016)

→ 3.4 ↘ 3.0 ↘ 1.7 ― ―
3.4

[4.5]
(2022)

△ 1.7

2018
（H30）

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

県内の⼩6児童のうち、全国上位4分の1
に含まれる児童の割合（算数）

※この指標は、全国学⼒・学習状況調査の問題の
変更により、2019年度以降は従前のB問題との⽐
較により進捗状況を把握しています。

年度 ↗ 23.3 △ 6.1

県内の⼩6児童のうち、全国下位4分の1
に含まれる児童の割合（算数）

※この指標は、全国学⼒・学習状況調査の問題の
変更により、2019年度以降は従前のB問題との⽐
較により進捗状況を把握しています。

年度 ↘ 25.8 ↘

↗ 23.9 ↘ 20.9 27以上
(2022)

25.9 ↘ 26.2 22以下
(2022)

△ 4.2

23.7 27以上
(2022)

△ 3.3

県内の中３生徒のうち、全国下位4分の
1に含まれる生徒の割合（数学）

※この指標は、全国学⼒・学習状況調査の問題の
変更により、2019年度以降は従前のB問題との⽐
較により進捗状況を把握しています。

年度 → 25.7 △ 2.5

県内の中３生徒のうち、全国上位4分の
1に含まれる生徒の割合（数学）

※この指標は、全国学⼒・学習状況調査の問題の
変更により、2019年度以降は従前のB問題との⽐
較により進捗状況を把握しています。

年度 ↗ 25.0 ↘ 24.4 ↘

↗ 24.7 ↗ 24.5 22以下
(2022)

県内⼤学の収容⼒ 年度 19
(2022)

2.1

１．学びの県づくり

Ⅴ．関連目標の進捗状況
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指標名 年/年度 単位 計画策定時
の現状 目標 最新値と

目標の差
2018

（H30）
2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

万円/人 1,117
(2015)

↗ 1,120 ↘ 1,076 ― ― ―

順位 29
(2015)

↘ 30 ↘ 33 ― ― ―

億円 58,794
(2015)

↗ 64,659 ↘ 61,578 ― ― ―

順位 19
(2015)

↗ 18 → 18 ― ― ―

農業の単位面積当たり生産性 年 万円/ha 268
(2015)

↗ 280 ↘ 270 ↗ 278 ↘ 268 ― 284
(2022)

△ 16

農業農村総生産額 年 億円 3,118
(2015)

↗ 3,237 ↘ 3,105 ↗ 3,119 ↘ 3,018 ― 3,300
(2022)

△ 282

林業就業者⼀人当たりの⽊材生産額 年 万円/人 477
(2015)

↗ 553 ↗ 615 ↘ 555 ― ― 671
(2021)

△ 116

素材（⽊材）生産量 年 千㎥ 498
(2016)

↗ 540 ↗ 564 ↗ 570 ↗ 625 ― 800
(2022)

△ 175

第３次産業の労働生産性（実質）

※この指標は、算定基礎となる県⺠経済計算の遡
及改定により数値を変更しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 千円/人
7,887
[7,488]
(2014)

↗ 8,084 ↘ 7,865 ― ― ―
8,464
[8,035]
(2020)

△ 599

％ 3.61
(2016)

↘ 3.29 ↘ 3.10 ↗ 3.80 ― ―

順位 39
(2016)

↗ 38 → 38 ↗ 36 ― ―

件 35
(2016)

↗ 42 ↘ 32 ↘ 20 ↗ 29 ―

順位 9
(2016)

→ 9 ↗ 8 ↘ 14 ↗ 9 ―

税制優遇等を受け本社移転・拡充を⾏う
企業数

※この指標は、目標年度を2019年度から2022年
度に更新しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 件 4
(2016)

↘ 1 → 1 ↗ 4 ↗ 5 ―
7

(2022)
[(2019)]

△ 2

工業技術総合センター等の支援による実
⽤化等の成果事例件数 年度 件 44

(2014〜16平均)
↗ 54 ↘ 53 ↗ 55 ↘ 51 ― 50

(2022)
1

農産物等の輸出額 年 億円 5.6
(2016)

↗ 12.2 ↘ 12.1 ↗ 14.9 ↗ 17.7 ― 20.0
(2022)

△ 2.3

加工食品の輸出額 年 億円 31.4
(2015)

↗ 51.8 ↗ 53.7 ↗ 56.5 ― ― 65.0
(2021)

△ 8.5

県内⼤学卒業生の県内就職率 年度 ％ 55.9
(2016)

↗ 57.2 ↘ 56.2 ↘ 50.0 ↗ 53.4 ― 65
(2022)

△ 11.6

県内出⾝学生のUターン就職率 年度 ％ 37.7
(2017)

↗ 39.5 ↘ 35.3 ↘ 33.8 ↗ 38.4 ― 45
(2022)

△ 6.6

県内公⽴⾼校卒業生の県内就職率 年度 ％ 90.7
(2016)

↘ 90.3 ↗ 90.8 ↗ 91.0 ↗ 91.7 ― 90.7
(2022)

1.0

⼀般労働者の総実労働時間 年 時間/人 2031.6
(2016)

↗ 2,014.8 ↗ 1,975.2 ↗ 1,927.2 ↘ 1,952.4 ― 2,010
(2022)

57.6

製造業の従業者⼀人当たり付加価値額 年 1,260
(2020)

△ 184

開業率 年度 6
(2021)

△ 2.2

製造品出荷額等 年 63,655
(2020)

△ 2,077

企業⽴地件数（工場・研究所） 年 40
(2022)

△ 11

２．産業の生産性が高い県づくり
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指標名 年/年度 単位 計画策定時
の現状 目標 最新値と

目標の差
2018

（H30）
2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

社会増減（国内移動） 年 人 △2,733
(2017)

↘ △ 3,243 ↘ △ 4,531 ↗ △ 2,156 ↗ △ 577 ― △1,000
(2022)

423

移住者数 年度 人 2,084
(2016)

↗ 2,315 ↗ 2,323 ↗ 2,426 ↗ 2,960 ― 2,900
(2022)

60

万人 1,780
(2016)

↗ 1,832 ↘ 1,805 ↘ 1,124 ↘ 1,084 ―

順位 8
(2016)

→ 9 ↘ 11 ↗ 9 ↘ 10 ―

万人 113.5
(2016)

↗ 153 ↗ 158 ↘ 53 ↘ 6 ―

順位 12
(2016)

→ 12 ↘ 13 ↗ 10 ↘ 12 ―

都市農村交流人口 年度 人 624,909
(2016)

↘ 622,925 ↘ 580,179 ↘ 173,853 ↗ 198,849 ― 690,000
(2022)

△ 491,151

公共交通機関利⽤者数 年度 千人 102,674
(2012〜16平均)

↗ 104,813 ↘ 98,307 ↘ 69,077 ― ― 103,000
(2021)

△ 33,923

千人 124
(2016)

↗ 138 ↗ 157 ↘ 76 ↗ 130 ―

地⽅管理
空港中の

順位

26/54
[31/54]
(2016)

↗ 27/54 ↗ 24/54 ↗ 21/54 ↗ 18/54 ―

コンパクトシティ形成に取り組む市町村数 年度 市町村 3
(2016)

↗ 10 ↗ 12 ↗ 16 ↗ 17 ― 13
(2022)

4

文化芸術活動に参加した人の割合 年度 ％ 70.1
(2016)

↘ 59.1 ↗ 64.9 ↘ 44.8 ↗ 76.3 ― 72.5
(2022)

3.8

県⽴文化会館ホール利⽤率 年度 ％ 67.3
(2016)

↗ 69.1 ↗ 69.5 ↘ 33.5 ↗ 48.8 ― 70
(2022)

△ 21.2

国⺠体育⼤会男⼥総合（天皇杯）順
位 年 位 18

(2017)
↗ 13 ↘ 16 ― 10位以内

(2022)
△ 6

運動・スポーツ実施率 年度 ％ 49.3
(2016)

↗ 56.3 ↗ 57.1 ↗ 57.3 ― 65
(2022)

△ 7.7

スポーツ観戦率 年度 ％ 13.4
(2016)

↘ 11.7 ↘ 8.9 ↘ 7.7 ― 15
(2022)

△ 7.3

％ 52.5
(2014)

↗ 59.2 ↗ 60.2 ― ― ―

順位 8
(2014)

↗ 7 ↘ 8 ― ― ―

－ 16.5
(2016)

↗ 15.4 ↘ 17.4 ↘ 17.5 ↗ 16.3 ―

順位 19
(2016)

↗ 14 ↘ 35 ↘ 36 ↗ 23 ―

人 226.2
(2016)

↗ 233.1 ↗ 243.8 ―

順位 30
(2016)

↘ 31 ↗ 30 ―

延べ宿泊者数 年 2,175
(2022)

△ 1,091

３．人をひきつける快適な県づくり

特定健診受診率 年度

信州まつもと空港利⽤者数

※この指標は計画策定時の全国順位の現状値に
特定地⽅管理空港（国が設置し、地⽅公共団体
が管理する空港）を含めた順位を記載していたた
め、地⽅管理空港のみの順位に訂正しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 168
(2022)

△ 38

外国人延べ宿泊者数 年 300.0
(2022)

△ 294

62.0
(2019)

△ 1.8

自殺死亡率
（人口10万人当たり） 年 13.6以下

(2022)
△ 2.7

医療施設従事医師数
（人口10万人当たり） 年 239.8

(2020)
4.0

４．いのちを守り育む県づくり
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指標名 年/年度 単位 計画策定時
の現状 目標 最新値と

目標の差
2018

（H30）
2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

人 1,389.7
(2016)

↗ 1,436.9 ↗ 1,490.3 ―

順位 25
(2016)

↗ 24 ↗ 24 ―

介護職員数 年 万人 3.5
(2015)

↗ 3.6 ↗ 3.8 → 3.8 ― ― 4.1
(2021)

△ 0.3

人
9,805
うち死者79
(2017)

↗ 8,884 ↗ 7,624 ↗ 5,802 ↗ 5,741 ―

順位 14
(2017)

→ 14 → 14 ↘ 13 → 13 ―

山岳遭難死傷者数 年 人
211

うち死者60
(2017)

↗ 203 ↗ 180 ↗ 120 ↘ 164 ― 180
(2022)

16

件 9,535
(2017)

↗ 8,825 ↗ 8,504 ↗ 6,944 ↗ 5,959 ―

順位 22
(2017)

→ 22 → 22 → 22 → 22 ―

住宅の耐震化率

※この指標は、令和3年3⽉に策定した「⻑野県耐
震改修促進計画（第Ⅲ期）」に基づき、目標値を
変更しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 ％ 80.1
(2016)

↗ 82.5
92

(2025)
[90%]
[(2020)]

△ 9.5

⼦どもたちが利⽤する学校等の耐震化率 年度 ％ 98.02
(2016)

↗ 99.4 ↗ 99.5 ↗ 99.6 → 99.6 ― 100
(2020)

△ 0.4

通学路安全対策箇所の整備率 年度 ％ 83.3
(2016)

↗ 87.5 ↗ 90.3 ↗ 93.2 ↗ 95.4 ― 100
(2022)

△ 4.6

発電設備容量でみるエネルギー自給率 年度 ％ 91.0
(2016)

↗ 98.3 ↗ 110.1 ↘ 106.5 ― ― 127.8
(2021)

△ 21.3

温室効果ガス総排出量 年度 千t-CO₂ 15,489
(2014)

↗ 14,783 ↗ 14,384 ― ― ― 13,738
(2019)

△ 646

ｇ 836
(2015)

↗ 811 ↘ 816 ↗ 807 ― ―

順位 1
(2015)

→ 1 → 1 ↘ 2 ― ―

県と市町村等の結婚支援事業による
婚姻件数 年度 組 233

(2016)
↘ 202 ↗ 241 ↘ 130 ↘ 75 ― 350

(2022)
△ 275

保育所等利⽤待機児童数 年 人 0
(2017)

↘ 50 ↘ 80 ↗ 46 ↗ 21 ― 0
(2022)

△ 21

男性の育児休業取得率

※この指標は、令和3年6⽉に策定した「第5次⻑
野県男⼥共同参画計画」に基づき、目標値を変更
しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度 ％ 5.4
(2017)

↗ 13.3 ↗ 17.9 ↘ 10.9 ↗ 19.8 ―
30

(2025)
[13]

[(2020)]

△ 10.2

理想の⼦ども数を持てない理由として育
児の⼼理的負担等を挙げた人の割合 年 ％ 16.2

(2017)
↘ 17.5 ↗ 17.0 ↘ 21.3 ↗ 21.0 ― 11.7以下

(2023)
△ 9.3

理想の⼦ども数を持てない理由として経
済的負担を挙げた人の割合 年 ％ 48.0

(2017)
↘ 48.4 ↘ 50.5 ↗ 47.9 ↘ 51.0 ― 48以下

(2023)
△ 3.0

⺠間企業の課⻑相当職以上に占める⼥
性の割合 年度 ％ 12.2

(2014)
↘ 9.9 ↗ 13.5 16

(2022)
△ 2.5

交通事故死傷者数 年
8,500
以下

(2022)
2,759

就業看護職員数
（人口10万人当たり） 年 1,389.7

(2022)
100.6

1人1⽇当たりのごみ排出量

※この指標は、令和3年4⽉に策定した「⻑野県廃
棄物処理計画（第5期）」に基づき、目標値を変
更しました。
（上段:変更後　下段[]:変更前）

年度
790

(2025)
[795]

[(2020)]

△ 17

犯罪（刑法犯）発生件数 年 現状以下
(2022)

3,576

５．誰にでも居場所と出番がある県づくり
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指標名 年/年度 単位 計画策定時
の現状 目標 最新値と

目標の差
2018

（H30）
2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

％ 44.0
(2016)

↘ 43.0 ↘ 42.4 ↘ 38.9 ― ―

順位 6
(2015)

↘ 7 → 10 ↘ 19 ― ―

法定雇⽤率適⽤企業で雇⽤される
障がい者数 年 人 6,075

(2017)
↗ 6,589 ↗ 6,769 ↗ 7,068 ↗ 7,264 ― 7,345

(2022)
△ 81

％ 26.2
(2016)

↘ 26.1 ↗ 30.1 ↘ 21.7 ↗ 29.4 ―

順位 37
(2016)

→ 37 ↗ 5 ↘ 29 ― ―

％ 25.8
(2017)

↗ 29.5 ↗ 32.3 ↗ 36.0 ↗ 41.3 ―

順位 14
(2017)

↗ 13 ↘ 16 ↗ 13 → 13 ―

生活保護受給者のうち就労支援を受け
た人の就労率 年度 ％ 42.1

(2016)
↗ 43.9 ↘ 36.8 ↗ 37.6 ― ― 44.9

(2022)
△ 7.3

⾥親等委託率 年度 ％ 13.2
(2016)

↗ 16.1 ↗ 18.2 ↗ 20.3 ↗ 21.8 ― 22.3
(2022)

△ 0.5

児童養護施設入所児童の⼤学等進学
率 年度 ％ 22.7

(2012〜16平均)
↗ 34.2 ↘ 21.7 ↘ 21.3 ↗ 33.3 ― 40

(2022)
△ 6.7

⼩さな拠点形成数 年度 か所 48
(2017)

↗ 50 ↗ 65 ↗ 71 → 71 ― 55
(2022)

16

地域運営組織数 年度 団体 201
(2017)

↗ 202 ↗ 214 ↗ 229 ↗ 242 ― 240
(2022)

2

地域おこし協⼒隊員の定着率 年度 ％ 69.2
(2016)

↗ 77.0 ↗ 77.4 ↗ 85.0 ↘ 78.3 ― 75
(2022)

3.3

人 16.85
(2016)

↘ 16.75 ↘ 16.59 ↘ 16.36 ↘ 16.06 ―

順位 9
(2016)

→ 9 → 9 → 9 → 9 ―

他団体等との共催事業を実施する公⺠
館の割合 年度 ％ 52.6

(2014)
↗ 70.0 ↗ 75.3 ↗ 79.2 ↘ 71.4 ― 90

(2022)
△ 18.6

県と企業・団体等と協働して⾏った事業
数 年度 件 194

(2016)
↗ 340 ↗ 351 ↘ 291 ↗ 307 ― 290

(2022)
17

特別支援学校⾼等部卒業生の就労率 年度 33.6
(2022)

△ 4.2

県の審議会等委員に占める⼥性の割合 年度 50
(2022)

△ 11.1

消防団員数（人口千人当たり） 年度 17.2
(2022)

△ 1.14

70歳以上まで働ける企業の割合 年 29.8
(2022)

11.5

６．⾃治の⼒みなぎる県づくり
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Ⅵ. フォローアップ指標の進捗状況
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現状 最新値

4.4
(2016年)

3.7
(2021年)

15,699人
(2016年度)

11,913人
(2021年度)

69.0％
(2016年度)

63.9％
(2021年度)

89.6％
(69市町村)
(2016年度)

98.7%
(76市町村)
(2021年度)

1,078事業所
(2016年度)

1,482事業所
(2021年度)

17.5％
(2016年)

18.9％
(2020年度)

4,476店舗
(2016年度)

5,562店舗
(2021年度)

76.6％
(59市町村)
(2016年度)

88.3%
(68市町村)
(2021年度)

35,861人
(2016年度)

38,576人
(2021年度)

115園
(2016年度)

241園
(2021年度)

95.4％
(2016年度)

100.0％
(2021年度)

81.5％
(2016年度)

81.0%
(2021年度)

7,952件
(2016年度)

7,530件
(2021年度)

280人
(2016年度)

356人
(2021年度)

13人
(2016年度)

310人
(2021年度)

124人
(2016年度)

606人
(2020年度)

316件
(2016年度)

287件
(2021年度)

Ⅵ. フォローアップ指標の進捗状況

１　⾃然減への⻭⽌め　〜みんなで⽀える⼦育て安⼼県づくり〜

指  標  名

放課後⼦どもプラン利⽤可能児童数

信州やまほいく（信州型自然保育）実践団体の認定数

ジョブカフェ信州利⽤者の就職率

新生児訪問を実施している市町村の割合

婚姻率

正社員就職件数

社員の⼦育て応援宣言登録企業数

出生数に占める第3⼦以降の割合

「ながの⼦育て家庭優待パスポート」協賛店舗数

病児・病後児保育利⽤可能市町村割合

週末信州人等登録者数

ふるさとテレワーカー数

プロフェッショナル人材戦略拠点による人材のコーディネート件数

移住相談件数

地域おこし協⼒隊員数

児童養護施設等⼊所児童の⾼校等進学率

⺟⼦家庭等就業・自⽴⽀援センター登録者の就業率

２　社会増への転換　〜未来を担う⼈材の定着〜
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現状 最新値指  標  名

55.1％
(2017年度)

58.2％
(2022年度)

84.2％
(2016年度)

74.7％
(2021年度)

22.8％
(2016年度)

25.8％
(2021年度)

小学校 ＋0.5ポイント
(2016年度)

△0.4ポイント
(2022年度)

中学校 △0.2ポイント
(2016年度)

△0.7ポイント
(2022年度)

93.8％
(2016年度)

100％
(2022年度)

9,326千円/人
[10,638千円/人]

(2014年度)

10,077千円/人
(2019年度)

101.6
[91.4]

(2016年)

112.9
(2021年)

1,832件
(2016年度)

3,388件
(2021年度)

18,347件
(2016年度)

20,828件
(2021年度)

41.0％
(2016年度)

42.9％
(2021年度)

93件
(2016年度)

100件
(2021年度)

4.1㎥/人日
(2015年)

4.75㎥/人日
(2020年)

303台
(2015年度)

426台
(2020年度)

1,103件
（2016年度）

1,288件
(2021年度)

509件
(2016年度)

516件
(2021年度)

556件
(2016年度)

1,556件
(2021年度)

担い⼿への農地利⽤集積率

６次産業化事業計画認定件数

林業における労働生産性

⾼性能林業機械保有台数

ながの創業サポートオフィス相談件数

※2020年度から｢信州スタートアップステーション｣に名称変更

事業引継ぎ⽀援センター相談件数

※2021年度から｢事業承継・引継ぎ⽀援センター｣に名称変更

全国学⼒・学習状況調査正答率の全国平均との差

創業⽀援資⾦利⽤件数

製造業の労働生産性

※この指標は、算定基礎となる県⺠経済計算の遡及改定により現状の数値を
変更しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）
鉱工業生産指数

※この指標は、指数の基準時を2010年から2015年に更新したため、現状の数
値を変更しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）

信州型コミュニティスクールの実施割合
（小・中学校）

県内専門学校の定員充⾜率

県内専門学校卒業生の県内就職率

県内⼤学生のインターンシップ参加率

3　仕事と収⼊の確保　〜経済の⾃⽴〜

窓口⽀援担当者による知財相談対応件数

企業の技術相談件数

-105-



現状 最新値指  標  名

288品
(2016年度)

276品
(2021年度)

44件
(2016年度)

81件
(2021年度)

11件
(2016年度)

24件
(2021年度)

576人
(2016年度)

386人
(2021年度)

115施設
(2016年度)

148施設
(2021年度)

87.7％
(2016年度)

90.8％
(2021年度)

84.2％
(2016年度)

74.7％
(2021年度)

56社
(2016年度)

198社
(2021年度)

26市町村
(2016年度)

35市町村
(2021年度)

60.2％
(2016年度)

100％
(2021年度末)

259件
(2016年度)

263件
(2021年度)

7圏域
(2016年度)

7圏域
(2021年度)

280人
(2016年度)

356人
(2021年度)

100人
（2016年度）

51.1人
（2020年度）

144団体
(2016年度)

110団体
(2021年度)

10.1％
(2016年度)

8.7%
(2021年度)

54,208人
[25,748人]
(2016年度)

―
(2020年度)

※新型コロナウイルス感染症の影
響で各地域での取組が中止となっ

たことに伴い、実績値なし

82.7％
(2017年10⽉)

82.9%
(2022年3⽉)

県内専門学校卒業生の県内就職率

職場いきいきアドバンスカンパニー認証企業数

原産地呼称管理制度認定製品の認定品数

新食品開発⽀援件数

4　⼈⼝減少下での地域の活⼒確保　〜確かな暮らしの実現〜

地域づくり団体数

地域スポーツクラブに登録している会員の割合

おためし移住件数

⼦育て期に再就職した⼥性

事業活動に農業を取り⼊れている障がい者就労施設数

職業能⼒開発施設卒業生の県内就職率

アーティスト・イン・レジデンスによる交流人口

※この指標は、一部の自治体に限定して指標を設定しましたが、県全体の取組
を対象とするため数値を⾒直しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）

要介護（要⽀援）認定を受けていない⾼齢者の割合

地域公共交通網形成計画を策定する市町村数

※2020年度から「地域公共交通計画」に名称変更

道路構造物点検実施率

楽園信州空き家バンク物件登録件数

定住自⽴圏形成数及び連携中枢都市圏形成数

地域おこし協⼒隊員数

人口千人当たり公⺠館での地域の担い⼿づくりに関する学級・講座参加
者数
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Ⅶ. 地域計画の政策評価
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
佐久地域計画の政策評価 １ 健康⻑寿と地消地産の推進を核とした地域づくり

 2021年度の佐久地域の要介護・要⽀援認定率（65歳以上）は14.6％
と、目標値を上回っている状況。

 要介護（要⽀援）認定率と運動習慣に強い相関関係が⾒られることか
ら（※1）、シニア世代の運動習慣の定着や身体活動の向上を⽀援する
ボランティアを2019年度までに（※2） 150人以上養成し、これまでに
７市町村がボランティアを活用。

 県⺠（18歳以上）の週1回以上のスポーツ実施率は県平均より⾼いが、
年代別にみると、働き盛り世代（40、50代）が低い傾向。

※1【参考】内閣府 政策課題分析シリーズ第15回「要介護（要⽀援）認定率の地域差要因に関する分析」（2018年４⽉）
※2 ボランティア養成期間︓2017年〜2019年

【今後の取組の方向性】

 ボランティアを活用する市町村が増える等、地域においてシニア世代の運動習慣定着や身体活動向上の取組のニーズがあること
から、新型コロナウイルス感染症の感染状況を注視しながら、今後も関係機関・団体等と連携した啓発、運動支援ボランティア等の
活動の支援が必要

 時間がない・忙しい等の理由により、働き盛り世代のスポーツ実施率が低いことから、引き続き、企業等の運動教室への講師派遣
や、「新しい生活様式」に対応した運動セミナー体験講座の動画を制作・発信することにより、働き盛り世代の運動習慣を形成するこ
とが必要

【重点政策の評価】
シニア世代の運動習慣の定着等を⽀援するために養成したボランティ

アを活用する市町村が増加し、市町村等が⾏う健康教室等で活躍してい
る。佐久地域における要介護・要⽀援率は前年度より低下し、健康⻑寿
の推進に向けた取組の成果が表れている。

要介護・要⽀援認定率
（厚⽣労働省「介護保険事業状況報告⽉報」を基に算出）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 14.9％ 14.9% 14.6％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

30~39歳 40~49歳 50~59歳 60歳以上

85.7%

30.8%

50.0%

75.0%

14.3%

69.2%

50.0%

25.0%

佐久地域の年代別スポーツ実施割合

週に1回以上 その他

（出典：⻑野県 令和２年度第２回県政モニター
アンケート調査結果報告書）

※ 県⺠（18歳以上）の週1回以上のスポーツ実施率
県平均：57.3％、佐久地域：63.4％

1

①あり

67%

②ややあり

26%

③あまりない

4%④ない

3%
①あり

②ややあり

③あまりない

④ない

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
新たに地元⾷材を利用する

宿泊施設数
(佐久地域振興局調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 0施設 20施設 17施設

佐久地域計画の政策評価 １ 健康⻑寿と地消地産の推進を核とした地域づくり

問.地元軽井沢町・佐久地域をはじめとした⻑野県産
の食材（地元等食材）に対して関心はありますか

問.地元等食材の取扱いに関する課題は何と考えます
か（複数回答可）

※佐久地域振興局調：2016年11月に軽井沢町の宿泊
施設120件に対してアンケートを実施し、58件の回
答あり（回収率48％）

 過去に実施したアンケート結果を参考に、地元野菜について理解
を深める取組の実施や、宿泊施設への⾷材供給システムの構築に
より、 2019年度までに14宿泊施設が新たに地元⾷材※の利用を
開始。
※レタス、サニーレタス、キャベツ、ブロッコリー等

 2020年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、宿泊施設、
農産物直売所の休業が続き、働きかけが難しい状況となり、地元
⾷材を利用する宿泊施設数を増加させる取組ができなかった。

 2021年度は、新たな流通事業者と連携し地元産野菜を紹介するこ
とで、地元⾷材を利用する宿泊施設の増加につながった。

【今後の取組の方向性】

 Ａｆｔｅｒコロナを見据え、その土地ならではの食を提供するために宿泊施設等への食
材供給システムを確立し、地元野菜の消費を拡大することが必要

 コロナ禍の自粛により「食」への関心が高まっていることから、新鮮な地元産の野菜
をＰＲし、野菜摂取量の増加と減塩を推進することが必要

 佐久鯉を含む信州ブランド魚の冷凍方法・解凍方法のこれまでの研究成果をマ
ニュアル化し、刺身用冷凍食材の普及、消費拡大を図ることが必要

【重点政策の評価】
直売所を核とした宿泊施設への流通の仕組みづくりを進めているほ

か、⽣産者と宿泊業者のマッチング機会を設定するなど、地消地産に
向けた取組の成果が表れている。

34%

27%

18%

9%

7%
5% ①物流

②価格
③食材の情報不足
④特にない
⑤生産者の情報不足
⑥その他

①物流

②価格

③食材の情報不
足

④特にな

⑤生産者
の情報不
足

⑥その
他

2
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

⺠有林のカラマツ丸太の⽣産量
(林務部調)

年 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 53,768㎥ 65,000㎥ 65,102㎥

佐久地域計画の政策評価 １ 健康⻑寿と地消地産の推進を核とした地域づくり

【今後の取組の方向性】
 一時、新型コロナウイルス感染症の影響により木材需要が急激に減少し山
土場等での滞留が見られたが、その後、外国産材の輸入量の減少及び価
格の高騰によりカラマツの需要は良好な状況に回復している

 しかしながら、今後の木材需要見込は不透明な状況であるため、引き続き
林業事業体に向けての支援や、関係者向けの講演会や研修を開催すると
ともに、地域住民等への建築材利用や児童生徒へのカラマツ材の更なる
PR活動を行うことが必要

【重点政策の評価】
カラマツ資源の充実や利活用の現状を森林所有者、林業関係

者に向け積極的に発信した成果が表れている。
林地残材となっていた未利用材についても、⽊質バイオマ

ス発電に使用する燃料等への利用が拡⼤しつつある。

 ⺠有林のカラマツ丸太の⽣産量は2017年に⼤きく増加。
2015年からは21％増加し、2022年の目標値を上回っている。

 カラマツの需要が好調であること、森林施業が間伐から主伐
に移⾏してきていることから、カラマツ丸太の⽣産量が増⼤。
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3

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
観光地延利用者数

（観光部・佐久地域振興局調）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 1,495万人 1,545万人 1,024万人

佐久地域計画の政策評価 ２ 美しい星空と⻘空をテーマとした観光地域づくり

（出典：観光部・佐久地域振興局調）

 2021年の観光地延利用者数は10,243千人で、2020年に⽐べ
817千人増加したが、新型コロナウイルス感染症拡⼤前の水準
には戻りきらず、依然として厳しい状況であった。
（2020年⽐+8.7％、2019年⽐△33.1％）

 2022年のGWは３年ぶりに⾏動制限のない連休になり、主な観
光地の利用者数は404千人と、2021年に⽐べ153千人増加した。
2019年と⽐較すると５割程度にとどまるが、⼩諸懐古園などコ
ロナ禍前の利用者数を上回る観光地もあった。
（2021年GW⽐+60.9%、2019年GW⽐△47.3%）
【重点政策の評価】
佐久エリアの美しい星空を活かした観光地域づくりを推進する

ため、しなの鉄道の⾞両に「佐久地域の星空」をデザインした
ラッピングの実施や、⼩海線の観光列⾞HIGHRAIL1375への乗客
を対象としたキャンペーンを開催するなど取組を進めている。
【今後の取組の方向性】

 Ａｆｔｅｒコロナを見据え、観光客の新たな価値観や行動を的確に捉えた安全・安心
な観光地づくりを進めることが必要

 軽井沢町からの周遊観光の促進や「美しい星空」などの地域の魅力のＰＲにより、
リピーターの獲得や長期滞在型観光の推進が必要

 発掘した佐久地域のビューポイントについて、引き続き情報発信をするとともに、案
内看板の整備等を順次行い、地域の観光資源としての活用を図ることが必要
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佐久地域 GWの主な観光地の利用状況
2022年
(千人)

2021年
（千人）

2019年
（千人）

対３年前比
(2022/2019)

合 計 403.6 250.8 766 52.7%
うち懐古園 25.7 7.5 19 135.3%
うち平尾山公園 42.2 16.7 30 140.8%
うち軽井沢高原 278.9 193.9 619 45.1%

観光地
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2021年度佐久地域移住者
世帯主の転出地上位都府県

１位 東京都 15.5％
２位 神奈川県 8.8％
３位 埼玉県 7.8％
４位 千葉県 5.0％
５位 大阪府 2.0％

（出典：企画振興部調）

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
移住者数

（企画振興部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 323人 449人 652人

佐久地域計画の政策評価 ３ 地理的優位性を活かした移住の促進と⼆地域居住の探求
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佐久地域
⻑野県（出典：企画振興部調）（単位：人）

移住者数の推移 2021年度の移住者数は、県2,960人のうち佐久地域が652人と全体の
22.0%を占め、前年に引き続き県下10地域の中で最多であった。

 佐久地域への移住者から回答のあった市町村窓口アンケートの結果に
よると、主な転⼊理由は、地⽅暮らし、転職・転業の順に回答が多く、
世帯主の年齢別では20代から40代が全体の約７割を占める。また、
U・Iターン⽐率は、Uターン13.8％、Iターン86.2％となり、Iターン
者が多く、その転出地については首都圏の都県が上位を占めるている。

【今後の取組の方向性】
首都圏で地方移住やテレワークによる二地域居住を考えている方、特色ある教育に取り組む学校等
に関心のある子育て世代を中心に、状況に応じた効果的な情報発信の手法を検討し、市町村の取り組
みを交えた佐久地域の魅力を広めていくことが必要

【重点政策の評価】
首都圏等に向けたオンラインセミナーの開催など、「人」や「⽣活」

に焦点を当てた情報発信等を⾏うことにより、移住者数の増加傾向は維
持されており、取組の成果が表れている。

目標値

＜参考＞
 ⺠間会社の居住満⾜度調査※において、御代田町が県内１位となった。

また、軽井沢町７位、⼩諸市11位、佐久市12位となっている。
※⼤東建託株式会社「いい部屋ネット 街の住みここちランキング2022＜⻑野県版＞」

 ⺠間会社の住みよさ調査※において、⼩諸市が県内２位（全国33位）と
なった。※株式会社東洋経済新報社「住みよさランキング2022」

5

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
浅間山登山客数

（観光部・佐久地域振興局調）
年 基準値

(2016)
目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 ３.６万人 ５万人 3.4万人

佐久地域計画の政策評価 ４ 浅間山の防災体制強化及び活用

【今後の取組の方向性】
＜浅間山の防災体制強化＞

 浅間山火山防災協議会において、令和元年度から大規模噴火を想定した広域避難計画の策定に着手しており、防災体制の体制強
化に向け、令和５年度までに計画を策定していく

 関係機関と連携し、引き続き、山麓観光スポット等で噴火に関する情報を観光客等へ発信するとともに、防災啓発活動を効果的なもの
とするため、関係機関と意見交換を行い、実情にあった防災啓発体制づくりを進める

＜浅間山の活用＞

 噴火警戒レベルで登山可能区域が変わることから、噴火警戒レベルに応じたモデルコースの情報発信を更に進める

 Ａｆｔｅｒコロナを見据え、登山と浅間山麓の観光資源を組み合わせた長期滞在が可能なプランの提案が必要

 ジオツーリズム等の地域活動の支援や、地元自治体が実施する登山道整備に対する支援が必要

 2019年8⽉の⼩規模噴⽕、令和元年東⽇本台風災害、新型
コロナウイルス感染症及び噴⽕警戒レベルの引き上げによ
る影響で、浅間山登山客数は減少傾向にあった。

 2021年3⽉に登山専門メディアで浅間山の魅⼒を情報発信
し、コロナ禍であっても登山を楽しめることが再認識され、
2021年８⽉に噴⽕警戒レベルが１に引き下げられたこと
もあり、2020年を底に増加に転じた。

【重点政策の評価】
⼩諸市と連携し、噴⽕警戒レベルに応じた楽しみ⽅と安

全登山に関する情報を統一的に発信することとし、登山者
の安全確保及び一時の状況に左右されない登山者誘客の取
組を進めている。

6
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佐久地域計画の政策評価 ５ 新たな交流・物流に向けた中部横断⾃動⾞道の整備促進

● 2018年４⽉、中部横断⾃動⾞道が⼋千穂⾼原ICまで延伸開通し、
開通後まもなくの佐久穂IC〜佐久⾅田ICの利用台数は約8,700台。
市道、国県道も含めた総交通量は約3,000台増加した。

● 開通１年後（2019年４⽉）の佐久南IC〜佐久中佐都ICの利用台数は
６割ほど増加し、佐久⾅田IC〜佐久南ICの利用台数は約10,600台と
開通直後より増加した。

● 中佐都ICへのアクセス道路として整備を進めてきた｢中佐都バイパス｣
の第２⼯区が完了し、令和３年３⽉に全線2.1kmが開通した。

【今後の取組の方向性】
 八千穂高原ICまでの延伸効果を活かす周辺道路網の整備を推進するとともに、未整備
区間である八千穂高原ICから長坂JCT（仮称）までの建設促進について、沿線自治体と
密に連携しつつ、環境アセスメント及び都市計画の手続きを着実に進め、地域の合意形
成を図っていくことが必要

 令和６年開業予定の道の駅「八千穂高原ＩＣ（仮称）」において計画される地域振興施設
との一体的な整備（道路改良、休憩施設等）など、周辺道路の整備を引き続き推進し、
延伸効果の波及を図る。

【重点政策の評価】
延伸開通により、既存道路の交通量は減少しているものの、中部横断⾃

動⾞道を含む総交通量は増加しており、延伸効果を活かす周辺道路網の整
備や観光施策の取組も相まって、周辺観光地への来訪者数の増加などが期
待されている。

中部横断自動車道（八千穂高原IC〜佐久南IC）の整備効果
（出典：2018年８月13⽇付け国⼟交通省関東地⽅整備局⻑野国道事務所発表資料）

中部横断自動車道(八千穂高原IC〜佐久南IC)開通1年後の状況
（出典：2019年６月６⽇付け国⼟交通省関東地⽅整備局 ⻑野国道事務所・甲府河川国道事
務所、中⽇本高速道路株式会社東京支社発表資料）

取組の進捗状況取組の進捗状況

7
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

都市農村交流⼈⼝
（企画振興部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 30,905⼈ 34,000⼈ 6,576⼈

上田地域計画の政策評価 １ 若者・⼥性・外部⼈材の活躍推進

管内大学生の地域への定住・移住希望状況
（2018、2019年アンケート調査結果）
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コロナ禍の影響により都市農村交流活動の中⽌やイベント規模の縮⼩、
更に実施団体の⾼齢化による事業の廃⽌など、交流活動を取り巻く状況が
好転せず、2021年度の都市農村交流⼈⼝は6,576⼈と前年度と⽐べ1,732
⼈減少（△21％）している。

【今後の取組の方向性】

 地域コミュニティの活性化を図るため、多様な団体による都市農村交流の活動支援ととも
に、団体間の交流を促し、交流人口の拡大につながる取組の普及が必要

 中学校・高等学校でのキャリア教育、地域で学ぶ学生のほか、外国人留学生など多様
な資質・背景を持つ若者や地域外へ進学した学生等に対する地域産業・企業に関する
効果的な情報提供などの取組強化とともに、新たな取組の検討が必要

 「長野県就業促進・働き方改革戦略会議上田地域会議」において、若者の就業促進や
企業の働き方改革、テレワークなどデジタル化に係る地域の課題や構成団体の取組状
況を共有しながら事業の展開を図ることが必要

【重点政策の評価】
都市農村交流に取り組む団体の活動に対して「地域発 元気づくり支援

⾦」等で支援したものの、新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌による移動⾃粛
の影響により首都圏等から⼈を呼び込むことが難しかったことから、都市農
村交流⼈⼝は前年度に引き続き⼤幅に減少しているが、棚⽥保全活動のパー
トナーシップ協定締結など、アフターコロナを⾒据えた都市農村交流につな
がる取組は進んでいる。
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
ワイン用ぶどう栽培面積

（上⽥地域振興局調）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 75ha 110ha 120ha

常設農産物直売所売上⾼
(上⽥地域振興局調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 18億円 22億円 20億円

上田地域計画の政策評価 ２ 産学官⾦連携、広域連携による基幹産業の振興

【今後の取組の方向性】
 コロナ禍の影響により売上が減少している中小企業や農産物等の生産・販売事業者等に対し、
商談機会の創出等による販路拡大への支援が必要

 産学官金連携、上田地域の高等教育機関の連携、東信地域の広域連携による健康・医療等
の成長性の高い次世代産業創出に向けた研究開発や人材育成等の支援が必要

 ワインを地域に根付く基幹産業に育成すること及びワインを活かした観光・交流施策の推進が必要

 持続的な森林経営に向け、地方自治体、民間企業・団体、ＮＰＯ、研究機関などの主体が連携
して森林整備や調査研究に取り組む「にぎやかな森プロジェクト」の推進が必要
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常設農産物直売所売上高（億円）

 県営の計画的なほ場整備、ワイン用ぶどう生産者への農地斡旋及び栽培技術
等の経営支援などにより、2021年のワイン用ぶどう栽培面積は120haと順
調に推移し、目標値の110haを上回っている。（目標値の109％達成）

 コロナ禍による移動⾃粛の影響が残るものの、地元消費者による巣ごもり需
要の増加などが利用者数の下支えとなり、2021年度の常設農産物直売所売
上⾼は20億円と前年度を若⼲上回る結果となっている。

【重点政策の評価】
ワイン産業の振興に向けて、ワイン用ぶどうの生産基盤整備や栽培面積拡

⼤の取組が進展しているほか、コロナ禍で規模を縮⼩して開催した集客イベ
ントも多くの者が参加するなど、地元産ワインを基軸とした周遊・滞在型観
光の定着に向けた取組は着実に進んでいる。また、コロナ禍でも農産物直売
所の売上⾼は前年度並みとなり、農産物の地域内循環の取組が進んでいる。

2
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
観光地延利用者数

（観光部調）

年 基準値
(2012〜2016の平均)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 692万⼈ 692万⼈ 409万⼈

観光消費額
（観光部調）

年 基準値
(2012〜2016の平均)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 167億円 167億円 71億円

上田地域計画の政策評価 ３地域の強みを生かし健康をテーマとした観光地域づくり
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令和３年観光地利用者数の状況

外国人延宿泊者数の状況

167

 コロナ禍の影響によりスポーツ合宿や修学旅⾏などの団体客を中⼼に観
光需要の落ち込みは続いたが、2021年の観光地延利用者数は409万⼈
と前年⽐6万⼈増となり、好転の兆しがみえている。

 コロナ対策として「県⺠支え合い信州割SPECIAL」事業等の実施により
観光誘客の下支えと観光需要の喚起に一定の効果はあったものの、首都
圏等からの移動⾃粛等の影響を受け、2021年の観光消費額は71億円と
前年を若⼲下回る結果となっている。

【今後の取組の方向性】

 コロナ禍の影響により管内の観光産業は大打撃を受けていることから、地域と一体と
なった観光需要の回復に向けた取組が必要

 「信州上田地域 健康パーク推進協議会」を推進母体として官民学協働による体験
型・滞在型・周遊型の魅力ある観光地づくりを進めるとともに、菅平高原・湯の丸などス
ポーツ合宿をテーマとした観光地域づくり、及び観光地域のインフラ整備が必要

【重点政策の評価】
「県⺠支え合い信州割SPECIAL 」事業等の活用の呼びかけによる観光需要
の喚起とともに、日本遺産やため池・棚⽥の歴史と文化を伝える動画配信、
参加型イベントの開催支援、及び地元産ワインやワイナリーの積極的なＰ
Ｒなどを通して、インバウンド向けも含めた地域資源の魅⼒発信の取組が
進んでいる。あわせて、菅平など観光地の歩道整備も進んでいる。

［
］

［
］

3

Ｒ１ R2 Ｒ１ R2

上田地域 17,833 3,802 1.5% 1.1%

全県 1,195,460 347,872 ― ―

区　分
外国人延宿泊者数(人泊) 全県に占める割合

日帰客 宿泊客 県内客 県外客

Ｒ２ 83.5% 16.5% 54.6% 45.4%

Ｒ３ 84.5% 15.5% 56.9% 43.1%

Ｒ２ 67.7% 32.3% 39.5% 60.5%

Ｒ３ 69.7% 30.3% 38.8% 61.2%

上田地域

全県

区　分 年
日帰客・宿泊客の割合 県内客・県外客の割合

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

移住者数
（企画振興部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 98⼈ 160⼈ 230⼈

上田地域計画の政策評価 ４ 結節点という⽴地を生かした住環境整備・移住推進
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令和３年度移住者の状況

【今後の取組の方向性】

 コロナ禍での地方回帰の流れを追い風として、多様な人材を呼び込むため、市町村
毎の地域特性や移住者のターゲットやニーズの把握とともに、移住者視点で上田地
域を越えた東信エリア全体で移住者の増加につながる連携した取組が必要

 上田地域で住み続けるために必要な医療・福祉の確保や地域住民の健康づくりの推
進とともに、生活道路や他地域との交流を促進するための高規格道路網の整備など、
インフラ基盤の充実が必要

 脱炭素社会の構築に向けた住環境整備の促進が必要

【重点政策の評価】
地域内道路網の整備や地域住⺠の健康づくりの推進などの住環境整備

とともに、子育て世代を中⼼とした移住セミナーの開催や情報発信及び
受け入れ体制の整備の取組が進んでいる。移住者層がテレワークなど新
たなライフスタイルを求めて「地方暮らし」を志向する若者やミドル層
に広がりをみせており、首都圏等との交通利便性の⾼い上⽥地域には追
い風であり、更なる移住者増が期待できる。

 コロナ禍による地方暮らしへの関⼼の⾼まりなどにより、2021年度の
移住者数は230⼈と前年度に引き続き順調に推移している。

 移住者の市町村窓⼝アンケート調査結果では、世帯主の年齢別では、
20・30代が約４割を占め、主な移住の理由は「地方暮らし」が約３割
で最多となっている。

10代2％
20代
22%

30代
20％40代

14％

50代
19％

60代
14％

70代以上
9％

＜世帯主の年齢別構成＞ ＜移住理由＞

（出典：企画振興部調）

4

移住理由 回答割合

地方暮らし 31.9%
転職・転業 20.2%
介護 10.1%
就職 5.1%
子育て 5.0%
転勤 4.2%
起業・創業 3.4%
結婚 2.5%
就農・就林 0.8%
就学 0.8%

その他 16.0%
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 製造業の付加価値額は、⽶中貿易摩擦をきっかけとした世界経済減速の影
響を受け、2018年⽐△7.0%の2,215億円と減少。最近はコロナ禍の⻑期
化、原材料費の⾼騰、材料調達難など先⾏き不透明な状況も⾒られる。

 農産物の生産額は、2015年から横ばい傾向で推移。目標値は上回ってい
るものの、難防除病害や害⾍の発生などの問題が懸念されている。
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製造業の付加価値額
（⼯業統計調査（経済産業省））

年 基準値
(2015)

目標値
(2020)

最新値
（2019）

実績値 2,468億円 2,590億円 2,215億円

農産物産出額等
(農政部調)

年 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 144億円 144億円 145億円

1

諏訪地域計画の政策評価 １ 産業競争⼒の強化、地域を⽀える⼈材の確保・育成

【重点政策の評価】
企業の中核技術を磨き上げ、医療・ヘルスケア等成⻑期待分野での事業化

を目指す取組が進展している。難防除病害、害⾍対策として農家が実践可能
な防除方法の検証が開始された。
【今後の取組の方向性】
 諏訪圏工業メッセ等の開催を通じた地域の強みのＰＲや、販路開拓につながる機会
の創出は引き続き重要

 成長期待分野（航空・宇宙、医療・ヘルスケア等）への企業参入を進めるため、国・
県等の各種支援策を有効に活用

 主要野菜の難防除病害虫の防除方法の確立と、新たな品目の導入を検討
 地域に有能・多様な人材を呼び込むため、新卒者の就業促進や首都圏との連携
交流・移住定住に向けた取組を推進

農産物産出額等の推移単位：億円

製造業の付加価値額の推移単位：億円

●前年度値（2020年度）と⽐較して、COD以外のすべての項目で改善し、
全窒素及び全りんについては、「諏訪湖創生ビジョン」に掲げる目標値
を達成。

●中⻑期的には生活排⽔対策の推進やヒシ除去などにより諏訪湖の⽔質は
改善してきているが、全りん以外は環境基準未達成。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

諏訪湖の目標値
（第7期諏訪湖⽔質保全計画）

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 速報値（2021）
COD(75%値） 5.6mg/l 4.8mg/l 5.5mg/l

（参考）COD(平均値） 4.4mg/l 4.4mg/l 3.9mg/l
全窒素 0.88mg/l 0.65mg/l 0.62mg/l
全りん 0.050mg/l 現状⽔準の維持 0.041mg/l
透明度 1.2〜1.3m 1.3m以上 1.2ｍ

2

諏訪地域計画の政策評価
２ 「諏訪湖を活かしたまちづくり」（諏訪湖創生ビジョン）の推進

【今後の取組の方向性】
 「人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪湖」を実現するための取組を、
引き続き進めていくとともに、多くの人が諏訪湖に関心を持ち、関わってもらうた
めの取組を推進

【重点政策の評価】
諏訪湖創生ビジョン推進会議（2018.5設⽴）を軸に、ヒシ除去をはじ

めとした⽔質保全、「10月1日・諏訪湖の日」の周知、⽔辺整備（覆砂
や植生⽔路等）などの取組を通じて、⽔環境保全と諏訪湖を活かしたまち
づくりを一体的に推進している。
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● 観光地延利⽤者数、観光消費額とも、2020年以降は新型コロナウイルス感染
症の影響が顕著で、2016年⽐（基準値）の６割程度で推移。

● ⾸都圏とのアクセスに恵まれる一方、来やすく帰りやすい観光地であり利⽤
者の約８割が日帰り旅⾏である。近年この割合は、横ばい傾向。
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

観光地延利⽤者数
（観光地利⽤者統計調査（観光部））

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 1,470万人 1,500万人 863万人

観光消費額
(観光地利⽤者統計調査（観光部）)

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 398億円 449億円 231億円

3

諏訪地域計画の政策評価 ３ 選ばれ続ける観光地域づくり

【今後の取組の方向性】
 新型コロナウイルス感染状況を踏まえながら、時々に応じた対策を講じることで観光
産業を支援

 Afterコロナを見据え、重点的に取り組む観光モデルの方向性を示すことも必要
 「信州版新たな旅のすゝめ」を踏まえた上で、日本遺産「縄文」やサイクルツーリズム・
ユニバーサルツーリズムによる誘客など、諏訪地域の多面的な魅力の活用や、広
域連携による観光振興を推進

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響により、先⾏きが⾒通せない状況下である

が、県⺠割、市町村の宿泊割等の併⽤で需要喚起に取り組んだ。また、Afterコ
ロナを⾒据え、サイクルツーリズム・ユニバーサルツーリズムの推進、⼋ヶ岳
等の魅⼒発信など管内一体で「滞在型観光地」を目指す取組を継続している。

日帰り、宿泊旅⾏者数の推移

延利⽤者数・観光消費額の推移
（単位：億円）

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

住宅の耐震化率
（建設部調）

（※最新値（2018）は推計値）

年度 基準値
(2013)

目標値
(2020)

最新値
（2018）

実績値 75.7% 90.0％ 80.8% ※

特定健診受診率
(⻑野県国⺠健康保険団体連合会調)

年度 基準値
(2014)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 44.5% 60.0％ 40.9%

4

諏訪地域計画の政策評価 ４ 安全・安心な地域づくり

● 住宅の耐震化率は80.8%と向上しているが、目標値（90％）には達してい
ない。耐震補助件数は、2017年から建替えによる耐震化が補助対象とされた
ことや2018年から補助⾦が増額されたことなどもあり、増加傾向にある。

● 特定健診受診率は、信州ACEプロジェクトの推進により、2019年まで堅調に
推移していたが、新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、2019年⽐
△6.4％の40.9％と大幅に減少。

特定健診受診率の推移単位：％

耐震補助件数の推移単位：件

【今後の取組の方向性】
 耐震化の重要性と補助制度を、市町村と連携し地域住民に周知
 市町村における健康づく り人材の育成支援
 新型コロナウィルス感染症の状況に応じて、信州ＡＣＥプロジェクトの推進体制強化と普
及啓発に向けた取組を推進

【重点政策の評価】
 耐震化については、補助制度の周知、住⺠説明会、講演会の開催など、耐震

化推進に向けた取組が進展している。
 新型コロナ感染症対応のため、例年取り組んでいる信州ACEプロジェクトの

普及啓発や健診・保健指導事業の効果的な実施に向けた研修会の開催につい
ては縮小実施または中止となった。
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

新規就農者数
（上伊那地域振興局調）

年度 基準値
(2012〜2016)

目標値
(2018〜2022)

最新値
（2021）

実績値 17.2人/年 21人/年 18人/年

農産物産出額
(農政部調)

年 基準値
(2015)

目標値
(2021)

最新値
（2020）

実績値 211億円 229億円 219億円

林業⽣産額
(上伊那地域振興局調)

年 基準値
(2015)

目標値
(2021)

最新値
（2020）

実績値 13億円 15億円 12億円

製造業の従業員1人
当たりの付加価値額

経済センサス-活動調査(総務省・経済産業省)

年 基準値
(2015)

目標値
(2020)

最新値
（2019）

実績値 1,185万円/人 1,340万円/人 1,081万円/人

企業⽴地件数（⼯場・研究所）
⼯場⽴地動向調査(経済産業省)

年 基準値
(2012〜2016)

目標値
(2018〜2022)

最新値
（2021）

実績値 3.8件/年 5件/年 8件/年

⽊質バイオマス⽣産量
(上伊那地域振興局調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値
ペレット 2,655t 4,000t 4,074t

薪 6,535層積㎥ 11,800層積㎥ 6,748層積㎥

1

上伊那地域計画の政策評価 １ ‘’伊那谷らしく”豊かで活⼒に満ちた暮らしづくり

2

上伊那地域計画の政策評価 １ ‘’伊那谷らしく”豊かで活⼒に満ちた暮らしづくり

 新規就農者数
2021年度の新規就農者は18人と基準値を上回った。このうち、農業以外か

らの新規参入者（農業後継者でない者）が８割程度を占めている。
 農産物産出額

2020年は主⼒である⽶について、新型コロナウイルス感染症の影響で外食
産業を中⼼に需要が減少したため価格が下落し、産出額が落ち込んだ。このた
め全体の産出額は前年を下回り、約219億円となった。
 林業⽣産額

2020年は新型コロナウイルス感染症の影響に伴う⽊材需要の減退による⽊
材価格の下落や、天候不順によるマツタケの⽣産量の落ち込みにより、約12億
円に留まった。
 製造業の従業員1人当たりの付加価値額

⽶中貿易摩擦をきっかけとした世界経済減速の影響を受け、2019年は1,081
万円/人と基準値を下回った。
 企業⽴地件数

海外における新型コロナウイルス感染症の縮小に伴う経済活動の活発化によ
り、製造業を中⼼とした企業の設備投資が増加したため、2021年は８件と基
準値を上回った。
 ⽊質バイオマス⽣産量
・ペレット⽣産量

気候の影響を受けにくく安定的な需要が⾒込めるペレットボイラー設置の推
進により、⽣産量は増加傾向にある。2021年度の⽣産量は4,074ｔと、目標値
を上回った。
・薪⽣産量

2021年度は6,748層積㎥となり、薪⽣産者の増加等により前年度の4,509層
積㎥から大幅に増加した。

新規就農者数の推移

企業⽴地件数の推移
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3

上伊那地域計画の政策評価 １ ‘’伊那谷らしく”豊かで活⼒に満ちた暮らしづくり

 市町村やJAと連携した就農相談の実施や、就農希望者を対象とした農業の⾥親研修等の取組の成果が⼀定程度表れている。
 ⾼性能林業機械の導入促進等、林業の⽣産性向上を図るための取組や、⾥⼭整備利⽤地域への⽀援等、⽊質バイオマスの

利⽤拡大の取組の成果が表れている。
 ⽴地企業への助成⾦の交付や不動産取得税及び固定資産税の課税免除等、市町村と連携した各種⽀援の成果が表れている。

【重点政策の評価】

【今後の取組の方向性】

 新規就農者の確保に向け、引き続き市町村やＪＡと連携した就農相談や支援の取組を進める。また、農産物の安定生産に向けた技術支
援、スマート農業の導入による省力化・効率化の推進により、農業者の経営安定を図る。

 高性能林業機械の導入を更に推進するとともに、IoT技術を駆使したスマート林業の導入を進め、林業生産性の向上による生産額の増大
を目指す。

 未利用材の搬出を推進することで木質バイオマス燃料の域内生産域内消費を進め、ゼロカーボンへの貢献を目指す。

 地域の基盤産業である製造業における若者人材の確保に向け、関係機関と連携した取組を推進するとともに、県や市町村による企業立
地助成金や課税免除等の各種支援制度の利用を促進する。

 地域に集積している製造業の高度な技術を維持するとともに、世界経済の不況の影響を極力抑えるため、内需の取り込みの支援や、産
業構造の多角化を進める。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

23歳人口の割合（対18歳時）
（上伊那地域振興局調）

年 基準値
(2017)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 62.7% 75% 76.9%

4

上伊那地域計画の政策評価 ２ 伊那谷の未来を担う人づくり

 23歳人口の割合（対18歳時）
2016年4月1日現在の18歳の人口

1,745人に対し、5年後の2021年4月1
日現在の23歳の人口は1,342人で、約
76.9%となっている。

【重点政策の評価】
地域の関係団体と連携したオンライン就活イベントの実施や、ＳＮＳを活⽤した就職情報の提供等、地域外へ進学した学⽣

のＵターン就職に向けた取組の成果が表れている。

18歳人口に対する５年後（23歳時）の割合の推移 単位︓人、%

【今後の取組の方向性】
 産学官が連携し、地域全体で以下の取組を進めていく。

・地域産業の担い手の確保・育成（UIターン、魅力ある職場づくり、多様な人材の活用）

・移住・定住の促進（暮らしの魅力の発信、移住等を支える仕組づくり、多様な働き方の環境整備）

・地域に根差したキャリア教育の推進（生きる力や郷土愛の醸成、地域一体の子育ての推進）

18歳
（国勢調査は17歳）

23歳
（国勢調査は22歳） 23歳−18歳 23歳／18歳

国勢調査 2010.10.1 1,836 2015.10.1 1,216 -620 66.2%

毎月人口異動
調査（※） 2011.  4.1 1,843 2016.  4.1 1,283 -560 69.6%

2012.  4.1 1,781 2017.  4.1 1,117 -664 62.7%

……

国勢調査 2015.10.1 1,860 2020.10.1 1,347 -513 72.4%

毎月人口異動
調査（※） 2016.  4.1 1,745 2021.  4.1 1,342 -403 76.9%

※国勢調査結果を基にして、住⺠基本
台帳における人口の異動（転入・転
出など）を加減した推計値
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

南アルプス延利⽤者数
観光地利⽤者統計調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 22万人 25万人 10万人

中央アルプス延利⽤者数
観光地利⽤者統計調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 94万人 103万人 49万人

中低⼭・⾼原延利⽤者数
観光地利⽤者統計調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 197万人 207万人 115万人

観光地延利⽤者数
観光地利⽤者統計調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 476万人 500万人 279万人

延宿泊者数
観光地利⽤者統計調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 71万人 80万人 38万人

5

上伊那地域計画の政策評価 ３ ⼆つのアルプスを活かした交流圏域づくり

6

上伊那地域計画の政策評価 ３ ⼆つのアルプスを活かした交流圏域づくり

南アルプス延利⽤者数の推移 中央アルプス延利⽤者数の推移

中低⼭・⾼原延利⽤者数の推移 観光地延利⽤者数の推移

延宿泊者数の推移

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、 2021年は前
年と同様にすべての項目において基準値を大幅に下回った。

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に留めるため、

地域の宿泊施設や飲食店等における感染対策など安⼼・安
全な取組を促進し、県内の需要喚起策の取組を進めている。

今後、アフターコロナを⾒据え、県外からの観光客の取
込みのため、観光地利⽤者数の少ない上伊那・南信州・⽊
曽の３地域が連携した広域観光の⼀層の取組の推進が必要
である。

【今後の取組の方向性】
 県外の観光客の取り込みに向けて、2019年度末に地域連携
ＤＭＯとして国に登録された「長野伊那谷観光局」や「南信州
観光公社」等と連携し、旅行商品の造成を図るなど、周遊型
観光を通じた広域観光の創出に取り組む。
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【今後の取組の方向性】
 地域課題の解決等を通じた連携・協働や二地域居住の推進等によるつながり人口の拡充

 広域２次交通の整備、リニア関連のインフラ整備、MaaSの推進による広域交通網の整備・活用

達成目標・将来目標の進捗状況達成目標・将来目標の進捗状況
移住者数

（企画振興部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 227人 350人 346人

外国人延宿泊者数
外国人延宿泊者数調査（観光部）

年 基準値
(2016)

目標値
(2021)

最新値
（2020）

実績値 16千人 48千人 2千人

東京との時間距離（将来目標）
（建設部リニア整備推進局）

年 基準値
(2017)

目標値
(2027〜)

最新値
（2021）

実績値 168分 81分 168分

7

上伊那地域計画の政策評価 ４ リニア開業を⾒据えた 伊那谷（INA Valley）づくり

移住者数の推移 移住者数
2021年度の移住者数は346人となり、⾼水準で推移している。なお、世帯主の年齢が

40代以下の世帯が７割程度、⾸都圏からの移住者が４割程度を占めている。
 外国人延宿泊者数

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、2020年は２千人と目標値を大幅に下回った。

【重点政策の評価】
 移住者数は増加傾向にあり、住宅や就職⽀援等、市町村によるきめ細かな移住サポート

などの取組の成果が表れている。
 外国人宿泊者の取り込みについては、ポストコロナを⾒据えた観光地域づくりの中で、

情報発信やガイド育成について検討が必要
 2018年に国道153号「伊南バイパス」が全線開通し、2020年には「伊駒アルプスロード」が新規事業化されるなど、リニ

ア開業を⾒据え、地域内移動の円滑化に資する道路整備が進められている。
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●観光消費額は、新型コロナウイルス感染症の影響を引き続き大きく受けて
いる。また、天⻯⾈下りやいちご狩り等の⼈気コンテンツの休⽌やドライ
ブイン施設の閉鎖が発生している。

●R４年３⽉に開催された飯⽥お練りまつりでは、期間中延べ20万⼈（主催
者発表）が来訪し、これに併せて南信州の観光情報を掲載したチラシを作
成・配布してリピーター獲得に向けた情報発信に取り組んだ。

●３地域振興局（南信州、上伊那、木曽）連携により、周遊滞在型観光コン
テンツづくりに向けた検討やファムトリップを実施した。

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響が続き目標値を大幅に下回っているが、

「信州割SPECIAL」等の支援策が観光需要を下支えしている。また、アウ
トドアコンテンツの伸び等観光トレンドが急速に変化している。

【今後の取組の方向性】

●観光施策の制度周知と需要に即したコンテンツの掘り起こし及び効果的な発
信が重要。

⇒観光関係者への観光需要喚起策の制度周知及び自然を活かしたアウトド
アコンテンツ等、観光需要に合ったコンテンツの掘り起こしとマーケットを見据
えた効果的な情報発信を行なう。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
観光消費額
観光地利⽤者統計

(観光部調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 97.7 億円 108.5 億円 65.4 億円

南信州地域計画の政策評価 １ 地域の潜在⼒を活かした産業が躍進する南信州
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昼神温泉
南アルプス

信州割SPECIAL
開始

コロナ
第４波

コロナ
第５波

コロナ
第３波

1

●新型コロナウイルス感染症の影響で、飲食店の需要が低迷しシードルの醸
造量は落ち込んだが、消費回復による需要の⾼まりから、各醸造所が増産
等に転じ、昨年に続き増加した。

●醸造所数は、令和３年度末に新たに１か所稼働し、管内の醸造所数は７
か所となったことから、今後さらに醸造量の増加が⾒込まれる。

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響等で減少したシードル醸造量は、目標

値を下回っているが、回復傾向にある。新たに醸造所も１件稼働し、シー
ドルの産地としての土壌が形成されつつある。

【今後の取組の方向性】

●「シードルの振興」には、産地である域内の認知度向上と、消費拡大に向けた取
組で、醸造量の増加が必要。

⇒物産展への参加による認知度向上、管内醸造者による産地のブランド化及び
消費拡大の研究、テイスティングや味覚分析による検証、原料の低コスト生産
技術の実証等により、醸造量の増加に引き続き取り組んでいく。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

シードルの醸造量
（南信州地域振興局調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 40.0 kl 55.0 kl 50.7 kl

南信州地域計画の政策評価 １ 地域の潜在⼒を活かした産業が躍進する南信州
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●市⽥柿の大規模加⼯施設等による加⼯拡大により、原料となる生柿に対
する需要が拡大し、生柿の単価が上がってきている。

●生産者向けの研修会等は、確実に市⽥柿の品質を向上させ、販売価格の
安定につながっている。

●関係者が品質やブランド⼒の向上に取り組んだ結果、原材料の需要が⾼
まり栽培⾯積は増加傾向にあったが、離農する⾼齢者の柿園の継承が進
まず、基準年度以降初めて、栽培⾯積が減少した。

【重点政策の評価】
新規就農者は増加し、地域の生産意欲は⾼く維持されているが、生産者

の⾼齢化による、柿園の継承や管理が課題となっている。
放棄柿園が発生しないように継承を進める為、マッチング等の支援が課

題となっている。
【今後の取組の方向性】

●高齢化する柿栽培者の柿園を次世代に継承できる支援が必要。

⇒管理されない柿園の情報と新規就農者等柿栽培希望者とを橋渡しでき
るよう、関係機関と情報を共有してマッチングを進め、減少する栽培面積
の維持・拡大に取り組む。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

柿の栽培⾯積
(農政部調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 517 ha 542 ha 528 ha

南信州地域計画の政策評価 １ 地域の潜在⼒を活かした産業が躍進する南信州
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●素材生産量は、⺠有林の搬出間伐が減少した⼀⽅で、木質バイオマスな
ど新たな需要にけん引された⺠有林主伐量が全体の35％を占め、前年⽐
44％増となった。

●⾼齢層、若年層の林業従事者が減少しているなか、主⼒となる中間の年
代層は⼀定数を維持している。また、造林から素材生産への業務内容の
移⾏に合わせ、素材生産に従事する者の割合は増加している。

【重点政策の評価】
主伐の増加により生産量は回復したが、間伐から主伐への移⾏、低質

材・林地残材のチップ利⽤といった木材の⾼度利⽤が進んでいないため、
素材生産量が目標とする⽔準まで届かなかった。

【今後の取組の方向性】

●素材生産の効率化と木材の高度利用・地産地消の促進が必要。

⇒傾斜や路網等の条件から生産適地の抽出や架線集材技術の普及等
による生産性の向上と、地域内での無駄がない木材利用を目指した生
産現場と加工事業者とのマッチング支援などに取り組む。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

素材（木材）生産量
(林務部調)

年度 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 34,554 ㎥ 40,000 ㎥ 30,527㎥

南信州地域計画の政策評価 １ 地域の潜在⼒を活かした産業が躍進する南信州
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●南信州広域連合や市町村と連携し、「南信州暮らし応援隊」による先輩
移住者が出場するオンライン移住セミナーの開催や、情報発信に取り組
んだ。

●世帯主の出身地都道府県別割合は、愛知県が最も⾼い。

【重点政策の評価】
昨年度落ち込んだ移住者数は、令和３年度に大きく増加した。オンラ

インイベントは全国の移住関心層の気軽な参加が期待できる反⾯、南信
州地域の魅⼒を⼗分に伝えきれず、継続的な関係性構築に⾄らない点が
課題となっている。

【今後の取組の方向性】

●移住先として人気の高い長野県の中から南信州を選んでもらうため、継続的な
魅力発信が必要。

⇒南信州地域の魅力をYouTube等を活用し継続的に発信しながら、情報発信・
イベント開催の方法や移住者のトレンドを研究し、効果的な取組みを検討する。
また、イベントはオンライン方式と対面方式を併用して開催し、上伊那と連携
する等着実なつながり人口・移住者の獲得を図る。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

移住者数
(企画振興部調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 152 ⼈ 212 ⼈ 190⼈

南信州地域計画の政策評価 ２ 豊かな自然・文化と共生し、人と地域が輝く南信州
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●座光寺スマートインターチェンジ 進捗率 100％
･供⽤開始（2021年３⽉）

●(主)松川インター大⿅線（渡場〜滝沢） 進捗率 100％
・⻄下トンネル 供⽤開始（2018年12⽉）
・東山トンネル 供⽤開始（2019年 ３⽉）

●(主)伊那生⽥飯⽥線 松川町 宮ヶ瀬橋 進捗率 95％

【重点政策の評価】
関係市町村、JRと連携してリニア関連道路の供⽤箇所数は順調に延伸し

ており、取組の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】

●「リニア中央新幹線関連道路の整備」については、早期に供用を開始することが
重要。

⇒早期の供用開始に向け、周辺接続道路工事の進捗を図る。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
リニア中央新幹線関連道路の供⽤開
始箇所数

(建設部調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 0 箇所 3 箇所 2 箇所

南信州地域計画の政策評価 ２ 豊かな自然・文化と共生し、人と地域が輝く南信州

(主)伊那生田飯田線 松川町 宮ヶ瀬橋(橋梁部竣工 2021.12）

(主)伊那生田飯田線 松川町 宮ヶ瀬橋 (施工中 2019.1)

6
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●南信州⺠俗芸能パートナー企業・団体数は、当初目標を上回り、
実質横ばいで推移している。（経営移譲により１減）

●ホームページやメールマガジンによる広報やボランティア活動時
のビブス着⽤等によるパートナー企業の活動の⾒える化、⺠俗芸
能の必要性への理解を深める勉強会の開催等により、支援の輪が
広がってきている。

【重点政策の評価】
登録数は目標値を上回っている。⺠俗芸能団体が抱えている課

題や必要としている支援、パートナー企業が支援できることの整
理が課題。

【今後の取組の方向性】

●課題を抱える民俗芸能団体が、継続的な活動を行うために効果的な支
援をしていくことが必要。

⇒民俗芸能団体への実質的な支援につなげるため、団体へのヒアリング
によりニーズを把握し、要望に合ったパートナー企業とのつながりを再
構築するよう新たに取組みを進める。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
南信州⺠俗芸能パートナー企業登録
企業・団体数

(南信州地域振興局調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 18 企業・団体 70 企業・団体 100企業・団体

南信州地域計画の政策評価 ２ 豊かな自然・文化と共生し、人と地域が輝く南信州
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7

●人口10万⼈当たり医療施設従事医師数は、197.0⼈(2020年）とな
り緩やかながら上昇傾向を続けている。

●圏域全体の医療施設従事医師数は、300⼈前後で推移しており、
2020年度では306⼈となっている。

●医療需要は、圏域内でほぼ完結している。

【重点政策の評価】
医師の適正配置や、中⼩病院・診療所への⽀援などの取組により、

地域で必要な医療提供体制を維持しており、⼀定の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】

●人口減少社会の中であっても、現在の医師数を維持しつつ、圏域におけ
る医療需要に対応できる機能を維持することが重要。

⇒引き続き、医師の適正かつ効果的な配置と医師を志す学生への支援、
中小病院・診療所や遠隔医療への支援等に取り組む。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
⼈口10万⼈当たり医療施設従事医師
数

医師・⻭科医師・薬剤師調査(厚生労働書)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 188.4 ⼈ 200 ⼈以上 197.0 ⼈

南信州地域計画の政策評価 ３ 安全・安心な暮らしが実現できる南信州
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●参加意向率は、アンケート結果によると、社会活動講座を受講すること
でシニア大学卒業時に大幅に⾼まる傾向にある。

●学生数は近年減少傾向にあり、2022年度の⼊学者数は、定員60名に対
し31名となっている。

●リニア時代に向け、伊那谷全体に興味をもってもらうような講義内容と
した。

【重点政策の評価】
社会活動講座に重点を置き、内容を拡充した効果によって、社会参加

意向率はシニア大学⼊学時と⽐較し、卒業時には大幅に増加している。
シニア大学は⾼齢者の社会参加意識の向上に大きな効果を上げている。

【今後の取組の方向性】

●学びを充実して高齢者が社会に参加する気運を醸成することが重要。
⇒シニア大学の学生確保やカリキュラムの充実を図ることで、社会参加意識
を高める。また、シニア活動推進コーディネーターを中心に地域社会と高齢
者のニーズのマッチングに取り組むことで、積極的な社会参加を促す。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
シニア大学卒業後の社会参加活動へ
の参加意向率

((公財)⻑野県⻑寿社会開発センター調)

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 49.2 ％ 60.0 % 46.2％

南信州地域計画の政策評価 ３ 安全・安心な暮らしが実現できる南信州
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●住宅の耐震化率を上げるため、市町村と連携し、耐震診
断や改修に係る助成制度等の啓発活動に取り組んでいる。

●南信州地域の2021年度の耐震改修実施件数は、25件
と前年度より増加した。（前年度⽐＋25％）

【重点政策の評価】
目標値には達しなかったが、助成制度を活⽤した耐

震診断や耐震改修を継続して実施しており、耐震化率は
確実に向上している。

【今後の取組の方向性】

●「住宅の耐震化の促進」について、所有者に必要性を認識し
てもらうことが重要。

⇒市町村と連携し、補助制度の拡充や耐震化の必要性につ
いて、引き続き啓発していく。

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
住宅の耐震化率

(建設部調)
（※最新値（2018）は推計値）

年度 基準値
(2013)

目標値
(2022)

最新値
（2018）

実績値 75.7 % 90.0 % （80.2 ％）

南信州地域計画の政策評価 ３ 安全・安心な暮らしが実現できる南信州

2002〜
2017 2018 2019 2020 2021 計2016

耐
震
診
断

住 宅(⼾)
（簡易診断） 2,672 — — — — — 2,672

住 宅(⼾)
（精密診断） 3,253 64 68 94 64 60 3,603

避難施設(棟) 3 0 0 0 0 0 3

耐震改修(件)
（ ):建替⼾数(内数) 367 22

（6)
26

（7)
21

（9)
20

（8)
25

（6)
481

（39)

家具転倒防止(件) 12,571 — — — — — 12,571 

助成実績

10
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 製材業の製品出荷量
(林務部調「⻑野県⽊材統計」)

年 基準値 (2015) 目標値 (2021) 最新値 (2020)

実績値 13,705㎥ 15,075㎥ 12,396㎥

１－１ 「木曽らしさ」を活かした地域づくり
〜⽇本の宝である「木曽の森林」や林業・木⼯関係教育機関等の集積を活かす〜

木曽地域計画の
政策評価

● 最新値の2020年は、対前年⽐107%と県内向け出荷量が 増加し、製
材品出荷量の増加は２ヵ年連続となった。

● 地域材を活用した公共建築物は、2020年の⽊曽町、上松町庁舎のほ
か、2021年の⼤桑村庁舎の内装⽊質化、南⽊曽町（公⺠館）の⽊造
化に加え、県の林業⼤学校男⼦寮も⽊造による建設が進み、地域材の
利用拡⼤を図るための⾒学会等が⾏われている。

●地域材製品の安定供給に向け、事業者の製材施設整備が進むとともに、
2022年は品質の確かなＪＡＳ⼯場の年度内取得に向けた申請準備
に取り組んでおり、⽊曽地域内への出荷量の増加が期待できる。

(m3)

【指標内容】丸太を製材（加⼯）した製品の出荷量（林業･⽊材加⼯業）の高付加価値化に関する指標 ／ 【目標設定】現状(2015)の10％増加を目標に設定

出典︓⻑野県⽊材統計(林務部調)

⽊曽地域の製材業の製品出荷量内訳（県内・県外）

区 分 2019 2020 増減率

県内向け出荷量 5,272m3 (45.7％) 6,131m3 (49.5％) 116%

県外向け出荷量 6,267m3 (54.3%) 6,265m3 (50.5%) 100%

合 計 11,539 12,396 107%

出典︓⻑野県⽊材統計(林務部調)

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
全国的に⽊材不⾜・価格高騰（いわゆるウッドショック）などが続いて
いる中で、2020年の⽊曽地域の製品出荷量は増加に転じた。
引き続き、目標達成に必要な販路拡⼤対策等に取組む。

【今後の取組の方向性】
● 木曽地域木材産業振興対策協議会において策定した木曽地域の林業木材

産業の高付加価値化推進のためのロードマップに基づく取組を着実に推進す
るとともに、継続していくことが必要

● 木曽の木材製品の強みや魅力を県内外に発信するため、業界ホームページで
の木曽産材の強みのPR、JAS工場の認証の早期取得、効率的な流通に必要
な原木の強度別の仕分の検証流通など、多様な取組を実施

13,705 
12,851 

11,303 10,954 11,539 
12,396 

15,075 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 目標
(2021)

⽊曽地域の製材業の製品出荷量推移（総数）

1

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
観光客１人当たりの

消費額単価
(⻑野県観光機構調「来訪者満⾜度調査」)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2020)

実績値 18,874円 20,000円 ―

１－２ 「木曽らしさ」を活かした地域づくり ①
〜⽇本遺産にも認定された、優れた「観光資源」を活かす〜

木曽地域計画の
政策評価

● コロナ禍においてインバウンドの回復が⾒込めない中ではあったが、
コロナ後を⾒据えた観光施策を推進した。

● より多様化する観光客のニーズに応えるため、上伊那・南信州・
⽊曽の３地域で連携し、広域的な観光客受⼊体制の検討を⾏った。

● 具体的には、各地域の観光素材の基礎調査や、２地域ごとに周遊す
る商品を検討しファムトリップを実施した。

【指標内容】⽊曽地域内で観光旅⾏者が⽀出した宿泊費、交通費、飲⾷費等の１人当たり平均⽀出額
【目標設定】飲⾷･買物等各１コインずつ（計1,000円）の増加を目標に設定

出典︓⻑野県観光機構調「来訪者満⾜度調査」

滞在時間

⽀出⾦額の内訳

出典︓⻑野県観光機構調「来訪者満⾜度調査」

出典︓⻑野県観光機構調「来訪者満⾜度調査」

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
コロナの影響により観光客の消費⾏動は制約を受け、インバウンドを
中心とした観光客は⼤幅に減少したため、取組の成果が十分に表れて
いない。

【今後の取組の方向性】
「Ａｆｔｅｒコロナ時代を見据えた観光振興方針」を踏まえ
● 体験プログラム、着地型ツアー等のメニューを増やし、木曽地域内での滞在時

間を延ばす取組が必要
● 地域全体に経済効果をもたらす滞在型観光地域づくりに向けて日本遺産・中山

道を活かしていくことが必要
● リニア開通を見据え、より広域的に観光客を受け入れるため、上伊那・南信州・

木曽の３地域でストーリー性や客層を明確にした商品の検討を行う

18,874 
18,321 18,492 

16,930 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2016 2017 2018 2019

木曽エリア国内旅行者
１人あたりの消費額(円)

2019年度 日帰り １泊２日 ２泊３日 ３泊以上 不明

木曽（％） 59 37 2 2 0

県全体（％） 38 40 15 7 0

2019 交通費 宿泊費
(宿泊者のみ)

飲食費 買い物費 その他

木曽（円） 5,859 14,827 3,333 3,108 2,870

県全体（円） 7,231 17,246 4,210 4,192 3,218

2019 日帰り １泊２日 ２泊３日 ３泊以上 不明

木曽（％） 59 37 2 2 0

県全体（％） 38 40 15 7 0

2020年度から調査⽅法の変更により実績値なし

2
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 観光地延利用者数
(観光部調)

年 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 221万人 290万人 155万人

１－２ 「木曽らしさ」を活かした地域づくり ②
〜⽇本遺産にも認定された、優れた「観光資源」を活かす〜

木曽地域計画の
政策評価

● 新型コロナウイルス感染症の影響等により落ち込んだ郡内の観光地
延利用者数は2021年について、2020年⽐では約7%回復したものの、
インバウンド客に人気の宿場、峠歩きは、インバウンド受⼊再開が⾒
通せず、2019年⽐では△31.2%と⼤幅に落ち込んだ⽔準となっている。

● ３密が回避できる屋外観光地の一部では、コロナ前の2019年を上回る
延利用者数となった観光地もあった。

【指標内容】管内観光地を訪れた日帰り客、宿泊客の延人数
【目標設定】御嶽山噴火前（2013年）への回復を目標に設定

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響により、⽊曽全域で利用者数が落ち込
んだ。Ａｆｔｅｒコロナに向け、御嶽山や中山道等の地域資源を活用し
た観光客回復対策が必要。

【今後の取組の方向性】
「Ａｆｔｅｒコロナ時代を見据えた観光振興方針」を踏まえ

● 木曽エリアが一体となり、御嶽山や中山道をはじめとする様々な資源を有効に
活用し、効果的に発信する

● 体験プログラムや着地型ツアーの充実による来訪者の満足度の向上と、
SNS等を活用した木曽地域の魅力発信等への継続的な取組が必要

● インバウンド復活に向け、キャッシュレス化、公衆Wi-Fi等の整備促進が必要

出典︓⻑野県観光部調「⻑野県観光地利用者調査」

3

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 外国人延べ宿泊者数
(観光部調「外国人宿泊者数調査」)

年 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2020)

実績値 17,973人泊 30,000人泊 2,052人泊

１－２ 「木曽らしさ」を活かした地域づくり ③
〜⽇本遺産にも認定された、優れた「観光資源」を活かす〜

木曽地域計画の
政策評価

● ⽊曽地域の外国人延べ宿泊者数は、新型コロナウイルス感染症の影響
により、⼤きく落ち込んだ。

● ⽊曽地域の外国人宿泊者の国・地域別構成割合は、アジア地域(46％)
が最も多く、次いで豪州(21％)・欧州(11％)・北⽶(７％）で多い。
県全体と⽐較した場合、欧州の割合が⼤きい。

【指標内容】⽊曽地域内の旅館やホテルに宿泊した外国人の延べ人数
【目標設定】⼤桑村以北のハイカー宿泊数について現状の３倍増加を目標に設定

近隣地域の外国人宿泊者数

出典︓⻑野県観光部調「外国人宿泊者数調査」、高山市観光統計

出典︓2020年⻑野県観光部調「外国人宿泊者数調査」

出典︓⻑野県観光部調「外国人宿泊者数調査」

【関連データ】【関連データ】

外国人宿泊者の国・地域別構成割合

【重点政策の評価】
インバウンドを中心とした観光客の増加傾向を背景に、外国人延べ宿泊
者数は順調に推移していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により
⼤きく落ち込んだ。Ａｆｔｅｒコロナのインバウンド受⼊再開への対策
が必要。

【今後の取組の方向性】
● 外国語に対応した魅力発信等の誘客促進を継続して取り組むことが必要
● 地元向け研修会の開催、公衆Wi-Fi設置やキャッシュレス促進等により、受入

環境の整備を進めることが必要
● 近隣地域からの誘客や地域内での周遊を促進し、宿泊者数の増加を図る取組

が必要
● 今後のインバウンド誘客は、木曽地域の自然や文化等の地域資源を保全しな

がら、日本の趣きを感じられる、持続可能な観光地域づくりが必要

2020年 高 山 松 本 木 曽
宿泊者数(人) 108,720 21,181 2,052

4
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
御嶽山噴火警戒レベル

の認知度
(⽊曽地域振興局調)

年 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 — 100％ 79.8％

２ 「御嶽山」の安全対策の推進と土砂災害の防止等 ①
〜時間経過による風化ではなく、着実に前進していく〜

木曽地域計画の
政策評価

● 2021年の単年度目標値「100％」は達成できず。(79.8％)

【指標内容】御嶽山噴火警戒レベルを認識している登山者の割合
【目標設定】情報提供の充実等を踏まえて設定

【関連データ】【関連データ】

【単年度目標値・実績値】

【重点政策の評価】
町村、御嶽山火山マイスター等と連携してＰＲ活動等を⾏ったが、噴火警戒レベ

ル認知度の単年度目標値は達成できなかった。
噴火災害から７年が経過するなかで登山者の防災意識が低下してきたことに加え、

警戒レベル１（活火山であることに留意）であった※が、避難施設等の安全対策が
整うまで火⼝から概ね１㎞の⽴⼊規制を継続していたため、噴火警戒レベル２と混
同したことが原因の１つと推察される。

一⽅で、⽴⼊規制の認知度は高い値(96.7％）であったことから、情報提供等の
取組について、一定の成果は得られたと考えられる。
※2022年２⽉23日に噴火警戒レベル２に引き上げ

※令和４年２⽉23日に噴火警戒レベル２に引き上げ【今後の取組の方向性】
● 登山者等の噴火警戒レベルの認知度向上のため、御嶽山火山防災協議会

等が次の取組を実施

・ ビジターセンターにおけるリアルタイムの情報発信
・ ホームページ、ポスター掲示等の情報提供
・ 御嶽山火山マイスターによる火山知識等の啓発活動
・ 町村や観光関係団体が行う観光ＰＲ及び民間情報発信サイトとの連携
・ 登山計画書への噴火警戒レベル及び立入規制図の掲載

※ 御嶽山火山防災協議会
活動火山対策特別措置法第４条第１項の規定により、御嶽山で想定される火山現象の状況に
応じた警戒避難体制の整備を行うため、長野・岐阜両県の自治体や消防、観光関係団体等で
構成された組織

年 2018 2019 2020 2021 2022

認知度
目標値 80％ 90％ 100％ 100％ 100％
実績値 82.4％ 84.2％ 83.3％ 79.8％

噴火警戒レベルと規制対応の推移

剣ヶ峰

王滝頂上

王滝奥の院

女人堂

石室山荘

二ノ池新館 二ノ池本館

二ノ池

八合目避難小屋

九合目避難小屋

⿊沢⼗字路

規制緩和開始日︓2020.8.1
R3 規制緩和 : 2021.7.10〜10.12

⽴⼊禁止（火⼝から概ね１㎞）

噴火警戒レベル１（活火山であることに留意）

噴火警戒レベルと規制状況（2021.4.1現在※）

規制緩和開始日︓2018.9.26
R3 規制緩和 : 2021.7.1〜10.12

年 ⽉ 日 対 応 実施主体
2014 9 27 噴火警報発表 噴火警戒レベル３（警戒が必要な範囲４㎞）

2015
1 19 噴火警報発表 噴火警戒レベル３（警戒が必要な範囲３㎞）
3 31 噴火警報発表 噴火警戒レベル３（警戒が必要な範囲２㎞）
6 26 噴火警報発表 噴火警戒レベル２（警戒が必要な範囲１㎞）

2017 8 21
噴火警報発表 噴火警戒レベル１（注意が必要な範囲500m）
※ただし、１㎞の⽴⼊規制は継続
（2018年から期間を限って一部規制緩和）

⽊曽町､王滝村
下呂市

2022 2 23 噴火警報発表 噴火警戒レベル２（警戒が必要な範囲１㎞）

[参考]（2021）⽴⼊規制認知度 96.7％

※2022年２⽉23⽇に噴火警戒レベル２に引き上げ 5

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
災害時住⺠⽀え合いマップの

作成済み地区数
(健康福祉部調)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 157地区 175地区 283地区

２ 「御嶽山」の安全対策の推進と土砂災害の防止等 ②
〜時間経過による風化ではなく、着実に前進していく〜

木曽地域計画の
政策評価

● 2019年度で作成済地区数は目標値を達成した。
● 上松町・⽊祖村・王滝村は全地区で災害時住⺠⽀え合いマップを作成

済み。
● ⽊曽町・南⽊曽町・⼤桑村では未作成の地区があるため、今後も町村

との連携等による継続的な⽀援が必要。

【指標内容】⽊曽圏域内における災害時住⺠⽀え合いマップ作成済み地区数＜全地区数︓311地区）
【目標設定】年間３地区の作成を目標に設定

町村名 作成済地区数
（※１）

未作成地区
（※２） 作成割合

上松町 38 0 100.0%

南⽊曽町 55 6 90.2%

⽊曽町 115 21 84.6%

⽊祖村 20 0 100.0%

王滝村 10 0 100.0%

⼤桑村 45 1 97.8％

合計 283 28 91.0%

※１ 作成不要地区数は除く ※２ 作成困難地区数を含む
出典︓⽊曽保健福祉事務所調

（R04.3.31現在）

【 災害時住⺠⽀え合いマップの策定状況 】（速報値）

【関連データ】【関連データ】

○ 災害時住⺠⽀え合いマップとは
災害の避難時に⽀援が必要な要配慮者、⽀援者、社会資源等を表記した地図

○ 県の⽀援
（1）住⺠の⽀え合いによって要配慮者が安全に避難できる地域づくりを進めるため、

県社会福祉協議会等と協⼒しながら、マップの作成を⽀援するとともに、活用
の促進を図る。

（2）災害対策基本法に基づく避難⾏動要⽀援者名簿、個別計画等と一体的に推進が
図られるよう、関係部局と連携し、市町村等へ必要な情報提供を⾏う。

【重点政策の評価】
町村等との連携した取組により、災害時住⺠⽀え合いマップの作成済み
地区数は堅調に推移しており、取組の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】
● 支え合いマップ作成地区数の更なる増加に向けた継続した取組が必要

・ 町村職員を対象とした説明会の実施と協働体制の構築
・ 長野県社会福祉協議会が配置する専門員を活用した支援メニューの提供
・ 地域福祉総合助成金による支え合いマップ作成経費の助成
・ 未作成地区を有する町村（南木曽町、木曽町、大桑村）について、町村と

協働し、地区の状況を確認

6
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 移住者数
(企画振興部調)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 69人 94人 35人

３ 人⼝減少下における人材の確保 ①
〜「木曽らしさ」の再認識と発信により流出を防ぎ、移住・定住、交流人⼝を拡⼤する〜

木曽地域計画の
政策評価

● 町村等と連携し、⽊曽地域の情報発信や相談・受⼊体制を整備し移住を
推進している。

● 一⽅で、県全体の移住者数が、コロナ禍を契機とする意識の変化やテレ
ワークの普及等により増加傾向にあるのに対し、現状では、⽊曽地域に
波及していない。

【指標内容】新規学卒Ｕターン就職者や数年内の転出予定者等を除く県外からの転⼊者
【目標設定】県全体の目標をもとに設定

出典︓市町村窓⼝アンケート結果（信州暮らし推進課）

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
⽊曽地域に関し、これまで一定数の移住者があることから、「移住・定
住ポータルサイト」のＰＲをはじめ、交流などを含めた現⾏の取組を継
続していく。
移住者を増加させるために、⽊曽の強みを活かした取組の強化が必要。

【今後の取組の方向性】

● 木曽地域の知名度の向上・魅力発信、広域連携による取組を維持

（パンフレットの作成、SNSの活用、PR動画配信、移住体験ツアー・セミナー等）

● 岐阜県や愛知県との木曽川上下流交流などを通じた、地域情報の発信を

推進

● 地域のブランディング化とあわせた取組を推進
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
新規就農者数

（直近５か年の累計）
(⽊曽地域振興局調)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 8人 10人 13人

３ 人⼝減少下における人材の確保 ②
〜「木曽らしさ」の再認識と発信により流出を防ぎ、移住・定住、交流人⼝を拡⼤する〜

木曽地域計画の
政策評価

● 単年度の新規就農者数は、概ね2名程度で推移。
● 新規就農者は、他産業からのUターン者 (⽊曽地域

出身者)が多くを占め、年代では20代・30代の割合
が多く、親元 (親族)就農する ケースが多い。

● ⽊曽地域の主⼒農産物（はくさい・繁殖和⽜）への
就農が多い。

【指標内容】⽊曽地域における45歳未満の新規就農者数（直近５か年の累計数）
【目標設定】年間２名程度の新規就農を目標に設定

【達成指標（目標値）】
①45歳未満の次の者の合計。

・新規学卒及びＵターンし自営農業への従事が主になった者
・農地等を新たに取得し農業経営を開始した者新規参⼊者）
・法人等に常雇いとして雇用された者 （法人就農者）

②農業農村⽀援センターが町村及びＪＡの協⼒を得て集約。
③直近5カ年の累計とし、離農者を除く。

【関連データ】【関連データ】

新規就農者数の推移（単年度内訳）

【重点政策の評価】
単年度の新規就農者数は目標どおり推移しており、
新規就農者の獲得に向けた取組の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】
● JAや町村等関係機関との連携による、研修から就農・

営農初期の経営安定までの計画的な支援が必要
● 地域の主力農産物であるはくさい・繁殖和牛農家の所得

向上に向けた取組支援が必要
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新規就農者の推移（直近5カ年累計・単年度
出典：農業農村支援センター

単年度新規就農者数 直近5か年累計新規就農者数
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 特定健診受診率
(⻑野県国⺠健康保険団体連合会調)

年度 基準値 (2015) 目標値 (2021) 最新値 (2020)

実績値 54.7％ 58.7％ 54.6％

４ 生活基盤・経済活動基盤の確保 ①
〜県・町村・関係機関が連携し、暮らしを⽀える基盤を維持する〜

木曽地域計画の
政策評価

●特定健診受診率は2018年度60.3％、2019年度59.2％と、2021年
度の目標値58.7％を上回っていた。
2020年度の特定健診受診は、新型コロナウイルス感染症の影響で
健診を控えた⽅が多く、受診率は54.6％と低下した。

【指標内容】特定健康診査対象者数に占める特定健康診査受診者数の割合（市町村国保分）
【目標設定】県全体の目標をもとに設定

出典︓⻑野県国⺠健康保険団体連合会調

⽊曽地域の特定健診受診率

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
町村や地元開業医と連携した啓発活動の推進が特定健診受診率の向上
につながった。2019年度以降、新型コロナウイルス感染症拡⼤によ
り、受診率は低下したが、感染症終息後は、これまでの取組を推進す
ることにより、受診率は回復すると思われる。

【今後の取組の方向性】
● 新型コロナウイルス感染症の感染状況を見据えつつ、次の取組が必要

・ 信州ACEプロジェクトの推進
・ 受診率が向上した町村の事例検証と優良事例の水平展開
・ メディア等を活用した積極的な受診勧奨
・ 国保データベース（KDB）システムを活用したデータ分析による、町村の

健康課題の見える化
・ 効果的かつ効率的な保健事業の検討と事業の推進

54.7%
56.4%

58.8%
60.3% 59.2%

木曽郡平均, 

54.6%

上松町, 38.8%

南木曽町, 71.1%

木曽町, 61.3%

木祖村, 43.1%

王滝村, 33.3%

大桑村, 48.4%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

2015 2016 2017 2018 2019 2020 年度

9

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
⽊曽川右岸道路（南部）

の整備率
(⽊曽建設事務所調)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 50％ 60％ 61％

４ 生活基盤・経済活動基盤の確保 ②
〜県・町村・関係機関が連携し、暮らしを⽀える基盤を維持する〜

木曽地域計画の
政策評価

 登⽟〜和村⼯区（上松町、⼤桑村）3.2㎞、川向⼯区（南⽊曽町）1.8㎞
が2020年度に供用し、目標を達成

【指標内容】⽊曽川右岸道路（南部）の計画延⻑のうち、整備した延⻑割合
【目標設定】整備スケジュールをもとに設定

【 全体（南部）計画区間 L＝45.0km 】完成供用区間 L＝22.6km ⇒ 27.6km

＜参考＞ ⽊曽川右岸道路（南部） 全体計画イメージ

至 愛知県 至 松本市

南⽊曽町 ⽥⽴
H28〜

L=0.9km

⼤桑村 読書ダム
〜 南⽊曽町 ⼾場
H28〜 L=3.6km

⼤桑村 ⼤桑〜殿
H28〜 L=0.8km

⼤桑村 和村橋
H31〜

L=0.4km

上松町 登⽟
〜 ⼤桑村 和村

H22〜R2 L=3.2km

南⽊曽町 高瀬橋
R3〜 L=0.2km

区 分 2016 2021

完成供用 22.6 (50％) 27.6 (61％)

事業中(検討区間含む) 19.4 (43％) 14.4 (32％)

国道19号利用区間 3.0 (7％) 3.0 (7％)

合 計 45.0 (100％) 45.0 (100％)

（単位︓km、％）
⽊曽川右岸道路(南部) 延⻑内訳表

登⽟〜和村⼯区 2020.12.24供用開始

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
⽊曽川右岸道路（南部）整備は計画どおり進捗しており、取組の成果
が表れている。

【今後の取組の方向性】
● （町）川向梛野線南木曽町高瀬橋工区 2021年度新規事業化
● 引き続き木曽川右岸道路(南部)計画区間の着実な進捗管理を実施

⼤桑村 殿〜阿寺
R2〜

L=0.8km

南⽊曽町 川向
H19〜R2
L=1.8km

Ｈ元〜H19 L＝18kmＨ18〜H23 L＝1.7kmＨ５〜H13 L＝2.9km

10
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
⽔質の環境基準達成率

（河川）
(環境部調「⽔質測定結果」)

年度 基準値 (2016) 目標値 (2022) 最新値 (2021)

実績値 100％ 100％ 100％

４ 生活基盤・経済活動基盤の確保 ③
〜県・町村・関係機関が連携し、暮らしを⽀える基盤を維持する〜

木曽地域計画の
政策評価

● ⽊曽管内では、次の４地点の⽔質を、毎⽉１回定点測定している。
・新菅橋（⽊祖村）
・小川橋（上松町） ＜⽊曽川⽔系⽊曽川＞

・三根橋（南⽊曽町）
・桑原（⽊曽町） ＜⽊曽川⽔系王滝川＞

● 上記測定地点における⽔質検査の結果、いずれの地点においても
BOD環境基準値１mg/ℓを超過する地点はなく、⽊曽川⽔系の⽔

質は良好な状況。
● ⽔質汚濁防⽌法施⾏令で規定された特定施設(※)の設置者への⽴⼊

を実施（2021年度⽴⼊実績︓37回）。
※ ⽊曽管内の主な特定施設︓旅館業の用に供する施設（ちゅう房、洗濯、⼊浴施設）、し尿処理

施設、下⽔道終末処理施設 等

【指標内容】⽊曽地域の主要河川の環境基準（BOD）達成地点数の割合（基準達成地点数／⽔質常時監視地点数）
【目標設定】現状維持を目標に設定

出典︓⽔質測定結果（環境部調）

測定地点 2017 2018 2019 2020 2021

新菅橋（⽊祖村） 0.5 0.8 0.6 0.7 0.5

小川橋（上松町） 0.5 0.5 0.5未満 0.7 0.5未満

三根橋（南⽊曽町） 0.5未満 0.5 0.6 0.5未満 0.5

桑原（⽊曽町） 0.5未満 0.6 0.5未満 0.6 0.6

⽊曽管内の河川の⽔質測定結果（BOD)
（環境基準１mg/ℓ以下）

（単位︓mg/ℓ）

■⽔質環境基準
・人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準

として「環境基準」が環境基本法に基づいて定められている。
（健康項目／生活環境項目）。

・河川の環境基準︓BOD（生物化学的酸素要求量）１mg/ℓ以下

■⽔質汚濁防⽌法
・汚⽔⼜は廃液を排出する施設で政令で定めるものを特定施設といい、特定施

設を設置している⼯場や事業場を「特定事業場」という。
・河川や海域等の公共用⽔域の⽔質汚濁を防⽌するため、この「特定事業場」

からの公共用⽔域への排⽔について排⽔基準を設定。

（ 参 考 ）

【関連データ】【関連データ】

【重点政策の評価】
⽊曽川⽔系の定点測定による⽔質検査や特定施設への⽴⼊検査などの
⽔質監視を着実に⾏っており、取組の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】
● 測定４地点における毎月１回の定点測定を引き続き実施
● 水質汚濁防止法施行令で規定された特定施設の設置者への立入検査を

引き続き実施し、放流水の水質を監視することが必要
11
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

1

松本地域計画の政策評価 １ 信州まつもと空港を活かした観光振興

●2021年の観光消費額及び延宿泊客数は、新型コロナウイルス感染
症の影響により、観光消費額は前年⽐4.5%の微増、延宿泊客数は
0.4％と前年同程度に留まった。

●2021年度の信州まつもと空港利⽤者数は130,056人であり、
神⼾線の複便化等により、前年度⽐171.1％と大幅に増加した。

観光地 観光地類型 前年⽐
安曇野穂高温泉郷 温泉 △345,400人 68.9％

安曇野湧水群 名所･旧跡 430,800人 198.3％
上高地 山岳 90,300人 121.2%
松本城 名所･旧跡 7,000人 101.9％

松本地域 504,300人 108.2％

■主な観光地の利⽤者延数

■観光消費額及び延宿泊客数の推移

出典︓令和3年観光地利⽤者統計調査（観光部）

出典︓観光地利⽤者統計調査（観光部）

【重点政策の評価】
新型コロナウイルス感染症の影響により、観光消費額及び延宿泊者
数の回復には⾄っていないが、空港の運⽤時間の延⻑や神⼾線の複
便化等により、観光等における空港利⽤の利便性が向上した。
【今後の取組の方向性】
 Withコロナ時代において、感染拡大防止を前提とした観光需要の回復を図る必要があり、安全・
安心の旅のスタイルによる観光コンテンツの充実や信州まつもと空港の利便性向上に取り組むこ
とが必要。

 「Afterコロナ時代を見据えた観光振興方針」を踏まえ、地域の特色ある観光資源を活用した長
期滞在やリピーター獲得に向けた観光プランの構築など、観光業に対する支援を行うことが必要

 各種観光交通（周遊バス、シェアサイクル、レンタカー等）への運行支援や、観光地へのアクセス
及び広域観光に資する道路等の整備により、収束後を見据えた周遊観光ルートの創出が必要

観光消費額
（観光地利⽤者統計調査（観光部））

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 353億円 391億円 210億円
(前年⽐＋4.5%)

延宿泊客数
（観光地利⽤者統計調査（観光部））

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 3,048千人 3,724千人 1,648千人
（前年⽐＋0.4%)

延
宿
泊
者
数(
千
人)

観
光
消
費
額(

億
円)

60.0%

48.2% 48.8% 50.5% 51.4% 50.5%
53.7%

30%

40%

50%

60%

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
特定健康診査受診率

基準

目標値

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

2

松本地域計画の政策評価 ２ 産学官⾦連携等による健康⻑寿の取組

●2019年度の特定健康診査受診率は53.7％で、前年度より3.2％増加した。
●分娩数と出産数の⽐率は、100％以上を維持しているが、2020年はコロナ禍による⾥

帰り出産の減少に伴い、前年より5.9%減少した。
●産科医療体制の維持・確保に向けて、他地域と連携した啓発活動を実施し、出産・⼦育

て環境の向上に取り組んだ。
【重点政策の評価】

特定健康診査の受診率は、目標値より6.3％低く達成には⾄らなかった。
保険者別にみると、協会けんぽよりも国⺠健康保険の受診率が低いため、医療機関の
協⼒や保険者による受診啓発等により、国⺠健康保険加⼊者が多い60歳以上の未受診
者や、受診率が低い若い世代の健康意識向上に取り組んでいく必要がある。
分娩数と出⽣数の⽐率は100％以上を維持しており、産科医療提供体制の普及啓発や理
解促進に向けた取組の成果が表れている。

松本市 51.9％ ⽣坂村 70.2％
塩尻市 53.1％ 山形村 51.6％
安曇野市 56.9％ 朝日村 57.5％
麻績村 68.9％ 筑北村 64.0％

■特定健康診査受診率（市村別）(2019年)

■特定健康診査受診率の推移

出典︓健康福祉部調

出典︓健康福祉部調

【今後の取組の方向性】
 特定健康診査受診率の増加に向けて、国民健康保険市町村保険事業支援事業の活
用など、市村の体制づくり及び企業が従業員の健康増進を図る取組の支援が必要

 地域における産科医療提供体制を維持確保していくために、引き続き、医療機関の協力
や地域住民の理解促進に向けた取組を推進することが必要

特定健康診査受診率
（健康福祉部調）

年度 基準値
(2014)

目標値
(2019)

最新値
（2019）

実績値 48.2％ 60.0％ 53.7％

分娩数と出⽣数の⽐率
（分娩数(健康福祉部調)、出⽣数(人口動態調査)）

年 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 109.2％ 100.0％以上を維持 104.4％
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3

松本地域計画の政策評価 ３ 地震防災対策の充実強化

●2021年度の住宅・建築物耐震改修総合支援事業を活⽤した耐震改修実施
件数は25件であり、前年度より１件減少した。

●2021年度末の災害時住⺠支え合いマップの作成率は、管内平均94.8％
であり、６市村では作成が完了した。

●信州まつもと空港での災害対応訓練や松本地域に存在する活断層の現地
⾒学会等、地域防災⼒を高めるための取組を実施した。

【重点政策の評価】
住宅の耐震化は、各補助制度の実施や耐震リフォーム講習会の開催等、
多様な支援に取り組んでいるが、耐震診断や改修件数は前年度と同程度で
あり、引き続き、防災や耐震改修に対する啓発が必要である。
災害時住⺠支え合いマップの作成率は、管内６市村が100％となっており、
地域において防災意識の向上や災害対策の強化に向けた取組が⾏われている。

■耐震改修実施件数

松本市 100.0％ ⽣坂村 100.0％

塩尻市 34.8% 山形村 100.0％

安曇野市 100.0％ 朝日村 100.0％

麻績村 100.0％ 筑北村 98.9％

松本地域(管内平均) 94.8%

■災害時住⺠⽀え合いマップ作成状況
（市村別）（2022年３⽉末）

出典︓健康福祉部調

※５年に１度の調査のため、推計値

【今後の取組の方向性】
 住宅の耐震化については、市村や民間事業者等と連携した啓発や支援を行い、建て替えや耐震
改修による地震に強い住まいづくりを促進することが必要。また、災害時住民支え合いマップの作
成に対する支援等、地域の防災力を高めることが必要

 大規模災害に備えた市村や医療機関との体制整備のため、継続的な各種訓練の実施、長
野県広域受援計画を踏まえた市村における計画策定への支援等が必要

住宅の耐震化率
（建設部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2020)

最新値
（2018）

実績値 80.5％ 90.0％ 84.6％ ※
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4

松本地域計画の政策評価 ４ 中⼭間地域の魅⼒向上

●2018年から2020年までの累計荒廃農地解消⾯積は136haであり、再⽣農地で
は園芸作物（⽣⾷⽤ブドウ）の栽培等が⾏われている。

●2020年の素材（⽊材）⽣産量は、50千㎥で前年と同程度であり、カラマツや
アカマツの住宅等への利⽤促進に取り組んでいる。

【重点政策の評価】
荒廃農地について、 2020年は新たに39haが再⽣農地として活⽤される等、
解消⾯積の目標値に対する割合は30.2%と前年より8.6%増加しており、
引き続き、再⽣可能な農地での流通性の高い農産物の⽣産等、効果的な
方法で再⽣に取り組む必要がある。
素材（⽊材）⽣産について、⽊質空間整備事業等の取組を促進し、県産材の
需要・供給拡大による林業振興を推進する必要がある。 ■素材（⽊材）⽣産量

【今後の取組の方向性】
 荒廃農地の解消に向けて、国の交付金等を活用し、再生可能な荒廃農地の有効活用や発生防
止の取組を支援するとともに、市村、JA等と連携しながら、農産物の生産・販売と一体的な再生活
用を推進することが必要

 主伐の促進による素材生産量の拡大に取り組むとともに、ウッドチェンジの普及に努め、県産材の
利用促進を図ることが必要

 木質バイオマス発電施設への燃料供給など、バイオマスエネルギーによるゼロカーボンの推進に資
する取組としてさらなる促進が必要

荒廃農地解消⾯積
（農政部調）

年 基準値
(2012〜2016年の累計)

目標値
(2018〜2022年の累計)

最新値
（2020）

実績値 300ha 450ha 136ha

素材（⽊材）⽣産量
（⽊材統計（林務部））

年 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 36千㎥ 58千㎥ 50千㎥

出典︓林務部調

■荒廃農地解消面積の推移ha

出展︓農政部調

目標値

目標値

36 

58 56 49 50
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

省⼒・低コスト技術の導⼊による
水稲栽培面積（北アルプス地域振興局調）

年度 基準値
(2017)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 35ha 95ha 225ha

酒米（山恵錦）栽培面積
（北アルプス地域振興局調）

年度 基準値
(2017)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 ６ha 35ha 25ha

加工・業務用野菜栽培面積
（北アルプス地域振興局調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 12.2ha 20ha 9.9ha

⺠有林の広葉樹素材（⽊材）⽣産量
（北アルプス地域振興局調）

年 基準値
(2012~2016年の⽣産量から算出）

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 1,600㎥ 2,400㎥ 1,301㎥

⺠有林のアカマツ素材（⽊材）⽣産量
（北アルプス地域振興局調）

年 基準値
(2012~2016年の⽣産量から算出)

目標値
(2022)

最新値
（2020）

実績値 3,900㎥ 8,900㎥ 6,941㎥

製造業の従業者一人当たり付加価値額
工業統計調査（経済産業省）

年 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2019）

実績値 9.3百万円 10.5百万円 16.3百万円

北アルプス地域計画の政策評価 １ 北アルプスの恵みと⼈々の知恵を活かした産業の振興

1

2

 省⼒・低コスト技術の導⼊による水稲栽培面積
⾼密度播種育苗（※）・精密⽥植えの増加に伴い、前年度
比約1.3倍に増加

 酒米（山恵錦）の栽培面積
⽣産農家から⽣産しやすい点が評価され前年度比約1.5
倍に増加

 加工・業務用野菜栽培面積
土壌障害（根こぶ病等）の発⽣等により前年比約５%減少

 ⺠有林の広葉樹素材（⽊材）⽣産量
⽊質バイオマス以外の⽣産体制を構築中のため、計画的
な⽣産・販売につながらず、前年度比約14％減少

 ⺠有林のアカマツ素材（⽊材）⽣産量
松くい⾍被害地において計画的な樹種転換・更新伐を実
施してきた結果、松くい⾍被害量が減少したことにより、
前年比約32%減少

 製造業の従業者一人当たり付加価値額
2019年も管内⼤⼿企業の業績好調を反映し、⾼水準で
推移

※種籾を通常の1.5倍の密度で播種し育苗する技術

北アルプス地域計画の政策評価 １ 北アルプスの恵みと⼈々の知恵を活かした産業の振興

省力・低コスト技術の導入による水稲栽培面積
年   度 2017 2018 2019 2020 2021
水稲直播栽培 15 7 4.3 2.2 2.6

高密度播種育苗・精密田植え 20 121 162 173.9 224.9
計 35 128 166.3 176.1 227.5

（単位：ha）

（北アルプス地域振興局調べ)
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 基盤整備や安定生産のための巡回指導会の実施など、ワイン用ぶどう栽培への支援を
継続

 北アルプス山麓ブランドでは、海外（台湾）に向けたブランド品等のＰＲと販路促進のほか、
生産者の拡大・組織化、販路拡大等を引き続き推進

（林業）
 広葉樹の資源量調査や資源解析、板材の乾燥試験等、これまでの調査・試験の
結果を分析するとともに、関係者と広葉樹材の活用に向けた検討をするなど広
葉樹林業のビジネス化に向けた取組を推進

 計画的な更新伐等により松くい虫被害の拡大を防止。「信州F･POWER プロジェ
クト」バイオマス発電施設の稼働など、再生可能エネルギーの拡大に伴う木質
バイオマス用材の需要増にアカマツ材を活用

【重点政策の評価】
 達成目標は概ね順調に推移し、米の効率的な⽣産の推進、特⾊ある米づくりの推進の取組の成果が表れ

ている。
 広葉樹及びアカマツの⽣産量は前年度より減少したが、計画的な⽣産につながる資源量の把握や⽊質バ

イオマス・板材等として活用する仕組みを継続的に検討するなど、今後の⽣産増及び資源の活用につな
がる取り組みを⾏った。

北アルプス地域計画の政策評価 １ 北アルプスの恵みと⼈々の知恵を活かした産業の振興

【今後の取組方針】
（農業）
 高密度播種育苗・精密田植えは、導入経営体の評価も高く、地域に普及・拡大。引き続き、専用機械の導入等を推進。
 管内の酒蔵と連携し、醸造適性に優れた「山恵錦」の栽培を促進することで評価をさらに高め、契約取引につながるＰＲを推進。
 加工・業務用野菜は、水田の基盤整備と合わせた排水対策やモデルほ場の設置を進めるとともに、飲食店・宿泊施設等における
利用を促進し、作付け面積の拡大を目指す

(製造業)
 下請型から研究開発型企業への転換を促進。
 新型コロナウイルスによる経済的影響を早期に脱し、地域産
業を維持・継続するための支援を継続

主な園芸作物の栽培面積の推移（ha）

2010 2019 2020 2021

タマネギ 0 4.5 3.2 3.1

キャベツ 0 4.4 3.9 3.9

ジュース用
トマト

1.8 3.8 3.3 2.9

計 1.8 12.6 10.4 9.9

17.1 26.0 28.7 30.0

（北アルプス農業農村支援センター推計）

品　目

加
工
・
業
務
用
野
菜

ワイン用ぶどう

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

観光地延利用者数
観光地利用者統計調査（観光部）

年 基準値
(2012〜2016年の平均)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 702万人 724万人 411万人

グリーンシーズン（4〜11月）
観光地利用者数 実績値 446万人 468万人 270万人

北アルプス地域計画の政策評価 2 四季折々に訪れ、北アルプスと安曇野の⾃然を満喫できる観光地域づくり

 2021年の観光地延利用者数は411万人と
2019年から約４割減

 2021年のグリーンシーズン観光地利用者数
は270万人と前年から約1.2倍に増加
 新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響によ

り⼤幅に減少

【重点政策の評価】
シーズンを通しての観光地延利用者数は前年度
に比べて減少したが、一方でグリーンシーズン
の期間については、自然環境を⽣かした体験型
観光施設の増加や国際芸術祭の開催などにより観光地利用者数が増加した。地域連携DMO（※）「（一社）
HAKUBAVALLEY TOURISM」（以下「HVT」という。）への運営支援や観光関連団体等と連携した取組をさら
に進めていく必要がある。

※ DMO：観光地域づくり法人（観光地域づくりの舵取り役として調整機能も備えた法人）

4
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【今後の取組方針】
（観光振興）
 新型コロナウイルス感染症の影響による社会変革を好機と捉え、長期滞在、リピーターの獲得など、ウィズコロナ、アフターコロナを見据
えた取組を推進

 ＨＶＴをはじめ市町村観光関連団体等と連携し、各種ツーリズム及びインバウンドの復興のための受入環境整備等を推進
 サイクリングコースの環境整備（矢羽根型路面標示、「北アルプス地域自転車活用計画」の普及支援等）を推進すると
ともに北アルプス地域のサイクリングコースの魅力を発信

 疎水や棚田等の農村の景観、農業資産を観光資源として活用
 信州まつもと空港からレンタカーを利用する旅行者に対し、地域内の周遊促進を図るためのキャンペーンを実施

（山岳環境保全・街並み整備）
 北アルプス北部山域連絡会における登山道整備の状況把握、要整備箇所の見直し等の検討結果を踏まえ、計画的な登山道整備
を支援

 登山者に対し「登山マナーカード（登山における注意喚起バージョン）」を配布し、山岳環境保全、感染症対策に関する啓発を実施
 高標高地における野生鳥獣対策（高山植物の保護及び登山者の安全確保）を関係者間で連携して実施
 多くの観光客が訪れるJR白馬駅前の街並み整備のため、電線地中化を推進
 有力な観光資源としての可能性を有する「氷河」ブランド強化・発信のため、引き続き新たな氷河の認定に向けた調査を支援

北アルプス地域計画の政策評価 2 四季折々に訪れ、北アルプスと安曇野の⾃然を満喫できる観光地域づくり

（表面） （裏面）
【棚田カード】（⽩⾺村⻘⻤） 【⽩⾺駅前（現状）】

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

がん患者の⼤北医療圏からの流出状況
（健康福祉部調）

年度 基準値
(2015)

目標値
(2022)

最新値
（2016）

実績値 ⼊院 35%
外来 24%

⼊院 31%
外来 21%

⼊院 34%
外来 28%

災害時住⺠支え合いマップ策定地区数
(⼤町保健福祉事務所調)

年度 基準値
(2017)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 159地区 230地区 207地区

6

北アルプス地域計画の政策評価 ３ ⽣涯を通じて健康で、安心・安全に暮らせる地域づくり

 がん患者の⼤北医療圏からの流出状況（最新値2016年度現在）

 がん専門病院の不⾜により松本医療圏への流出が続く
 災害時住⺠支え合いマップは、前年度より12.1%増え90.4％

の地区が策定済（2020年度７地区、2021年度26地区）
 マップの必要性に対する意識の違い等から取組に地域格差

【重点政策の評価】
 管内のがんによる死亡率は、2020年度に⼤きく減少し県平

均に近づいたが、⼦宮頸がん、乳がんの検診受診率が低く、
検診率向上に向けたさらなる取組が必要である。

 運動習慣定着促進事業などの⽣活習慣病の予防に向けた取組
により、⼼疾患及び脳⾎管疾患の死亡率は減少傾向にある。

 医療、介護人材確保に向けた取組の成果は⼗分表れていない。

管内市町村別災害時住⺠⽀え合いマップ策定地区数の状況

大町市 池田町 松川村 ⽩⾺村 小谷村
229 98 32 17 30 52

〜2017年度 159 98 26 17 18
 2018年度 6 3 3
 2019年度 9 3 6
 2020年度 7 2 5
 2021年度 26 1 25

計 207 98 30 17 26 36
策定率

（2020年度末現在）
90.4% 100.0% 93.8% 100.0% 86.7% 69.2%

（大町保健福祉事務所調べ）

マップ
策定地区数

地 区 数
計

 災害時住⺠支え合いマップ未策定地区が多い地域に対する、重点的な策定支援の取組の成果が徐々に表れ
ている。
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【今後の取組方針】
（保健・医療・福祉）
 地域住民の検診率向上に向けた啓発など、地域の医療機関等と連携したが
ん対策を一層推進

 移住施策と連携した介護職の確保や、若年層への介護職のイメージアップを図
るための介護職場の魅力発信など、新たな人材確保に向けた取組を推進

 市町村と連携し、運動習慣の定着促進、健康上の課題の「見える化」等の取
組を推進

（防災）
 自助・共助・公助により地域防災力の向上に向けた取組を強化
 市町村、社会福祉協議会及び県関係機関が連携して災害時住民支え合い
マップ策定を支援

 砂防施設は計画どおり整備が完了。緊急輸送路の改良（２車線確保）はほぼ
完了したことから、冬期の安定した交通確保を推進

北アルプス地域計画の政策評価 ３ ⽣涯を通じて健康で、安心・安全に暮らせる地域づくり

部位別がん受診率
（単位：％）

白馬村 35.3 12位 白馬村 19.9 7位

小谷村 27.2 29位 松川村 13.4 29位

松川村 23.2 42位 小谷村 11.9 40位

大町市 12.8 71位 池田町 6.0 70位

池田町 10.9 74位 大町市 4.1 74位

県平均 23.9 － 県平均 10.4 －
厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」

子宮頸がん 乳がん

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

移住者数
（企画振興部調）

年度 基準値
(2016)

目標値
(2022)

最新値
（2021）

実績値 161人 224人 428人

8

北アルプス地域計画の政策評価 ４ 北アルプス地域を選び､⽣き⽣きと活動できる地域づくり

【重点政策の評価】
移住者数は増加傾向で推移し、北アルプス連携自⽴
圏と連携した移住・定住推進の取組の成果が表れて
いる。

 2021年度の移住者数は428人。前年比約1.3倍と
増加
市町村窓口における「移住者捕捉アンケート」調
査結果では、移住理由は「地方暮らし」が約26％
と移住理由の最多を占める

【今後の取組方針】
（少子高齢化・人口社会減への対応）
管内の高齢化率（37.8％）は県全体（32.6％）を上回るペースで進行。若年層
の転出により生産年齢人口の割合が減少。産業、生活環境、地域コミュニ
ティの維持等多くの課題に直面

 地域を支える人材の確保・若者の定着支援
 地元企業等へのＵＩＪターン就職を促進
 コロナ禍におけるテレワークや副業等を活用した働き方改革の検討
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 地方回帰機運の高まりを的確に捉え、移住先として選
ばれるよう､新たな暮らし方の提案や地域の魅力を発
信

 若者が地域への愛着を深め、参加者のつながりを創出
する場「ウィキペディアタウン」（※) を開催

 地域おこし協力隊員の定着支援
 隊員の定住に向けた早期の生業づくり（起業や就農、
就業等）への相談体制の強化、隊員同士の交流促進な
どの取組を継続して実施

 高齢者の社会参加の推進
 活動の場を求める高齢者と団体等とのマッチングを引
き続き推進し、シニアが地域の課題解決の担い手とし
て活躍出来る居場所づくりの取組を推進

 外国籍住民等が暮らしやすい環境の整備
 外国籍住民・観光客に対する防災情報提供ツールや相
談窓口の周知など、外国籍住民等が暮らしやすい環境
を整備

※ 地域に存在する文化財等の情報をインターネット上のWikipediaに掲載する

ワークショップ型のイベント

北アルプス地域計画の政策評価 ４ 北アルプス地域を選び､⽣き⽣きと活動できる地域づくり

（県地域振興課調べ）

村人口に占める外国籍住民の構成割合

2018 2019 2020 2021

白馬村 10.3（1位） 11.7(1位） 4.6（3位） 4.1（3位）

小谷村 4.6（4位） 7.0（2位） 2.9（8位） 2.8（8位）
※（　）内は県内順位　　　外国人住民統計（各年12月多文化共生・パスポート室調べ）
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北アルプス地域計画の政策評価 ５ 地域を⽀える松本糸⿂川連絡道路の整備

取組の進捗状況取組の進捗状況
 ⼤町市街地南の現道活用区間、⼤町市街地区間等の調査
 国の「計画策定プロセス」によりH28年度から検討開始
 地域住⺠との意⾒交換（27回（〜R２年度））
 ⻄ルート帯を最適ルート帯として選定・公表（R2.2)
 R3年度から幅の細いルート帯案と評価項目の設定につい

て、地域住⺠への説明会等を計８回実施中
 国道148号小谷村雨中バイパスの整備

1､２号トンネル、BOX部施工中。橋梁上部工着⼿
 国道148号⽩⾺村⽩⾺北工区の整備

用地補償契約完了（H30年度）し、本工事着⼿

【重点政策の評価】
⼤町市街地区間のルート帯選定など整備計画の決定に向けた検討
は概ね順調に進んでおり、地域住⺠との意⾒交換会の開催などコ
ミュニケーションプロセスを重視した取組の成果が表れている。

完成予想図

【小谷村雨中バイパスの整備】

【今後の取組方針】
 大町市街地区間の調査
令和３年度から幅の細いルート帯の住民説明を開始し、令和４年度に最適
ルート帯の選定を目指す
 小谷村雨中バイパスの整備
１,2号トンネル工事、BOXカルバート等を完成させるとともに橋梁上部工に着手

 白馬村白馬北工区の整備
雨中バイパストンネル工事の残土を活用した造成工事を実施
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⻑野県内の松本糸⿂川連絡道路の状況と整備方針

北アルプス地域計画の政策評価 ５ 地域を⽀える松本糸⿂川連絡道路の整備
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

⻑野地域計画の政策評価 １ 地域資源を⽣かして県経済をけん引する「活⼒あふれる」ながの地域づくり

基準値 目標値 最新値

① 食品産業製造品出荷額等
（⼯業統計調査（経済産業省調））

年 2014年 2022年 2019年

実績値 1,782億円 2,070億円 2,229億円
（’20は10月頃公表予定）

② 生産性を高める農地の条件整備面積
（農政部調）

年度 2013〜16年度累計 2018〜22年度累計 2018〜21年度累計

実績値 1,220ha 1,365ha 1,200ha

③ 果樹戦略品種等の栽培面積
（農政部調）

年度 2016年度 2022年度 2021年度

実績値 1,155ha 1,480ha 1,473ha

④ 果樹の新規就農者数（45歳未満）
（農政部調）

年度 2014年〜16年度平均 2022年度 2021年度

実績値 32人/年 32人/年 33人/年

⑤ 素材(木材)生産量
（木材統計（林務部調））

年 2015年 2022年 2020年

実績値 65,431㎥ 77,000㎥ 66,895㎥

⑥ ⼩⽔⼒発電設備導⼊容量
(固定価格買取制度 設備導⼊状況(資源エネルギー庁))

年度 2016年度末 2022年度末 2021年12月

実績値 461ｋW 1,841ｋW 1,867ｋW

1

【今後の取組の方向性】
 新型コロナの感染拡大や原油・原材料価格高騰で経済的影響を受けている事業者の各種相談に対応するとともに、ポストコロナを見据え
た事業再構築に取り組む事業者を支援する。

 信州大学等の学術研究機関や工業技術総合センター等の産業支援機関、出荷額が全県の約1/4を占める食品産業の集積など長野地域の
強みを生かし、地域企業への技術シーズ(種)の普及や発酵食品・機能性食品等の新商品開発支援の取組を推進する。

 果樹栽培が盛んな長野地域において、生産性を高めるための農地整備を推め、りんご新わい化栽培、ぶどう短梢無核栽培などの稼げる技
術を活用しながら、就農希望者へのPRや果樹担い手層の強化育成、戦略品種の栽培拡大を図っていく。

 収益性と持続性の高い林業を推進するため、引き続き各種支援を進めるととももに、市町村と連携し森林経営管理制度の活用等を図る。
 小水力発電設備のさらなる普及の拡大に向けて、補助事業等により事業者を支援するとともに、農業用水を活用した施設などの新規導入
を図っていく。

【重点政策の評価】
● 各指標とも、それぞれの取組の成果などにより、目標達成に向けて概ね順調に推移している。
● 令和元年東⽇本台風災害からの復興に関し、⺠間事業者と連携した地域の農産物のPR・販売

や被害農作物に係る技術講習会を活⽤した事業者⽀援などにより、地域産業の復旧や活性化を推進した。

【達成目標の進捗状況】
 生産性を高める農地の条件整備面積

⽼朽化した幹線⽤⽔路や揚⽔機場、畑地かんがい施設の更新整備を計画的に進め
（2018年度からの累計で1,200ha）、目標達成に向けて順調に推移。

 果樹の新規就農者数（45歳未満）
就農相談から就農後の経営安定に向けた就農希望者に対するきめ細やかな⽀援（右表）
により、2021年度は33 人（目標値の 103.1 ％）となり、目標を達成した。

 ⼩⽔⼒発電設備導⼊容量
奥裾花第2発電所の発電容量が当初計画を上回ったことから、2019年度中に目標を達成。

 果樹戦略品種等の栽培面積
果樹経営⽀援対策事業の活⽤やオリジナル品種の栽培講習会などの取組により栽培面積は
1,473haとなり、目標達成に向けて順調に推移。（右グラフ）

 素材(木材)生産量
新型コロナウイルス感染症の影響により、主要な需要先である合板⼯場の⼊荷制限により、
素材生産事業者が生産を⾒合わせたため、目標⽔準に達しなかった。

⻑野地域計画の政策評価 １ 地域資源を⽣かして県経済をけん引する「活⼒あふれる」ながの地域づくり

1,351 

1,411 

1,473 

26
25

33

2019年 2020年 2021年

栽培面積
ha

新規就農者数
人果樹戦略品種等の栽培面積

及び果樹の新規就農者の推移

（単位︓人） 2018 2019 2020 2021

就農相談者数 89 75 89 106

就農相談会での相談者数の推移（農業農村支援センター調）

「ONE NAGANO.NET」
キャラクター かえるむ

岡学園トータルアカデミーと
の協働により制作したキャラ
クター かえるむ
令和元年東⽇本台風災害を
振り“かえる”、被災地がよみ
“がえる”という思いが込めら
れている

2
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況 基準値 目標値 最新値

⑦ 観光地利⽤者数
（観光地利⽤者統計調査（観光部調））

年 2016年 2022年 2021年

実績値 1,570万人 1,650万人 778万人

⑧ 観光消費額
（観光地利⽤者統計調査（観光部調））

年 2016年 2022年 2021年

実績値 693億円 728億円 340億円

⑨ 移住者数
（企画振興部調）

年度 2016年度 2022年度 2021年度

実績値 238人 320人 366人

⑩ 地域の⾏事に参加する児童生徒の割合
（令和３年度全国学⼒・学習状況調査）

（⽂部科学省調）
（⼩学校、上段）
（中学校、下段）

年度 2017年度 2022年度 2021年度

実績値 85.9％ 維持向上 84.6％

年度 2017年度 2022年度 2021年度

実績値 58.2％ 維持向上 69.2％

⑪ 学術､⽂化､芸術､スポーツの振興を活動分野とする
ＮＰＯ法人数

（県⺠⽂化部調）

年度 2016年度 2022年度 2021年度

実績値 78法人 維持向上 74法人

⑫ 信州ふるさとの⾒える(丘)認定数
（建設部調）

年度 2016年度 2022年度 2021年度

実績値 12箇所 17箇所 14箇所

⻑野地域計画の政策評価 ２ 「⼈が集い、⽂化薫る」魅⼒ある⻑野地域づくり

3

4

地域で安⼼して医療・介護を受けることのできる体制の構築

⻑野医療圏地域医療構想調整会議の開催
新型コロナウイルス感染症に対応した検査、医療体制の整備

・ 防災・減災対策
・ 道路、橋梁、河川施設、砂防

施設、排⽔機場等の基盤整備
・ 冬季交通対策、除雪 など

安全・安⼼・快適な地域づくり

取組の進捗状況取組の進捗状況

⻑野地域計画の政策評価 ３ 地域重点政策を支える、地域一体となった「⽣活基盤の確保」の推進

【重点政策の評価】
 地域で安⼼して医療・介護を受けることのできる体制の構築に向けて、⻑野医療圏の課題、医療提供体制について

協議がなされ、情報交換・共有が図られた。また、新型コロナウイルス感染症に対応するための検査、医療体制の
整備に努めた。

 (主)⻑野真⽥線（⻑野市松代）や排⽔機場ポンプ（⻑野市松代町⼤室）、砂防堰堤（須坂市仁礼）などの基盤整備
を着実に推進し、生活環境や防災・減災機能の向上が図られた。

 令和元年東⽇本台風災害において被災した河川・道路など公共⼟木施設の復旧⼯事は、全ての箇所を完了させた。

【今後の取組の方向性】
 引き続き、効果的な医療提供体制の構築に向けた取組を進めるとともに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止に向けた検査・医療体制の充実、ワクチン接種の推進を図る。

 安全･快適な生活環境を確保するための「まち・みち・かわづくり」を推進する。
 あらゆる関係者が協働し、全体で水害を軽減させる「流域治水」の取組を推進する。

一級河川沢山川（千曲市雨宮）

(主)⻑野真⽥線（⻑野市松代） 砂防堰堤（須坂市仁礼）

砂防堰堤（坂城町戌久保）

排⽔機場ポンプ更新（⻑野市松代町⼤室）
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⻑野地域計画の政策評価 ２ 「⼈が集い、⽂化薫る」魅⼒ある⻑野地域づくり

【重点政策の評価】
一部の指標において新型コロナウイルスの影響などから計画に沿った進捗となっていないものもあるが、移住者数に関しては、移住

ブログ・移住動画による⻑野地域の魅⼒発信などの取組の結果、2021年度は昨年度に引き続き300人を超え、取組の成果が表れている。

【今後の取組の方向性】
 令和元年東日本台風災害からの復興に向けて、復興の取組を含め長野地域の魅力をブログ等で情報発信するなど、災害に負けない元気
なNaganoをPRし、地域の賑わいの再生に向けた取組を支援する。

 都市部住民の地方回帰機運の高まりなどの社会の変化を捉え、大都市圏等から長野県への人や企業の呼び込みを強化するため、市町村
と連携し、働く場や住まい、教育など移住希望者のニーズに沿った情報提供を行うなど、移住・二地域居住の推進に取り組むとともに、
リゾートテレワークの促進による関係人口の創出を図る。

 観光需要の変化を踏まえ、観光資源を活用した体験観光や、広域的な滞在型観光の推進、また市場の拡大が見込まれる
サイクルツーリズムの推進による観光振興に取り組む。

 少子高齢化が進む中で、地域の行事自体が減少する傾向にあるため、総合的な学習の時間等を活用し、地域の協力を得ながら
「ふるさと教育」の充実を図っていく。

 健康長寿にも寄与する、地域における文化芸術活動やスポーツ活動を元気づくり支援金などにより引き続き支援していく。
 優れた景観について、次世代への継承や観光等の面から、その活用に積極的に取り組んでいく。

【達成目標の進捗状況】
 観光地利⽤者数 / 観光消費額

新型コロナウイルス感染症の影響が収束しない状況にあり、観光
利⽤者数・消費額は、前年から半減した2020年に引き続き、低
い状況で推移している。（右グラフ）

 移住者数
⻑野地域においては、366人となり、目標を上回った。（右グラフ）

 地域の⾏事に参加する児童生徒の割合 / 学術､⽂化､芸術､
スポーツの振興を活動分野とするＮＰＯ法人数
地域の⾏事に参加する児童生徒の割合においては、新型コロナウイルス
感染症の影響もあるものの、全国平均を⼤幅に上回って推移している。

 信州ふるさとの⾒える(丘)認定数
認定要件を満たすビューポイントが掘り起こせず、新たな認定に至らな
かったが、目標達成に向けて、引き続き取り組んでいく。
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⻑野地域計画の政策評価 ４ 「ながの果物語り」プロジェクト

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
基準値 目標値 最新値

③ 果樹戦略品種等の栽培面積（農政部調） ※再掲 年度 2016年度 2022年度 2021年度
実績値 1,155ha 1,480ha 1,473ha

④ 果樹の新規就農者数（45歳未満）（農政部調） ※再掲 年度 2014年〜16年度平均 2022年度 2021年度
実績値 32人/年 32人/年 33人/年

【今後の取組の方向性】 ～農商工観連携した果物を軸とする地域活性化～ （新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら対応）
 首都圏や関西圏等での地域産果物等のPR・販売を通じて、認知度向上と地域の活性化を図る。
 果物や加工品の商談会などを通じて地域での消費拡大を図るとともに、栄養面や食材としての多様な魅力を発信し、若い世代への浸透
を図る。

 生産団体や企業、学生などと連携して果物を活用した新商品開発を進める。
 ICTを活用した作業動画の配信などにより早期の技術習得を支援するとともに、オンライン相談やブログによる情報提供を通じ、新規就
農の促進を図る。

 果樹生産の効率化と経営基盤の強化を図るため、認定農業者に農用地を集積する新たな果樹団地の事業化を進める。

【地域連携プロジェクトの評価】
 ⾸都圏や地域での果物の魅⼒発信、オリジナル品種の栽培講習会や

新技術の研修、就農後の経営安定に向けた⽀援など、各方面の取組
により、認知度の向上、戦略品種等の栽培面積の増加等の成果が表れている。

 果樹戦略品種等の栽培面積
果樹経営⽀援対策事業の活⽤やオリジナル品種の栽培講習会などの取組により栽培面積は1,473haとなり、目標達成に向けて順調に推移。

 果樹の新規就農者数（45歳未満）
就農相談から就農後の経営安定に向けた就農希望者に対する
きめ細やかな⽀援により、2021年度は33 人（目標値の 103.1 ％）
となり、目標を達成した。

 令和元年東⽇本台風災害からの復興の位置づけも含めた地域産品のPR、生産者の技術習得の⽀援や生産拠点の整備、新商品開発や素材
としての活⽤などによる消費拡⼤等に引き続き取り組み、地域資源を活かした農業や商⼯業、観光の活性化につなげる必要がある。

 綿内東町地区（⻑野市山新⽥⼯区A=13ha）では、樹園地の区画整理が完了。担い⼿が参⼊し、生産性の高い果樹栽培を開始した。

高生産性団地の形成（綿内東町地区） 関西圏における地域産果物のPR

6
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

⻑野地域計画の政策評価 5 「体験」と「交流」を軸とした「地域の特⻑を⽣かした広域観光」推進プロジェクト

基準値 目標値 最新値

⑦ 観光地利⽤者数（観光地利⽤者統計調査（観光部調）） ※再掲
年 2016年 2022年 2021年

実績値 1,570万人 1,650万人 778万人

⑧ 観光消費額（観光地利⽤者統計調査（観光部調）） ※再掲
年 2016年 2022年 2021年

実績値 693億円 728億円 340億円

【今後の取組の方向性】
～長野地域ならではの「体験」と「交流」を軸とした観光メニューの磨き上げ～

（新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら対応）

 長野地域における新たな特長（地域資源）の一つとなりつつある「ワイン」を軸に、農業と観光の連携によ
り、宿泊を伴う周辺観光を付加した観光コンテンツの造成と集客の仕組みづくりに取り組む。

 with/afterコロナにおいても市場の拡大が見込まれる「サイクルツーリズム」について、長野・北信地域が連
携して観光資源として取り込むための受入環境整備と情報発信を行う。

 管内市町村や団体と連携し、広域的な滞在型観光の取組を推進する。
 地域経済の活性化やビジネス創出及び移住・企業誘致等への可能性が期待されるリゾートテレワーク
について、各団体が行う体験会等への参画やPRの支援を行う。

 サイクリングロードや姥捨棚田のビューポイントなど、交流を支える基盤の整備に引き続き取り組む。

【地域連携プロジェクトの評価】
 個人旅⾏客をターゲットに据え、R2に千曲市・上⽥市で認定された⽇本遺産を柱に、インスタグラマー等

を招請し、ＳＮＳを活⽤した情報発信を実施。

 サイクルツーリズム推進のため、北信地域及び管内の市町村・団体と連携した推進会議を⽴ち上げ、
情報交換やガイド研修を実施した。

 観光地利⽤者数 / 観光消費額
新型コロナウイルス感染症の影響が収束しない状況にあり、観光利⽤者数・消費額は、前年から半減した
2020年に引き続き、低い状況で推移している。

上⽥千曲⻑野⾃転⾞道線

インスタグラマーによる
姨捨棚田の撮影風景

リゾートテレワーク
（森林セラピー 提供/飯綱町）

7
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北信地域計画の政策評価 １ 若者定着のための雪に強い故郷暮らしプロジェクト
達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況

社会増減
毎⽉⼈⼝異動調査（企画振興部調）

年 基準値(2017) 目標値(2022) 最新値（2021）
実績値 △456 ⼈ △171 ⼈ △392⼈

移住者数
（企画振興部調）

年度 基準値(2016) 目標値(2022) 最新値（2021）
実績値 142 ⼈ 198 ⼈ 178⼈

創業・⽴地件数
（産業労働部調）

年 基準値(2012〜2016累計) 目標値(2018〜2022累計) 最新値(2021年までの累計)

実績値 16 件 増加 18件

除雪作業中の事故件数
（危機管理部調）

年度 基準値(2016） 目標値(2022) 最新値（2021）
実績値 23 件 減少 42件

（移住者数）
 移住者数は178⼈と過去最高の値を記録した。
 移住者の年代は20〜40歳代が６割を超えている。移住理由は、

就職・転職・就農が４割超、地方暮らしが２割超である。
 北信地域全体のＩターン⽐率は７割超である。

管内市町村の社会増減の推移（社会増減）
 北信地域全体の社会増減は△392⼈と、2020年の値(△775⼈)

から回復が⾒られる。
 外国⼈住⺠数は1,347⼈で前年より26⼈減少したが、対前年増

減△313⼈であった2021年と⽐較すると、管内多くの市町村で
減少幅が縮小した。

北陸新幹線
飯山駅開業

長野県北部地震 新型コロナウイルス
感染拡大

管内市町村への移住実績

※外国⼈住⺠数の対前年増減（2020年 → 2021年）
北信地域全体 △313⼈ → △26⼈

飯山市 △45⼈ → △５⼈ ／ 山ノ内町 △124⼈ → △5⼈
野沢温泉村 △171⼈ → ＋3⼈ ／ 栄村 ＋４ → ＋６⼈

2

北信地域計画の政策評価 １ 若者定着のための雪に強い故郷暮らしプロジェクト

【今後の取組の方向性】
 若者が定着する地域を目指すため、子ども・若者への郷土愛の醸成、キャリア教育や起業支援の促進。
 北信州ならではの働き方・暮らし方の魅力を発信するなど、移住人口・関係人口の創出のための取組の推進。
 既存産業の振興に加え、創業しやすい環境の整備や地域の課題解決・活力維持に資する創業の支援。
 除雪作業の安全対策に関する啓発活動に加え、克雪住宅の普及に向けた取組を進めるとともに、雪の利活用を推進。

【重点政策の評価】
・2015年以降増加傾向にあった外国⼈住⺠数は、昨年度は⼀転して減少に転じたため⼤幅な社会減となったが、

社会情勢の変化を踏まえ、スノーリゾート地を中⼼に改善の兆しが⾒られる。
・創業については⽀援制度の拡充・充実を背景として、創業件数の増加といった成果に繋がっている。
・コロナ禍においてもオンライン等を活用した移住相談、SNSやYouTube等による情報提供を積極的に進めており、

移住・定住の拡⼤に向けた取組が⼀定の成果を上げている。
・CATVでの注意喚起ビデオの放映や安全対策講習会を開催しているが、⼈⼝減少・高齢化が進む中で、除雪作業中

の事故に対しては高齢者を中⼼とした安全対策の意識に対する啓発活動が必要である。

（創業・⽴地件数）
 創業応援減税に関わる創業認定は９件。
 創業・⽴地件数は、累計で18件となり、基準値を上回る創業の動

きが⾒られる。特に、基幹産業の⼀つである農業に関連した創業
認定が目⽴っている。

 ⼯場⽴地(1000㎡以上の用地取得)は０件。
（除雪作業中の事故件数）
 除雪作業中の事故件数は42件（うち死亡事故１件）と増加した。
 原因としては、屋根の雪下ろし、除雪中の事故（除雪機による事

故も含む）が主だが、屋根からの落雪が13件（屋根の雪下ろし時
の上階の屋根からの落雪も含む）と、過去５年間で最も多かった。

管内の雪害事故内訳（2021年）

管内の雪害事故件数(2017-2021、全133件)

屋根の雪下ろし

除雪作業中

屋根からの落雪

１７

６５
48

うち高齢者数（65歳以上）

雪崩 0 0

屋根の雪下ろし 17 8

除雪中の事故 14 8

屋根からの落雪 13 9

その他 0 0

合計 44 25

原　　因
被害者数（人）
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達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
観光地延利用者数
観光地利用者統計調査(観光部調）

年 基準値(2016) 目標値(2022) 最新値(2021）
実績値 691 万⼈ 719 万⼈ 401万⼈

春季から秋季の観光地利用者数 実績値 383 万⼈ 400 万⼈ 214万⼈

冬季の観光地利用者数 実績値 308 万⼈ 319 万⼈ 187万⼈

観光消費額
観光地利用者統計調査(観光部調）

年 基準値(2016） 目標値(2022) 最新値(2021）
実績値 361 億円 376 億円 210億円

3

北信地域計画の政策評価 ２ 「信越⾃然郷」等通年型広域観光推進プロジェクト

 2020年以降、新型コロナウイルス感染症が観光産業にもたらした影響は
⼤きく、観光地延利用者数は401万⼈(基準年⽐58.0％)、観光消費額は210億円
(基準年⽐58.2％)と、基準値を⼤幅に下回った。

 利用者の内訳は、グリーンシーズンが214万⼈(53％（全県75％）、基準年⽐55.9％）
で、前年から26万⼈の増加となった⼀方、ウインターシーズンは187万⼈
（47％（全県25％）、基準年⽐60.7％）で、前年との差は△96万⼈であった。

 全県の状況と⽐較すると、北信管内ではウインターシーズンをはじめ、
「宿泊」の利用率が高い。 ※全県の数値︓2020年確定値

【重点政策の評価】
・グリーンシーズンの利用者は前年を上回ったが、コロナ禍の影響により、

利用者数、消費額とも前年を下回る結果となった。
・グリーンシーズンは、サイクリングをはじめとしたアウトドアアクティ

ビティの環境整備を進めたことで、利用者数に回復の兆しが⾒られる。
【今後の取組の方向性】
 信越自然郷を中心とした広域観光推進体制の強化。
 アウトドアアクティビティを中心としたグリーンシーズンの観光コンテンツの
充実、天候に左右されにくい食や歴史文化など地域資源の活用等による通年型
の観光地域づくりの推進。

 インバウンド再開を見据え、国際的に魅力あるスノーリゾート地づくりを推進。
 関係機関との連携体制を構築し、安全・安心な観光地づくりを推進。

信越自然郷アクティビティセンター
レンタサイクル貸出数

サイクルステーション設置数（2022.3現在）

68%

32% 30%

70％

宿泊 日帰り

日帰り・宿泊の全県との比較

全県 北信

322 313 404
597
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うちツアー・イベント利用数

達成目標の進捗状況達成目標の進捗状況
果樹戦略品種等の栽培⾯積

（農政部調）

年 基準値(2016) 目標値(2022) 最新値(2021）
実績値 253ha 460ha 460ha

良⾷味⽶、業務用⽶等の栽培⾯積
（北信地域振興局調）

年 基準値(2016） 目標値(2022) 最新値(2021）
実績値 535ha 650ha 500ha

北信地域計画の政策評価 ３ 「米・果物・きのこ」産地パワーアッププロジェクト

4

新品種の栽培面積の推移（単位：ha）

（果樹戦略品種等の栽培⾯積）
 栽培⾯積は460haと目標値を達成し、基準値⽐182%となった。
 新品種等の栽培⾯積が拡⼤。特にぶどうでは、消費者ニーズの高いシャインマス

カットと、⻑果Ｇ11（商標 クイーンルージュ）の増加が９割以上を占める。
 従来品種（りんご・ぶどう）の栽培⾯積は、品種転換による若⼲の減少はあるが

ほぼ横ばい傾向。

【重点政策の評価】
・果樹戦略品種等の拡⼤は、栽培管理技術の研鑽、⻑期出荷体制づくり、新品種の早

期産地化等の取組により成果が表れている。
・良⾷味⽶・業務用⽶は、基本的栽培技術の徹底や栽培講習会の開催、実証ほ場の設

置等の取組など、品質確保のため引き続き適切な技術指導等を⾏う必要がある。
【今後の取組の方向性】
 新品種の導入によるバラエティに富んだ品種を生産する魅力的な果樹産地づくり。
 消費者や加工業者のニーズに応じた良食味米・業務用米等を生産するため、高温対策等生産
者へ適時適切な技術指導を行い栽培管理を徹底するとともに、日本酒の消費拡大のため良質
な酒米を育む産地としてのブランド化を図る。

 繁忙期の労働力確保による安定生産。IT・IoTを活用した栽培管理技術の普及による省力化と
品質向上。

果樹戦略品種等(北信地域)

（良⾷味⽶、業務用⽶等の栽培⾯積）
 良⾷味⽶(400ha、基準年⽐△57ha)は 9⽉下旬からの高温により基準を満たす⽶が減少した。
 業務用⽶(56ha、同+51ha)は、コロナ禍において全国的に飲⾷業等の需要は減っている

ものの、産地の営業努⼒により供給先・販売量を確保している。
 酒⽶(44ha、同△29)は、新品種「山恵錦」は横ばい傾向にあるが、コロナ禍において日

本酒の需要量が低下していることから、酒蔵との契約は減少している。

米･食味分析鑑定コンクール
入賞件数割合(2017-2021合計)

その他

88%
北信

9%

他地域

3%長野県

12%
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Ⅷ. 地方創生関連交付⾦事業の実施結果

-145-



単
位

：
円

医
療

機
器

開
発

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

事
業

化
件

数
0

件
2
0
2
3

1
5

件
5

8
達

成

長
野

県
に

お
け

る
医

療
機

器
の

生
産

金
額

5
8
8
.4

9
億

円
2
0
2
3

2
9

億
円

2
（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

長
野

県
に

お
け

る
医

療
機

器
製

造
販

売
業

及
び

医
療

機
器

製
造

業
の

件
数

1
7
0

件
2
0
2
3

8
件

0
1

達
成

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

受
講

者
数

0
者

2
0
2
3

1
5

者
0

0
実

績
値

な
し

新
し

い
消

費
者

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

各
種

認
証

の
基

準
を

満
た

す
新

食
品

商
品

化
0

品
目

2
0
2
3

9
品

目
3

3
達

成

フ
ー

ド
ス

ペ
シ

ャ
リ
ス

ト
育

成
数

0
人

2
0
2
3

6
0

人
2
0

2
1

達
成

ス
ペ

シ
ャ

ル
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
相

談
・
支

援
件

数
0

社
2
0
2
3

1
2
0

社
4
0

4
0

達
成

地
方

創
生

関
連

交
付

金
事

業
の

実
施

結
果

（
各

交
付

対
象

事
業

の
重

要
業

績
評

価
指

標
（
K
P

I）
の

実
績

値
等

）

○
地

方
創

生
推

進
交

付
金

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

1
信

州
医

療
機

器
ベ

ン
チ

ャ
ー

創
出

促
進

事
業

7
9
,5

3
5
,2

9
9

　
信

州
医

療
機

器
事

業
化

開
発

セ
ン

タ
ー

（
2
0
1
9
年

4
月

設
置

）
を

実
施

主
体

と
し

た
、

医
療

機
器

開
発

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

組
成

及
び

事
業

拡
大

に
向

け
た

戦
略

的
な

プ
ロ

デ
ュ

ー
ス

・
集

中
支

援
や

、
創

業
に

あ
た

っ
て

必
要

な
ビ

ジ
ネ

ス
全

般
・

開
発

手
法

等
を

学
べ

る
人

材
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施
な

ど
を

通
じ

た
ベ

ン
チ

ャ
ー

創
出

・
成

長
促

進
の

た
め

の
環

境
整

備
を

引
き

続
き

推
進

し
て

い
き

ま
す

。

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

2
信

州
新

食
品

産
業

創
生

事
業

1
8
,2

8
0
,0

0
0

　
長

野
県

食
品

製
造

業
振

興
ビ

ジ
ョ
ン

に
基

づ
き

、
国

内
外

の
食

市
場

で
優

位
性

を
確

保
す

る
食

品
製

造
業

の
実

現
を

目
指

す
た

め
、

引
き

続
き

、
消

費
者

の
ニ

ー
ズ

の
変

化
に

対
応

し
た

新
商

品
化

へ
の

一
貫

支
援

や
研

究
開

発
人

材
の

育
成

を
実

施
し

ま
す

。
　

ま
た

、
消

費
者

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

新
食

習
慣

の
発

掘
・
発

信
及

び
県

産
食

品
の

海
外

へ
の

販
路

拡
大

支
援

を
実

施
し

ま
す

。

目
標
値
≦
実
績
値
・
・
・
・
・
・
「
達
成
」

目
標
値
＞
実
績
値
・
・
・
・
「
未
達
成
」

※
2
0
2
1
年
度
末
ま
で
の
累
計
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

当
該

事
業

を
通

じ
て

新
設

さ
れ

た
社

会
人

向
け

講
座

の
受

講
者

数
0

人
2
0
2
3

5
6
0

人
1
3
0

3
7

未
達

成

地
域

と
未

来
を

つ
な

ぐ
ゼ

ミ
実

施
学

校
数

0
校

2
0
2
3

7
5

校
2
5

1
9

未
達

成

地
域

内
の

人
材

を
結

び
付

け
る

育
成

の
場

の
創

出
（
学

生
、

住
民

、
企

業
）

0
箇

所
2
0
2
3

3
箇

所
1

1
達

成

県
産

品
(銀

座
N

A
G

A
N

O
・

N
A

G
A

N
O

マ
ル

シ
ェ
）
の

売
上

実
績

1
8
9

百
万

円
2
0
2
3

9
1

百
万

円
4
1

1
0
3

達
成

W
E
B

サ
イ

ト
（
G

o
 N

A
G

A
N

O
、

銀
座

N
A

G
A

N
O

、
N

A
G

A
N

O
 W

IN
E

オ
フ

ィ
シ

ャ
ル

サ
イ

ト
、

長
野

県
酒

造
組

合
）
の

ア
ク

セ
ス

数

5
7
9

万
P

V
2
0
2
3

2
8
4

万
P

V
1
2
8

6
5

未
達

成

日
本

人
旅

行
者

観
光

消
費

額
単

価
3
9
,4

7
4

円
／

人
2
0
2
3

1
9
,3

1
7

円
／

人
8
,6

8
4

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

訪
日

外
国

人
１

人
１

回
当

た
り

の
旅

行
消

費
単

価
3
7
,9

2
5

円
／

人
2
0
2
3

1
8
,5

6
0

円
／

人
8
,3

4
4

調
査

未
実

施
実

績
値

な
し

ブ
ラ

ン
ド

の
基

準
を

ク
リ
ア

し
た

豚
の

出
荷

頭
数

割
合

0
％

／
経

営
体

2
0
2
5

8
0

％
／

経
営

体
0

0
実

績
値

な
し

農
家

へ
の

優
良

種
豚

の
精

液
年

間
出

荷
数

0
本

／
年

2
0
2
5

1
,2

0
0

本
／

年
0

0
実

績
値

な
し

利
用

者
一

人
１

日
当

た
り

の
観

光
消

費
額

3
,5

7
1

円
／

人
2
0
2
5

1
0
0

円
／

人
2
0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

4

日
本

に
、

世
界

に
、

な
く

て
は

な
ら

な
い

価
値

を
創

造
し

、
「
稼

ぐ
力

」
の

向
上

を
図

る
た

め
の

N
A

G
A

N
O

ブ
ラ

ン
ド

発
信

事
業

5
5
,6

3
2
,9

2
5

　
県

産
品

の
売

上
実

績
に

つ
い

て
は

、
コ

ロ
ナ

禍
で

4
～

5
月

の
約

2
か

月
間

店
舗

を
閉

め
ざ

る
を

得
な

か
っ

た
も

の
の

、
各

種
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
を

実
施

し
た

り
E
C

を
活

用
す

る
な

ど
販

売
促

進
に

努
め

、
目

標
を

達
成

で
き

ま
し

た
。

　
W

E
B

サ
イ

ト
の

ア
ク

セ
ス

数
に

つ
い

て
は

、
前

年
度

実
績

は
上

回
っ

た
も

の
の

、
コ

ロ
ナ

禍
で

海
外

か
ら

の
旅

行
者

が
ほ

ぼ
無

く
な

り
、

国
内

で
も

行
動

制
限

に
よ

り
旅

行
者

が
大

幅
に

減
少

し
た

た
め

、
目

標
ど

お
り

ア
ク

セ
ス

数
が

伸
び

ま
せ

ん
で

し
た

。
　

日
本

人
旅

行
者

観
光

消
費

額
単

価
は

、
現

在
集

計
中

で
す

。
　

訪
日

外
国

人
１

人
１

回
当

た
り

の
旅

行
消

費
単

価
に

つ
い

て
は

、
海

外
か

ら
の

旅
行

者
が

ほ
ぼ

無
く
な

り
、

観
光

庁
が

調
査

を
中

止
し

た
た

め
デ

ー
タ

が
あ

り
ま

せ
ん

。
　

今
後

も
、

長
野

県
の

魅
力

を
県

内
外

、
海

外
へ

発
信

し
、

「
稼

ぐ
力

」
の

向
上

を
図

る
た

め
、

引
き

続
き

国
内

外
で

N
A

G
A

N
O

ブ
ラ

ン
ド

の
発

信
を

行
っ

て
ま

い
り

ま
す

。

3
ラ

イ
フ

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

学
び

の
基

盤
づ

く
り

に
よ

る
産

業
人

材
育

成
事

業
1
6
,3

7
9
,6

1
7

　
社

会
人

講
座

の
受

講
者

数
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

の
影

響
も

あ
り

、
講

座
数

が
6
講

座
に

と
ど

ま
り

、
各

講
座

の
受

講
者

数
も

思
う
よ

う
に

集
ま

り
ま

せ
ん

で
し

た
。

産
業

界
の

受
講

ニ
ー

ズ
の

把
握

や
県

内
の

専
修

学
校

・
各

種
学

校
・
大

学
等

と
の

マ
ッ
チ

ン
グ

に
注

力
す

る
こ

と
に

よ
り

講
座

新
設

数
の

増
加

を
図

る
と

と
も

に
、

タ
ー

ゲ
ッ
ト

層
に

講
座

情
報

が
行

き
届

く
よ

う
に

実
施

校
と

と
も

に
積

極
的

な
広

報
を

行
っ

て
い

き
ま

す
。

　
地

域
と

未
来

を
つ

な
ぐ

ゼ
ミ
事

業
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
、

当
初

予
定

し
て

い
た

学
校

が
中

止
と

な
り

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

せ
ん

で
し

た
。

引
き

続
き

、
感

染
症

の
状

況
を

注
視

し
な

が
ら

、
教

育
委

員
会

等
と

連
携

し
周

知
を

行
い

、
実

施
可

能
な

学
校

を
着

実
に

実
施

し
、

産
業

人
材

育
成

の
推

進
に

取
り

組
み

ま
す

。
　

地
域

内
の

人
材

を
結

び
付

け
る

育
成

の
場

の
創

出
に

つ
い

て
は

、
「
は

た
ら

く
」
を

テ
ー

マ
と

し
た

フ
ォ

ー
ラ

ム
を

県
立

長
野

図
書

館
が

オ
ン

ラ
イ

ン
で

開
催

し
、

大
学

生
や

地
域

お
こ

し
協

力
隊

、
行

政
職

員
、

N
P

O
法

人
関

係
者

な
ど

様
々

な
立

場
の

方
に

参
加

い
た

だ
き

ま
し

た
。

今
後

も
地

域
の

学
び

の
拠

点
で

あ
る

公
共

図
書

館
を

活
用

し
、

同
様

の
取

組
を

進
め

な
が

ら
、

多
様

な
人

材
を

結
ぶ

機
会

創
出

を
図

り
ま

す
。

5
信

州
プ

レ
ミ
ア

ム
ポ

ー
ク

地
域

密
着

ブ
ラ

ン
ド

創
出

事
業

3
9
,9

5
9
,0

0
0

　
関

連
の

養
豚

研
究

基
盤

強
化

事
業

（
R

1
補

正
地

方
創

生
拠

点
整

備
交

付
金

、
R

2
実

施
）
に

よ
り

、
バ

イ
オ

セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
レ

ベ
ル

が
高

く
省

力
的

な
設

備
を

備
え

た
畜

産
試

験
場

養
豚

研
究

施
設

を
整

備
し

、
2
0
2
1
（
R

3
）
年

4
月

か
ら

稼
働

開
始

し
て

い
ま

す
。

　
今

回
の

推
進

事
業

で
は

、
2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
に

導
入

し
た

種
豚

6
0
頭

及
び

分
析

機
器

7
台

を
活

用
し

て
、

ブ
ラ

ン
ド

豚
創

出
の

た
め

の
肉

質
改

善
と

評
価

基
準

の
開

発
や

農
家

へ
の

優
良

種
豚

の
精

液
年

間
出

荷
数

向
上

の
た

め
の

飼
養

管
理

技
術

の
開

発
を

進
め

ま
す

。
　

ま
た

、
ブ

ラ
ン

ド
豚

創
出

の
た

め
の

「
あ

ん
し

ん
農

場
」
認

定
基

準
の

策
定

及
び

養
豚

農
場

に
お

け
る

基
準

案
の

試
行

に
向

け
て

取
組

を
進

め
ま

す
。
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

諏
訪

地
域

観
光

消
費

額
3
5
4
,7

1
7

百
万

円
2
0
2
3

5
,3

0
0

百
万

円
0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

諏
訪

湖
創

生
推

進
拠

点
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
0

万
件

2
0
2
3

3
万

件
0
.3

0
.2

9
6

未
達

成

諏
訪

湖
に

関
す

る
イ

ベ
ン

ト
等

（
セ

ミ
ナ

ー
、

ア
ク

テ
ィ
ビ

テ
ィ
体

験
等

）
の

開
催

回
数

2
0

回
2
0
2
3

1
0

回
3

△
 3

未
達

成

諏
訪

湖
に

関
す

る
イ

ベ
ン

ト
等

（
セ

ミ
ナ

ー
、

ア
ク

テ
ィ
ビ

テ
ィ
体

験
等

）
の

参
加

人
数

2
,0

0
0

人
2
0
2
3

2
,0

0
0

人
5
0
0

7
7
2

達
成

航
空

機
関

連
又

は
航

空
機

関
連

技
術

を
活

用
し

た
製

品
等

の
製

造
品

出
荷

額
等

1
3
2
.7

億
円

2
0
2
5

8
1
.3

億
円

1
3
.4

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

航
空

機
関

連
技

術
を

活
用

し
て

新
た

な
製

品
開

発
・
事

業
化

に
つ

な
が

っ
た

件
数

0
件

2
0
2
5

2
5

件
5

9
達

成

環
境

試
験

設
備

の
利

用
件

数
4
7

件
2
0
2
5

4
0
0

件
6
0

9
8

達
成

航
空

機
シ

ス
テ

ム
分

野
横

断
ユ

ニ
ッ

ト
修

了
生

数
0

人
2
0
2
5

1
9

人
3

4
達

成

7
ア

ジ
ア

の
航

空
機

シ
ス

テ
ム

拠
点

に
お

け
る

産
業

化
促

進
3
4
,5

9
9
,7

1
6

　
新

た
な

製
品

開
発

・
事

業
化

に
つ

な
が

っ
た

件
数

に
つ

い
て

は
、

コ
ロ

ナ
対

策
製

品
な

ど
、

新
し

い
需

要
も

取
り

込
む

こ
と

で
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

し
た

。
　

環
境

試
験

設
備

の
利

用
件

数
に

つ
い

て
は

、
企

業
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
試

験
体

制
を

確
立

す
る

こ
と

で
利

用
を

促
進

し
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
し

た
。

　
航

空
機

シ
ス

テ
ム

分
野

横
断

ユ
ニ

ッ
ト

修
了

生
数

は
、

産
官

金
で

構
成

す
る

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
に

よ
り

体
制

整
備

を
支

援
し

て
良

好
な

研
究

教
育

環
境

を
保

つ
こ

と
で

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

し
た

。

6

「
諏

訪
湖

創
生

推
進

拠
点

」
を

核
と

し
た

諏
訪

湖
の

魅
力

向
上

・
発

信
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

5
0
,8

4
9
,0

9
8

　
諏

訪
湖

創
生

推
進

拠
点

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

へ
の

ア
ク

セ
ス

件
数

に
つ

い
て

は
、

諏
訪

湖
創

生
推

進
拠

点
の

開
所

時
期

の
再

検
討

・
延

期
に

よ
り

、
発

信
で

き
る

情
報

に
限

り
が

あ
っ

た
こ

と
な

ど
か

ら
目

標
に

達
し

ま
せ

ん
で

し
た

。
今

後
は

、
2
0
2
4

（
R

6
）
年

４
月

の
開

所
に

向
け

、
積

極
的

な
情

報
発

信
を

行
い

ま
す

。
　

諏
訪

湖
に

関
す

る
イ

ベ
ン

ト
等

へ
の

参
加

人
数

に
つ

い
て

は
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

も
の

の
、

開
催

回
数

に
つ

い
て

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

、
目

標
に

達
し

ま
せ

ん
で

し
た

。
引

き
続

き
、

感
染

症
の

状
況

を
注

視
し

な
が

ら
、

諏
訪

湖
の

魅
力

の
向

上
・
発

信
に

資
す

る
取

組
を

進
め

ま
す

。
【
令

和
５

年
度

　
事

業
費

増
額

に
つ

い
て

】
　

諏
訪

湖
創

生
推

進
拠

点
は

、
当

初
の

令
和

５
年

の
開

所
予

定
を

一
年

延
期

し
、

令
和

６
年

４
月

と
し

ま
し

た
。

本
事

業
は

、
諏

訪
湖

創
生

推
進

拠
点

を
核

と
し

て
関

連
す

る
事

業
を

有
機

的
に

実
施

す
る

も
の

で
あ

る
た

め
、

開
所

延
期

に
伴

い
、

事
業

計
画

の
見

直
し

を
行

う
必

要
が

生
じ

ま
し

た
。

令
和

４
年

度
は

一
部

事
業

の
実

施
見

送
り

・
縮

小
を

し
た

こ
と

に
よ

り
、

当
初

設
定

し
た

事
業

費
を

減
額

し
ま

し
た

が
、

見
送

っ
た

事
業

に
つ

い
て

、
事

業
費

及
び

内
容

の
見

直
し

を
行

い
、

改
め

て
令

和
５

年
度

に
実

施
す

る
た

め
、

令
和

５
年

度
の

事
業

費
を

増
額

し
申

請
す

る
こ

と
を

検
討

し
て

い
ま

す
。

な
お

、
計

画
期

間
中

（
３

年
間

）
の

総
事

業
費

は
、

当
初

設
定

し
た

総
事

業
費

の
範

囲
内

で
す

。
　

Ｋ
Ｐ

Ｉに
つ

い
て

は
、

令
和

４
年

度
の

事
業

費
の

減
額

の
際

に
、

当
初

計
画

に
設

定
し

た
Ｋ

Ｐ
Ｉの

減
は

し
て

い
な

い
た

め
、

令
和

５
年

度
事

業
で

の
Ｋ

Ｐ
Ｉの

増
は

行
わ

ず
、

当
初

計
画

に
お

い
て

設
定

し
た

Ｋ
Ｐ

Ｉか
ら

変
更

し
ま

せ
ん

。
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

「
製

造
業

の
従

業
員

」
一

人
当

た
り

付
加

価
値

額
1
,0

3
1

万
円

/
人

2
0
2
1

2
2
9

万
円

/
人

2
2
9

4
5

未
達

成

農
業

の
単

位
面

積
当

た
り

生
産

性
（
所

得
）

2
7
2

万
円

/
h
a

2
0
2
1

8
万

円
/
h
a

8
（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

効
率

的
な

水
田

農
業

経
営

を
行

う
経

営
体

数
6
8
3

経
営

体
2
0
2
1

9
4

経
営

体
9
4

5
1

未
達

成

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
推

進
企

業
応

援
制

度
（
仮

称
）
へ

の
登

録
企

業
数

0
社

2
0
2
1

3
1
0

社
3
1
0

1
,3

2
9

達
成

継
続

的
に

地
域

に
関

わ
る

つ
な

が
り

人
口

の
数

0
人

2
0
2
1

2
0
0

人
2
0
0

1
6
0

未
達

成

プ
チ

農
業

体
験

相
談

セ
ン

タ
ー

等
の

相
談

・
研

修
に

よ
り

開
始

し
た

市
町

村
で

の
プ

チ
農

業
実

践
者

0
人

2
0
2
1

2
0
0

人
2
0
0

4
2
7

達
成

移
住

者
数

1
,9

0
8

人
2
0
2
1

8
9
2

人
8
9
2

1
,9

8
5

達
成

県
内

大
学

卒
業

者
の

県
内

就
職

率
（
県

内
大

学
を

卒
業

し
、

就
職

し
た

者
の

う
ち

、
県

内
就

職
者

が
占

め
る

割
合

）

5
4
.5

％
2
0
2
1

1
2
.1

％
1
2
.1

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

U
タ

ー
ン

就
職

率
(県

外
に

進
学

し
た

長
野

県
内

企
業

に
就

職
し

た
割

合
）

3
9
.5

％
2
0
2
1

5
.5

％
5
.5

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

県
内

大
学

生
の

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

参
加

率
2
7
.0

％
2
0
2
1

1
4
.0

％
1
4
.0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

「
は

た
ら

キ
ッ
ズ

信
州

」
事

業
へ

の
参

加
者

組
数

（
親

子
で

１
組

単
位

）
0

件
2
0
2
1

1
,1

0
0

件
1
,1

0
0

3
,6

3
1

達
成

8

IC
T
等

の
先

端
技

術
と

S
D

G
sを

活
用

し
た

ク
リ
エ

イ
テ

ィ
ブ

な
産

業
創

造
事

業

3
4
,9

8
5
,8

5
0

　
「
製

造
業

の
従

業
員

」
一

人
当

た
り

付
加

価
値

額
に

つ
い

て
は

、
県

内
企

業
の

A
I・

Io
T
等

導
入

は
進

み
ま

し
た

が
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
拡

大
に

伴
う
経

済
停

滞
及

び
施

策
の

効
果

が
短

期
的

に
現

れ
な

か
っ

た
こ

と
か

ら
K
P

Iを
下

回
り

ま
し

た
。

　
効

率
的

な
水

田
農

業
経

営
を

行
う
経

営
体

へ
の

農
地

集
約

は
進

ん
で

い
ま

す
が

、
水

田
農

業
経

営
体

の
全

体
数

減
少

の
影

響
を

受
け

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

せ
ん

で
し

た
。

J
A

や
市

町
村

等
の

関
係

機
関

と
連

携
し

、
ス

マ
ー

ト
農

業
の

推
進

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
で

、
省

力
・
軽

労
・
高

位
安

定
生

産
を

更
に

推
し

進
め

、
効

率
的

な
水

田
経

営
を

行
う
経

営
体

増
加

に
つ

な
げ

ま
す

。
　

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
推

進
企

業
応

援
制

度
へ

の
登

録
企

業
数

に
つ

い
て

は
、

登
録

企
業

・
県

の
Ｐ

Ｒ
や

官
民

連
携

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

（
内

閣
府

）
Ｈ

Ｐ
等

へ
の

掲
載

に
よ

っ
て

制
度

の
認

知
度

が
向

上
し

、
申

請
者

が
増

加
し

ま
し

た
。

　
令

和
３

年
度

で
交

付
金

事
業

と
し

て
は

終
了

し
ま

す
が

、
引

き
続

き
普

及
啓

発
に

取
り

組
み

ま
す

。

9

つ
な

が
り

人
口

の
拡

大
と

「
プ

チ
農

業
」
の

普
及

に
よ

る
信

州
創

生
人

材
創

出
事

業

1
1
,0

6
3
,6

2
8

　
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
参

加
し

た
つ

な
が

り
人

口
(関

係
人

口
）
の

数
は

増
加

し
ま

し
た

が
、

コ
ロ

ナ
禍

の
影

響
に

よ
り

、
現

地
で

の
フ

ィ
ー

ル
ド

ワ
ー

ク
や

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
が

制
限

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

参
加

者
か

ら
二

次
的

に
波

及
す

る
つ

な
が

り
人

口
の

創
出

に
影

響
を

与
え

、
目

標
値

を
達

成
す

る
こ

と
は

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
　

プ
チ

農
業

実
践

者
は

、
コ

ロ
ナ

禍
の

影
響

に
よ

り
集

合
研

修
会

な
ど

の
開

催
が

制
限

さ
れ

ま
し

た
が

、
オ

ン
ラ

イ
ン

セ
ミ
ナ

ー
の

開
催

や
農

あ
る

暮
ら

し
の

P
R

が
功

を
奏

し
、

目
標

値
を

上
回

っ
て

達
成

し
ま

し
た

。
　

移
住

者
数

に
つ

い
て

は
、

地
方

回
帰

の
意

識
の

高
ま

り
に

よ
り

、
目

標
値

を
大

き
く
上

回
っ

て
増

加
し

ま
し

た
。

　
2
0
2
2
年

度
は

、
当

事
業

の
成

果
か

ら
見

え
て

き
た

ポ
イ

ン
ト

を
踏

ま
え

た
う
え

で
、

高
度

化
・
深

度
化

を
図

っ
た

事
業

（
地

方
創

生
推

進
交

付
金

事
業

と
し

て
採

択
済

）
に

着
手

し
、

さ
ら

な
る

つ
な

が
り

人
口

創
出

・
拡

大
に

向
け

た
取

組
を

推
進

し
て

ま
い

り
ま

す
。

1
0

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

及
び

職
業

体
験

の
強

化
に

よ
る

人
材

育
成

・
定

着
事

業

1
5
,3

1
5
,0

8
7

　
地

域
の

企
業

や
地

域
産

業
へ

の
理

解
を

深
め

る
人

材
育

成
を

推
進

す
る

た
め

、
　

「
は

た
ら

キ
ッ
ズ

信
州

」
事

業
の

自
走

化
に

向
け

必
要

な
支

援
を

行
い

ま
す

。

-149-



単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

職
場

い
き

い
き

ア
ド

バ
ン

ス
カ

ン
パ

ニ
ー

認
証

企
業

数
1
1
2

社
2
0
2
1

6
6

社
6
6

8
5

達
成

職
場

い
き

い
き

ア
ド

バ
ン

ス
カ

ン
パ

ニ
ー

認
証

企
業

に
お

け
る

多
様

な
働

き
方

制
度

の
利

用
社

員
数

1
,9

6
0

人
2
0
2
1

1
,1

4
0

人
1
,1

4
0

1
,4

6
2

達
成

職
場

環
境

改
善

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

に
よ

る
訪

問
支

援
企

業
数

0
社

2
0
2
1

7
,5

0
0

社
7
,5

0
0

7
,3

4
9

未
達

成

テ
レ

ワ
ー

カ
ー

養
成

講
座

修
了

者
数

の
う
ち

、
実

際
に

企
業

か
ら

の
業

務
受

注
に

つ
な

が
っ

た
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
の

割
合

0
.0

％
2
0
2
1

9
0
.0

％
9
0
.0

7
6
.1

未
達

成

開
業

率
（
雇

用
保

険
事

業
年

報
）

3
.7

1
％

2
0
2
1

1
.7

1
％

1
.7

1
（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

労
働

生
産

性
7
,6

5
9

千
円

/
人

2
0
2
1

2
4
3
.6

千
円

/
人

2
4
3
.6

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

社
会

増
（
転

入
者

数
－

転
出

者
数

）
△

 2
,7

3
3

人
2
0
2
1

1
,0

3
9
.8

人
1
,0

3
9
.8

2
,1

5
6

達
成

ア
ク

セ
ラ

レ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
企

業
の

う
ち

、
新

た
な

資
金

調
達

や
販

路
開

拓
等

の
実

績
が

生
ま

れ
た

企
業

0
社

2
0
2
1

1
5

社
1
5

1
6

達
成

本
事

業
に

お
け

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ
ズ

ム
来

訪
者

数
0

人
2
0
2
1

3
5
0

人
3
5
0

1
6
9
,6

3
3

達
成

県
内

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ
ズ

ム
に

係
る

専
門

人
材

数
1
5
0

人
2
0
2
1

1
2
0

人
1
2
0

2
0
2

達
成

県
内

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ
ズ

ム
に

対
応

す
る

地
域

数
1

地
域

2
0
2
1

5
地

域
5

6
達

成

1
2

ベ
ン

チ
ャ

ー
・
エ

コ
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
向

け
た

ス
タ

ー
ト

ア
ッ
プ

支
援

事
業

3
4
,2

4
0
,9

9
5

　
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

拡
大

に
伴

い
地

方
へ

の
移

住
創

業
の

意
識

が
高

ま
っ

て
き

た
中

、
首

都
圏

で
の

移
住

創
業

相
談

イ
ベ

ン
ト

を
積

極
的

に
開

催
す

る
こ

と
で

社
会

増
の

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
し

た
。

　
ア

ク
セ

ラ
レ

ー
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

つ
い

て
も

、
創

業
支

援
機

関
同

士
の

連
携

体
制

の
構

築
が

進
ん

で
き

た
こ

と
や

、
県

の
支

援
施

策
が

充
実

し
て

き
た

こ
と

に
よ

り
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

し
た

。
　

令
和

３
年

度
で

交
付

金
事

業
と

し
て

は
終

了
し

ま
す

が
、

引
き

続
き

、
県

内
に

お
け

る
創

業
の

す
そ

野
拡

大
に

取
り

組
み

ま
す

。

1
1

「
働

き
た

い
」
を

か
な

え
る

柔
軟

な
働

き
方

普
及

促
進

事
業

4
7
,2

3
7
,5

5
0

　
職

場
環

境
改

善
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
に

よ
る

訪
問

支
援

企
業

数
は

、
「
職

場
い

き
い

き
ア

ド
バ

ン
ス

カ
ン

パ
ニ

ー
」
認

証
制

度
の

申
請

数
大

幅
増

加
を

受
け

、
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
業

務
に

占
め

る
申

請
支

援
と

審
査

業
務

が
増

え
た

こ
と

で
新

規
企

業
訪

問
数

が
減

少
し

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

せ
ん

で
し

た
。

　
業

務
受

注
に

つ
な

が
っ

た
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
の

割
合

に
つ

い
て

は
、

昨
年

度
と

比
べ

て
増

加
し

た
も

の
の

、
受

講
者

が
学

習
し

た
ス

キ
ル

と
企

業
が

発
注

す
る

業
務

に
必

要
な

ス
キ

ル
が

結
び

つ
か

な
い

等
、

発
注

側
と

受
注

側
の

ミ
ス

マ
ッ
チ

が
あ

り
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
令

和
３

年
度

で
交

付
金

事
業

と
し

て
は

終
了

し
ま

す
が

、
今

後
は

企
業

の
テ

レ
ワ

ー
ク

環
境

整
備

や
テ

レ
ワ

ー
ク

可
能

な
業

務
の

切
り

出
し

と
い

っ
た

、
企

業
の

テ
レ

ワ
ー

ク
導

入
支

援
に

引
き

続
き

取
り

組
み

ま
す

。

1
3

『
信

州
型

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
』
推

進
に

よ
る

稼
ぐ

観
光

地
域

づ
く
り

2
,7

8
1
,0

0
0

　
信

州
大

学
と

共
同

で
開

講
し

た
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ
ズ

ム
実

務
人

材
育

成
講

座
に

よ
っ

て
、

よ
り

専
門

的
な

知
識

と
専

門
機

材
を

高
度

な
技

術
で

運
用

す
る

技
能

を
も

っ
た

専
門

人
材

が
着

実
に

育
成

さ
れ

、
そ

れ
ぞ

れ
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

フ
ィ
ー

ル
ド

で
活

躍
す

る
な

ど
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
を

進
め

る
上

で
、

大
き

な
戦

力
に

な
っ

て
い

ま
す

。
　

ま
た

、
そ

の
専

門
人

材
が

中
心

と
な

り
、

県
内

各
地

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
フ

ィ
ー

ル
ド

で
独

自
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

イ
ベ

ン
ト

(ツ
ア

ー
)の

開
催

や
学

習
旅

行
受

け
入

れ
体

制
の

充
実

を
図

る
な

ど
、

コ
ロ

ナ
禍

に
お

い
て

も
、

確
実

に
来

訪
者

数
の

獲
得

に
繋

が
っ

て
お

り
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

先
進

地
＝

長
野

県
が

確
立

し
つ

つ
あ

り
ま

す
。

　
今

後
は

「
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ
ズ

ム
の

先
進

地
」
と

し
て

の
「
長

野
県

」
を

県
内

外
に

Ｐ
Ｒ

す
る

な
ど

、
情

報
発

信
を

強
化

し
て

い
く
予

定
で

す
。
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

相
談

窓
口

に
お

け
る

支
援

に
よ

り
、

実
際

に
外

国
人

雇
用

に
結

び
つ

い
た

事
業

所
数

0
.0

％
2
0
2
2

8
0
.0

％
7
5
.0

8
0
.9

達
成

グ
ロ

ー
バ

ル
キ

ャ
リ
ア

フ
ェ
ア

の
開

催
に

よ
る

外
国

人
留

学
生

の
就

職
・

内
定

者
数

0
人

2
0
2
2

1
2

人
8

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

グ
ロ

ー
バ

ル
キ

ャ
リ
ア

フ
ェ
ア

の
出

展
企

業
数

0
社

2
0
2
2

9
0

社
5
5

2
9

未
達

成

相
談

窓
口

に
お

け
る

支
援

企
業

数
0

社
2
0
2
2

1
,0

8
0

社
7
2
0

2
1
1

未
達

成

労
働

生
産

性
（
全

産
業

の
実

質
県

内
総

生
産

を
県

内
就

業
者

数
で

除
し

た
数

値
）

7
,2

8
9

千
円

/
人

2
0
2
2

4
4
7

千
円

/
人

2
9
8

1
4
9

未
達

成

社
会

増
（
転

入
者

数
－

転
出

者
数

）
△

 9
5
6

人
2
0
2
2

9
5
6

人
6
0
0

△
 6

8
0

未
達

成

試
行

的
に

県
内

に
移

住
・
移

転
し

て
事

業
活

動
を

行
う
IT

事
業

者
数

1
3

件
2
0
2
2

3
6

件
2
4

3
6

達
成

地
域

企
業

に
対

す
る

副
業

・
兼

業
を

含
め

た
人

材
マ

ッ
チ

ン
グ

成
約

件
数

（
累

計
）

2
6
0

件
2
0
2
2

3
3
0

件
2
1
0

1
9
8

未
達

成

地
域

企
業

の
経

営
課

題
に

関
す

る
相

談
件

数
(累

計
)

1
,0

5
1

件
2
0
2
2

1
,7

0
0

件
1
,3

0
0

1
,3

3
6

達
成

一
人

当
た

り
労

働
生

産
性

の
増

加
分

7
,2

7
6

千
円

/
人

2
0
2
2

5
8
4

千
円

/
人

3
9
0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

1
4

外
国

人
の

就
業

促
進

事
業

8
,9

0
9
,6

7
0

　
2
0
2
1
年

度
の

グ
ロ

ー
バ

ル
キ

ャ
リ
ア

フ
ェ
ア

に
つ

い
て

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
拡

大
防

止
の

た
め

、
や

む
を

得
ず

開
催

方
法

を
対

面
方

式
か

ら
オ

ン
ラ

イ
ン

方
式

に
切

り
替

え
、

参
加

企
業

数
を

2
0
社

ま
で

と
限

定
し

募
集

を
行

っ
た

た
め

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
ま

せ
ん

で
し

た
。

2
0
2
0
年

度
は

対
面

で
の

開
催

で
し

た
が

、
会

場
が

密
に

な
ら

な
い

よ
う
出

展
企

業
数

を
減

ら
し

、
ま

た
企

業
か

ら
も

応
募

が
例

年
よ

り
少

な
か

っ
た

影
響

で
、

グ
ロ

ー
バ

ル
キ

ャ
リ
ア

フ
ェ
ア

に
よ

る
外

国
人

留
学

生
の

就
職

・
内

定
に

結
び

付
け

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
　

相
談

窓
口

に
お

け
る

支
援

企
業

数
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

た
め

新
規

入
国

制
限

が
あ

っ
た

影
響

で
外

国
人

材
の

受
け

入
れ

が
進

ま
な

か
っ

た
こ

と
、

年
度

当
初

は
相

談
窓

口
の

認
知

度
が

低
く
相

談
件

数
が

伸
び

な
か

っ
た

こ
と

（
相

談
窓

口
の

開
所

は
令

和
３

年
１

月
か

ら
）
か

ら
、

支
援

企
業

数
は

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
　

今
後

は
、

外
国

人
材

の
受

入
れ

に
関

心
を

持
っ

て
い

る
企

業
へ

の
支

援
や

外
国

人
留

学
生

の
県

内
就

職
促

進
の

取
組

を
継

続
し

、
円

滑
か

つ
適

正
な

受
入

れ
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
安

心
・
安

全
に

働
く
こ

と
が

で
き

る
就

労
環

境
の

整
備

に
よ

り
、

外
国

人
材

が
日

本
人

と
と

も
に

地
域

を
創

る
パ

ー
ト

ナ
ー

と
し

て
活

躍
で

き
る

社
会

の
実

現
を

目
指

す
た

め
、

相
談

窓
口

が
実

施
す

る
セ

ミ
ナ

ー
等

イ
ベ

ン
ト

の
周

知
を

強
化

し
、

引
き

続
き

外
国

人
の

就
業

促
進

に
向

け
た

支
援

を
実

施
し

ま
す

。

1
6

長
野

県
プ

ロ
フ

ェ
ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
 深

化
・
高

度
化

事
業

6
3
,7

9
1
,7

9
2

　
地

域
企

業
に

対
す

る
副

業
・
兼

業
を

含
め

た
人

材
マ

ッ
チ

ン
グ

成
約

件
数

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
拡

大
の

影
響

に
よ

り
、

企
業

訪
問

が
制

限
さ

れ
た

た
め

、
K
P

Iを
下

回
り

ま
し

た
。

　
地

域
企

業
の

経
営

課
題

に
関

す
る

相
談

件
数

に
つ

い
て

は
順

調
に

推
移

し
て

お
り

、
目

標
を

達
成

し
ま

し
た

。
　

従
来

の
マ

ッ
チ

ン
グ

活
動

に
加

え
、

体
制

拡
充

事
業

に
よ

り
業

務
委

託
型

の
副

業
・
兼

業
人

材
活

用
へ

の
取

組
を

本
格

化
さ

せ
、

専
門

人
材

を
配

置
す

る
こ

と
が

難
し

い
地

域
中

小
企

業
へ

の
活

用
の

促
進

を
図

っ
て

い
き

ま
す

。

1
5

S
o
c
ie

ty
5
.0

時
代

に
ふ

さ
わ

し
い

IT
人

材
･I

T
産

業
集

積
を

図
る

信
州

IT
バ

レ
ー

構
想

推
進

事
業

6
3
,3

7
1
,2

7
8

　
海

外
経

済
の

減
速

や
新

型
コ

ロ
ナ

感
染

拡
大

の
影

響
、

令
和

元
年

度
東

日
本

台
風

に
よ

る
被

害
等

も
大

き
く
影

響
し

、
製

造
業

を
中

心
に

総
生

産
が

落
ち

込
ん

だ
た

め
労

働
生

産
性

は
K
P

Iを
下

回
り

ま
し

た
。

　
ま

た
、

高
校

卒
業

か
ら

新
卒

に
該

当
す

る
1
0
代

後
半

～
2
0
代

前
半

の
転

出
が

依
然

と
し

て
多

く
、

社
会

増
が

K
P

Iを
下

回
り

ま
し

た
。

　
今

後
は

、
信

州
IT

バ
レ

ー
推

進
協

議
会

を
中

心
に

各
事

業
間

の
連

携
を

更
に

強
化

す
る

と
と

も
に

各
産

業
で

の
付

加
価

値
創

出
に

繋
が

る
取

組
を

促
進

す
る

こ
と

で
、

人
を

呼
び

込
む

魅
力

の
高

い
地

域
産

業
を

創
出

し
、

信
州

IT
バ

レ
ー

構
想

の
実

現
に

向
け

て
引

き
続

き
取

り
組

み
ま

す
。
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

Ｕ
ＩＪ

タ
ー

ン
転

職
説

明
会

参
加

者
の

う
ち

長
野

県
企

業
へ

転
職

す
る

割
合

0
.0

％
2
0
2
2

1
0
.0

％
6
.5

0
.0

未
達

成

副
・
兼

業
人

材
を

活
用

す
る

県
内

企
業

数
0

社
2
0
2
2

1
0

社
4

5
達

成

社
会

増
減

△
 9

5
6

人
2
0
2
2

9
5
6

人
6
0
0

△
 6

8
0

未
達

成

移
住

者
数

2
,3

1
5

人
2
0
2
2

5
8
5

人
5
3
5

7
5
6

達
成

観
光

入
込

客
延

べ
数

2
8
,3

7
9

百
人

2
0
2
2

6
,1

0
0

百
人

6
,0

5
0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

移
住

、
定

住
者

数
3
2
3

人
2
0
2
2

1
5
0

人
1
0
0

1
1
2

達
成

県
内

知
名

度
順

位
1
5

位
2
0
2
2

5
位

4
（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

県
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
大

会
、

地
域

で
実

施
し

て
い

る
体

験
会

等
の

障
が

い
者

の
参

加
者

総
数

1
5
,7

4
2

人
/
年

2
0
2
2

4
9
,5

8
9

人
/
年

3
2
,6

6
6

1
9
,0

7
8

未
達

成

み
ら

い
ア

ス
リ
ー

ト
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
が

実
施

す
る

特
別

支
援

学
校

等
で

の
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
体

験
会

の
参

加
者

数

0
人

/
年

2
0
2
2

1
,2

0
0

人
/
年

6
0
0

6
,9

3
9

達
成

総
合

型
地

域
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

に
お

い
て

障
が

い
者

に
対

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

実
施

し
て

い
る

率
3
.4

％
2
0
2
2

3
4
.3

％
1
7
.1

1
9
.8

達
成

一
般

県
民

の
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
の

体
験

率
6
.0

％
2
0
2
2

5
5
.9

％
3
0
.9

7
.4

未
達

成

1
8

北
ア

ル
プ

ス
国

際
芸

術
祭

を
起

点
と

し
た

ブ
ラ

ン
ド

力
向

上
と

S
D

G
s未

来
都

市
の

構
築

へ
向

け
た

産
学

官
金

連
携

に
よ

る
地

域
再

生
　

長
野

県
・

大
町

市

1
0
,0

0
0
,0

0
0

　
2
0
2
0
、

2
0
2
1
年

度
に

お
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
、

観
光

事
業

を
含

め
た

動
き

が
縮

小
し

た
た

め
、

K
P

Iに
つ

い
て

も
、

観
光

入
込

や
認

知
度

・
魅

力
度

の
向

上
に

つ
い

て
は

厳
し

い
状

況
と

な
り

ま
し

た
が

、
2
0
2
2

年
度

に
お

い
て

は
、

S
D

G
ｓ
未

来
都

市
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

で
あ

る
「
み

ず
の

わ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
を

中
心

に
、

芸
術

祭
関

連
事

業
、

観
光

事
業

の
推

進
に

取
り

組
み

ま
す

。
　

ま
た

、
移

住
、

定
住

者
数

に
つ

い
て

も
、

芸
術

祭
関

連
と

「
み

ず
の

わ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
と

連
動

を
図

り
な

が
ら

、
更

な
る

増
加

に
繋

げ
て

い
き

ま
す

。

1
7

社
会

人
を

対
象

と
し

た
Ｕ

Ｉ
Ｊ
タ

ー
ン

促
進

事
業

1
6
,1

6
4
,7

7
5

　
昨

年
度

に
引

き
続

き
、

説
明

会
を

オ
ン

ラ
イ

ン
で

実
施

し
た

と
こ

ろ
参

加
者

数
が

振
る

わ
ず

、
ま

た
、

早
期

の
就

業
を

希
望

す
る

企
業

と
、

長
期

ス
パ

ン
で

移
住

・
転

職
を

検
討

す
る

社
会

人
と

の
ニ

ー
ズ

の
相

違
等

も
あ

り
、

現
時

点
で

説
明

会
を

き
っ

か
け

と
し

て
直

接
転

職
に

つ
な

が
っ

た
ケ

ー
ス

は
な

く
、

目
標

は
未

達
成

と
な

り
ま

し
た

。
　

社
会

増
減

に
つ

い
て

は
依

然
社

会
減

が
続

い
て

お
り

、
目

標
は

未
達

成
で

す
が

、
地

方
回

帰
へ

の
意

識
の

高
ま

り
か

ら
減

少
幅

は
縮

小
し

て
い

ま
す

。
移

住
者

数
に

つ
い

て
は

目
標

値
を

上
回

っ
て

増
加

し
て

お
り

、
目

標
達

成
と

な
り

ま
し

た
。

　
今

後
は

、
説

明
会

等
の

イ
ベ

ン
ト

へ
よ

り
多

く
の

参
加

者
を

呼
び

込
む

た
め

、
事

前
の

広
報

の
強

化
及

び
、

出
展

す
る

企
業

や
市

町
村

の
充

実
を

図
る

と
と

も
に

、
県

内
企

業
や

市
町

村
と

連
携

し
て

、
長

野
県

で
の

働
き

方
と

暮
ら

し
を

セ
ッ
ト

で
発

信
し

て
い

き
ま

す
。

ま
た

、
県

内
企

業
に

対
し

て
は

、
副

業
・
兼

業
人

材
の

活
用

の
取

組
例

を
横

展
開

し
て

い
き

ま
す

。

1
9

パ
ラ

ウ
ェ
ー

ブ
N

A
G

A
N

O
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
事

業
（
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

に
よ

る
共

生
社

会
づ

く
り

）

2
9
,0

8
7
,1

3
0

　
大

会
や

体
験

会
の

参
加

者
数

に
つ

い
て

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

、
当

初
予

定
し

て
い

た
事

業
の

多
く
が

中
止

と
な

っ
た

た
め

、
未

達
成

と
な

り
ま

し
た

。
　

み
ら

い
ア

ス
リ
ー

ト
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
に

よ
る

体
験

会
に

つ
い

て
は

、
非

常
に

多
く
の

県
内

学
校

等
で

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
、

目
標

を
達

成
し

ま
し

た
。

　
総

合
型

地
域

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
で

の
実

施
率

に
つ

い
て

は
、

順
調

に
推

移
し

、
目

標
を

達
成

し
ま

し
た

。
　

一
般

県
民

の
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
の

体
験

率
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
、

ス
ポ

ー
ツ

を
体

験
す

る
場

や
外

出
機

会
が

減
少

し
た

た
め

、
未

達
成

と
な

り
ま

し
た

。
　

引
き

続
き

、
感

染
症

の
状

況
を

注
視

し
な

が
ら

、
実

施
可

能
な

事
業

を
着

実
に

実
施

し
、

障
が

い
者

ス
ポ

ー
ツ

の
振

興
に

取
り

組
み

ま
す

。
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単
位

：
円

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

事
業

開
始

時
最

終
年

度
（
年

）
の

目
標

達
成 ・

未
達

成

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

（
年

）
目

標
値

(増
加

)
単

位
目

標
値

（
2
0
2
1
累

計
）

実
績

値

本
移

住
支

援
事

業
に

基
づ

く
移

住
就

業
者

数
0

人
2
0
2
4

4
8
0

人
2
1
0

4
4

未
達

成

本
移

住
支

援
事

業
に

基
づ

く
移

住
起

業
者

数
0

人
2
0
2
4

1
8

人
9

4
未

達
成

本
移

住
支

援
事

業
に

基
づ

く
起

業
者

数
0

人
2
0
2
4

1
8
0

人
9
0

5
1

未
達

成

マ
ッ
チ

ン
グ

サ
イ

ト
に

新
た

に
掲

載
さ

れ
た

求
人

数
9
0

件
2
0
2
4

5
6
0

件
2
6
0

5
2
3

達
成

本
事

業
に

よ
り

新
規

就
業

が
実

現
し

た
者

の
数

（
新

規
就

業
者

数
）

0
人

2
0
2
4

3
,7

2
0

人
1
,8

3
0

7
9
0

未
達

成

女
性

の
短

期
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ
プ

参
加

者
0

人
2
0
2
4

2
8
0

人
1
3
0

6
2

未
達

成

本
事

業
に

関
連

し
て

新
規

雇
用

さ
れ

る
者

の
数

9
人

2
0
2
1

1
7

人
1
7

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

観
光

消
費

額
6
,2

5
0

百
万

円
2
0
2
1

2
,0

9
7

百
万

円
2
,0

9
7

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

外
国

人
宿

泊
者

数
2
,2

2
1

人
2
0
2
1

9
,5

7
9

人
9
,5

7
9

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

件
数

構
成

比
※

構
成

比
は

実
績

値
が

把
握

で
き

る
指

標
に

占
め

る
割

合
で

す

3
1

5
6
.4

2
4

4
3
.6

2
2

－

7
7

1
0
0

K
P

Iの
達

成
状

況

区
分

達
成

未
達

成

実
績

値
な

し

合
計

2
0

長
野

県
Ｕ

ＩＪ
タ

ー
ン

就
業

・
創

業
移

住
支

援
事

業 長
野

県
地

域
課

題
解

決
型

創
業

支
援

事
業

7
4
,5

2
0
,3

8
0

　
移

住
就

業
者

・
起

業
者

数
に

つ
い

て
は

、
要

件
を

大
幅

に
緩

和
し

た
こ

と
で

前
年

よ
り

大
き

く
増

加
し

ま
し

た
が

、
未

だ
事

業
の

認
知

度
が

低
く
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
ま

た
、

マ
ッ
チ

ン
グ

サ
イ

ト
求

人
に

つ
い

て
は

目
標

を
達

成
し

て
い

る
も

の
の

、
移

住
希

望
者

と
の

マ
ッ
チ

ン
グ

件
数

が
少

な
い

た
め

、
よ

り
魅

力
あ

る
求

人
や

サ
イ

ト
内

容
の

充
実

を
図

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
　

起
業

者
数

に
つ

い
て

は
、

前
年

か
ら

増
加

し
た

も
の

の
、

不
採

択
案

件
が

多
く
、

目
標

の
達

成
に

は
至

り
ま

せ
ん

で
し

た
。

　
今

後
は

、
本

移
住

支
援

事
業

に
係

る
マ

ッ
チ

ン
グ

サ
イ

ト
の

利
便

性
を

向
上

さ
せ

る
と

と
も

に
、

移
住

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

記
事

を
掲

載
す

る
等

、
サ

イ
ト

内
容

の
充

実
に

努
め

る
と

と
も

に
、

サ
イ

ト
の

活
用

に
つ

い
て

、
県

内
企

業
訪

問
等

に
よ

り
積

極
的

な
呼

び
か

け
を

行
っ

て
い

き
ま

す
。

子
育

て
世

帯
に

対
す

る
支

援
金

額
の

加
算

措
置

を
講

じ
、

子
育

て
世

帯
の

移
住

を
推

進
し

て
ま

い
り

ま
す

。
支

援
対

象
の

要
件

に
つ

い
て

は
、

わ
か

り
や

す
く
示

し
た

資
料

を
作

成
し

、
移

住
関

連
部

署
や

市
町

村
等

を
通

じ
て

、
事

業
の

周
知

に
努

め
て

い
き

ま
す

。
さ

ら
に

、
起

業
支

援
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
伴

走
支

援
員

に
よ

る
、

事
業

計
画

の
策

定
支

援
を

き
め

細
や

か
に

実
施

し
、

採
択

率
を

高
め

て
い

き
ま

す
。

2
2

神
秘

の
山

「
御

嶽
」
再

生
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
　

～
い

に
し

え
の

旅
人

が
行

き
交

う
K
o
d
o
が

今
　

蘇
る

～

9
7
,4

2
4
,7

8
9

　
Ｋ

Ｐ
Ｉ１

に
つ

い
て

は
、

最
新

値
を

集
計

中
で

す
。

　
Ｋ

Ｐ
Ｉ２

と
３

は
例

年
８

月
に

発
表

さ
れ

る
統

計
を

用
い

て
数

値
を

把
握

し
て

い
る

た
め

、
現

時
点

で
は

実
績

値
な

し
と

し
て

い
ま

す
。

2
1

女
性

・
シ

ニ
ア

等
就

業
応

援
プ

ロ
ジ

エ
ク

ト
事

業
3
8
,8

8
3
,8

1
6

　
新

規
就

業
者

数
は

、
合

同
企

業
説

明
会

を
中

止
す

る
な

ど
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
、

支
援

者
数

が
想

定
よ

り
少

な
く
な

り
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
　

女
性

の
短

期
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ
プ

参
加

者
は

、
感

染
症

の
影

響
等

に
よ

り
受

入
企

業
数

が
伸

び
悩

ん
だ

た
め

、
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
で
し

た
。
　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
よ
り
、
非
正
規
雇
用
の
女
性
を
中
心

に
深
刻
な
影
響
を
受
け
て
お
り
、
雇
用
維
持
が
困
難
と
な
っ
た
場
合
の
離
職

者
増
加
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
関
連
事
業
等
と
の
連
携
を
強

化
し
て
、
新
規
就
業
に
結
び
付
け
て
い
き
ま
す
。
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単
位

：
円

「
御

岳
山

」
及

び
「
御

岳
高

原
」
観

光
消

費
額

　
（
観

光
地

利
用

者
統

計
調

査
）

7
2
9
,8

4
5

千
円

2
0
2
5

6
1
9
,4

8
8

千
円

0
0

実
績

値
な

し

ビ
ジ

タ
ー

セ
ン

タ
ー

利
用

者
数

0
人

2
0
2
5

4
9
,0

0
0

人
0

0
実

績
値

な
し

ガ
イ

ド
ツ

ア
ー

参
加

者
数

0
人

2
0
2
5

1
,0

0
0

人
0

0
実

績
値

な
し

次
世

代
高

速
通

信
モ

ジ
ュ

ー
ル

等
の

新
規

開
発

支
援

件
数

0
件

2
0
2
5

4
0

件
0

0
実

績
値

な
し

"
V

ir
tu

al
iz

e
d 

K
o
h
se

ts
u
sh

i"
に

よ
る

技
術

支
援

件
数

0
件

2
0
2
5

3
0
0

件
0

0
実

績
値

な
し

次
世

代
高

速
通

信
技

術
に

関
す

る
受

託
研

究
・
試

験
手

数
料

・
機

器
使

用
料

収
入

額
0

千
円

2
0
2
5

1
6
,5

0
0

千
円

0
0

実
績

値
な

し

医
療

機
器

の
完

成
品

・
部

材
等

の
新

規
開

発
企

業
数

0
企

業
2
0
2
4

3
0

企
業

3
6

達
成

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

総
合

支
援

に
よ

る
新

規
事

業
化

等
件

数
0

件
2
0
2
4

1
4

件
2

3
達

成

3
D

デ
ジ

タ
ル

生
産

技
術

に
関

す
る

試
験

手
数

料
・
機

器
使

用
料

収
入

額
1
,4

3
0

千
円

2
0
2
4

1
6
,5

0
0

千
円

1
2
,0

0
0

1
1
,0

4
5

未
達

成

　
2
0
2
1
年

4
月

に
稼

働
を

開
始

し
た

3
D

デ
ジ

タ
ル

生
産

技
術

実
装

化
研

究
拠

点
を

活
用

し
、

引
き

続
き

医
療

機
器

を
始

め
と

し
た

成
長

期
待

分
野

の
製

品
開

発
・
事

業
化

等
に

対
す

る
設

計
、

試
作

、
試

験
ま

で
の

一
貫

支
援

に
取

り
組

み
ま

す
。

　
ま

た
、

産
業

支
援

機
関

と
の

連
携

を
推

進
し

、
ワ

ン
ス

ト
ッ
プ

総
合

支
援

に
よ

る
新

規
事

業
化

に
も

引
き

続
き

取
り

組
ん

で
い

き
ま

す
。

　
試

験
手

数
料

・
機

器
使

用
料

収
入

額
が

わ
ず

か
に

目
標

未
達

成
の

た
め

、
研

究
開

発
以

外
に

も
通

常
の

依
頼

試
験

、
機

器
貸

付
の

利
用

促
進

を
よ

り
一

層
強

化
し

て
い

き
ま

す
。

達
成 ・

未
達

成

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

3
信

州
未

来
志

向
型

3
D

デ
ジ

タ
ル

生
産

技
術

実
装

化
研

究
拠

点
整

備
計

画
9
7
2
,5

1
9
,9

0
0

2

ポ
ス

ト
5
G

を
実

現
す

る
「
超

精
密

電
子

モ
ジ

ュ
ー

ル
地

域
共

創
開

発
拠

点
」
整

備
計

画

1
,2

7
4
,7

7
9
,0

0
0

　
５

G
／

ポ
ス

ト
５

G
通

信
に

よ
る

新
し

い
社

会
の

実
現

に
必

要
な

次
世

代
電

子
機

器
を

タ
ー

ゲ
ッ
ト

と
し

、
電

子
材

料
評

価
、

配
線

技
術

、
モ

ジ
ュ

ー
ル

性
能

評
価

な
ど

幅
広

い
要

素
技

術
で

産
業

支
援

を
行

う
た

め
、

2
0
2
2
年

4
月

に
稼

働
を

開
始

し
ま

し
た

。
今

後
、

次
世

代
高

速
通

信
用

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

研
究

開
発

に
対

し
、

材
料

レ
ベ

ル
か

ら
性

能
評

価
ま

で
の

一
貫

支
援

に
取

り
組

み
ま

す
。

1
御

岳
県

立
公

園
 御

嶽
山

ビ
ジ

タ
ー

セ
ン

タ
ー

整
備

事
業

6
3
1
,8

6
0
,0

0
0

　
御

嶽
山

ビ
ジ

タ
ー

セ
ン

タ
ー

の
整

備
に

つ
い

て
は

、
当

初
の

予
定

で
は

令
和

３
年

中
に

建
築

工
事

が
竣

工
し

、
令

和
４

年
度

の
夏

山
シ

ー
ズ

ン
に

合
わ

せ
た

オ
ー

プ
ン

を
目

指
し

て
い

ま
し

た
が

、
令

和
３

年
夏

の
大

雨
等

の
影

響
で

工
事

が
遅

延
し

、
オ

ー
プ

ン
が

令
和

４
年

８
月

末
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

の
た

め
、

開
館

期
間

が
短

く
な

る
こ

と
か

ら
２

年
目

の
実

績
値

も
目

標
値

を
下

回
る

可
能

性
が

高
ま

っ
て

い
ま

す
が

、
施

設
の

指
定

管
理

者
と

協
力

し
て

誘
客

に
努

め
、

地
域

の
観

光
復

興
を

促
進

し
て

い
き

た
い

と
考

え
て

い
ま

す
。

最
終

年
度

（
年

）
の

目
標

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

目
標

値
(増

加
)

単
位

目
標

値
（
2
0
2
1
累

計
）

事
業

開
始

時

実
績

値

地
方

創
生

関
連

交
付

金
事

業
の

実
施

結
果

（
各

交
付

対
象

事
業

の
重

要
業

績
評

価
指

標
（
K
P

I）
の

実
績

値
等

）

○
地

方
創

生
拠

点
整

備
交

付
金

目
標
値
≦
実
績
値
・
・
・
・
・
・
「
達
成
」

目
標
値
＞
実
績
値
・
・
・
・
「
未
達
成
」

※
2
0
2
1
年
度
末
ま
で
の
累
計
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単
位

：
円

達
成 ・

未
達

成

N
o

交
付

対
象

事
業

の
名

称

実
績

額
重

要
業

績
評

価
指

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

最
終

年
度

（
年

）
の

目
標

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
（
年

）
の

状
況

今
後

の
取

組
の

方
向

性
、

未
達

成
の

理
由

等
基

準
値

単
位

年
度

目
標

値
(増

加
)

単
位

目
標

値
（
2
0
2
1
累

計
）

事
業

開
始

時

実
績

値

新
た

な
オ

リ
ジ

ナ
ル

豚
１

銘
柄

（
2
0
2
3
年

度
）

0
銘

柄
2
0
2
4

1
銘

柄
0

0
実

績
値

な
し

種
苗

供
給

量
（
ブ

ラ
ン

ド
豚

用
液

体
精

液
）

0
本

／
年

2
0
2
4

1
,2

0
0

本
／

年
0

0
実

績
値

な
し

農
家

の
母

豚
一

頭
当

た
り

年
間

出
荷

数
2
0

頭
／

年
2
0
2
4

5
頭

／
年

0
0

実
績

値
な

し

生
産

現
場

の
A

I-
Io

T
化

に
よ

る
生

産
性

向
上

に
関

す
る

研
究

数
0

件
2
0
2
2

4
0

件
3
0

3
0

達
成

Io
T
機

器
等

を
活

用
し

た
生

産
現

場
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
や

工
程

改
善

件
数

0
件

2
0
2
2

8
0

件
6
0

7
9

達
成

3
D

プ
リ
ン

タ
を

活
用

し
た

加
工

工
程

の
改

善
件

数
0

件
2
0
2
2

6
0
0

件
4
5
0

8
2
3

達
成

サ
プ

リ
メ

ン
ト

等
、

新
し

い
機

能
性

食
品

の
開

発
品

目
0

品
目

2
0
2
2

1
0
0

品
目

8
0

8
0

達
成

食
品

製
造

業
の

製
造

品
出

荷
額

等
7
,0

4
0

億
円

2
0
2
2

6
6
0

億
円

5
1
0

（
集

計
中

）
実

績
値

な
し

食
品

の
試

験
・
分

析
・
研

究
に

係
る

機
器

利
用

及
び

依
頼

試
験

件
数

3
,5

0
0

件
2
0
2
2

3
0
0

件
2
4
0

2
,9

6
7

達
成

4
,0

6
4
,2

1
0
,2

8
4

K
P

Iの
達

成
状

況

区
分

件
数

構
成

比
※

構
成

比
は

実
績

値
が

把
握

で
き

る
指

標
に

占
め

る
割

合
で

す

達
成

7
8
7
.5

未
達

成
1

1
2
.5

実
績

値
な

し
1
0

－

合
計

1
8

1
0
0

　
2
0
1
9
年

４
月

に
稼

働
を

開
始

し
た

し
あ

わ
せ

信
州

食
品

開
発

セ
ン

タ
ー

機
能

性
食

品
等

開
発

拠
点

棟
を

活
用

し
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ
ン

ル
ー

ム
利

用
に

よ
る

機
能

性
表

示
食

品
等

の
新

製
品

開
発

支
援

、
試

作
加

工
室

利
用

に
よ

る
製

造
販

売
支

援
、

評
価

装
置

を
活

用
し

た
品

質
向

上
支

援
な

ど
に

取
り

組
み

ま
す

。
こ

れ
ら

の
支

援
業

務
を

通
じ

て
、

新
た

な
市

場
ニ

ー
ズ

に
マ

ッ
チ

し
た

商
品

開
発

等
を

引
き

続
き

推
進

し
て

い
き

ま
す

。

4
畜

産
試

験
場

　
養

豚
研

究
基

盤
強

化
事

業
5
6
3
,5

0
3
,5

0
0

　
収

益
性

の
高

い
先

駆
的

な
飼

養
管

理
技

術
に

よ
る

県
内

養
豚

業
の

振
興

を
図

る
た

め
、

バ
イ

オ
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
レ

ベ
ル

が
高

く
省

力
的

な
設

備
を

備
え

た
畜

産
試

験
場

養
豚

研
究

施
設

を
整

備
し

、
2
0
2
1
（
R

3
）
年

4
月

に
稼

働
を

開
始

し
ま

し
た

。
　

2
0
2
1
（
R

3
）
年

度
か

ら
は

信
州

プ
レ

ミ
ア

ム
ポ

ー
ク

地
域

密
着

ブ
ラ

ン
ド

事
業

（
地

方
創

生
推

進
交

付
金

）
に

よ
り

、
K
P

I達
成

の
た

め
の

取
組

強
化

を
行

う
中

で
引

き
続

き
、

新
た

な
オ

リ
ジ

ナ
ル

豚
や

種
苗

供
給

、
母

豚
一

頭
当

た
り

年
間

出
荷

頭
数

な
ど

生
産

性
向

上
の

た
め

の
技

術
開

発
を

推
進

し
て

い
き

ま
す

。

5
環

境
・
情

報
技

術
部

門
生

産
性

革
命

支
援

事
業

3
5
0
,0

1
5
,3

6
4

　
2
0
1
9
年

４
月

に
稼

働
を

開
始

し
た

A
I活

用
/
Io

T
デ

バ
イ

ス
事

業
化

・
開

発
セ

ン
タ

ー
を

活
用

し
、

A
I及

び
Io

T
を

メ
イ

ン
と

し
た

企
業

の
D

X
を

支
援

す
る

共
同

研
究

、
製

造
現

場
に

お
け

る
ム

ダ
の

見
え

る
化

と
改

善
策

と
し

て
の

省
エ

ネ
推

進
、

3
D

プ
リ
ン

タ
に

よ
り

作
製

し
た

試
作

品
や

治
具

を
活

用
し

た
加

工
工

程
の

改
善

な
ど

に
取

り
組

み
ま

す
。

　
こ

れ
ら

の
支

援
業

務
を

通
じ

て
、

生
産

現
場

に
お

い
て

生
産

性
を

向
上

さ
せ

る
D

X
を

引
き

続
き

推
進

し
て

い
き

ま
す

。

6
食

品
技

術
部

門
生

産
性

革
命

支
援

事
業

2
7
1
,5

3
2
,5

2
0
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Ⅸ. まち・ひと・しごと創生寄附

（企業版ふるさと納税）活⽤事業の実施結果
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目標値 実績値 達成・未達成
（事業評価指数）

新型コロナウイルス感染症対策
にかかる特殊勤務手当支援事
業

コロナ対応を行う医療従事者
等が抱えている身体的・精神的
負担を軽減させることを目的と
した手当等の支給を医療機関
に促すための財政支援。

118,254,000円
（200,000円）

2者
医療施設従事医師数
（人口10万人当たり）
（人）

239.8
243.8
(R2)

達成
(1.02)

身体的・精神的負担を抱えながら新型コロナウイル
ス感染症に最前線で対応する医療従事者への処
遇改善のために寄付金を活用しました。
なお、当該事業については、現段階の新型コロナウ
イルス感染症の状況や他制度の活用により当該事
業目的を達成できる点等を踏まえ、令和３年度を
もって終了となっています。

デジタル人材育成・誘致事業

多様なＩＴ人材の育成・誘致の
ため、デジタルを活用した新事
業創出を目指す人材が県内各
地から参加できる機会を提供
するとともに、その取組を全国
に発信。

11,148,060円
（200,000円）

2者
第３次産業の労働生
産性（千円/人）

8,464
7,865
(R1)

未達成
(0.93)

DXを推進するデジタル人材は依然として不足して
おり、デジタル人材の更なる育成及び県外からの
誘致が必要です。県内デジタル人材の育成及び県
外からデジタル人材の呼び込みのため、引き続き、
創造的な活動を幅広く実施している者同士が互い
に連携し刺激を与え合うような機会を提供してまい
ります。
評価指標については、令和元年度台風第19号災害
や新型コロナウイルス感染症拡大等の理由によ
り、目標未達成となりました。

次世代自動車インフラ整備プロ
ジェクト

EV・FCVへの着実な転換を目
指し、基礎充電を基本としつ
つ、それを補完する充電インフ
ラについて、「未設置区間ゼロ・
電池切れゼロ」の充電インフラ
整備を進めるため、EVの利用
目的や利用形態（運行距離等）
に応じた適切な配置等を促進。

8,552,784円
（1,000,000円）

1者
温室効果ガス総排出
量（千t-CO2）

13,738
14,783
(R1)

未達成
(0.93)

新たな「長野県次世代自動車インフラ整備ビジョ
ン」、長野県地球温暖化対策条例及び充電インフラ
整備への補助といった総合的な対策により、県民・
事業者・市町村と連携・協働しながら、EV・FCVを安
心して快適に使える充電環境の整備を推進しま
す。
温室効果ガス総排出量は、2010(H22)年度以降全
体的に減少傾向ですが、目標達成に向けて、家庭
部門及び運輸部門における更なる削減が必要で
す。

脱炭素（ゼロカーボン）社会の
構築関連事業（長野県ゼロカー
ボン基金）

基金を活用し、持続可能な脱
炭素社会づくりに資する取組の
推進を目的とする事業を実施。

1,323,045,000円
（29,000,000円）

2者
温室効果ガス総排出
量（千t-CO2）

13,738
14783
(R1)

未達成
(0.93)

「長野県ゼロカーボン戦略」の目標を達成するた
め、交通・建物・産業・再生可能エネルギー等の各
重点分野の支援を強化し、引き続き持続可能な脱
炭素社会の実現を目指し取組を推進します。
温室効果ガス総排出量は、2010(H22)年度以降全
体的に減少傾向ですが、目標達成に向けて、家庭
部門及び運輸部門における更なる削減が必要で
す。

ふるさと信州寄付金等活用山岳
環境保全事業

県民共有の財産である長野県
の山岳の環境保全を図るた
め、山岳環境保全施設（登山
道や標識等）を整備。

5,951,469円
（5,951,469円）

4者
山岳遭難死傷者数
（人）

180人以
下

164
（R3）

達成
（1.1）

共有の財産である長野県の山岳環境を保全するた
め、寄付金を活用し、登山道等を整備することで、
豊かな山岳の環境維持及び安全な登山を行うため
の環境整備を推進していきます。

ポスト５Gを実現する「超精密電
子モジュール地域共創開発拠
点」整備事業

本県ものづくり企業が取り組
む、５Gの本格普及やポスト５G
に対応した次世代電子部品の
研究開発を支援するため、工
業技術総合センターに県内企
業が共同利用できる研究開発
環境を新たに整備し、県内企
業と共同研究開発を実施。

1,287,447,406円
（100,000円）

1者

工業技術総合セン
ター等の支援による
実用化等の成果事例
件数（件）

50件以
上

55
(R3)

達成
(1.10)

工業技術総合センターに整備された研究開発環境
を活用し、県内企業と共同研究開発を実施すること
で、引き続き、本県ものづくり企業が取り組む、５G
の本格普及やポスト５Gに対応した次世代電子部
品の研究開発を支援していきます。

県立美術館展示品の委託制作
事業

新県立美術館の魅力や発信力
を高め、国内外の人々が集う
文化・観光の拠点とするため、
建築のコンセプトである「ランド
スケープ・ミュージアム」やユニ
バーサルデザインを具現化し
た展示品を委託制作。

1,189,840円
（100,000円）

1者
文化芸術活動に参加
した人の割合

72.5%以
上

76.3%
（R3）

達成
（1.05）

引き続き、文化・観光の拠点となる美術館を目指し
て、魅力ある展覧会やイベント等の開催、無料ゾー
ンのコンテンツの充実などを行います。

林業就労条件整備促進事業

林業事業体が、所属する就業
者に対して負担する振動病特
殊健診受診費や退職手当共済
掛金等について、県の森林整
備基金の運用益を活用して経
費の一部を補助することで、職
場環境の改善を進め林業就業
者の定着及び雇用の促進。

13,755,000円
（1,000,000円）

1者
林業就職者一人当た
りの木材生産額（万
円/人）

671
555
(R3)

未達成
(0.83)

林業就業者が安心して働き続けられる職場環境の
改善を進めるとともに、スマート林業や機械化の推
進等により生産性の向上に取り組んでいきます。評
価指標については、令和２年度前半の新型コロナ
ウイルス感染症拡大による一時的な木材需要の落
ち込みや価格低下等の理由により、目標未達成と
なりました。

県民の生涯にわたる「学び」を
支援するための図書資料等充
実事業

県立長野図書館が県民の「知
と情報の拠点」として、信州の
どこからでも、誰もが等しく望む
情報を手に入れられる環境を
整備するための資料・情報の
収集・充実。

38,964,485円
（100,000円）

1者
県内公共図書館調査
相談件数（件）

82,000件
以上

63,189
（R2）

未達成
(0.77)

評価指標については新型コロナウイルス感染症拡
大の影響でサービス制限せざるを得なくなった市町
村図書館が多く目標は未達成となりましたが、受け
付けた調査相談を広く共有するための「レファレン
ス協同データベース」への登録件数は増加しまし
た。今後は電子書籍の導入も進めるなど、県内唯
一の県立図書館として、知識基盤社会における県
民の「知る・学ぶ」を支える情報拠点としての役割を
果たしてまいります。

まち・ひと・しごと創生寄附（企業版ふるさと納税）活用事業の実施結果
（各事業の重要業績評価指標（KPI)の実績値等）

今後の取組の方向性、理由等
寄附者
実績数

直近の状況
活用事業の名称

関連する
重要業績評価指標

（KPI)
事業概要

R3事業費
（うち寄附受領
実績額）

目標値≦実績値（事業評価指数≧1）・・・・・・「達成」

目標値＞実績値（事業評価指数＜1）・・・・「未達成」

（増加目標の場合）事業評価指数・・・・実績値／目標値

（低減目標の場合）事業評価指数・・・・目標値／実績値
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Ⅹ．事業点検の概要 （対象年度︓令和３年度）

１ 目的
県実施事業について、その目的又は目標に照らして、必要性、有効性、効率性などの
観点から点検を⾏い、その結果を翌年度以降の事業の改善等に反映させます。

２ 点検の対象事業
令和３年度に実施した事業のうち、職員の給与費や内部管理経費のみの事業などを除く
全ての事業（233事業）を対象としました。

３ 点検の主体及び方法
事業担当部局において、成果指標の目標達成状況の分析、今後の事業の⽅向性について、
事業改善シートを活用して⾃⼰点検を実施しました。

４ 成果指標の目標達成状況（※）
実績値が確定している493の成果指標の目標達成状況は、270指標（54.8％）が
「達成」、223指標（45.2％）が「未達成」となりました。

部局名 事業数 成果指標
達成 未達成

危機管理部 6 9 3 6

企画振興部 19 40 18 22

総務部 10 11 8 3

県⺠⽂化部 15 40 19 21

健康福祉部 30 60 37 23

環境部 18 26 10 16

産業労働部 19 58 37 21

観光部 6 12 4 8

農政部 30 73 44 29

林務部 18 35 12 23

建設部 23 43 33 10

会計局 3 0 0 0

企業局 3 17 13 4

教育委員会 25 67 30 37

警察本部 4 2 2 0

その他 4 0 0 0

計 233 493
(100.0％)

270
(54.8％)

223
(45.2％)

昨年度 231 464
(100.0％)

221
(47.6％)

243
(52.4％)

※2022年８月22⽇現在の状況。９月の公表までに残り14指標が確定予定。
----------------------------------------------------------------------------------

各部局の事業点検結果は以下の県ホームページに掲載予定です。
ホーム＞県政情報・統計＞組織・⾏財政＞事業点検＞事業点検制度＞令和４年度事業点検結果
ＵＲＬ︓https://www.pref.nagano.lg.jp/kikaku/kensei/soshiki/jigyokaizen/r04hyoka/r04tenken-kekka.html

-159-


